
様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課

大項目(政策)

l|安心して子どもを生み育てることができる環境づくり
由時計画n

地域子育て支援事業

保育係 匹1 1 1 

事|市両面所の保育園(焼野・須恵・さくら・姫井・貞源寺第二)で月
|曜日から金曜日までに5時間以上開設。子育て世代の交流の場
業lを提供し、子育て相談の受付。子育て支援に関する講習会の実
概l施。また、近隣の児童館に出張し、育児相談及び育児講習を実
要|縮。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

地域子育て支援センター事業費 37，265，000 37，189，000 

支
出

内
訳

dEbヨh 言十 37，265，000 37，189，000: 

人件費概算
i人工数(人役)1人件費(円n

0.11 577，4321 

活誠事または成栗指標

1 I延べ利用者数(実績数)

2 

3 

恥項目(基本事業)

地域子育て支援体制の充実

地域子育て支援拠点事業

育児不安の解消育児中の母親のリフレッシュ。少子化の歯止め

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/3 12，421，000 12，421，000 

財 県支出金 1/3 12，421，000 12，421，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 12，423，000 12，347，000 

.g. 計 37，265;000 37，189，000 

交付税
算入

経常

目的の妥当性 |妥当である|地域の子育て支援機能の充実。子育ての不安の緩和を目的としており妥当

自治体関与の妥当性| 妥当である|地域子育て支援拠点事業実施要綱子ども・子育て支援交付金交付要綱により実施

対象(受益者)の妥当性|妥当である|育児中の親子が対象

目標達成度 |概ね達成している
有ト ;......................1 
効 I類似事業の存在 |存在しない

性.. r::t.，副長-二記長語長|長証CE-L三 r~長石量五五五じ;ZLUL五L-czL-L五三五三 i;3.議.長三石主主五日高

妥
当
性

効
率
性

実施主体の適正化 |適正である|市内5か所の保育所への業務委託で実施

受益者負担の適正化|適正である|子育て講座等で、必要に応じ材料費等の実費徴収がある。

コスト効率 l 適正である|市の負担割合が3分の1である。市独自で基準を定め、利用人数による区分を設定している。.. 
利用者数が減少し目標を下回っている。保育所入所の早期化や幼稚園などでも未就園児対象の行事や場が増え、親子の
行き場が増えていることも一因と考えられる。

d 、，、、

〈課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
|国県支出金の超過交付分の精算あり

事項 | 



平成28年度事務事業評価シート|課喝宮・所得)I こども福祉課 子育て支援係

様式1号(事務事業評価)

小項目(基本事業)

地域子育て支援体制の充実

天項百I

一一
一

地域組織活動育成事業

INol 2 I 

Z|地向ける日び世代間同化活動その
他児童福祉の向上を図る活動に取り組む団体に対して補
血助金を交付する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

地域組織活動育成事業補助金 1，418，000 1，323，000 

支
出

内
訳

4E』2 言十 1，418，000 1，323，000 

蔵 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 10/10 1，418，000 1，323，000 

4E2ヨh 計 1，418，000 1，323，000 

人件費概算 |人工数(告|人件関~I 官|無|恒到 一般 経常

活動指標または成果宿覆
ー※上段:目標中段:実績下段:達成率

二ぷ1 1活動(イベント及び講習会等)回数

21参加延べ人数 …・Eij.9sA.....r....正.435);.:.......
6，779人

3 

目的の妥当性 妥当である|児童福祉の向上のため地域活動を支援するものであり妥当。
妥 1..・M・.....・M・-……………..1.............................1

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|児童福祉の向上を目的とした事業であり、市の関与が必要。
性ト…"“………:……H・H・...+............................1
'対象f受益者)の妥当性|妥当である|児童福祉向上は地域全体の利益につながるo

目標達成度 I I目標の設定はそぐわない事業
民有 ト………....・M・..…-…-…↓..........……・…・・・l

効 |類似事業の存在 I 存在しない

性エi雨量二ぷ言語長|説モ.~.~6.1逼伝説弓嗣Z込;説こそは
実施主体の適正化ヘ|適正である|補助金交付が主な事務であり市が実施主体となるべき事務である。

効ト-…-一……………，...1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担という概念にはなじまない。
性ト……....・M・...….........…l… l 
I . Iコスト効率 • I適正である|必要最低限の事務を必要最低限の人数で行っている。

...... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 l 
|目標設定になじまない。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室個所得)1 こども福祉課 子育て支援係 匹I3 I 
天事百I 中項目(施策)

次世代育成支援の充実

示項目日基本事業)

地域子育て支援体制の充実

ファミリーサポートセンター事業

事|子育-C(J)援助を受けたhよ~彊扇示で吾る人とによる地
業|域の相互援助組織であるファミリーサポートセンターの運
町|営を行う。会員の募集や登録事務、援助に関する調整、

室|講習会、交流会の開催及び広報紙の発行等により、事業
lの円滑な運営や会員の増加に努めている。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

臨時雇賃金他 1，853，114 1，853，114 

支 報償費 40，000 。
出
消耗晶 47，000 27，574 

内
訳 印刷製本費 20，000 16，308 

その他 177，000 .140，657 

.g. 言十 2，137，114 2，037，653 

歳ー入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/3 666，000 742，000 

財 県支出金 1/3 666，000 742，000 
j原割
地方債

訳内合
その他

一般財源 805，114 553，653 

dE』Z 計 2，137，114 2，037，653 

人件費概算 !人瑚人?;|句合引|官~ I 無 I~竺l 一般 経常

67.80% 1 128.10% 

活動指標または成果指標 7
一
人
一
人

司
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.目的の妥当性 妥当である|市民相互の援助活動の支援により、労働者の福祉及び児童の福祉の向上を目的としており妥当。
妥 r…...・H・-・・山・H・H・.....…・……1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業である。
性トM・M・…H・M・..…...........・…“・H・I・H・.....・ | 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|子育て支援を受けたい人と支援ができる人を対象としており妥当。

目標達成度 達成している|当初目標を上回った会員数、利用件数があった。
有.t.............，..............................1 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エi掃員二ぷ言語-房長長cz-i三|通語手長そ五長kEiZ長記i-員長こそ;;五;-
実施主体の適正化 適正である|子育て支援は市が積極的に実施すべき施策で、ある。

効 r…"…………………"'1……・・・・…H・H・...ャ…
率 |受益者負担の適正化|適正である|利用者から要綱に基づく負担金を徴収している。
|性 L…………………..1..・H・-……・"….....1..
コスト効率 適正である|平成27年度以降必要最低限(1人)の専任職員の配置としている。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

..... 

平成28年度に要綱を改正し、里帰りによる一時的な居住者や市内に勤務する人の利用も可能とした。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I こども福祉課

大事百T

子育て支援係 匹I4 I 
中項目(施策)

次世代育成支援の充実

子ども・子育て支援事業計画事業

警|て主寝室Z52J鴻郡山里J(!?主主主第一夜|対象|山陽小野田市子尚子育て支援事業計画
議|取組状況を整理して、子ども・子育て協議会を開催して検|手段|年度終了後に協議会を開催して取組状況の検証析う
要l証し、必要に応じて見直しを行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委員報酬 80，000 52，000 

支
出 I

、内

訳

4E』3 計 80，000 52，000 

人件費概算

'.レ蔵 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 10/10 80，000 52，000 

dロ』 計 80;000 52，000 

活動指標または成栗指標 H26 

6回

1 1協議会開催日数

21委員出席率

一般 経常

H27 

2回

5回 2回
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3 

目的の妥当性 妥当である|子ども・子育て支援法に基づいて子育て支援施策を推進することを目的としており妥当。
妥 r…・・勺・.....・M・...・・..........…叶…・ 1 

当|自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援は市が積極的に関与すべき施策であり妥当o
性 l………………………・・…，1.............................1
l対象(受益者〕の妥当性| 妥当である|地域のすべての子どもが対象者となるものであり妥当。

有l.~秀男子 .I~.~~~とff!?.TF??史~~虫プ日持労空I;:~里アザ?でifR今壬
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量弓言語"1 説日.~.~~..1両足当面支逗i;長品五五五;
実施主体の適正化 適正である|子育て支援は市が積極的に実施すべき施策であるo

iIF--税務IE55Z:l房長所長予定妥当者251E42FEijJ14512151当日:
コスト効率 適正である|必要最低限の委員報酬のみであり適正。

..... 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

平成29年度は計画の中間年度であり、計画の見直しを行う予定である。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I こども福祉課 こども未来室 匹仁日
小項目て基本事葉7
地域子育て支援体制の充実

子育て総合支援センター整備事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

用地家屋購入費 72，789，834 65，973，000 

支 設計委託料 10，335，600 4，924，800 
出
手数料 299，160 299，160 

内
訳 調査委託料 291，600 291，600 

その他 149，806 149，806 

合 計 83，866，000 71，638，366 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債 909-も 70，200，000 49，100，000 

内合
訳 その他 企来阪ふるさと寄附金 5，200，000 16，400，000 

一般財源 8，466，000 6，138，366 

dEb2 • 計 83，866，000 71，638，366 

人件費概算 |辺町;州立;ぅ~I 習~I無 II会計種目IJI 一般 臨時

活動干旨標またI孟成栗指標
※上段:目標中段.実績下段:達成率

H26 1 百互すーっ I H28 |目標

………...l……………I l警捜応定期計達成
施設購入・実施設計 度1 1事業の進捗状況

2 

通並日

3 

目的の妥当性 妥当である
妥
当 l自治体関与の妥当性|概ね妥当であるi妊娠期から子育て期までの市の総合的な棺談支援の拠点施設であり、市が関与することが妥当
性 |……..........・H・........…・・1・・・…1.............................1
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|妊娠期から子育て期までの子育て世代を対象としており妥当

目標達成度 達成している
有 r…………………・.，.............................，
効 l類似事業の存在 |存在しない|市内5か所の地域子育て支援センターの中核となるものである

性 t'..~.~~~-;;;;.:..;:~.~.~~.I..~~.~..::::.~.~..t.:妊娠蜘右手・育で腕であ相談支援初.:;~l予瑚京施設:Eじで整備・子犯で-;
上位施策への貢献度|貢献している|

| |安心して子どもを生み育てることができる環境づくりに貢献する。

実施主体の適正化 |適正である'

、・受益者負担の適正化|適正である|受益者負担になじまない。

適正である|地方創生応援税制活用事業による特定財源の確保に努めた。

.い
課題

今の向方性後、 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記 | 
|地方債は、地域活性化事業債を活用した。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局凶室園所得)I こども福祉課 子育て支援係

元項目( 中項目(施策)

次世代育成支援の充実

家庭児童相談事業

市内在住の児童とその保護者事|核家族化の進行や地域社会の連帯感が弱まるにつれ
~Iて、家庭や地域社会における子育て機能が低下している
読|状況の中、子育てに関する悩みや児童虐待等の様々な
要|問題に対応するため、家庭児童相談事業を実施。

家庭児童相談員による児童虐待等の相談・援助

歳 出 予算現額(円) 決算額C円) )歳入 予算現額(円)

消耗品費 6，000 5，522 国庫支出金

支 i 中部里親会市町負担金 36，000 35，000 財 県支出金
出
家庭児蛍栂絞員連絡協議会負担金 4，000 4，000 

内

源割
地方債

内合

i 訳 訳 その他

一般財源 46，000 

.g. ヨ 計 46，000 44，522 4ロ』 計 46，000 

人件費概算 |人工数(官~人{71詑~ 1 想見|ム~ ，会計百;J-' 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1家庭児童相談件数
33存.........1'.........詰存.....

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である l児童福祉法に基づき児童福祉の向上を目的としており妥当。
妥}…..............................・M ・."..1.............................1
当 }自治体関与の妥当性|妥当である|児童福祉の向上は市が積極的に関与すべき施策である。
性トH・...・-………………………十 .............1 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地域のすべての児童及びその保護者が対象者となるものであり妥当。

目標達成度 ー・発生した事例や相談に適切に対応することが必要。目標は設定しない。

æt持:11言明言::::::::|:::百五~::::l~::?:~~~三時三三i#烹持5ヨ主;:::::::::::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している|次世代育成の支援に貢献する事業。

実施主体の適正化 適正である|児童福祉の向上は市が積極的に関与すべき施策である。

51券子持者Iut;'r"日夜 二二二
コスト効率 適正である|必要最低限の負担金のみであり適正ロ.. 

匹亡口

決算額(円)

44，5221 

44，5221 

経常

平成28年の児童福祉法の改正により、市町村は、児童等に対する必要な支援を行うための拠点の整備に努めることとされ
ており、検討が必要。

課題

今の向性後方 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 30年度以降、改善する予定

特記 | 
l目標設定になじまない。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局呈・所(係)I こども福祉課

中項目(施策)

次世代育成支援の充実

子育て支援係 匹仁日

子育て支援情報発信事業

士，子育で情報の一元化と情報提供の充実を百両1;::、平成
芸 I~T~年度に「さんようおのだっこ」を開設した。平成28年度
岨;Iには、新たにスマホ対応やアプリを利用した'情報のプッ
雲|シュ配信の取組も始め、更なる内容の充実により利用者
lの拡大に努めている。

さんようおのだっこサイトの運営

意図|子育て'情報を一元化して提供することによる子育て支援

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

手数料 10，000 8，589 

支 機械器具借上料 65，000 64，800 
出
内
訳

dロ』 計 75，000 73，389 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 10/10 75，000 73，389 

dEb2 • 計 75，000 73，389 

l江数(人役)1人件費(円)川友両 I4m I長一一I _"'fu I 
人件費概算 1 0.11 抗日~ I注入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標 l

I 29，000件 I 29，000件 I I 29，000件 |達成
1 1ホームページアクセス数 (…訂正面件 r..4i.U4砕H・H・Ir…ぉ;伝子伴…I度

27% 1 51.00% 

携帯サイトアクセス数
21 
※H28より個別集計不能
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4

3 

目的の妥当性 妥当である|子育て情報の一元化による子育て支援を目的としており妥当。
妥 1..・H・H・......……………1.............................1
当 }同自治体関与の妥当性| 妥当である|子育て支援は市が積極的に関与すベき施策であり妥当。
性 Iト卜“……….“….日………..山……..山…….“….日….“.“………..山.“.………..……….“….“….“…..….“…-
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|すベての子育て世代を対象としており妥当。

目標達成度 I概ね達成しているlグーグルアナリティクスの仕様が変わり、携帯サイトアクセス数が把握できなくなった。
有ト……......…H・M・-…....・H・....1.............................1.

効 |類似事業の存在 l存在しない|民間情報も発信しており、市のホームページとは区別されている。
性ト…i…・…H・H・-…・………l ↓ 
上位施策への貢献度|貢献しているI家庭における子育て支援に貢献する事業。

実施主体の適正化 適正である|子育て支援は市が積極的に関与すべき施策であり妥当。

il労相経房長.r..手ヨ~:::l:::::::::::::::::::::::::::::::
ヨスト効率 適正である|必要最低限の費用負担のみである。

..... 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室伺(係)I こども福祉課 保育係

元項目I 中項目(施策)

次世代育成支援の充実

多子世帯応援保育料等軽減事業

士 E対象児童が保育所に入所した場合に保育料を減免(半
芸|額または全額)する。対象児童が民間保育サービスに入
概|所した場合は保育料を助成する(上限5万円)。

匹I7 I 

要1 1意図|安心して子育てできるよう、多子世帯の経済的負担の軽減

歳 出 予算現額(円〉 決算額(円) '歳 入 予算現額(円)
多子世帯応担保育科締軽被事指費補助金 150，000 150，000 国庫支出金

支 財 県支出金 1/2 26，011，000 
出
内

源割
地方債内合

訳 訳 その他 -51，872，000 

一般財源 26，011，000 

dロL 計 150，000 150，000 dロ』 計 150，0001) 

人件費概算 !人工数{ミ叶匂21Li|官lI無|恒画 一般

活動指標またほ成果指標

1 1保育料軽減した児童数

H26 H27， 

301人

21:育料助成を行った民間保育サービス入所児童[::::::::::::::::::::::::::r:::::::::忍...........

3 

目的の妥当性 妥当である|多子世帯の経済的負担の軽減を目的としており妥当
妥 t........・H・........・H・....・H・-・山H・H・.1.............................1
当 |同自j治台体関与の妥当性 l妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すベき事業である。
↑性生 ト目……….. …....……守一...…川.
対象(受益者)の妥当性l妥当である|保育所等に通う第3予以降がしい、喝る多子世帯が対象

目標達成度 目標設定にはなじまない。
有 t.......…・....・H・..…....・H・....…・・I.............................t

効 |類似事業の存在 |存在しない|国による多子減免制度を補充するもの
性 ト“………….“………….“…….“…….. … .. “………….“…….“…….“….“.“………….日山….. 山….“….“.“………….“…….. …….“… .. ………… .. …… .. …….“山.“.“………….“山….“….“.“………….“山….“….日...…….“….“.↓ l 
上位施策への貢献度|貢献している|子育て負担の軽減に貢献している

実施主体の適正化 適正である|行政機関以外に実施主体になりえない事業
効 t…………………………I.............................t
率 i受益者負担の適正化|適正である|多子世帯の子育て支援事業であり、受益者負担になじまない
性ト………………・・………斗… l 
iコスト効率 |適正である|負担割合県1/2市1/2

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 |目標設定になじまないD
事項 | 

改善
時期

決算額(円)I 

22，951，700 

-45，753，'100 

22，951，700 

150，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室圃所(係)I こども福祉課 子育て支援係

中項目〈施策)

次世代育成支援の充実

福祉医療(乳幼児・ひとり親家庭)助成事業

事|乳幼児医療費助成小学校就学前の乳幼児の医療費自己負
l担部分を助成するロ市の独自助成として、平成28年B月以降所
業|得制限を撤廃した。
概|ひとり親家庭医療費助成 18歳未満の児童及びその父又は母
要|の医療費自己負担部分を助成する。ただし、所得制限あり。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

需用費 195，000 188，945 国庫支出金

支 役務費 9，912，000 7，215，705 
出
システム開発委託料 1，278，000 1，277，100 

内

財 県支出金 1/2 59，693，000 
源割
その他(高額療養費) 6，500，000 

内合
訳 乳幼児医療助成費 107，545，000 104，845，334 訳 その他(返還金) 。
ひとり親家庭医療助成費 53，000，000 49，517，692 一般財源 105，737，000 

dEL ヨ 計 171，930，000 163，044，776 4E』Z 計 171，930，000 

人件費概算
|瓦工敢I瓦在)1人件費(円)I I交付税 I'= I じ孟孟司
1 0.41 2，309，叫 | 飢 | 無 I I会計種別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標

乳幼児医療受給者証発行者数

H26 H27 1 I H28 1目標 l

(県制度分)

乳幼児医療受給者証発行者数
21 
(市単独分)

31ひとり親家庭医療受給者証発行者数

2，498人 2，499人

l… 1，198}..・・・・T'"・・118b丈…. 1，159人

1 達成

度

目的の妥当性 妥当である|子育て世帯の経済的負担の軽減を目的とするものであり妥当。
妥 t............................................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である

性ヨ記長五五j雨量当証|長:~.~;;~...T~Lぷ員三五む漏-長忌量五2子瓦i正三五反当;
目標達成度 目標設定になじまない事業

有 t........................:...，................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二語録|説CE;;平言語雨量示i;員長山花;
.実施主体の適正化 |適正である|行政機関以外が実施主体になりえない事業o

効 f.;・M・.....・……-…・……・・，.............................，

率 l受益者負担の適正化|適正である|所得制限により対象者を適正に判断している。
性~......，'.………………..1.............................1

課題

今の方後

向性

コスト効率 適正である|必要最低限の費用負担である。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

平成28年8月以降、乳幼児医療費助成に係る所得制限を撤廃した。

改善
時期

回二日

決算額(円)

56，223，569 

6，213，308 

100，607，899 

163，044，776 

|経常臨時|



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局室園所(係)I こども福祉課

.....，小学leI:手主力も中学3年生までの児童の医療費自己責
芸|担部分のうち、 1割を助成する(平成28年8月以降、小学3
概|年生までだった対象者を中学3年生までに拡大)。ただ
要|し、所得制限あり。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

審査手数料 8，620，000 1，864，461 

支 子ども医療助成費 14，547，000 14，064，509 
出
シスァム開発委託料 No.9の事業に計上

内
訳

ぷロ』 計 23，167，000 15，928，970 

人件費概算 |「人江工瑚数航帆(は句引人勺常?乞~門人刈ぺ{句官i

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
j原割

その他(高額療養費)
内合
訳 その他(返還金)

一般財源

dE』コ 計

子育て支援係

予算現額(円)

110，000 

。
23，057，000 

23，167，000 

活動指標または成栗福麗 H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H2ア I I H28 I自標 l

1 I受給者証発行者数(従来制度分(小1~小3))

21受給者証発行者数(拡充分(小4~中3))

3 

945人 955人

達成
度

妥l.~型竺明 |閉ざ空三|士吉.2?????!?史門百円?主主O)"Cib竺.ヲ'0
当 |自治体関与の妥当性 l妥当である

性 f弱言語通:会j福司妥当.~;;~...l~長年記長弓元長証言山手伝当;主主;:雨漏出ゐ;
目標達成度 I I目標設定になじまない事業

有 lトトトト"……..….. ….  
効 |類似事業の存在 |存在しない

性日雨量ζふ副長|長瓦石;ぶ|三五三員長言語i;長示日;石;
実施主体の適正化 適正である|行政機関以外が実施主体になりえない事業。

劫 t......…・山M ・M ・.....・H・...・M・......，.............................，
率 l受益者負担の適正化|適正である|所得制限により対象者を適正に判断している。
|性 f............，.，・ 1....::::..::.. :.::..:;，..::;....1 
'コスト効率 |適正である|必要最低限の費用負担である。

• 
課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成28年8月以降、対象児童を小学3年生から中学3年生までに引き上げた。

匹1.10 1 

決算額f円)

108，933 

15，820，037 

15，928，970 

|ムm- .~a刊



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局聞室・所得)I こども福祉課 子育て支援係

大項目CiSl:町、

事|出生後、速やかな処置を講じる必要があると認められる
業|未熟児等が指定医療機関において入院養育を受ける場
概|合に、その養育に要する医療費を公費負担する。ただし、
要l所得に応じた自己負担あり。

歳 出 予算現額〈円) 決算額(円)

消耗品費 1，449 。
支 手数料 10，000 2，542 
出
未熟児養育医療費 8，421，454 8，421，454 

内
訳 償還金 8，551 8，551 

dEb2 h 計 8，441，454 8，432，547 

歳入， 予算現額(円)

国庫支出金 1/2 3，000，000 

財 県支出金 1/4 1，500，000 
源割
その他 過年度収入 。

内合
訳 その他 負担金 1，000，000 

一般財源 2，941，454 

d同』l 計 8，441，454 

人件費概算 |人工数倍|人tZ411想見|無|同問| 一般

1 1支給件数

2 

3 

活動指標または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

l 官芝7一寸 I H28 |日擢

二万芸........土コ夜 .1 1.....二二....二二....二二二....二二....二::::::::::21容窓鉱?E渓:芸主ζζ....二二....二二.....二.....二.....匡

匹仁田

決算額(円)

2，100，000 

1，050，000 

782，662 

4，499，885 

8，432，547 

経常

目的の妥当性 妥当である l入院養育を必要とする未熟児等の医療費を公費負担することにより乳児の健康の保持・増進を図るものであり妥当。
妥 f・.....................・H・-…・….......，.............................，.

当 |自治体関与の妥当性|妥当である↓母子保健法に基づき市が関与する必要のある事業。
性 1，.・H・-………...・H ・-………・・トn・M ・...・H ・ ト
ー対象(受益者)の妥当性| 妥当である 1入院養育が必要な乳児が受益者となるものであり妥当。

目標達成度 I I対象者に対する適切な助成が求められる事業であり、目標設定にはなじまない。
有 1...:...……………....，.....1.............・H・.....・H ・...1

効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二雨量京選云4cziι|三五三五員五議議i;長ぶぷヨ;
実施主体の適正化 適正である|母子保健法に基づき市が関与する必要のある事業。

I : I場詩的手当日:日夜|ちjjE広告訴;::::::::

課題

今の後方

向怯

コスト効率 適正である|必要最低限の費用負担である。

• 

計画どおり事業を進めることが適当

平成29年7月以降、個人番号の情報連携が始まる予定であり、適切な対応が必要。
目標設定になじまない。、

改善
時期

-、



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局・室・所得)I こども福祉課 保育係

天事!3( 中項目(施策)

次世代育成支援の充実

子育てコンシェノレジュ事業

.子育て世代が集まる子育て支援拠点施設覇王積極的に出向き、
事|子育て世代の実態を拾い上げ、声のかけやすい子育て相談窓
業|口となり、子育て世代のニーズの把握、個々に必要な情報提供
概|や相談、助言等を行い、子育て世代の応援及び自立を支援し、
要|いきいきと楽しく子育てができる地域社会をつくる。

手段|子育て世代の相談、助言、情報提供等を行う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

非常勤特別職報酬 1，731，000 1，730，400 国庫支出金 1/3 593，000 

支 消耗品費 50，000 。財 県支出金 1/3 593，000 
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 595，000 

dロ:.. 言十 1，781，000 1，730，400 1E』3 計 1，781，000 

人件費概算 戸数(人主i人{牛1221|官女児|無|也記 一般

若覇福穣ま正面蔵栗福覆

1 1子育て支援施設等の訪問回数

2 

3 

H26 1 H27、

96件
............. 

131件

218.3% 

目的の妥当性 妥当である|子育て世代の支援施策
妥 t....・M・..…...…...................・M・，.............................，
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業である。
性ト………………………….1…........................1
対象(受益者?の妥当性|妥当である|子育て世代であり妥当

目標達成度 達成している
有 r…・……………・・………叶
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 日説語ぶ二漏示説叫雇逼逼.，持長説示瓦こ山石;石ぶ司汗|ド王這言箭モ弓長以誌μぷ逼
'実施主体の適正化 |適正である|市が率先して取り組むベき事業

効 }トト“………….“………..…..…..面h…川川川..…………..……..……..…....…………..……..…………..……..……..…....……….“…….“……山円ア戸.
率 l受益者負担の適正化|適正である|受益者負担の徴収になじまない
性 L…・…………....・H ・...……1.............................1
コスト効率 適正である|子ども子育て支援交付金(対象分について国1/3、県1/3、市1/3).. 
事業の充実を図るため増員する必要がある。

課題

INol 29 I 

決算額(円)

593，000 

593，000 

544，400 

1，730，400 

経常

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
30年度以降、改善する予定

時期
向性

呈L



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室園所(係)I こども福祉課 子育て支援係 匹仁E

特別児童扶養手当事業

事|穿再手精神に中涯度瓦との障害の瓦石克童を監護して|対象|身体や精神に中程度以上の障害のある児童を監護している父もしくは母等
業|いる父もしくは母等に特別児童扶養手当を支給する。

概
r要

支
出
.内

訳

歳 出

消耗品費

印刷製本費

役務費

dEb2 司 計

予算現額(円) 1決算額(円)

44，360 44，220 

35，640 35，640 

20，000 19，5841 

100;000 99，444 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金 基準の1∞% 81，000 

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財調 19，000 

AE企ヨ』 計 100，000 

人件費概算 iよ工弧烹i人{?誌は |宝~l 無 I I会音色別| 一般
活動指覆言正面成果福麗 H26 H27 

1 I受給者数 100人 129人

2 

3 

決算額(円)

97，824 

1，620 

99，444 

経常

目的の妥当性 妥当である |特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、障害児の福祉の増進を図ることを目的とする事業であり妥当。
妥 t_....・M ・....................……・…叶….........................1.

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|権限移譲により市が申請及び現況屈の受付事務を行っている。
性ト………・…・………H ・H ・..1..，.........................+
対象C受益者)の妥当性| 妥当である↓身体や精神に中程度以上の障害のある児童を監護している父もしくは母等が受益者となり妥当。

有 l村秀明 | !?雪!?.tfpf今問?校行号さ!???交付県三
効 |類似事業め存在 |存在しない

性エ説副議長|副主.~.~~.l三副長説i二五瓦説
ー実施主体の適正化 |適正である|権限移譲により市が申請及び現況届の実施主体となっている。

効}………H・H ・...…………1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担という概念にはなじまないが、所得による支給制限がある。
性 L…....・H ・...…・…・…・…..，.1.............................1

コスト効率 適正である|必要最低限の費用負担である。

.レ
課題

一今の後方 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善
向性

特記 | 
l目標設定になじまない。

事項 l 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局E室・所(係)I こども福祉課 子育て支援係 回二日

児童手当事業

中学修了までの児童を養育している者

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 72，000 32，394 国庫支出金 37/45、2/3 718，251，000 717，557，332 

支 印刷製本費 180，000 178，200 財 県支出金 4/45、1/6 155，992，000 155，841，332 
出
通信運搬費 598，000 460，879 

内
j原割
地方債

内合
訳 児童手当 1，030，235，00。1，029，240，000 訳 その他 。

一般財源 156，842，000 156，512，809 

dE』コ 言十 1，031，085，000 1，029，911，473 dEbヨ. 言十 1，031，085，000 1，029，911，473 

| 悶数(人役-)1人件費(円UI交付税 I<1m: I Iム .1 I __"n. I 
人件費概算 1-.--.. ，-~叫 刊 9'，4421 1 算入 |無 1I~計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I . H26. I H27 I I H28 1目標 l
1 1 1 I 1達成

1 1支給延べ件数 I 93，738件 I 92，792件 I r 9].，873件 l 度

2 

3 

.目的の妥当性 l 妥当である l児童手当法に基づき次代の社会を担う児童の健やかな成長を目的とする事業であり妥当。
妥}………・M・M・-…….............1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|児童手当法に基づき市が実施主体となる事業。
性}………………………....・l…・ .1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|児童を養育するすべての者を対象としており妥当。

目標達成度 I I対象者lにζ対する適切な手当の支給が求められる事務であり目標設定にはなじまない。
有有、 トト.. 山…….. … .. 山.“.………....……… .. 山….. 山..………...……… .. 山….. 山….. 山.. …… .. … .. 山.. ……… .. 山….. 山….. 山...山……….. …… .. 山….. 山…….. 山.. 山.. 
効吋 1類似事業業lの存在 1存在しない

性主雨量二両議長|説CE二五|五五福長支ぶ込;;員長子弘正義i
実施主体の適正化 適正である|児童手当法に基づき市が実施主体となる事業。

il空手持労者E111::-27EEl--ー務
.コスト効率 適正である|支給する手当以外は、必要最低限の事務費のみである。

課題

今の向性後方

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成29年7月以降、個人番号の情報連携(試行)が始まる予定であり、適切な対応が必要。
目標設定になじまない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室刊(係)I 学校教育課 学務係 匹I1 I 

事同克義育面接会蚕確保できるよう、所得状況に応じた保
1!1護者の経済的負担の軽減と、公・私立幼稚園間の保護者
ま|負担の格差を是正するため、国の幼稚園就園奨励費補
霊|助事業に基づき、私立幼稚園に補助金を交付し、保護者
lへ保育料等の減免額を給付する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

幼稚園就園奨励費 62，000，000 58，813，000 

支
出
内
訳

dE〉コ. 計 62，000;000 58;813，000 

幼稚園就園奨励事業

対象|私立幼稚園に通う園児がいる家庭の保護者

手段|所得要件を審査し、園を通して保育料等の減免額を給付する

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/3 16，368，000 17，808，000 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 45，632，000 41，005，000 

4E』ヨ 計 62，000，000 58，813，000 

人件費概算 |入工薮宮司 |官tI有 II会計種別| 一般 | 経常 | 
活動指標、または誠果指標 H26 H27 

1 1対象園児数 606人 531人

21対象幼稚園数
.ro 
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. I目的の妥当性 |妥当である|保育料等を減免することにより、保護者の経済的負担を軽減しており、妥当である。
妥、 l…...・H・.........・M・...……・…1.............................1
見当 l自治体関与の妥当性| 妥当である|国の幼稚園就圏奨励費補助事業であり、市規則により主体的に行っており、妥当である。
性卜“M ・M・......・M ・............・M ・;........1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|国の基準に基づいており、妥当である。

目標達成度 達成している|申請書類の配布を幼稚園経由で行っているため、申請漏れがなく、目標を達成している。
有 t............................................，
効 l類似事業の存在 |存在しない

性 L雨量三雨量最長|長示cz-i-;ぶ|員五雇通誌記長議長長長-jぷ両ZZ孟福面最-ぷ:Li:員長日;;L;
実施主体の適正化 適正である|国の幼稚園就園奨励費補助事業であり、市が事業主体となって行うものであり、適正である。

i l今宮前日r"長::~~::::J長持お三日E552;二二二
コスト効率 適正である|国がその経費の一部を補助しており、適正である。.. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課目・室・所得)I 学校教育課

中寝巨(施策)

次世代育成支援の充実

......1家庭の経済状況に左右されることなく、義務教育段階の
主|就学を援助できるよう、保護者の経済的負担を軽減する
事|ため、経済的理由により就学困難と認められる児童生徒
|の保護者に対し、就学援助費(学用品費購入費や給食費
要|等)を支給する。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

J 学用品費 10，653，000 9，852，584 

支 通学費 39，000 。
出、
修学旅行費 3，266，000 2，824，336 

内
訳 新入学児童学用品費 2，836，000 2，016，295 

校外活動費 1，230，000 1，152，446 

dEh2 h 計 18，024;000 15，845;661 

歳、入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

合計

学務係

予算現額(円)

1/2 268，000 

17，756，000 

18;024，000 

人件費概算 |人工数(人引人空間|官|有|同司| 一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

|Nol 2 I 

決算額(円〕

321，000 

15，524，661 

15，845，661 

経常

活動指標、または成果指標 H26 I 百互デ寸 I H28. I目標IIH29(目標7
|達成

二東日二:i:::5255:::|I二111三::::::::1j..1 1 I対象児童数

I 5回 I 5回 II 5回
周知回数(校長会1回、広報掲載1回、ホ一ム }卜卜卜"……..………..…..…..………..…..…..………..…..…..“……….“…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..寸.
2引l固 I 5回 I 5回 II 5回
ジ掲載1回、仮入学時に1回、更新案内1回)1.………………-ι………………II 

I 100.0% I 100.0% I I 100.0% I良い

3 

5回

目的の妥当性 妥当である|就学援助費を支給することにより、保護者の経済的負担を軽減しており、妥当である。
妥 『…・・・・....・H・-……………..，.............................，

当|自治体関与の妥当性|妥当である|学校教育法第四条に規定されており、市規則にて主体的に行っており、妥当である。
性 f:，・H ・-……………………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|国の基準に基づいており、妥当である。

目標達成度 達成している|広報や学校を通じて周知を図り、受給率は約25%となっており、目標は達成している。
有 t.......…………・…・…“I
効 |類似事業の存在 I存在しない

年|斗雇員二両~.i.t.l 説こ二百|副長山手伝記長泊五議ζ白子ぷ弱;品五五ii雇通こそぷ:両日三;
実施主体の適正化 | 適正である|学校教育法第四条に規定されており、市が事業主体となって行うものであり、適正である。

i l併特定lE5EEl-廷翌日浅;手E555::::::
コスト効率ー |適正である|国がその経費の一部を補助しており、適正である。

.レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課刷局・呈所(係)1 学校教育課

事|家庭の経済状況に左右されることなく、義務薮融階の
品|就学を援助できるよう、保護者の経済的負担を軽減する
ま|ため、経済的理由により就学困難と認められる児童生徒
霊|の保護者に対し、就学援助費(学用品費購入費や給食費
l等)を支給する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

学用品費 10，111，000 9，639，014 

支 通学費 503，000 310，210 
出
修学旅行費 6，724，944 6，724，944 

内
訳 新入学児童学用品費 3，302，056 3，132，150 

校外活動費 804，0001. 533，408 

dロ』 言十 21，445;000 20，339，726 

学務係 |Nol 3 1 

中学校就学援助事業(生保・就学援助対象者分)

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/2 561，000 539，000 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 20，884，000 19，800，726 

dE』3 言十 21，445，000 20，339，726 

入件費概算 |入工数以tl人{712411官|有 I I会計種別| 一般 経常

活動指標えまたは成果指標

1 1対象生徒数

H26 

428人

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 有互7一寸 I H28、 |目標 l

達成
、度

H29(目標)

416人

4回
周知回数(校長会l回、広報掲載1回、ホーム2 I/~~ 
へージ掲載1回、更新案内1回)
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目的の妥当性 妥当である|就学援助費を支給することにより、保護者の経済的負担を軽減しており、妥当である。
妥 t…......・M・…・・…・…・…1・ 1 

当1自治体関与の妥当性|妥当である|学校教育法第四条に規定されており、市規則にて主体的に行っており、妥当である。
性}……η……....・H ・-……1.............................1
|対象(受益者]の妥当性| 妥当である|国の基準に基づいており、妥当である。

目標達成度 |達成している|広報や学校を通じて周知を図り、受給率は約25%となっており、目標は達成している。
有}……...・H・..……………1....……………l
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 Ii議員二伝言語|説CZ;;司副長山手伝記長雨漏出子両;Z元副長日ぷ説山花;
実施主体の適正化 |適正である l学校教育法第四条に規定されており、市が事業主体となって行うものであり、適正である。

効}……………・....・..…....・H ・.1.............................1
率'1受益者負担の適正化|適正である|国の基準に基づいており、適正である。
性ト……………………ト | 
コスト効率 |適正である|国がその経費の一部を補助しており、適正である。.. 
題課

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 学校教育課 学務係 |Nol 4 1 

学校保健の充実関連事業(扶助費)

歪|擦器官舎認開票銭}詔薬事|対象!就学援助の認定を受けた児童生徒の保護者

毒|の医療費を助成する。

要

歳 出 予算現額(円J 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

医療費 1，848，000 819，459 国庫支出金J

支 財 県支出金
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 1，848，000 819，459 

合 計 1;848，000 819，459 .g. 計 1，848，000 ?19，459 

人件費概算 |人四人引人句;221|甘いII会計種別| 一般 | 経常|
若覇指標、または成果指標 H26 

1 1対象児童生徒数 149人

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

百互ナ一寸 I H28 I目標 l

109人

達成
度

H29(目標J

I ' I目的の妥当性 |妥当である l就学援助費を支給することにより、保護者の経済的負担を軽減しており、妥当である。
妥 :トH・H・-…・・…...….. …...・H・.....1.............................1.
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|学校教育法第四条に規定されており、市規則にて主体的に行っており、妥当である。
性 f.，'.....・H ・-……........………|↓

対象(受益者)の妥当性|妥当である l国の基準に基づいており、妥当である。

目標達成度
有 }・1
効 |類似事業の存在 1存在しない

性斗幅二説判長福山花|面;福山伝記長面五議正面子ぷ弱;ゐ証言語こそ返る:言語日;ョ;
E実施主体の適正化 |適正である l学校教育法第四条に規定されており、市が事業主体となって行うものであり、適正である。

効三ト引………………H・H ・...1.............................1
率一一|受益者負担の適正化|適正である|国の基準に基づいており、適正である。
性¥ト…..............・......・H・....……1.............................1
|コスト効率 | 適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

園

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課情宜・所得)I 学校教育課

大項目(九府、

学務係 |Nol 5 I 

学校給食に係る給食費助成事業(就学援助)

対象|就学援助の認定を受けた児童生徒の保護者

手段|所得要件を審査し、就学援助費を支給する

歳 出 予算現額C円) 決算額(円)

給食措置費 60，480，000 53，776，330 

1.支・
出
内
訳

~ ヨ 計 60，480，000 53;776;330 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/2 409，000 925，000 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 60，071，000 52，851，330 

dE』3 計 60，480，000 53，776，330 

人件費概算
は工薮I瓦設)1人傾向J I 交付税~ 1......d....:....L:t::l;tl.1 I 
l 0.11 肌叫 | 算入 |有 II会計種別| 一般 経常

活動干盲抵または成果指標:

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 百デ寸 1. H28 1目標 l

1 1 I 1達成
1，305人 r-----CZ33人 1r 1.224人 l度

H29(目標)

1 1対象児童生徒数

周知回数(校長会l回、広報掲載1回、ホーム21 
ヘージ掲載1回、更新案内1回)

4回 1 4回

• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • l
 

4回 1 4回

100.0% 1 100.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|就学援助費を支給することにより、保護者の経済的負担を軽減しており、妥当である。

il説明FE--F::[:251長..l;P妥当言明日515:日前1liz--J51182;25552;:
対象(受益者)の妥当性|妥当である|国の基準に基づいており、妥当である。

旧標違成度 、 1達成してしい、泊る|広報や学校を通じて周知を図り仇、受給率は約25%となつており弘、目標は達成している。
有 }ト叫叩……..山………..山…..山…..山....……..……….……4一.

効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二伝説|説モ;;ぶ|両副長J王長記長雨漏;;副主語JZ語系;説日正面品目日;
.実施主体の適正化 | 適正である l学校教育法第19条に規定されており臥、市が事業主f体本となつて行うものであり仇、適正である。

、効 トトい"…..………..…..山....…一……..一一iム一..………..…….“……..…..…"………….“……..…....…………..……..…....…………..……..….“...………..…..1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|国の基準に基づいており、適正である。
性 f:...……………・…・H ・.1.............................1
1コスト効率 一 1適正である|国がその経費の一部を補助しており、適正である。

.い
、課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

国



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所得)I 学校教育課

大項目(九伊、

学務係 |Nol 6 I 

多子世帯応援保育料等軽減事業

ー，少子化対策の一環として、多子世帯における経済的負担
芸|の軽減を図るため、第3子以降の幼児が通園している家
概|庭の保護者に、保育料等の減免措置を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

多子世帯保育料等軽
5，700，000 3，476，640 

支
減事業費

出内

訳

，d; 計 5，700，000 3，476，640 1=1 

歳 入 予算現額〈円) 決算額(円)

国庫支出金
財
県支出金 1/2 2，850，000 1，830，100 j原書IJ

内合 地方債
訳 その他

一般財源 2，850，000 1，646，540 

4ロ』 計 5，700，000 3，476，640 

人件費概算 |人工数(淵人件記~I 習lI無 II会計翻1]I 一般 経常

活動指標、または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 官芝デー1I H28 l一一一

::::::::::::::::::!::::::百五二:|l:::::主主:::::|空
H29(目標)

1 1対象園児数

21対象幼稚園数
園
…
園

nJ
“
"nJ
“
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w苅

園
…
園
…
n
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η
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n
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E
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n
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"

噌

E
ム

-・・・・・・・.........................

12園

100.0% 良い

3 

目的の妥当性 妥当である|保育料等を減免することにより、保護者の経済的負担を軽減しており、妥当である。
妥 t..・M・......・M・-…・・……........叶 E 

当 I自治体関与の妥当性。| 妥当である|県の多子世帯応援保育料等軽減事業であり、市規則により主体的に行っており、妥当である。
性 ト...・H・…M・M・-…"・H・M・-“...........1・・・ | 
対象〈受益者)の妥当性|妥当である|県の基準に基づいており、妥当である。

目標達成度 達成している|申請書類の配布を幼稚園経由で、行っているため、申請漏れがなく、目標を達成している。
有 『…・・・・"“・.....................…....'1........…
効‘|類似事業の存在 l存在しない
性 lい..山………..山………..山…..山…..山....……....山………..……..山..“…“.
l上位施策への貢献度 l貢献してしい、喝る|国が定めた「少子化社会対策白書」の施策に合致しており弘、貢献している。

l 効 |雪施主体の適正化 |適正である悼の多子世帯応援保育料等軽減事業であ日が事業主体となって行うものであり、適正であるロ

率 |受益者負担の適正化|適正である l県の基準に基づいており、妥当である。
性ト………………………1.............................1.
:|ヨスト効率 |適正である|県がその経費の一部を補助しており、適正である。

...... 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

国



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 学校教育課

大項目(政策)

I|安心して子出を生み育てることができ硯境づくり
由時計画n

就園・就学助成事業

学務係 匹Eヨ

士 I/J、中学校へ入学予定者の保護者に対して、入学に必要
芸|な物品の購入に要する費用の、保護者負担を軽減するた
概iめ、資金を貸し付ける。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

入学資金貸付金 940，000 646，110 

支
}出

内
訳

.g. 言十( 940，000 646，110 

i人工数(人在刀 存葺{宵Tl
10.051 288，7161 

活動指標Lま記言説栗宿槙 H26 

小中学校入学資金貸付事業

保護者の経済的負担の軽減

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金、
源割
地方債

内合
訳 その他

一披財源 940，000 646，110 

4ロ』 計 940，000 646，110 

交付税
算入

一般 経常

1 1対象児童生徒数 :::::::::::::::r::::::::?双..........

I I 3回
周知回数(広報掲載1回、校長会1回、入学通知 l'卜卜卜"………..…..………..…..…...………..…..…...………..…..…...………..…..…...………..…..…...………..…..….“...2 1~~~~\/.u. TI)(."J't:V ~.q.!::::.-h 'L，.X...J.l'，.:z:>¥.Lj.!::.I， /'-"'TAa/¥1-I I I 3回
同封1回) ~・M・.......…・……・4

1 1 100.0% 

3 [::::::::::::::::::::::::::r:::::::::::::::::::::::::::I L::::::::::::::::::::::::: 

目的の妥当性 |妥当である|入学資金を貸し付けることにより、保護者の経済的負担を軽減しており、妥当である。
妥}…・…………………"・1.............................1
'当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市規則にて主体的に行っており、妥当である。
性ト………………………....1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|所得審査は、就学援助事業の基準に基づいており、妥当である。

目標達成度 I達成している|広報や学校、入学通知時に入学予定者全員に周知ができており、目標は達成している。
有~....，...:..;..."................:..;.........I.............................1

効 |類似事業の存在 |存在しない

性日雨量二泊判長瓦モ;;司副長五日長雨量副長ζ出子ぷ漏iZE長;辺通じぞみに員長白石;
実施主体の適正化 |適正である|市規則により、市が事業主体となって行うものであり、適正である。

受益者負担の適正化|適正である I就学援助の基準に基づいており、妥当である。

コスト効率 |適正である↓償還方法は、就学援助費の充当であり、妥当である。

効
率
性 .. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 学校教育課 学務係

事|交通遺児の健全育成を図るため、市交通遺克基蚕を設
業|置し、交通遺児の就学及び就職を奨励するための助成金

概|を支給する。

要

‘歳出 予算現額(円) 決算額(円)

交通遺児就学費 140，000 

支
出

内
訳

dE』3 計 140，000 

交通遺児助成金支給事業

歳 λ 予算現額(円)。 国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 140，000 。 dロ』 計 140，0001 

回二日

決算額(円)

。
。

人件費概算 |人工Y)i人件 r甘い|恒到 一般 | 経常 | 

活覇福榛Jまたは成果指標

1 1対象児童生徒数

周知回数(校長会l回、広報掲載1回、ホーム
21 
ジ掲載1回)

3 

H26 H27 

............zx.・H ・.....r.........zx.....

3回 I 3回

3回 I 3回
100.0% 1 100.0% 

目的の妥当性 妥当である|助成金を支給することにより、交通遺児の就学・就職を経済的に支援しており、妥当である。
妥、 t..，......"............…..…・・・・…・，.............................，

当、 l自治体関与の妥当性|妥当である|市規則にて主体的に行っており、妥当である。
性F';;…竹………………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|交通事故により父母の両方又は一方を失った20歳未満で、あり、妥当である。

目標達成度 達成している|広報やホームページにより周知ができており、目標を達成している。
有 t"，.....…H・H・.......，................，..，

効 i類似事業の存在 |存在しない

性 [1'雨量二伝説|説こそ;;計五副長雨量長み員長込山:説仁三弓;
実施主体の適正化 |適正である|市規則により、市が事業主体となって行うものであり、適正である。

効卜H・M ・..………………，';...;.1.............................1
3室経 |受益者負担の適正化|適正である|基金で運用しており、適正である。
性 ~....;一-…....・H・..…・・……・・..1.............................1

コスト効率 適正である|基金を設定し、助成事業に要する経費に充てており、適正である。

..... 

.課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課伺E室・所(係)I こども福祉課 子育て支援係 匹亡日

子育て支援ネットワーク事業

歪|品会票封書舗5322Z222t嘉|対象|虐待を受…児童や発達障害ーを抱えている児童
ま|障害児の療育及び家族への支援等、児童の健全育成の|手段|協議会開催により関係機関の連携を深める
重|ために必要な取組を行い、関係機関相互の連携を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

消耗品費 2，000 。 国庫支出金

支 報償金 6，000 6，000 財 県支出金
出
講師謝礼 5，000 5，000 

内

j原割
地方債

内合
訳 普通旅費 5，000 。訳 その他

一般財j原 18，000 

合‘計 1s，000 11，000 4E2コ恥 計 18，000 

人件費概算 |人工数(人?;|人件部~ I想見|無|也記 一般

活動指標または成果指標

1 1代表者会議開催回数

21実務担当者会議開催回数

3 

H26 

1回

l回

H27 

1回

. 1回

l00.00% I 100.0% 
6回 I 6回
6回 6回

100.00% I 100.00% 

目的の妥当性 妥当である|児童福祉法に基づき子どもたちの人権を守ることを目的としており妥当。
妥 r….......・H・-………-……j.............................j
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|児童の健全育成は市が積極的に関与すべき事業である。
性 F.....:....................;................I.............................1
l対象(受益者)の妥当性l妥当である|児童福祉法に規定する要保護児童が受益者となり妥当。

宕 l白守ザ烹樗空?空努予 |空黙存ピ?ど:三T三~..l.~，明F
l 効 |類似事業の存在 1 存在しない

性エ雨量二ふ言語長|言語仁三;平副主副長福山日;

実施主体の適正化 |適正である|児童の健全育成は市が積極的に関与すべき事業である。
効ト……...・P・...…………H ・H ・..1.............................1
芸名 I受益者負担の適正化|適正である|受益者は要保護児童であり、受益者負担としづ概念にはなじまない。
性 1..:..・M・...………………..1.............................1

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|必要最低限の費用負担である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

11，000 

11，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課"局・室・所得)I こども福祉課 子育て支援係 匹1 13 1 

中項目(施策)

次世代育成支援の充実

ことばの教室(幼児部)事業

警|之官品開認l(芸者25ZP認識|対象ドとばの遅れが気になる未就学の幼児
議lの教室幼児部で言語指導を行う。 I手段|遊びを通して聞き取りゃ発音、発声練習等を指導する
要.

支
出

内
訳

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

非常勤特別職報酬 5，040，000 5，027，040 国産支出金

消耗品費 50，000 24，010 財 県支出金

燃料費 20，000 4，950 
源割
地方債

内合
心身障害児総合療育機能負担金 100，000 42，000 訳 その他

一般財源 5，210，000 

.g. ヨ 言十 5，210，000 5，098，000 dE』Z 計 5，210，000 

人件費概算
l人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I""" I I ......，._t_:s:";[:J" I 
| 0.11 577，叫 | 算入 | 無 I 1:会計種別| 一般

若覇霜寝言記ま:蔵栗指標: H26 
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 I I H28 I目標 l

1 1指導児童数 78人 68人

達成
度，

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|早期から未就学児のことばの遅れに対する指導を行うものであり妥当。
妥 t.......…-……………・・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性、|妥当である|発達障害者支援法第3条に基づき市が実施すべき事業である。
性 トH・H ・...・M ・M ・.......・叩H ・H ・-…・・…1.............................1
対象〈受益者)の妥当性|妥当であるにとばの遅れが気になる未就学の幼児を対象としており妥当。

決算額(円)

5，098，000 

5，098，000 

経常

目標達成度 I I支援が必要な児童に対して適切に支援を実施すべき事業であり、目標設定にはなじまないo
p有 |…H ・H ・..……………十一H ・H ・-…H ・H ・...1.・一一一一-
効 1類似事業の存在 |存在しない

性『エ雨量二ゐ言語|福山ヨド長房副長五五;

実施主体の適正化 |適正である|発達障害支援法第3条に基づき市が実施すべき事業である。
効}……M・E・..・…・…・….......，...1.............................1.
率 |受益者負担の適正化|適正である l受益者負担金の徴収は行っていない(徴収は相応しくない。)。
性 L……....・H ・…"…"…….1.........…................1.
コスト効率 適正である|必要最低限の人員及び費用負担であり適正。

.レ
課題

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記 | 
|目標設定になじまない。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局開室・所得)I こども福祉課 子育て支援係 匹1 14 1 

中項目(施策)

次世代育成支援の充実

.心身障害児簡易通園施設「なるみ園Jを開設し、心身障害児
事hこ、障害の特性に応じ、日常生活に必要な基礎的な技術習慣態
業|度の養成及ひ・団体生活への適応訓練を実施する。
概|社会福祉事業団が指定管理者として圏の運営を行っている。

対象|児童福祉法に定める肢体不自由、知的障害、盲、ろうあ等の障害を有する幼児

手段|附寄の特性に応じた基礎的な技術習慣態度の養成及び団体生活への適応訓練を実事

要

支
出

内
訳

歳 出

保険料

設備保守委託料

指定管理料

機械器具借上料

.g. ヨ 計

人件費概算

予算現額(円)

35，000 

37，000 

33，485，000 

162，000 

33，719，000 

|人工数(人役)1 
|0.31 

若覇子宮標ま元首融果指標

1随所児童数

2 

3 

それぞれの児童が有する能力を育成、助長する

決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)I 

34，190 国庫支出金

36，288 財 県支出金

33，484，000 
源割
地方債

内合
162，000 訳 その他

一般財源 33，719，000 33，716，478 

33，716，478 Aロb‘ 計 33，719，000 33，716，478 

一般 経常

H26 H27 

20人 20人

目的の妥当性 妥当である|障害を有する児童の能力の育成及び助長を目的とする事業であり妥当。
妥 t...………..………..山.“….“.……….“….“…....………..山..“……….日………..………..…..…..……..…..“………..山....……….“…寸..
当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|発達障害者支援法第3条に基づき市が実施すベき事業である。
性 }ト"…………..…………..…….“…一.“叫.白…..川…..…….“…....…………..……..…..…………・・1.............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|肢体不自由、知的障害、盲、ろうあ等の障害を有する幼児を対象としており妥当。

1目標達成度 1 1支援が必要な児童に対して適切に支援を実施すべき事業であり、目標設定にはなじまない。
有 1...・H ・……...・H ・……….1.........・H ・................1
J効 |類似事業の存在 | 存在しなしい、|市内に類似施設はない。
性 1..…….，….“.“………..山….“…..“……….“山…..山………..山…..山….“….“.“……….“….“….“.…“………….“…….“………….“…….“…….“….“.“………….日……..……..…...…叶.一L
上位施策への貫献度|貢献してしい、泊る|児童の健全育成に寄与する事業。

実施主体の適正化 |適正である|発達障害支援法第3条に基づき市が実施すべき事業である。
!効}……………“H ・H ・..…イ… l
'率バ|受益者負担の適正化|適正である|受益者負担金の徴収は行っていない。
性~...;..…山H・...…・…・…H・H・..1.............................1

コスト効率 適正である|平成29年度以降法定施設に移行することにより、指定管理料が減額となる。

..... 
{課題

今の後方

向性

法定施設への移行を進める必要がある。

事業の進め方等に改善が必要

平成29年度以降、児童福祉法に基づく児童発達支援を行う事業所として位置付けた。
目標設定になじまない。

改善
29年度中に改善に着手

時期



様式1号(事務事業評価)

匹亡日子育て支援係こども福祉課平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I 

ひとり親家庭自立支援給付事業

ひとり親家庭の父又は母ー，ひとり殺家庭の就職ピ有利二であり、主活の安定に資する
主|資格の取得を促進するため、自立支援教育訓練給付金

毒|及び高等職業訓練促進給付金を支給し、ひとり親家庭の
要，1自立を支援する。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 3/4 7，906，000 8，631，000 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 3，661，000 2，736，000 

dEL コ 言十 11，567，000 11，367，000 

歳 出 予算現額(円) 決算額(同)

償還金 368，000 368，000 

支 自立支援教育訓練給付費 200，000 。
出
高等職業訓練促進給付費 10，999，000 10，999，000 

内
P 訳

4E』コ 計 11，567，000 11，367，000 

経常己J交付税
算入

却問l人工数(人役)1

|{).41 
人件費概算

H26 活動指標または成果指標

(::::::lE::;::::I:::::二日...........自立支援教育訓練給付金支給人数

::::::::::::?A::::::::::r:::::::::?E:::::::::: 21高等職業訓練促進給付金支給人数

3 

妥
当
性

目的の妥当性 |妥当である|経済的に不利なひとり親家庭の自立を目的とした事業であり妥当。

自治体関与の妥当性|妥当である|厚生労働省の通知に基づいて市が実施主体となる事業である。

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|経済的に不利なひとり親家庭を対象とした事業であり妥当。

目標達成度 1.............................1支援を必要目方への適切な支援が必要な事業であり、目標設定にはなじまない。

類似事業の存在 |存在しない

上位施策への貢献度|貢証している|ひとり親家庭の支援に貢献する事業である。

有
効
性

実施主体の適正化 l適正である|厚生労働省の通知に基づいて市が実施主体となる事業である。

|効 t~t~~iMi~iif.1t.l...iÆ.~~~....1:率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担の概念にはなじまない。
性ト……-………………1.............................1
コスト効率 |適正である l厚生労働省の通知に基づ、く給付を行っており適正。

..... 

課題

の今向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期
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事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室園所得)I こども福祉課 子育て支援係

大項目(i6(m;、

母子寡婦福祉事業

事|母子及び父子並びに寡婦福祉法第8条第1項の規定に
:!:I基づき、母子・父子自立支援員を設置し、母子、父子及
議|び寡婦の自立に必要な情報提供及び指導等を行う。 I手段|自立凶要な情報提供及び指導等を行う
要I I音回|母子、父子及び寡婦の自立を支援する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

非常勤特別職報酬 1，731，000 1，730，400 国庫支出金

支 消耗品費 30，000 18，919 財 県支出金 基準の1∞% 55，000 
出
通信運搬費 20，000 19，970 

内

源割
地方債

内合
訳 母子寡婦福祉連合会補助金 78，000 60，600 訳 その他

一般財源 1，804，000 
d回b九 計 1，859，000 1，829，889 dEbコ. 計 1，859，000 

人件費概算 役2.!一~I 想見|無山出一般

活動指標または成果指標

1 1母子、父子及び寡婦相談件数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 ' I 百 T寸 I H28 1目標】
1 1 I 1達成

289件 r288件 I1.... 230件 l度

匹E日

決算額(円)

55，678 

1，774，211 

1，829，889 

経常

目的の妥当性 妥当である |母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき母子、父子及び寡婦の自立支援を目的としており妥当。
妥ト..........・M・......・"・...........・・.，.....1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき市が実施すべき事業。
性ト…..................…H・H・-….+...…… | 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である l経済的に不利な母子、父子及び寡婦が受益者となり妥当。

目標達成度 支援を必要とする方への適切な支援が必要な事業であり、目標設定にはなじまない。
有 t......................，....，.........，..'...1
効 l類似事業の存在 |存在しない

性 r:t:ift~長-二伝言語長|正証じ石-;ぶ|五五五言語ぷ支長i;長五%孟五;
実施主体の適正化 適正である|母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき市が実施すべき事業。

i:IF十戸房長房長T...日主主主再翌日明日555:::::;::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率

課題

今の後方

向性

適正である|必要最低限の費用負担。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

特記 | 
l目標設定になじまない。

事項 | 

改善

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所得)I こども福祉課 子育て支援係

室1~1~歳未満の児童を養育するひとり親家庭の父、母文は|対象 118歳未満の児童を養育するひとり親家庭の父、母又は養育者
主|養育者に対して児童扶養手当を支給する。ただし、所得
山|による一部停止、全部停止あり。
霊|平成2向月以降、児童扶養手当の多子加算額を引き
l上げた。 I意図|ひとり親家庭の生活の安定と自立促進及び児童福祉の増進

匹I17 I 
天事e!(

一一
一

児童扶養手当事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

障害認定業務委託料 6，000 5，400 

支 児童扶養手当 315，548，000 314，559，830 

出内 償還金 28，000 27，853 

訳 シスァム開発委託料 2，583，000 1，144，800 

.g. 計 318，165，000 315，737，883 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/3 105，182，000 104，911，956 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 212，983，000 210，825，927 

dロ』 言十 318，165，000 315，737，883 

人件費概算 |人工数(人民|入先制|官見|有 I1:今時計 一般 臨時

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1支給者数 u ・・667X......T…・582祥…・…Ir…・1計.伴…

21受給者延べ件数(第2子) 1，2321'牛

31受給者延べ件数(第3子) 336{1牛

目的の妥当性 妥当である|児童扶養手当法に基づき児童の心身の健やかな成長を目的とする事業であり妥当。
| 妥 t..，.....……-……・・……… 1....::.::.:.::...~..:..:::...1 
当 |旧自治体関与の妥当性|妥当である|児童扶養手当法に基づき市が実施主体となる事業o
性}ト“…………..………….“…….“…….“…..………….“……..……..………….“…….“……..….“.“…………“…….“..“………….“…….. …....………….“……..…....…………..山….“….“...……….“….“十-1-十.
|対象i受益者)の妥当性|妥当である|経済的に不利な母子、父子が受益者となり妥当。

目標達成度 目標設定にはなじまない。
有 t."..................................'........1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 3員長二伝言語|長両日三|弘通言語記長伝説子元暴;
実施主体の適正化 適正である|児童扶養手当法に基づき市が実施主体となる事業o

効 t....，..…............・H・....……...，..............・H・-・…・・…1

率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担という概念にはなじまないが、所得による支給制限がある。
性 l，.;..・..………………..1.....................….....1........

コスト効率 適正である|必要最低限の費用負担である。

..... 
課題:

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

H28年8月以降第2子以降の加算が増額となった。
目標設定になじまない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局呈・所得)1 こども福祉課 保育係 匹亡日
大項目( 中項百幅葉7 小項目(基本事業)

仕事と子育ての両立支援 多様な保育サービスの充実

事l私立保育所(6園:焼野・須恵・さくら・真珠・貞源寺第一・
:!:Iあおい)で実施する一時預かり事業に対して補助金を交
議|付する。保護者負担金:1日利用問00円半日利用900
要|円。同額を保育所に補助。

一時預かり事業

私立保育園の一時預かりに対して補助を行う

一時的に保育環境が必要な家庭への子育て支援

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

一時預かり事業費補助金 3，660，000 2，444，928 国庫支出金 1/3 1，389，000 

支 財 県支出金 1/3 1，389，000 

出内 源内 割合 地方債

訳 訳 その他 利用者負担金 958，000 

一般財源 -76，000 

辺Eヨ、言十 3，660，000 2，444，928 AEtヨ・- 計 3，660，000 

人件費概算 |よエ数(人事|よ官1~~11 r-~J~-I 生|匝副 一般

活動指標面市成果指標 H26 H27 

1 1一時預かり年間延べ利用者数 3，695人 2，659人

21実施園数 6園 6園

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野岡市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業
妥 1........……・・………........…，.............................，
当， 1自治体関与の妥当性|概ね妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業である。
性ト……………H ・H・...…..1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|一時的に児童の保育環境が必要な家庭が対象

目標達成度 目標設定にはなじまない
有『十"山……….. 山……….. 山….. 山….. 山....……….. 山….“山‘"……….. 山….“山….. …..……… .. 山….. 山….. 山.. ……… .. 山….. 山….. 山.. ……… .. 山….. 山….. 山....………"山…..…山
効 |類似事業の存在 |存在しない

|卜~ 性 |卜卜卜“………….“………….. …….“…….“….“.…...........………・・'1........:.............・H・"'1
ー上位施策への貢献度|貢献している|子育て世代への保育支援

効雪村1*0)翌然 |再三計三|竺土門主???J慢性青空:Jtiiぎ*m.llh空空1fmJ~1jとJ::g雪空
率 |受益者負担の適正化|適正である|利用料を徴収
性ト……・............…........・H・....1.............................1
コスト効率 l適正である|市の負担割合1/3.. 
新たに厚陽保育園で事業を開始したが、需要のある地域では保育士不足等により受け入れ可能数に限りがある。
引き続き保育土確保策の検討が課題。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

1，729，000 

1，729，000 

1，507，500 

-2，520，572 

2，444，9281 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直面所(係)I こども福祉課 保育係 匹仁日
中項目(施策)

仕事と子育ての両立支援

延長保育利用促進事業

事|各児童が認定された保育時間を超えて保育を実施する延長保育に
保育所に通う児童lついて、私立保育所に対し補助金を交付する。ただし、短時間を超

業lえ標準時間までの聞の延長保育については、利用料を各国が徴収
概|し、徴収した額は補助金から除く。 手段|延長保育を実施した私立保育園に補助金を交付する

要 I~~f!!時間延長(1時間延長5圏、 30分延長6園) 短時間延長全

r 歳 出 予算現額(円) 決算額(円〉 歳 入 予算現額(円)

延長保育利用促進事業費補助金 10，746，000 9，202，600 国庫支出金 1/3 3，581，000 

J 支 財 県支出金 1/3 3，581，000 
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 3，584，000 

dE』コ 計 10，746;000 9 ， 20~ ， 600 dロ』 計 10，746，000 

人件費概算 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1延長保育年間延べ利用児童数 28，235人 21，213人

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業
|妥卜…...・H・...・H・H・-……山 I....~… 十
当 i自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業である。
性， ~.ó・ H・………… .........ιH・H・， .1.............................1卜

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|保育所を利用する保護者であり妥当

目標達成度 1 1目標設定にはなじまない
有~:..・H・...・H・H・...............…・… ..1..........・H・.....・H・ ......1

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 i……………………・...1.. 
上位施策への貢献度 l貢献している|保育所を利用する保護者への保育支援

}実施主体の適正化 |適正である|山口県保育所等機能強化推進費補助金交付要綱による事業
効ト………………...........…↓ | 
率 |受益者負担の適正化|適正である|短時間保育認定の場合は利用料を徴収
性 I…M ・M ・…........………H ・H ・.1.............................1

|課題

今の後方

向性

コスト効率 適正である|市の負担割合1/3

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

国県支出金の超過交付分の精算あり
目標設定になじまない。

改善
時期

決算額(円)

4，084，000 

4，084，000 

1，034，600 

9，202，600 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I こども福祉課 保育係 INol 20 I 

障がい児保育事業

障がい児を受け入れる保育所事|障がい児を保育する私立保育所には、保育土加配に対し
業|て補助金を交付する。軽度障害児(1ヶ月 :29，730円)
概|特別児童扶養手当対象児童(1ヶ月 :74，140円)

要

手段|障がい児数に応じて、保育所に補助金を交付する

意国|障がい児の保育受入促進、保護者の就労環境整備

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

障害児保育費補助金 12，227，061 11，748，780 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 12，227，061 11，748，780 

dロ』 言十 12，227，061 11，748，780 dロ』 計 12，227，061 11，748，780 

人件費概算 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 I重度障害児人数 7人 5人

21軽度障害児人数 22人 22人

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業
妥 1......'......…・・……・…....・H ・..…・ 1 

マ当. 1自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業である。
性ト......…………................;.1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|障がい児を受け入れる保育所が対象であり妥当

目標達成度 目標設定になじまない
有 1............................................，
効 i類似事業の存在 |存在しない
性 }……・・…・……・・……M・M・+.・M ・...........・H ・-…1

上位施策への貢献度|貢献している|保育所での障がい児受け入れ促進となり対象となる保護者の保育環境整備

実施主体の適正化 適正である|山陽小野田市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業
効 1，'......…..………………叶 1

率 |受益者負担の適正化| 適正である|受益者負担と凸い、づう概念にはなじまない。
性 lトトト"山………..山….“山………..山…..山…..山..
lhコスト効率 1概ね適正である剖|単市事業であるが他市町でも実施する重要な子育て支援事業である... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
|目標設定になじまない。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I こども福祉課 保育係 匹I21 I 
小項目(基本事業)

多様な保育サービスの充実

事|集団保育が困難な病児・病後児童を、委託する民間事業
品|所等で一時的に預かることにより、就労等を行う保護者の

毒|子育て環境を整備し子育て支援を行う。
要lまた、必要に応じてその施設整備を行う。

病児・病後児保育事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

病児・病後児保育事業委託料 14，046，000 10，110，884 国庫支出金 1/3 15，132，000 

支 病児・病後児保育事業管外利用 3，173，939 3，173，939 財 県支出金 1/3 15，132，000 
出
病児保育施設整備補助金 31，350，000 30，510，000 

内

j原割 地方債、
内合

訳 訳 その他

一般財源 18，305，939 

.g. コ 計 48，569，939 43，794，823 dE』ヨ 言十 48，569，939 

人件費概算 !江瓶入間人官~;71 I 宝~I 無 I~竺l 一般

活動指標また耳元主栗;指標

1 1委託施設数

21延べ利用者数

3 

H26 H27 

2施京......T.......i施設H ・H ・

1，141人 1，171人

目的の妥当性 |妥当である|子ども・子育て支援交付金交付要綱による
妥}…................・M・...……….......1.............................1
当;1自治{体本関与の妥当性| 妥当でで、ある l子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すベき事業である。
性~ト"………..…......
対象(受益者)の妥当f性生| 妥当である l病児病後児をもつ就労等を行う保護者が対象で、あり妥当

目標達成度 目標設定にはなじまない
有 『…・・…・・…・……………l
効 i類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二記長説|説ぷ;ぶ|泌説話房長広三五二五議
|実施主体の適正化 |適正である|子ども・子育て支援交付金交付要綱による

効ト…………...…………1.............................1
率 |受益者負担の適正化 l適正である|所得に応じた利用料の負担あり
性，l...;...，・H ・..……………・….1.............................1

ヒー

課題

今の後方

〆向性

コスト効率 適正である|市の負担割合1/3

.レ

計画どおり事業を進めることが適当

国県支出金の超過交付分の精算あり
目標設定になじまない。

改善
時期

決算額(円)

15，526，000 

15，806，000 

12，462，823 

43，794;823 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜開局室・所得)I こども福祉課 子育て支援係 匹00
大項目 (ι一、

子育て短期支援事業

圭|J51議お遺言語、島悟妥協雲|対象卜時的な養育や保護が必要な児童
ま|ゃ、配偶者の暴力から逃れるため、児童の緊急的な一時|手段|児童養護施設等で一定期間の養育、保護を行う
劉保護が必要な場合に、児童養護施設等において一定期
l間養育、保護する。

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

子育て短期支援事業費 408，000 58，820 国庫支出金 1/3 136，000 24，000 

支 財 県支出金 1/3 136，000 24，000 
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 利用者負担金 87，000 19，310 

一般財源 49，000 -8，490 

iロ~ 計 408，000 58，820 dE』Z 計 408，000 58，820 

人件費概算 |人工数(人間人件記hil想見|無|恒副 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

1 1利用延べ日数 72日 27日

2 

3 

目的の妥当性 妥当である ト時的な養育や保護が必要な母子を養育、保護して児童及び家庭の福祉の向上を図ることを目的としており妥当。
妥 1..・M・.....・M・..…・・…..…..........・I・....…・ | ‘ 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業である。
性 f~.....・M・..“・.....................……十|

対象(受益者)φ妥当性| 妥当である|一時的な養育や保護が必要な母子を対象とする事業であり妥当。

目標達成度 、 I I目標設定にはなじまない。
有 トM・M・...・・........…-…・・"・・.;.;....1....・M・....・M・…・・…・・・1...
'効 |類似事業の存在 |存在しない.
性，..f，......;..:..................，......，....;..I.............................1・
上位施策への貢献度|貢献している L児童の一時的な保護が必要fよ家庭の支援であり、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの実現に貢献しているロ

実施主体の適正化 適正である|支援を必要とする家庭の支援であり、市が積極的に関与すべき事業である。

il場券将棋'f" 伝お:]~~~日号jf;:ち555長ヲ広三5::::::::::::::::::::::::::::::::::::::

課題

今の方後

向性

コスト効率 適正である|必要最低限の費用負担である。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

国県支出金の超過交付分の精算あり
目標設定になじまない。

改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課 保育係

事|市内12小学校区において、児童館及び小学校の空き教
:!:I室を利用し、児童クラブ事業を実施している。平日は放課ト
=1後から午後5時まで開所。土曜日及び長期休業期間は午
笠|前8時30分から午後5時まで開所。なお、 1時間延長保育
文!あり。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

r 保育業務委託料 76，533，000 67，963，258 

支 庁用器具費 1，398，226 1，218，943 
出、
通信運搬費 205，000 189，543 

訳内 光熱水費 378，774 378，774 

その他 1，418，000 1，144，956 

d広』司 計 79，933，000 70，895，474 

放課後児童対策事業

小学1年生から6年生の児童

手段|放課後及び長期休暇中に児童を預かる

歳入 予算現額(円)

国庫支出金 1/3 20，874，000 

財 県支出金 113 20，874，000 
源割
地方債

内合
訳 その他 保育料 17，460，000 

一般財源{ 20，725，000 

dE』ヨ 計 79，933，000 

i人工数(人役)1人件費f円)I I交付税 I__ I I A~.Li$CIII I "'Iu I 
人{件牛費概算 I 0刈 胤

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指様 I H26 1. H27 I I H28 1目標 l

I 100% I 100% I I 100% I達成
1 1受入率(児童クラブ受入児童数÷申込児童数) • 1 99.50見 r------g6-:g-0%-------1 r ---95-:7i% 1 度

99.50% I 96.90% 

2 

3 

匹I23 I 

決算額(円)

21，355，000 

21，355，000 

17，389，700 

10，795，774 

70;895，474 

目的の妥当性 | 妥当である|就労等により保護者が昼間に家庭にいない児童の健全な育成を図ることを目的とし妥当である
妥卜....・M・....・M・..……...........・l… | 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業である
性ト…………………・1.............................1
υ|対象(受益者)の妥当性|妥当である|小学校へ通う児童を持ち就労する保護者が対象であり妥当

l目標達成度 |概ね達成している
有ド ー|

効 |類似事業の存在 |存在しない

性 tエ雨量二ゐ云説|議仁三.~.~~..I三五三五ぷ説房長言語
実施主体の適正化 適正である|山陽小野田市社会福祉協議会に業務委託

il務所持'1t;T'"百五]~~:~?日汚明石村雨決ij:::::::::::::::
コスト効率 適正である|事業委託料は市の負担割合1/3、利用者負担あり

.レ
閉館時間及び長期休暇時の開館時間について利用者から延長の要望が多い。延長するときには保育料改正を検討。
地区によっては待機児童の存在が常態化しているため、年次的な施設の拡充整備が必要。支援員も不足している。
事業の委託者について、多様な方策を要検討。

ノ課題

今の向性後方 事業の進め方等に改善が必要

特記 | 
|国県支出金の超過交付分の精算あり

事項 | 

改善
30年度以降、改善する予定

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局室・所得)I こども福祉課 保育係 回三日
中項目(施策)

仕事と子育ての両立支援

保育所運営事業

対象|公立保育所(5園)に通園する児童及び就労する保護者

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

一般職給等人件費 368，262，386 357，519，534 国庫支出金

支 賄材料費 28，238，612 28，238，612 v財 県支出金
出
消耗品費 4，060，411 4，041，687 

内

j原割
地方債

内合
訳 光熱水費 5，233，409 5，169，372 訳 その他 保育料 84，787，000 73，232，080 

その他 11，954，568 11，720，681 一般財源 332，962，386 333，457，806 

4E2Z h 計 417，749，386 406，689，886 dロ』 計 417，749，386 406，689，886 

人件費概算，
l入工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I-1=;- I IA"'.Uilil;l" I 
| 11 5，774，3叫 | 算入 | 有 I I会計種別| 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1公立保育園数
l…・1薗H・H ・...1・……・5画…

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|児童福祉施設の設備及び運営に関する基準のよる事業

i. r:~:~~~i.所持:r::~~:~長..l~話相当望者11所持111H5王手5-t;:::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|就労等する家庭の児重であり妥当

目標達成度 目標設定になじまない
有 t..・M ・.............・M ・......・M ・-・日H ・H ・.1…・・… 1 

効 i類似事業の存在 | 存在する |私立保育所(12園)
性 f.....・M・...ー・・M ・M ・...・H ・M ・...…・1.............................1
上位施策への貢献度|貢献している|保護者の就労支援

実施主体の適正化 |検討が必要 l民営化・統廃合の検討
効 f..・H・..……叩….........……卜...........................1.
，率 |受益者負担の適正化|適正である|所得に応じた保育料の負担
性ト………………………| ↓ 
ぺ iコスト効率 |適正である|子育て支援のための事業運営

....... 
平成29年1月に策定した再編計画に基づき整備を行い、老朽化・待機児童の課題の解消に取り組む。

課題

， 

今の方後
事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要

改善
30年度以降、改善する予定

向性
時期

特記 | 
|目標設定になじまない。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課

~I保育事棄を司王立保育所 (12保育園)及び管外保育所等
主lに委託し、その運営費を補助する。
事|焼野・須恵・さくら・伸宏・姫井・石井手・西福寺・真珠・貞
要|源寺・貞源寺第二・あおい・桃太郎園保育園及び管外保
l育園。

1 
歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

保育所運営費(私立分) 1，130，939，000 1，109，391，970 

支 保育所運営費(市外公立分) 10，000，000 9，721，670 
出
内
訳

dE』ヨ 計 1，140，939，000 1;119，113，640 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

」ロ』 計

保育係 匹ロロ

予算現額(円) 決算額(円)

1/2 374，190，000 362，994，136 

1/4 187，095，000 181，497，068 

保育料 236，266，000 236，676，513 

343，388，000 337，945，923 

1，140，939，000 1，119，113，640 

|人工数(人役)I人件費(円)I I交付税 I-i=- I I A.~.L"'$ "'" I . rn'" I 
人件費概算 I 0叫 3 ， 175'， 8~51 I 算入 | 有 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標]
1 1 1 I 1達成

1 I市内の2、3号認定児童が利用する私立保育所数r........u園 r........12園 1 I 12園 l 度

市内の2、3号認定児童が利用する管外保育所・ 1......……………T2 I ~..，r:-，~v~~~~ ~_~'~，;I ~~....:\-"r'JIIJ ， 'Q) S / I-VJ'. ~ 1.11 I 22園 1 24園
」ども園の数(公立・私立) ~……………・i

3 

l目的の妥当性 | 妥当である |児童福祉法による保育所運営費国庫負担金。児童福祉施設の設備及び運営に関する基準による事業
妥ト……ム………....・H・..ト | 
当 !自治体関与の妥当性|妥当である|児童福祉法に基づき市が実施すべき事業である
性卜H・H・.......・H・........・H・......"，......1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|保育を実施する事業所であり妥当

目標達成度 目標設定にそぐわない
有 十・H・H・.........…・・・…...・...…・叶 1 

効 |類似事業の存在 | 存在する |公立保育所(5園)
性ト......…“........………….1.........・H・................1
|上位施策への貢献度|貢献している|就労等する保護者の子育て支援

|実施主体の適正化ヘ|適正である|委託して実施
効}…………H・H・…………1.............................1
}率 |受益者負担の適正化|適正である|所得に応じた保育料の負担あり
性}………………….;1.............................1
コスト効率 .適正である|公定価格に基づいた給付

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
|目標設定になじまない。

事項 | 

改善
時期，



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局E室・所得)I こども福祉課 保育係 匹仁司

施設型給付幼稚園等運営事業

対象|新制度に移行した私立幼稚園に通園する児童..，.".，子ども・子育て支援新制度に移存じ?と極主劫稚園に対

芸|し、公定価格(運営費)を施設型給付費として支給する。
概|市内では平成27年度に1園、平成28年度に1園が新制
要i度に移行。

手段|新制度に移行した私立幼稚園に施設型給付費を支給する

意図|幼稚園の適正かつ円滑な運営を支援、保育環境の充実を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

私立幼稚園運営費 93，873，000 88，435，080 国庫支出金 1/2 25，953，000 

、支 財 県支出金 1/4，1/2 28，971，000 
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 38，949，000 

.g. ヨ 言十 93;873，000 88，435，080 dロ』 言十 93，873，000 

人件費概算 一般

活動指標または成果指標 1. H26 

1 1市内のl号認定児童が利用する私立幼稚園数 1............................+........1薗

市内のl号認定児童が利用する管外幼稚園・こど・l………………・…T2 I~I"~J;:~ ~ :\.u~/~;~:~-'r'J/IJ '} 'a) 13 / I- -':IJ'T~~ ~C_ 1 I 4園
も園の数(公立.私立) 1..ιιい"……..……….. ….“…..“……….“…....……… .. …....……… .. …....……… .. ….... 

1 1 (公立l園)

3 

l目的の妥当性 |妥当である|新制度に移行した私立幼稚園の運営を支援するもので妥当である
妥ト・...............・M ・...………↓..........................1
当 !自治体関与の妥当性|妥当である|子ども子育て支援法に基づき自治体が実施すべき事業である
性ト…...・H ・...………........叶M ・M ・.......................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|満3歳以上の児童で教育を希望する児童が対象であり妥当

目標達成度 目標設定になじまない
有 t....・........・H ・........・.......…・・…・1…

効.I類似事業の存在 |存在しない

性%通量二ぷ言語長|説日;:三|三五二議長二五説謀長説
ー実施主体の適正化 |適正である|行政機関以外に実施主体になりえない事業
効}………………..1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|所得に応じた保育料の負担あり
性ト.................…………・1.............................，
lコスト効率 |適正である|市の負担割合全国統一分1/4地方単独分1/2.. 

課題《

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
|目標設定になじまない。

事項 | 

改善
時期

決算額(円)

25，126，543 

28，244，989 

35，063，548 

88，435，080 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局面室鋼所(係)I こども福祉課 保育係

天草百I 中項目(施策)

仕事と子育ての両立支援

児童館運営事業

"""-1市内7校区(本山・赤崎・須恵・小野田・高泊・高千帆・有
芸|帆)に児童館を設置し、児童の健全育成及び育児相談・
概|支援を実施する。

18歳までの児童及び保護者

児童の健全な生活・遊びの場の提供

要

歳 出 予算現額(円J6決算額(円) 歳入 予算現額(円)

指定管理委託料(7館) 44，637，000 44，630，000 国庫支出金

支 修繕料 848，000 815，856 財 県支出金
出
保険料 91，000 90，313 

内
源割
地方債

内合
訳 回線使用料 180，000 173，520 訳 その他

庁用器具 147，000 144，666 一般財源 45，903，000 

dE』コ 言十
v 

45，903，000 45;854，355 AEbZ - 計 45，903，000 

人件費概算 |再三割噌~r宝?|無出副一般
上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標吉正[主語果干首謀 | 市互T一寸 I H28 |目標

1 1児童館実施箇所数 1.........滞在...+二三賞者::::||:::::獄::::|呈

21児童館年間延べ利用者数
一・1 34，754人

3 

目的の妥当性 妥当である l児童館運営を行うことで児童福祉施設の充実を図る

回三日

決算額(円)

45，854，355 

45，854，355 

経常

i[ー:対将棋主!::::2225Z::p--455予定2E155?HH95-52さぞき::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性l妥当である 118歳までの児童と保護者であり妥当

，目標達成度 1 1目標設定にそぐわない
有 }・・・・・山M・M ・............・H・....・H・，.....1...・H・.......…………L…
効 i類似事業の存在 ，1 存在する

性|エ雨量二ぷ言説|副主;;計五三極ぷ争議長じぶ主主ぷ副主主;お議長iii;語王子三
ー実施主体の適正化ー|適正である|社会福祉協議会が指定管理している。

効 }…...・H ・…・…・………ト・ l 
l 率 l受益者負担の適正化|適正である|受益者負担の徴収になじまない
性|…………………….1.............................1
|コスト効率 ι |概ね適正であるl指定管理制度に基づいた適切な費用負担となっている

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
|目標設定になじまない。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 こども福祉課 子育て支援係 匹I28 I 
中項目(施策)

仕事と子育ての両立支援

児童遊園施設整備事業

事げ時ミミ?濯模事鶴間言語2tJ3|対象|柿管理する児童遊園(6園)一ーする児童遊園
霊|児童遊園の整備や維持管理を行う。 I手段|適切な維持管理(市有)及び設置や整備に係る費用の補助(自治会所有)
霊|また、自治会が管理している公園の施設整備に対して
l補助金の支給を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 λ 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 110，240 101，001 国庫支出金

支 保険料 76，000 73，570 財 県支出金
出
材料費 5，400 5，400 

内
源害IJ
地方債

内合
訳 児童遊園整備補助金 320，360 130，000 訳 その他 行政財産使用料 7，000 

一般財源 505，000 

dロ』 計 512，000 309，971 dEL ヨ 計 512，000 

人件費概算 同甑でr牛号;TLll 官|無 I l::竺~ 一般

活動指標または成果干旨覆 H26 H27 

1 1市が管理する児童遊園施設整備実施箇所数 I……5面市…...r…-E笛前…

21児童遊園地設置(整備)助成金交付件数
咽・・・・・・・・・.3砕…・・....r.........zf，年…

3 

目的の妥当性 妥当である|児童の安全で健やかな遊び場の提供を目的としており妥当。
〆妥 t........・H・....…..……M ・M・..…1.............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|児童の安全で健やかな遊び場の提供は、行政が関与すべき事業である。
性 }………"・H・H ・...…..........1..…・・ | 
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内のすべての児童が受益者となり妥当。

旧標達成度， 、1 1目標設定にはなじまない。
有:ト-……………………1.............................1

J効 |類似事業の存在 | 存在する |都市公園、自治会管理の児童遊園等
性}……"“………………・1.............................1

7，390 

302，581 

309，971 

経常

上位施策への貢献度|概ね貢献しているl児童福祉法に基づき、児童に健全な遊びを与えて、健康制逃L、情操を盛州こする錨設として、『児童領祉施設の充実Jに貢献する。

実施主体の適正化 |概ね適正である|市が保有する児童遊園の管理であり市が実施主体となることは妥当である。
効 F.………-…………….1………↓
率 l受益者負担の適正化| 適正である |全全;ての児童カが=丸しい、つでも自由に利用できるベき施設であり弘、受益者負担の徴収にはなじまないo
性 iトトトト"山……..山..山…..
|十イ 1:3コスト効率 |適正である|い必要最低限の費用負担のみ。

.レ
課題、 . 

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記 | 
|目標設定になじまない。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I こども福祉課 保育係

大項目( 中項百I画事
仕事と子育ての両立支援

保育所等における業務効率化推進事業

事1;謀育所顧元同房育士の業務負担軽減を図るため、負担となっている
l書類作成業務について、 ICT化推進のための保育システムの購入に必要
業!な費用を支援する。また、事故防止や事故後の検証のためのカメラの設置
概|に必要な費用を支援する。国のH27繰越事業で単年度実施の予定。な
要lぉ、ICT推進事業は基準額100万円、カメラ設置は基準額10:万円。

歳 出 予算現額(円〉 決算額(円)

保育所等業務効率化推進事業費 1，100，000 1，100，000 

支
出

内
訳

ぷロ』 計 1，100，000 1，100，000 

蔵 入 予算現額(円)

i 国庫支出金 3/4 825，000 

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 275，000 

4E22 恥 計 1，100，000 

人件費概算 !人工数(慌|人件記号~ I想見|無|国到 一般

活動指標または成果指標

1 I事業を実施する保育所等

2 

3 

H26 

匹仁豆コ

決算額(円)

825，000 

275，000 

1，100，000 

臨時

目的の妥当性 |概ね妥当である|保育環境及び保育サービスの充実し保育士の負担軽減を図るもので妥当
妥 1.....……・……...........…十…|
当 |自治体関与の妥当性|概ね妥当である|市は実施主体
性 l…H・H・...............一.....・H ・，.'...1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|児童福祉施設設備の充実及び入所児童の安全の確保

有 |院Elm烹空円号幣男 | 空黙存史:三三オ守~..1佐全竺空竺竺存里明.里門~.&i
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 ιH・H・...…・H・H・M・M・.....::.......:..1
上位施策への貢献度|貢献している|山陽小野田市子ども・子育て支援事業計画に基づく教育・保育の質の向上につながるもの

実施主体の適正化 適正である|保育対策総合支援事業費補助金交付要綱により、市が実施主体
効 t.......………....・H ・..………"・I.............................t
率 I受益者負担の適正化|適正である|保育対策総合支援事業費補助金交付要綱により、基準額のうち設置者負担なし

性 二五泌 よ | 通証半毛弓ぶ五 j'，偏詩説雇込泌長支長基.這長説詰.弱説五元五元ぷ7存i持3逼語説説詰漏.i;戸.二i:五5広:言説込語説;逼詰玩泌品石み.3完よ

課題

今の後方一

向性

特記

事項

' .. 市内の保育所等に対し設置希望調査を行ったうえで実施したが、平成29年度については補助率も下がっていることもあり要
望がない。
今後も保育所等の要望を勘案する中で事業を実施してして。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所得)1 こども福祉課 保育係

文項目(政策〉 中事ErC施葉7
仕事と子育ての両立支援

地域型保育事業運営支援事業

-=-1民間保育サービス事業者等が子ども・子育て支援新制度
事|に基づき、市が認可した地域担保育事業を実施する場合
概|に運営費を負担する。

要

歳出 予算現額〈円) 決算額(円)

地域型保育事業運営費負担金 48，008，000 46，687，590 

支
出

i 内

訳

4E〉ヨ. 計 48，008，000 46，687，590 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 1/2 23，125，000 

財 県支出金 1/4 11，562，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 13，321，000 

dロ』 計 48，008，000 

人件費概算 |人瑚人引人情~ I宝?|有 I[会言問| 一般
活動指標または成果指標

1 1地域型保育事業所数

H26 H27 H28 

2園

2 

3 

目的の妥当性 概ね妥当である|児童福祉施設の充実を図るものであり、妥当である
妥 1'0'・H・.........・H・-….........・M・-・・・叶 1 

当 |自治体関与の妥当性|概ね妥当である|児童福祉法に基づき市が実施すべき事業である
性 、F.....:.....;.c..・H ・-………・・…・1.............................1
対象[受益者)の妥当性|妥当である|市が認可した事業所であり妥当

目標達成度 九 1 I目標設定になじまない事業
有 f.:.，...…….....・M・-…...・H ・......十…・・・・・・・・・........・H ・...1.

効 |類似事業の存在 |存在しない

回三百

決算額(円)

22，572，890 

11，286，445 

12，828，255 

46，687，590 

臨時

性五議員二伝説房副山花|漏房長泌おじこそ三五ぷ五五ぷ;芸員扇お;i福山高
実施主体の適正化 |適正である|市が実施すべき事業

効 }…...・M ・...……・・・・・・………・.1.............................1
率l受益者負担の適正化|適正である|保育事業所の利用者は、所得に応じた保育料の負担あり
性 L………….......……..1.............................1
-コスト効率 適正である|国の基準(公定価格)に従って交付しており、適正である

，.... 
連携施設の設定がない1事業所について、経過措置が終了する平成31年度末までに連携施設を設定する必要がある。

|課題

ι今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

団埜
時期

特記 | 
|平成29年度に国県支出金の精算あり。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課唱・室・所得)1 健康増進課

中項目(施策)

母子保健対策の充実

母子保健係 匹I1 I 
小項目(基本事業J
母子保健サービスの充実

母子保健推進員育成・支援事業

事|母子保健施策を推進するだ同三吾画事に母子保健推
~I進員を配置し、母子保健事業への協力や周知、普及啓
毒|発を行い、市民と行政のパイプ役として積極的な子育て|手段|研修会を開催し母子保健推進員を育成
要|支援活動を展開することにより、母子保健の向上を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

、報償金 565，000 466，800 
支、 消耗品費 115，000 106，065 
出
通信運搬費 30，000 29，541 

内
訳 保険料 10，000 8，800 

県母子保健推進協議会負担金 21，000 20，100 

合 言十 741，000 631，306 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 741，000 631，306 

4ロ』 計 741，000 631，306 

人件費概算 |人工数(人主!?羽|宝女児|無IE副 一般 経常

請書証指標または成果指標 お
一
回
…
回

H

一4
…41 1研修回数

母子保健推進員延対象者に対する研修会延参
21 
加者数

問
一
人
…
人

m
一
回
一
回

肌
一
人
…
人

m
一
m
一
m

31乳児家庭全戸訪問件数

崎
一
火
…
人

市
一
抑
一
自

問
一
人
…
人

J
J
-
n
U
"
A告

制
一
泊
…
犯

98.5% 109.0% 95.4% 

目的の妥当性 妥当である |母子保健施策及び子育て支援を推進するために、母子保健推進員を配置することは必要である。
妥 t.....，…・…・・……・・…....・M ・.，.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である |母子保健法、健やか親子21、山陽小野岡市子ども・子育て支援事業計画、山陽小野田市母子保健推進協議会会則
性ト.........・H ・........……………1.............................1
対象{受益者)の妥当性l妥当である|市長から委嘱を受け活動を行っている。

有 I.~男持.男、 I.~.~~~と:.~.:~l.~.~丹生存竺空開f.25?.!.1:;?何??.Tff.1.5.仔iI:ìiÍ1，){)o
効 !類似事業の存在 |存在しない

性エ半面会-二雨量古-長|長ぶモ;:ぷ|語通モ-長-当主主量五五是正長証こそ;:L
実施主体の適正化 適正である|事業の性質上、市が実施すべき事業である。

効 t.............…........・H ・...……，.............................1
率 l受益者負担の適正化| 適正である|委嘱を受けて母子保健事業の推進を進めているため、受益者負担を求めることは適当ではない。
l性卜…………………山1......… | 
コスト効率 ‘ |適正である|母子保健の推進及び母子保健推進員を育成支援するための最低限の費用である。

.レ
1期2年で委嘱している。母子保健推進員の活動の地域貢献は大きいが、推進員の後任が見つからず、欠員の地区も出てき
ている。
少子化、核家族化が進む中で、身近な子育て支援者としての母子保健推進員の活動は今後も重要であり、資質向上の研修

課題 及び人材確保が課題である。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 健康増進課 母子保健係

大項目(政策)

l|安心して子どもを生み育てることができる環境づくり
由時計画n

不妊治療助成事業

事戸函育成支援の一環とLで不面識吾方々の不妊治
業|療への経済的負担の軽減を図るため、不妊治療費の一
概|部を助成し、子どもを生み育てやすい環境づくりを推進す
|る要目

不妊治療費助成事業

不妊治療者の経済的負担軽減

匹亡日

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 J入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 32，000 31，112 国庫支出金

支 通信運搬費 10，500 10，500 財 県支出金 1/2 738，500 738，500 

出内 不妊治療助成費 1，485，230 1，485，230 
源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 789，230 788，342 

合計 1;527，730 1，526，842 ぷロ』 計 1，527，730 1，526，842 

人件費概算
入件費(円)

|想見|無| |会計種別| 一般 経常
866，148 

※上段:目標中段:実績下段:達成率
H26 H27 H28 自標
随時 随時 随時 達成

一般不妊治療費助成件数 1・25芹 52件 61件 度
-・・・・・・・・・・・・...............-・・・......................... ............................ 

随時 随時 随時

21特定不妊治療費助成申請者の進達件数
iγ"……………..……………..………..……….目一….目一冒目.蕊梓

44件 46件
............................. -・・・・・・・・・・・・・..............

随時 随時 随時

31人工授精治療費助成申請者の進達件数 29件 33件
............................ ............................. ..............ー.............

目的の妥当性 | 妥当である|子どものいない夫婦に対し、不妊治療費の一部を助成することは、少子化対策になっている。
妥 f..・H・..…........…..........…….1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である |次世代育成支援対策推進法、山陽小野田市子ども・子育て支援事業計画、山陽小野田市一般不妊治療費助成事業実施要綱
性卜……..……………1.............................1
対象(受益者)の妥当性i妥当である|不妊治療受けた夫婦に限定しており妥当である。

目標達成度
有トA・H・..……-…...・H・.....・H・...1.............................1
効 |類似事業の存在 | 存在する |県において特定不妊治療費助成事業、人工授精治療費助成事業がある。
性}……"・M・M ・...……………1.............................1
上位施策への貢献度 l貢献している|少子化対策に貢献している。

実施主体の適正化 |適正である|医療費を助成する事業は民聞が実施するこは困難であり、市が実施すべき事業である。
効}…"“……………"…….1.............................1
、率 |受益者負担の適正化| 適正である |不妊?治音療に対する助成であり弘、治療費の1ν山/β2(比上限3万円)としており受益者負担を求めることは適当ではない。
性fイl十+一ιL瓦J
|bコスト効率 1 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。.ト
少子化対策として不妊治療費助成事業に対する関心が高まり、市独自で助成する自治体も増えてきている。今後も国の動
向や他市の実施状況などを注視していく必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜，局・室刊(係)I 健康増進課 母子保健係 匹1 3 1 

太項目(政策)

1|安心して子どもを生み育てることができる環境づくり
白山計画n

母子健康診査事業 一一
一

乳児健康診査事業

.""，出生届出蒔立交:-1す申請した乳児一般健康諺蚕受診票に
芸|より委託契約締結医療機関で公費にて受診する。継続的
概|な健康保持増進を図るために個人台帳により情報を管理
lする。また健康診査と併せて乳児の安否確認を行う。母
要|子保健法第13条に基づき実施している。 I意図

歳 出 予算現額C円) 決算額(円)

消耗品費 3，202 3，202 

支 印刷製本費 103，032 103，032 
出
通信運搬費 3，000 3，000 

内
訳 乳児健康診査委託料 8，253，000 7，492，024 

里帰り乳児健康診査助成金 65，335 65，335 

dロ』 計 8，427，569 7，666，593 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 8，427，569 7，666，593 

dEE2 h 計 8，427，569 7，666，593 

|人工数吋人件費(円)|
同支見|有| |会計種別|人件費概算 一般 経常

0.351 794，826 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 H27 H28 目標活動指標または成果指標

487人 460人 439人 達成
1か月児健康診査受診率

484人 448人
-・・・・・・・・・・・・・・・・...........

度435人
.•......•.........•.••.••..•. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......... ............................ 
99.4% 97.4% 99.1% 

492人 466人 463人

21
3か月児健康診査受診率

452人 449人491人
............................. 

-37:説 l良い99.8% 97.0% 

479人 506人 461人

3 1
7か月児健康診査受診率

482人 447人
............................ -・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......... ............................ 
97.1% 95.3% 97.0% 

目的の妥当性 | 妥当である|乳児の身体的・精神的発達状況の把握と病気の早期発見につながる事業であり、妥当である。
妥 I・M ・-ふH ・H ・-…………H ・H ・.:..1.............................1

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|母子保健法、山陽小野田市乳児健康診査実施要綱に基づき実施している。
性十一一.....................……........1.............................1
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市乳児健康診査実施要綱に基づいた対象で実施している。

有 l.~竺空界里 |空た士三l.~~!~!!三さそl'i台""C1t史どた雪It主号T.ETf史?
効 |類似事業の存在 |存在しない
性l 九、l
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|事業の性質上、市が実施すべき事業である。
効ト……・・}………….1.............................1
率 |受益者負担の適正化| 適正である |育児支援であるとともに、虐待予防にも重要fよ役割を担っているため受益者負担を求めることは適切ではない。
性ト……………………卜......…・・ | 
コスト効率 |適正である|県医師会と県内市町の広域で協議で実施しており、山口県内統一単価である。

.レ
疾病の早期発見だけでなく、虐待の早期発見や予防につながる機会として重要である。全数受診を目指し、今後も受診勧奨
を行い、全数状況把握を徹底する必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

母子保健係 回二口平成28年度事務事業評価シート|課・局・室面所得)I 健康増進課

大項目(九町、

.母子保語法第13条、発達障害者支援法第5条により1歳6か月
事|児健康診査及び3歳児集団健康診査として実施する。運動機
業|能、視臆覚等の障害、発達障害を持った子どもを早期発見し、
概|適切な指導を行う、心身障害の進行を未然に防止するとともに、
要|生活習慣等の指導を行い健康の保持増進を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 2，271，000 2，211，500 

!支 消耗品費 133，000 116，176 
出
印刷製本費 105，965 46，440 

内
訳 通信運搬費・手数料 131，000 130，720 

幼児健康診査委託料 32，000 790 

」Ehヨh 計 2，672，965 2，505，626 

不項百I基本事業J
母子保健サービスの充実

幼児健康診査

1歳6か月児から2歳児まで、 3歳6か月児から4歳児まで

手段 l一般健康診査は集団、精密健康診査は個別に実施

歳入 予算現額(円) 決算額(円)I 

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 2，672，965 2，505，626 

dロL 計 2，672，965 2，505，6261 

|人工数(人役)TA存責南7] I交付税r-::I I .6.<>~~~~-::T rnfu I 
人件費概算 1 1.21 4，932，叫 | 算入 |有 II会計種別 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指様 I H26 1. I H27' I I .' H28 1目標 l

l…・ 4円~........l...・.....?~~.~.........I l.… 511ふ........1達成
1 11歳6か月児健康診査受診率 I 484人 r.......496人 I I "478人 l 度

訓
一
以
…
リ
川

町一

U
…U

訓
一
以
…
以213歳児健康診査受診率

31幼児健康診査の開催回数

川町一回

口
弘
一

3

Q
ご「司、!

 

ヲ“一一同一

工
一
之

n
u
-
c
L
 
32回 32回

100.0% 

32回

100.0% 100.0% 

目的の妥当性 妥当である|疾病の早期発見や保護者への育児支援、虐待の早期発見・予防になっているo
妥 t.....・M・........・H・................…・・・，.............................，
当 I自治f体本関与の妥当性| 妥当である |母子保健法、山l陽湯小野回市1歳6帥カか当月児健康診査実施要綱、山陽小野回1市令3歳6帥カ当唄月児健康診査実施要綱
性 }トトト"…………..……..…………..……..……..….“.“…………..……..…….“山………..山….“…….“…..叩 "………….“…….日…....…………"……..日.“………….目……..….“...…….日.十… … … … l 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|母子保健法に基づく事業を実施しており、対象者が規定されている。

目標達成度 達成している|受診者対象者の全数とはなっていないが、高い受診率となっているD
有 t...........................，........，........，
，効 |類似事業の存在 |存在しない
性~.，;...;，............;.， ......................I

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|事業の性質上、市が実施すべき事業である。

i l言掃員手伝説T...旺zz:::115ii55111555ぞi-51155弟子主主111115:
コスト効率 適正である|集団健診方式によりコスト削減を図っているため、これ以上の余地はない。... 
疾病の早期発見だけでなく、虐待の早期発見や予防につながる機会として重要である。全数受診を目指し、今後も受診勧奨
を行い、関係機関と連携しながら全数状況把握を徹底する必要がある。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)I 健康増進課

文事百I

母子保健係 匹I5 I 
中項目t施策)
母子保健対策の充実

小事百I基本事業7
母子保健サービスの充実

発達・療育事業

歪122鷺醤議主主要?主主主5fLZZ替ふ|対象!精神発達面に問題のある年中児
議|理相談、年中児の心理相談会を実施し、早期療育及び|手段|心理相談会の実施
|相談支援の充実を図っているo ~ 
rIH W"'.-^o.~"""..Il.J:;:7'Ç"c..~ ~ ¥，.V 'Q.o'O I意図|適切な療育に結び付け、円滑な就学につなぐ

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 195，000 127，500 

|支 消耗品費 19，000 15，120 
出
内
訳

dE』コ 計 214，000 142，620 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 」
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 214，000 142，6201 

合 計 214，000 142，6201 

人件費概算 i人工数(人間人{752Li|鷲見|無|同問IJI 一般 経常

お一四…

uり
-
N
U
・"
10回

活動指標または成果指標

1 1心理相談会実施回数

年中児相談者の心理相談会対象者に対する参
21 
加者数

10回

l00.0九 I 100.0% 
随時 | 随時

3 

20人 1 21人

E 1...・....・・・・・・H ・H ・......・・・川島・・・・・・・・・・・・・・...・M ・...・H ・-

目的の妥当性 妥当である|発達障害の早期発見と療育に繋げることができる。
妥

当

性

一

自治体関与の妥当性|妥当である|平成28年度年中児心理相談実施要領に基づき実施している。

対象(受益者)の妥当性| 妥当である 13歳6か月健診後は健診を受ける機会がない。スムーズな就学につなぐために、年中児を対象にすることは妥当である。

l目標達成度 1達成している
有~;，:....................，..................， ..I

効一|類似事業の存在 |存在しない
性~，.;.ó...........;............ ， .....;.......;..1

上位施策への貢献度|貢献している

E実施主体の適正化 |適正である|事業の性質上、市が実施すべき事業である。
効~，.・H・..…………………1.............................1
率 I受益者負担の適正化| 適正である|発達障害の早期発見及び療育のための事業であり、受益者負担を求めることは適切ではないo
r性 L......;.………………・.;;....1.............................1

コスト効率 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

..... 
より一層、幼稚園や保育園、関係機関と連携を図り保護者に寄り添った支援を行う。
発達障害の疑いがあっても年中児心理相談会に参加できない保護者もいるため、他の相談機関とも連携し調整を行う。

課題

l 今の芳後 計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所得)I 健康増進課 母子保健係 匹E己
小項目(基本事業)

母子保健サービスの充実

事|母子爾手帳及び妊婦健康診査補助券交付申請書を兼
業|ねた妊娠届書を提出した者に、妊婦健康診査補助券を
概|交付(14回)し、妊婦健康診査を実施。

要

歳 出 予算現額(円7決算額C円)I 
印刷製本費 140，000 124，7401 

支 通信運搬費 10，000 

出内 妊婦健康健康診査委託料 51，035，000 45，620，330 I 

訳 里帰り中妊婦健康診査助成金 654，016 654，016 

dE』コ 計 51，839，016 46，407，0861 

妊婦健康診査事業

歳入 予算現額(円J

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 51，839，016 

合 計 51，839，016 

人件費概算 |人工数(人間人宮出~ I甘いI，;時司 一般

活動指標ま正iま成某指標

1 I妊婦健康診査補助券交付申請者数

21妊婦健康診査受診延回数

3 

H26 

随時
… ...s45ftf......l……・81T存…

随時 | 随時

6096回 5731回

決算額(円)

46，407，086 

46，407，086 

経常

目的の妥当性 妥当である l妊婦健診事業を行うことにより、妊婦の健康状態を把握でき、必要な支援を行うことができる。
妥 t............…・....u......…・・…“1.............................1
ヨ当 |自治体関与の妥当性|妥当である|母子保健法、子ども・子育て支援法
性 ι ト........……・…白山H・H ・...…・1.............................1

ーl対象C受益者Jの妥当性|妥当である|母子保健法に対象者が規定されている。

有・ザ匂度 l 

効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト叩 l 
上位施策への貢献度l貢献している

h.. I実施主体の適正化 |適正である|母子保健法により、事業の実施は市が取り組むべきものである。
効}………..，・H ・-……………1.............................1
E率葬 l受益者負担の適正化 l適正である|公費負担により定期受診を勧めていることから、受益者負担を求めることは適切ではない。
性 l;;.山…….. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山….日、…・…・・…...・H・.1.............................1

コスト効率 適正である|県医師会と県内市町の広域で協議して単価を決定している。

.レ
妊娠後期は、妊婦健康診査補助券の利用率が低い。正常な妊娠・出産のためにも、妊婦健康診査の定期受診の重要性に
ついて妊娠届時に説明を徹底するとともに、妊婦健診結果に基づき保健指導を強化し、早産や低出生体重児出生を予防し

1 ていく必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
l目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 健康増進課 母子保健係

大項目(申E 一、

妊娠の届出と母子保健手帳の交付

事|亙張扇面者に母子健康手帳を交1す子瓦また併せて妊
業|婦に対し、身体的・精神的・経済的状態などの把握に努
概|め、継続管理及び必要に応じて保健指導を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(同) 歳入 予算現額(円)

消耗品費 72，000 46，936 国庫:i1i:出金

支
出

訳内

財源割
県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財調 72，000 

4E23 h 言十 72，000 46，9.36 4E』2 計 72，000 

人件費概算 i入閣法|人{百~~61 I宝?l叶|会計制 一般

活動指標または成呆指標

1 I妊娠届出者数

21母子健康手帳交付件数

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 古デ寸 I H28 1目標 l

随時 | 随時 I I 随時 |達成
491存….T…・185祥…..1r…・石田平…..1度

随時 随時 随時
"・・5.izf平・・….r・・M ・M ・.479{;半・H ・H・.1r一一五O.f平........

回二日

決算額(円)

46，936 

46，936 

経常

目的の妥当性 妥当である|母子健康手帳交付は妊娠から子育て支援につながる重要なものであり妥当である。
妥 1..・M・M・-り・…....・M・…:，............，.............................，

当 |同自j治台体関与の妥当性性I妥当である|母子保健法に基づき市が交付するものである。
性 }ドドι………"…………..……..…………..……..…川..山...山川..叫貝...へ?川.
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|母子保健法に基づき妊娠の届出があつた者に交付しているため妥当である。

目標達成度
有~............，;........;...........;.ò ，:..， ..1

I ~: 1矧以事業の存在 |存在しない

土位施策への貢献度|貢献している

|… |実施主体の適正化 I 適正である|母子保健法に基づき、市が交付すべきものである。
効 ド・・・H ・H ・-….......i.~:.<~.......ι…，..1.............................1 

率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求めることは適切ではない。

|性 iTML  L||  
|コスト効率， I 適正である|安価なものを選んでおり、これ以上のコスト削減は難しい。

...... 
母子健康手帳を交付する際、保健師が面接を行い、若年妊婦等産後の支援が必要と思われる妊婦を把握し、支援につなげ
ている。妊掠28週以降に妊娠屈を提出する者もおり、正常な妊娠・出産のためにも早期の届出の必要性について普及啓発
，を行うことが重要である。

l課題

、

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | l目標設定にそぐわない事業
事項 | 

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 健康増進課 母子保健係 匹仁己

事|初妊婦夫婦を対象に¥ヲeli-で主体的に出産や育児に取
業|り組む意識を持てるよう教室を開催する。夫が参加しやす
概lいように、休日に開催する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 40，200 38，648 

支 通信運搬費 9，360 7，000 
出

1内
訳

合 J 計 49;560 45，648 

小項目(基本事業)

母子保健サービスの充実

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他 雑入金 28，000 30，500 

一般財源 21，560 15-，148 

合 計 49;560 45，648 

人件費概算 |人工数官|入112211官tI無|恒副 一般 経常

34.3% 

活動指標または成果指標

…回…nu
 
…1i
 

市
川
一
回
一
回
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ム1 1開催回数

21初妊婦夫婦の参加率
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37.40% 

85.7% I 93.5% 

3 

目的の妥当性 妥当である |妊娠中からの健康管理と育児支援、地域での仲間作りなど安心して子育てができることを支援している。

妥 r…………・・…………叶……・ t 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|母子保健法山陽小野田市両親学級実施要綱
性ト-……・…………......イ l 
対象(受益者)の妥当性l妥当である|初妊婦及びその夫を対象としており妥当である。

目標達成度 日|概ね達成している|約3割が受講している。
有 1..，..山………………:.1..........:..................1
効 |類似事業の存在 | 存在する |医療機関(産科)での実施をしているところもある
性ト........………………・1.............................1
ー上位施策への貢献度|貢献している

h 
|実施主体の適正化 |適正である|母子保健法に基づき実施している。
効}……………..………1.............................1
率 1受益者負担の適正化|適正である|調理材料費の自己負担を求めており、適切であるロ
性}…………………………十...........................1
lコスト効率 |適正である|職員による対応で実施しており、これ以上のコスト削減は難しい。

.レ
妊娠、出産、育児の孤立化を防ぐためにもより多くの初妊婦夫婦に参加してもらい、地域全体で支える必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係)I 健康増進課

大項目(九伊、

事|乳幼児の健康保持増進及び子育て支援のため、専門家
業|の講話及び実習を通じて正しい知識の普及に努める。

概
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 249，000 248，400 
|支 消耗品費 12，000 10，509 
|出
通信運搬費 11，000 10，000 

内
訳

d回』 言十 272，000 268，909 

母子保健係 匹E己
小項目(基本事業)

母子保健サービスの充実

定例健康教育(育児学級)事業

生後3か月児から6か月児の保護者

乳児には年6回、幼児には年3回実施

意図|乳幼児の健康保持増進、育児不安の軽減

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

ー国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 272，000 268，909 

dE』ヨ、 計 272，000 268，909 

人件費概算
l人工数(人投n人件費(円)1 I交付税 I--=-I I 乱ー | 
| 0.41 1，900，9 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 官官互~ I H28 Iほ目標 l

|;:::二.. 

1.........~~8~絞t-........f.........~J駁談 I I........~~絞校

若覇指標ま正面成果指標

1 1実施回数

21個別案内に対する参加者数(第1子)
43.3% 43.6% 通並国42.7% 

3 

経常

目的の妥当性 | 妥当である|乳幼児の子育て知識の習得により、安心して子育てができる。

i lH付与税当|::三三五五三時五円時的今房長主主張主主................
対象L受益者)の妥当性|妥当である 1離乳食や生活リズム等で育児不安が多い時期であり、妥当である。

目標達成度 ノ |達成している
I 有 F..;..;...~.，;':，...';;;;:.....;.，.，...;.......;.I

効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト :.:.，...........，...1 
土位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 l適正である|母子保健法に基づき市が事業を行っている。
効 1:......………-…-…………+............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|利用者の経済負担となるため、受益者負担を求めることは適切ではない。
性 1.....……H・H・H・...………l… l

」ーム
コスト効率 適正である|専門的な資格を有する医師以外は職員で対応しており、最低限のコストで、実施している。.. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

呈J



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所得)I 健康増進課 母子保健係 匹I10 I 
太項目(九日、

事|子育で市の母親吾中心に育児のポイントや季扇t;:~じた
~I注意、母親自身の健康管理について正しい知識につい

随時健康教育(その他)

議|て健康教育を実施。児童館、子育て支援センター等各種|手段|各種団体からの依頼回じて健康教育を実施
|団体からの依頼に応じて実施する ' 
， ~I-r"" -._.，......r.........'l"'-J.u.¥....，o" '-~hll!:I.} -a.JO I意図|実情に応じたサービスを紹介し健康増進を図る

歳 出 予算現額C円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

.g- 言十 。 。 ぷE』ヨ 計 。
|人工数{よ夜乃人件費(円)] I交付税r-:i I .o..~.::t$ i:"o I 

刈費概算 I 0吋 ω 
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I . . H26 . I H27 I I H28 1目標
1 随時 | 随時 I I 随時 |達成

1 1健康教育実施回数 I 26回 I 28回 I I 33回 l 度

随時 随時 随時

21受講者数
同・・・・・・・.7"8"zx.....r......96.6);.:.....

1，381人

3 

目的の妥当性 妥当である|乳幼児の子育て知識の習得により、安心して子育てができる。
妥~卜H・M・-………・・・……・…・.j.............................1

決算額(円)

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導に関する実施要領母子保健法
性 f...;…………………...:....1.............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|依頼に応じて事業を行つでおり妥当である。

|目標達成度

i|持者至宝:::::::I:::第五"1日三苦労相時耕三:今325::::
|上位施策への貢献度|貢献している

ー実施主体の適正化 |適正である|市が依頼を受けて健康教育を実施することは適切である。
ι 効 u…....0ふん………………・..1.............................1
率， 1受益者負担の適正化1適正である|受益者負担を求めることは適切ではない。
性 L………………….....1.............................1
、.コスド効率 適正である|職員で対応しており、最低限のコストで、実施している。

..... 

。

ヘ 3

地域に出向き、様々なところで子育てに関係する健康教育を実施することは、安心して子育てができることや関係機関との連
携につながる。今後も他機関(子育て支援センター等)において、連携しながら健康教育に取り組む。

課題

. 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

皇室|ゼ哨事業



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室圃所得)I 健康増進課

天扇百I '中項目(施策)

母子保健対策の充実

母子保健係 匹I11 I 

定例健康相談(すくすく相談)事業

事|乳幼児の健康的な発育・発達及び育児支援を図るために
業|定期的に相談できる場として育児相談を開催する。

概

要I I意図|乳幼児の成長、発達を支援し育児不安の軽減を図る

歳出 予算現額f円) 決算額(円)

支

出内

訳

合 言十 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
;頂割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

~ ヨ 計 。 。
人件費概算 内弧間-人f先制|官見|無 1~色面一般 経常

}舌覇詣諌言回3一頭栗耳一事

1 1実施回数

21参加者数

お
一
個
H
-
b
 

H27 

24回

3 

24回 24回

目的の妥当性

l00.0% I 100.0% 
随時 | 随時

748人 701人

106.9% I 100.1% 

l 妥当である|乳幼児の成長発達の確認と保護者の育児不安の軽減の機会となっているため妥当で、ある。
妥...・M・-

当
性
自治体関与の妥当性l妥当である|母子保健法に基づき市が実施している。

l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|すべての乳幼児を対象としており妥当である。

.目標達成度 I達成している|利用者が年々増加しており目標以上となっている。

il持者持::::::[::京三三五五様子三説明持5主主::::::::::::::::::::::::;:::::::::::::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している

-実施主体の適正化 I適正である|母子保健法に基づき市が実施している。
効 }トトい"…………..……..…………..……..……..…....…………..……..…..“…………..…………..…….“…….“…...………..……..……..….“.“…………..……..…....門.

E率名 I受益者負担の適正化 l適正である|受益者負担を求めることは適切ではない。
性 }トト………ム…..….

ihコスト効率 I適正である|職員で対応しており、最低限のコストで実施している。

..... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室園所(係)I 健康増進課 母子保健係 匹亡日
中項目(施策) 小項目(基本事葉7
母子保健対策の充実 母子保健サービスの充実

事|育克不蚕を解消するために、電話や来所による相談窓口
業|で随時、対応することにより、保護者が安心して子育を行
概|うことができるように支援する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出
内
訳

合計 。 。

随時健康相談(電話・来所等)事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

dEL コ 計 。
I A {~Jt~，uJ ~l人掛川)1人件費(円[] I耐 IAm- I 長ム~

| 0.51 川illi211 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I 1.. H28 1目標
1 随時 | 随時 I I 随時 |達成

1 I相談件数 r-------5a3件 r-----ji2件 1 ，--------;3-79件 1 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|保護者の育児不安の軽減の機会となっているため妥当である。

e .t:~:~~~~~:~:~~~:~::I::::~~:~~~:::I:~~~~!~民主ii-FI255;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|すべての乳幼児を対象としており妥当である。

目標達成度

i l梧予言明::::::::[:::日Z::::Iz--;:ヲ汚222ヨザヂチ2521;:二
土佐施策への貢献度|貢献している

d実施主体の適正化 |適正である|母母:子保健法に基づき市が実施している。
効トL一山…..叩..山.
率 l受益者負担の適正化 l適正である|受益者負担を求めることは適切ではない。
性 lい"山………..山………..山…..山…..山...山………..山…..山…..山....………..山…..山..品h山…}川..山………..山….叫山…..山...………..山…..山…..山.......・H ・-・¥+............................1 
|コスト効率 1適正である|職員で対応しており、最低限のコストで実施している。.. 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮司所得)I 健康増進課 母子保健係 匹I13 I 

事|ハイリスク要因が薩麗を匝吾子吾E毒正吾抗言妊婦~出生
:!:I児、第1子新生児の訪問と全戸訪問(生後4か月まで母子
ま|保健推進員の訪問ができなかった者)を実施する。また妊

童|婦・乳幼児健康診査未受診者には、受診勧奨及び安否
l確認を行う。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出
内
訳

ャ会 計 。 '0 

小項目(基本事業)

母子保健サービスの充実

母子家庭訪問指導事業

歳入 予算現額(円) ふ決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源肉 害合IJ 地方債

訳 その他

一般財源

ぷロ』 言十 。 。
人件費概算 |人工数勺|人fizzB||想見|有|同問| 一般 経常

6
士
守

昭
一
闘

活動指標または成果指標 7
'
一
志
寸

昭
一
脚

同・・・・・・・・137存……r......i汗存…
1 1出生第1子訪問延件数

随時随時 随時

21対象乳児全戸訪問 …・86{;平…・・・1・…・1

随時 随時 随時

31上記以外の訪問延件数 …・3"2~Ù平.......T・・・…・ 384伴……I r… 

"目的の妥当性 妥当である|新生児期の疾病の早期発見及び産後うつや育児不安に対応するために実施しているo

i !?;財務当f"主主主:]~:~~~:~~祭場1115-5115::::::::
対象f受益者〉の妥当性|妥当である|すべての妊婦及び乳幼児を対象としており妥当である。

目標達成度
有 F;..:;...:，..;...，.....;，.......，.i....，;....1
効 l類似事業の存在 、|存在しない
|性 F.，..;.o.".，.，.，.............o.:..o..o.......1
|上位施策への貢献度|貢献している

|羽~~.~.~~~.~明 |空主計|翌三円!??.Tで??!?f.21j.壬
率 i受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求めることは適切ではない。
性 I………………………1.............................1
:|コスト効率一一一 ム |適正である|職員で対応しており、最低限のコストで実施している。.. 
健全なこどもの成長発達のために、母親の育児不安や産後うつ病、虐待等を早期に把握することが重要であり訪問指導を充
実させていく必要がある。

課題

今の向後方性t 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 健康増進課 母子保健係 匹目
I6項百I基本事業)
母子保健サービスの充実

世 a妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目ない支援を実
主|施する。保健師等がすべての妊産婦の状況を継続的に

読|把握し、総合的な相談支援や必要に応じて関係機関と連
要|携して支援プランを策定する。

歳~出 予算現額(円J決算額(円)
消耗品費 74，240 7，979 

支 通信運搬費 22，960 。
出
すこやかくん保守点検 33，696 。

内
訳 健康管理、ンスァム 1，426，680 1，412，100 

dE』2 計 1;557，576、 1，420，079 

子育て世代包括支援センター(母子保健型)

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 519，000 

財 d 県支出金 519，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財調 519，576 

dEb2 ら 言十 1，557，576 

人件費概算 !人司τI官hJ~到 一般

活動指標ま正ほfilG栗福覆 H26 

1 I支援プラン策定件数

2 

3 

決算額(円)

519，0001 

519，0001 

382，079 

1，420，079 

臨時

目的の妥当性 妥当である|こども・子育て支援法、児童福祉法、母子保健法、ニッポン一億総活躍プラン

I !J柄拘守勢'1""記長:]i.!~~~~:~宗主任停滞日.............
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|妊産婦及び乳幼児並びに保護者を対象としている

目標達成度
有干....・M・....・M・……"・H ・H ・-…，.............................，

効 |類似事業の存在 | 存在する |母子保健事業、子育て支援事業等と連携をとりながら事業を行っている
性!ト……….....・H ・-“リ....・...・M ・..1.............................1
上位施策への貢献度|貢献している|安心して子どもを産み育てる地域づくりに貢献している

実施主体の適正化 適正である
効 t:'.. ，.................，.... .. ，.... .. ，...... . .'，..， 
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 h.，・...………………..1

課題

今の向方性後

|コスト効率 | 適正である

..... 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

歳入については、こども福祉課にて一括で計上。平成30年4月に開設される子育て総合支援センターに子育て世代包
括支援センターも移設される。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局宮・所得)I 中央図書館 回二ヨ
大項目l 中項目。t葉〕 Jb項百I基本事業)

母子保健対策の充実 母子保健サービスの充実

マタニティブックスタート事業

事|妊娠中の母親へ絵本1冊をプレゼントし、その絵本を赤
1:1ちゃんがおなかの中にいる時から2歳になるくらいまで語
議|りかけてもらうことで、子どもの発達と成長を助け、人づくり!手段|図書館が選んだ本の読み聞かせをしてもらう。
要lにつなぐとともに図書館利用の拡大を図る。

支
出
内
訳

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額{円)

消耗品費 797，120 797，120 国庫支出金

財 県支出金
源害Ij
地方債

内合
訳 その他

一般財源 797，120 

d口b山 計 797，120 797，120 ぷE』3 計 797，120 

人件費概算
l入工数(人役)I人件費(円71 I交付税r-=i I-"，，-H :uiC" I 
| 0.61 1，515，1叶 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般

活動指標またI孟説菓子宮覆 H26 

100% 

H27 

100% 

1 I母子健康手帳交付冊数に対する絵本の交付率 I 49.2% I 52.8% 
49.2% I 52.8% 

2 

3 

決算額{円)

797，120 

797，120 

経常

目的の妥当性 妥当である|子どもの育成と、子どもと母親及び家族の粋を強めるとともに、読書への関心を高める。
妥 t.…………・....・-…・・…・…I……… 1 
当 I自j治台体関与の妥当性| 妥当である|妊婦の連絡調整等、市の健康増進課との連携が必必、要である。
性 }ト"………….. ………… .. …… .. …… .. …...日………….. ……… .. …….日山..“………….“…… .. ….目...…………目…….目.目...…………目…….日.日.目………….. …….目…..日………….目一…斗.. … .. 
1 . 1対象(受益者)の妥当性| 妥当で、ある|妊婦に本を渡すことで、産前から産後にかけて、.子どもに読み聞かせができる。

目標達成度， 達成している|交付率がほぼ100%である。
有 t…….....・H・…・・・"・............・M・-・1
効 l類似事業の存在 |存在しない

性ぷぶ副長|証二.~.~~..I主謀長二以込;;員長よそ氾;
I 1実施主体の適正化 1適正である|本の読み聞かせなどの方法について、図書館職員が指導できる。
効 トト"…………….. …………… .. ……… .. ……… .. …… .. …...……"'，'"十?円円.. …...…………….“……… .. ……… .. …… .. …...… .. … .. 一.. 一.“...…………….“……….“…….. 一...…………….. 山…….. ……… .. …….“….“斗.
率 |受益者負担の適正化i適正である|母子保健サ一ピスの観点から適正であるo
性 i…...・H・'.........…・...・H・...…...1.............................1

コスト効率 適正である|現在の事業費からこれ以上のコスト削減の余地はない。

課題

今の向後方性

特記
1事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹I33 I 
中項目(施策) 小項目(基本事葉7
高齢者福祉の充実 生涯現役社会づくりの推進

敬老会運営補助事業

事|毎年9月の敬老月間にあわせて地区社協主催により敬老
業|会を開催。地区最高齢者、米寿者へ記念品の贈呈やアト
概|ラク、ンヨンを行い、長寿を祝う。市内11地区で開催される|手段|市内11地区での敬老会への補助金交付
要|敬老会の運営に対する補助。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

老人の日行事補助金 4，565，000 4，513，320 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財調 4，565，000 4，513，320 

ぷE』ヨ 計 4，565，000 4，513，320 .g. ヨ 計 4，565，000 4，513，320 

人件費概算 i入手数(洗|人件15:6||習見|無|匝画 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

1 1敬老の日行事実施地区数

21敬老の日行事参加者数

3 

妥
当
性

有
効
性

効率

性

課題

今の後方

向性

特記
事項

目的の妥当性
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......
自治体関与の妥当性
.....・・・・...................................

対象(受益者)の妥当性

目標達成度
............................................ 
類似事業の存在
............................................ 
上位施策への貢献度

実施主体の適正化
....・.......................................

受益者負担の適正化
-・....可見................・・ー...・ー・・・.......・・ー・・
コスト効率

100.0% I 100.0% 

1， 822人 1，792人

妥当である 敬老会運営補助金交付要綱による
............................. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............................................................................................................................
妥当である 敬老会運営補助金交付要綱による
............................. .......................................................................................................................................................ーー・・・・・・・・・・・・

妥当である 敬老会運営補助金交付要綱による

達成している 全11地区社協で開催されている
............................. -・・・・・・・・・・・・・・.............................................................................ー-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・............................................
存在しない
............................. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...............................................................................................................................
貢献している 高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

適正である 実施主体は地区社協であり、市は敬老会への運営補助を行う
........................... .. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................................................................................
適正である
-・・・・・・・・・・・・..................................................................................................................................................................................... 
適正である .. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮刊(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回三日

敬老月間啓発事業

事|市長の表顧語商T100歳、県内最高齢者r:言言譲二忌5歳
=1及び100歳以上の高齢者に対する市長と保育園児文は
ま|幼稚園児合作の敬老祝カードの贈呈。市内事業所による

室|敬老お祝いセーノレの実施。小中学生の敬老意識醸成事
l業として、敬老ポスターや作文の募集。

手段|表敬訪問、敬老お祝いカード贈呈、敬老お祝いセール開催等

意図|長寿を祝うとともに敬老意識の醸成を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

需用費 245，600 181，420 国庫支出金
/支
印刷製本費 86，400 84，240 財 県支出金

出

内
源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 332，000 
.g. 計 332，000 265;660 4ロ』 計 332，000 

ー人件費概算 戸数IT;| 人気出~ ~す|無|医副一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 ・ I I H28 |目標 i

55箇所 1 55箇所 1 I 55箇所 |達成
1 I敬老お祝いセーノレに協力参加した事業所数 1 47箇所 1 53箇所 1 r 52箇所 l 度

85.50% I 96.4% 

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|長寿を祝うとともに敬老意識の醸成を図ることに寄与する
妥ド...........・M ・M ・.........………1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施
性ト….............・H ・H ・....・H ・…H ・H ・1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|広く高齢者を対象としており妥当である

目標達成度 達成している
有 t................ ... ..•.... ...，......... ~""'I 
効 |類似事業の存在 ι |存在しない

決算額(円)

265，660 
265，660 

経常

性 [i'，雇通芸-二説偏|説CE;;ぶ|長伝説，LL-延長長52.ミii言語五二言及辺二岩手証手-j正当証C.2G
|実施主体の適正化 |適正である|実施主体は市であるが、敬老お祝いセールに関しては事業所に協賛を依頼

効 f.......・.......………………よ.1.............................1.
率 |受益者負担の適正化|適正である|セ一/ルレに関しては協賛の形をとつている
性ト"……….“山….. 山....……….. 山….. 山.. ….山…ム

I:::Jコスト効率 | 適正である

課題

令の後方

向性

特記
事項

.い

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I 高齢福祉課 扇齢福祉係 匹I35 I 
天事百l

一一
一

老人クラブ等事業

.".，.，車位老人クラブF、老人クラブP連合会応対する補扇を行う。

芸|いずれも国の間接補助事業。老人クラブは、高齢者の地
概|域活動の一環として、地域交流活動や清掃奉仕活動等を
|実施している。
I~'N~_ _. ~O 1意図|高齢者が地域社会において意欲的に活躍できるようにする

歳 出 予算現額(円) 決算額〈円)

老人クラブ‘連合会補助金 680，000 659，660 

支 老人クラブ、補助金 1，413，000 1，147，500 
出
内
訳

4ロ』 計 2，093，000 1，807，160 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 2/3 453，333 439，773 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1/3 226，667 219，887 

、dロ』 計 680，000 659，660 

人件費概算 !人工数(入信|人件 r官女児|無 l~竺l 一般 経常

H26 活覇指標ま正面成果;指標 H27 

1 1市内老人クラブ数 同・・・・・・・弘手ヲデ....r…・・18手ヲデ…

21老人クラブ加入者数 同・・・・・・21.[8Xn・.r.....úiäö")~・-…

3 

目的の妥当性 妥当である|老人クラブ等補助金交付要綱による

i lH所持労逆行五反際ラヲ雨安房H512:::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|老人クラブ等補助金交付要綱による

目標達成度
有 f;...;.....，..........;..............，.......1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性五議員二雨量誌;~"I 長示日;:五|説副長;正当証主語芸員三えらよこそ云起こそ;;五
実施主体の適正化 |適正である
効}、|

率 |受益者負担の適正化|適正である
性|、|

lコスト効率 l 適正である
一 ..... 

、課題

'今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

本事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課
大項目 (ι戸、

事l老入福祉作業所(4箇所)を運営する上で必要な経費(光
業|熱水費、通信運搬費(電話料)、手数料(汲取り)、保険料
概I(建物損害)、設備保守(消防)等)等の費用の負担

要

歳 出 予算現額(円〕 決算額(円)

光熱水費 186，000 89，571 

支 通信運搬費 36，000 33，019 
出
手数料 14，000 6，960 

内
訳 保険料 1，990 1，990 

設備保守委託料 10，800 10，800 

ぷ回』 計 248，790 142，340 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財j原

dロ』 言十

高齢福祉係

予算現額(円)

利用者負担金 13，000 

235，790 

248，790 

人件費概算 |人工数(淵人件記~ I想見|無|匝劃 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1老人福祉作業所の数 l…--:面所…・1・・…--Z面市……

21老人福祉作業所の利用者数 ……・84A.…・・r下r…………..……..…….“…....……..函託X"…….….. 

3 

目的の妥当性 |妥当である|老人福祉作業所条例による

i lHSH房長持I::::~~:~日2持活再開155二二:
対象(受益者〕の妥当性|妥当である|老人福祉作業所条例による

目標達成度
有 f...，.;......，.......:..........，.............1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 F..............;..................，....，....I
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|市が行うことになっており、妥当である

il場券:手伝子.1~.r..校長""1"$;;"秀子五i百五日主五五.............

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|必要最小限の費用で、行っている.. 
施設の利活用について検討する。
厚狭陶好会館は、平成28年度に新作業所を建設した。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹I36 I 

決算額(円)

5，100 

137，240 

142，340 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室省所(係)I 高齢福祉課 INol 37 I 
中項目(施策) 小項目(基本事業)

高齢者福祉の充実 生涯現役社会づくりの推進

厚狭陶好会館整備事業

事|山陽小野田市若瓦福祉作業所条例で設置された厚狭陶
~I好会館は、複合施設建設に伴う厚狭公民館の解体をうけ
議|て、山陽勤労青少年ホーム駐車場に新築移設した。厚狭
要|陶好会館は高齢者が生きがいを持って活動する拠点であ
~Iるとともに、厚狭公民館主催の陶芸教室も行っている。 1 意図|高齢者が地域社会において意欲的に活動できる拠点にする

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)I 歳入 予算現額(円)

需用費・役務費 314，000 93，6851 国庫支出金

支 委託料(地質調査・設計) 1，178，000 1，177，2001 
出
工事請負費 9，651，960 9，651，960 

内

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 負担金、補助及び交付金 50，000 35，640 訳 その他

備品購入費 369，144 369，144 一般財源 11，563，104 

dEb3 • イ計 11，563，104 11，327，629 dロ』 計 ， 11，563，104 

人件費概算 !人工数(人釘刃?問。1 1官f1無 Il::竺l一般
':) 

活動指標または成豪語覆 H26 

1 I陶好会館の移設

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|老人福祉作業所条例による施設
妥トー……........……・………・1.............................1
当J自j治台体関与の妥当性| 妥当である l老人福祉作業所条例による施設
性 ト"………..…..………..目一……..…..……….目一.目一.目……….目….日….目一…….目….日….“……….“….“一.“………..….目一.目………..….日…..………..…..山..……….“….“…..………..….日…..…..十.トH・H ・...…...............1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|老人福祉作業所条例による施設

目標達成度 達成している|老人福祉の増進及び生きがいの向上に資する事業
有 t............................................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 rii~面長-二ぷ言語-長|長証~~.~.~~.l面最長房長瓦雨量長
実施主体の適正化 適正である|老人福祉作業所条例による施設

効 t....・H・-…………・・……叶 1 

率 !受益者負担の適正化|適正である|老人福祉作業所条例による施設
|性}・!・ I....:;;;;~.::: :;，:.:;:....I

tコスト効率 |適正である|老人福祉作業所条例による施設.. 

決算額(円)

11，327，629 

11，327，629 

臨時

厚狭陶好会館の移設により、高齢者が地域社会において活動できる拠点が今までどおり確保できた。今後は、施設の維持

課題

、今の向後方性

特記
事項

管理を行う。

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹I38 I 
大項目(i!&町、 小項目〔基本事業)

生涯現役社会づくりの推進

全国健康福祉祭参加祝い金支給事業(ねんりんヒ。ツク出場者祝い金)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

報償費 50，000 10，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
j内原 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 50，000 

dE』ヨ 計 50;000 10，000 4ロ』 言十 50，000 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税| ι I I A 'o'.L告白， I
| o吋 28S.，7i61 I 算入 |無 II会 重別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動i福榛ま正直蔵栗宿麗 H26 H27 1 I H28 1目標

1 1全国健康福祉祭参加者数

2 

3 

4人 10人

達成

度

目的の妥当性、 |妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施
妥h ト......…M・M・……"・H・H・...1… l
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施
性 t……………・……・…・…L…・・ 1 

対象(受益者)の妥当性|妥当である|ねんりんヒ。ック出場者に向けたものである

目標達成度

I a t持労務二"T..'王子E5lj:::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している|生涯現役社会づくりへの意識向上に向け貢献している

l実施主体の適正化 |適正である|ねんりんピック出場者へのお祝い金の贈呈
効 ιト……ふ…・H・...…|……・…… l
率 |受益者負担の適正化|適正である 11人あたり5000円の贈呈
性 、ト………………H・H・..1・H・H・-…・・… l 

I Iコスト効率 | 適正である .. 
課題

:今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業が参加者決定者に祝い金を贈呈するものであり、目標値の設定にそぐわない

決算額(円)

10，000 

10，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局宮・所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹1 44 1 

介護予防普及啓発事業

事戸二;害被保険者(65歳以上の高齢者)に対して介護予防
:!:I教室等を実施し、心身の健康維持・増進に関する啓発を
読|行う。また、パンフレツト等の作成、配布を行い、介護予防
要|の普及啓発を行う。

歳 t 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 151，000 72，213 

支 通信運搬費 41，000 。
出
ゴ「殺予防車デイサービス事来事医科 21，600，000 20，361，000 

内
訳 機械器具借上料 580，000 579，600 

dE当ヨh 計 22，372，000 21，012，813 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国康支出金 25 5，593，000 5，253，203 

財 県支出金 12.5 2，796，500 2，626，601 

源内 書合11 地方債

訳 その他 50(介醸保険料) 11，186，000 10，506，406 

一般財源 12.5 2，796，500 2，626，603 

dE』Z 言十 22，372，000 21，012，813 

人件費概算
I木工]数{人役rI
|0.51 人件表制|叡昆|無|ド悶|ι一言;l

※上段:目標中段:実績下段:達成率

エI.mj.iゑH議|事
経常

91.9% 

12回 1 24回

208.0% 179.0% 

回
一
四

吋
ぽ

J

・

噌

E
ム

5

…M
 

若扇詣寝言正面説栗干冨標

1 1介護予防型デイサービス開催会場数

21介護予防型デイサービス延参加者数

100.0% 

7， 488人
1......7.;..Öf3f3X.・・r"6';'ïúï4)~"'"

31介護予防関係講座回数 25回 43回

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市介護予防一次予防事業実施要綱による
妥 t，....・..……..........................1.............................1

当巳|自治体関与の妥当性 l妥当である|山陽小野田市介護予防一次予防事業実施要綱による
性}……・…H・H・.....・H・..……・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護予防一次予防事業実施要綱による

目標達成度 達成している|普及啓発の評価は難しい面もあるが、講t座回数としては達成しているi i祥子予定.........1"..チ551二.......
上位施策への貢献度|貢献している|高齢者の介護予防推進に貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の介護予防事業である
劾 L・h・..…………・………卜….....................1
率 l受益者負担の適正化|適正である|介護予防型デイサービスについては利用者負担を徴収している
性 1.;.・H・H・-………"…....・H・...1.............................1

Eコスト効率 適正である

...... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

平成29年度からの総合事業導入に伴いデイサービスについては平成29年度中で終了。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宣M所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹I45 I 
大項目 (ι町、

介護支援ボランティア活動事業

世 E第一号被保険者(65歳以上〕示， ，，-，吾いき介護サボーター
宝|として介護保険施設等で介護支援ボランティア活動を行

事|しγ 定の活動を行った高齢者に対し活動実績に応じて
要|転換交付金を交付する。

手段|介護支援ボランティア活動を実施し転換交付金を受ける

意図|高齢者自身がボランティア活動に参加し自身の介護予防も行う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

介護支援ボランティア活動事誕4・配料 2，800，000 2，262，653 国庫支出金 25 700，000 565，663 

|支
出

内

財 県支出金 12.5 350，000 282，831 
j原害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他 50(介餓保険料j 1，400，000 1，131，326 

l ノ 一般財源 12.5 350，000 282，833 

dEbヨh 計 . 2，800，000 2，262，653 dロ』 言十 2，800，000 2，262，653 

人件費概算
費(円)1 1交付税 1_ 1 1品孟 I _.6. (A_'  I 

| 0叫 肌 7刈 |算入|無 II計十種別|特会(介護)I 経常

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1介護支援ボランティア活動時間数 l・・・・2326蒔尚"'r"z';6'4z'a手桶..

21介護支援ボランティア登録者数 178人 162人

31介護支援ボランティア受け入れ事業所数 …誌面:前H・H・T…・12首節目・・・Ir・・・・お酋百件…・・

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による
妥 t..・M・..….......・H・....・M・......…・・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による
性ト……………H・H・-……十............................1

a対象(受益者)の妥当性|検討が必要|山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による

目標達成度
有~.._.....，..........................，.....，;，..I

効 !類似事業の存在 |存在しない
性~........，.........;;;.".........，.......， ..I

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|社会福祉協議会へ委託して実施

il場経科技r"長長:]~~!~:~:~#.日時今害者三f52長三ら害者5?2:::::::::::::::::::::::::::::::

課題

今の後方

向性

ヨスト効率 "適正である .. 
介護支援ボフンァィアの登録者数及び受け入れ事業所数の増加につとめる。
在宅へ支援先を広めることも検討する。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成26年度より対象者の年齢の引き下げを行った(65歳以上から40歳以上へ)040歳から65歳未満の対象者の費用は一
般財源、のみである。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・吾所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

大項目(甲L 戸、

地域介護予防活動支援事業

事|生活機能の低下した高齢者に対して、「心身機能Ji活
業|動Ji参力日」のそれぞ、れの要素にバランスよくアプローチす
柿》防ために、体操等介護予防に充実した内容を行う住民運

霊|営の通いの場の立ち上げ支援を行う。併せて介護予防に
1効果的なプログラムを提供する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

消耗品，費 859，248 859，248 国庫支出金

2 

3 

支出

内
訳

ぷロ』 言十

人件費概算

859;248 859，2481 

|人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.81  4，619，4551 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

d回』 計

|叡見|無|

活動指標または成果指標 I H26 I H27 
| 1箇所 I 4箇所

「百歳体操Jを実施する住民運営の通いの場の設 I ，_"'''' I I 1箇所 I 13箇所
置

100.0% I 325.0% 

予算現額L円)
25 214，812 

12.5 107，406 

5日(介腹保険料) 429，624 

12.5 107，406 

859，248 

会計種別 特会(介護)

目的の妥当性 |妥当である|介護予防・日常生活支援総合事業への移行を視野もいれた事業である
妥ト・M・M・-……………………ぺ l 

h 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|介護保険関連法令
4性 L……"・......……………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である

目標達成度 達成している|立ち上げ支援箇所数は目標を達成している

il持者持........~r..民主;:二二二..........

上位施策への貢献度|貢献している|高齢者の介護予防推進に貢献している

実施主体の適正化 適正である

il秀子掃討T...長:~~~::]~持層ぞきさ帳場52精子五三......
コスト効率 適正である .ト

匹1 46 1 

決算額(円)

214，812 

107，406 

429，624 

107，406 

859，248 

経常

住民主体の介護予防の重要性を理解し、自ら運営していけるよう普及啓発を行い、継続して実施できるよう支援していく必要

課題

今の後方

向性

特記
事項

がある。

改善
計画どおり事業を進めることが適当

時期



平成28年度事務事業評価シート|課・局直面所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

中項目(施策)

高齢者福祉の充実

様式1号(事務事業評価)

匹亡日

介護予防応援隊養成事業

事|介護予防志蚕藤を育成ず蚕扇醸の開催。T扉人に対し、
~I介護予防の必要性や方法広められるようになること」を目
雪|的とした初級研修と、「介護予防の全般的な知識を身に
霊|つけ、市が実施する介護予防事業等のサポートができる
l応援隊員の育成を目的とした中級研修を開催する。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 40，000 25，000 

支{ 消耗品費 151，000 72，000 
出
内
訳

.g. コ 計 191，000 、97，000

人件費概算
lA:I轟I瓦在n人件費(円n
|0.51  2，887，1601 

歳 入 予算現額(円) 決算額f円)
国庫支出金 25 47，750 24，250 

財 県支出金 12.5 23，875 12，125 

源内 割 地方債
訳 合
その他 5日(介僅保険料) 95，500 48，500 

一般財調 12.5 23，875 12，125 

合 言十 191;000 97，0001 

交付税
無 |会計種~特会(介護~ 経常

算入

H26 若覇福覆主目立蔵菓子旨覆

1 1初級研修の開催 4回

21中級研修の開催

200.0% 

弓
…コ
.
1
1

1
u一
E

回
一
日

。。“回一
噌

4

・4 

31介護予防応援隊養成者数

山
一
似

18人 52人

90.0% 1 I 86.7% 

目的の妥当性 妥当である|介護予防・日常生活支援総合事業への移行も視野にいれた事業である
妥 卜…M・A・............…・・・……・・1…・・…・H・H・.....・H・..1・

当 i自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護予防応援隊事業実施要綱
| 性 L…………………H・...1..…一.....・M・...…・・1...
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

1目標達成度 I達成している|開催数は達成している。養成者数もおおむね達成している
有トよH・H ・...・……........……1..……………，..
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二雨量古屋|証二;ヨ|伝説茶話手伝説五福子五

効 熟熟?男FF主 |快翌主史さ呪 J.~~，生仔黒史里号烹さ主.竺空
率 |受益者負担の適正化|適正である
性~......;..............， ......................I

コスト効率 適正である

.レ
中級研修を受けた者全員が介護予防応援隊となり、活動はできているが、養成講座参加目標人数の達成に至っていない。
今後は、広報方法の工夫や、介護予防の必要に関する普及啓発にもカを入れ、養成講座の受講者自体を増やしていく必要
がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
.事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係

天項百(

実目充

拡
一
防

長
制
川
崎

-
4
A
ι

百
一
福
南
一
開

回三己

介護保険第2号被保険者における介護支援ボランティア活動事業

事l葉二事被保険者(40歳以正面議示漏〕吉丈いきいき介護
~Iサポーターとして介護保険施設等で介護支援ボランティ
議|ア活動を行い、一定の活動を行った者に対し活動実績に
要|応じて転換交付金を交付する。

手段|介護支援ボランティア活動を実施し転換交付金を受ける

意図 l市民がボランティア活動に参加し自身の介護予防の意識付けを行う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

介護ボランティア活動事業委託料 300，000 250，462 

支
出
内
訳

合計 300，000 250，462 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出会

財 県支出金
源割
地方債

内会
訳 その他

一般財源 300，000 250，462 

ぷロ』 言十 300，000 250，462 

人工数(人役)1人件費(円)1 1，交付税 I_ I Iム弘苦 II _，，11.; I 
人件費概算 I 0叫 m叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 l目標 l

1 1 1 I 1達成
1 I介護支援ボランティア活動時間数 I 245時間 I r 548時間 l 度

21介護支援ボランティア登録者数 21人

31介護支援ボランティア受け入れ事業者数 一…・12首P.iT..….1r...五面前・......

目的の妥当性 妥当である|介護保険第2号被保険者における山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による
妥 t....…"…...・M ・..…............…1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|介護保険第2号被保険者における山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による
性ト……...・H ・........……...・H ・..，..1.............................1
対象(受益者)の妥当性|検討が必要|介護保険第2号被保険者における山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による

1目標達成度
有 f...;..........;.............................1
効 |類似事業の存在 i存在しない
性~................:ヘ l

.上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|社会福祉協議会へ委託して実施

il祥子将校r.王子長二二二二
コスト効率 適正である .. 
介護支援ボフンァィアの受け入れ事業者数の増加lこつとめるo

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

平成26年度より対象者の年齢の引き下げを行った(65歳以上から40歳以上へ)040歳から65歳未満の対象者の費用は一
般財源のみである。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

ー『介護予防丙推進に向け、バランスよく、より専門的に働き
芸|かけるために、理学療法士などリハビリ専門職等を活用し
概|た自立支援に資する取り組みを推進していく

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

t 報償費 300，000 175，000 

支
出
内
訳

dE』ヨ 計 300，000 l干5;000

地域リハビ、リテーション活動支援事業

J歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 25 75，000 

財、 県支出金 12.5 37，500 
源割
地方債

内合
訳. その他 50(介蹟保険料) 150，000 

一般財源 12.5 37，500 

Aロ6. 計 300，000 

匹I49 I 

決算額(円)

43，7501 

21，8751 

87，500 

21，875 

175，000 

. I人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I_ I I A:J.:A'!;l'1 I 11*-.6. (A¥ .. .'~jt;\ I 
人件費概算 I 0叫 丸肌叫 | 算入 |無 II~計種別|特会(介護) I 経常

;官覇福寝言正{孟成果指標 H26 

1 I介護予防事業等への専門職の派遣(派遣回数)

2 

3 

H27 

24回

27回

112.5% 

目的の妥当性 妥当である|今後増加していく高齢者の介護予防に地域ぐるみで、支える土壌作りに寄与する
妥 t....・H・-…・・……......…….1............… 1 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|今後増加していく高齢者の介護予防に地域ぐるみで支える土壌作りに寄与する
性|….....・H ・...............……イ………|

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内高齢者の介護予防を目指すためのものである

目標達成度 達成している|派遣回数は目標を達成している
有 t...;.................o......................1
効 l類似事業の存在 、|存在しない

性 Iζ雨量二ぷ長誌-長|長証C2.l;三|説ぷ茶室長両議選;;副長長日i;語
i実施主体の適正化 |適正である

i i持労務"1''''治安:]~持層532i耕三祥子52再三円安長z:::::::::
コスト効率 適正である .. 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課伺・室・所(係川 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

中項目f施策)
高齢者福祉の充実

二次予防事業対象者把握事業

ーl要介護状態等になる恐れの高い高齢者を、基本チェック
芸|リストにより把握(二次予防事業対象者)。介護予防事業
山|を実施し、二次予防事業対象者を介護予防事業につな
霊|げていく。(平成26年度より基本チェックリストの配布方法
lを変更。よって活動指標を変更)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 10，017 。
支 通所型介護予防事業委託料 68，125 。
出
印刷製本費 216，000 。

内
訳

dロ』 計 294，142 。

歳 入 予算現額(円)

国康支出金 25 73，535 

財 県支出金 12.5 36，767 
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他 50(介陸保険料) 147，071 

一般財j原 12.5 36，769 

d回h 計 294，142 

回三日

決算額(円)。
。
。
。
。

|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I_ I I..o.，=.u:ac" I Jjd，..6./L'>.._¥ I 
| 0.11 肌叫 | 算入 | 無 II会計種別|特会(介護)I 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I . H27 I I H28 1目標 l

I I 300人 I I 300人 |達成
基本チェックリスト実施者数(平成26年度より実施1.....・・・298.A・.....t........aaaA...一 …-7813EX--…'1度
方法を変更) 1....………………↓...・H ・-一一一…l …一一一一一 Jー」二一

228.7% I I 178.7% 

(随時) 1 1 (随時J
21二次予防事業対象者把握数 194人 260人 311人

良い

1 1 1 1 (準備)
31介護予防手帳の配布(平成29年度から総合事業 I.............................t ・ I t 革偏
の中で実施) 1............・H・-一…i

目的の妥当性 妥当である
妥 t...:・...…....…・・……・山H・M・1.............................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市二次予防事業対象者把握事業実施要綱による
性トH・H ・.........“………H・M ・.+............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である l山陽小野田市二次予防事業対象者把握事業実施要綱による

目標達成度 |達成している
有 }・・・H・M・....………・・ | 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性}……....・H・ 、|

l上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|費用体効果を検討し、あえて民間委託をやめた事業である
効ト......……1……………..1.............................1ト
率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担が生じない
性 L………………-……..1.............................1.

コスト効率 適正である .. 
平成27年度より国の地域支援事業における介護予防事業が現行の「一次予防事業」と「一次予防事業」という区分を一体化
し「一般介護予防事業Jとして編成された。当市では平成29年度からそのように実施。

課題

今の後方
事業の終了

改善

向性
時期

介護予防手帳については介護予防普及啓発事業として運用を実施予定



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室 a所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹I51 I 
天草百I

一一
一

通所型・訪問型介護予防事業

...".，要介護状雇T::fj:るリスクの高h二次予防事葉対象者を把
宝l握した後、要介護状態等になることの予防に資する通所
事|又は訪問による事業(運動器、栄養改善等)の実施 |手段|二次予防事業(通所型・訪問型介護予防事業)の実施

要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 80，000 。
支 需用費 21，000 。
出
役務費 41，000 。

内
訳 適所型介護予防事業委託料 797，000 388，000 

使用料 580，000 579，600 

iロ』 言十 1，519，000 967，600 

歳 入 予算現額(円〕 決算額(円)

国庫支出金 25 379，750 241，900 

財 県支出金 12.5 189，875 120，950 
調割
地方債

内合
訳 その他 50(介陸保険料) 759，500 483，800 

一般財源 12.5 189，875 120，950 

dE』3 計 1;519，000 967，600 

人件費概算 同制弔問[官 I~I会計~531!I存会(介判経常
お一一以
H
-
4
 

活動指標または成果指標 幻
一
円
以

H
-
4
 1 I二次予防事業の参加者(実人数) 12人 10人

27.0% I 25.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である
妥 t..・M・…・……....・M・..…1......… 1

当 I自治体関与の妥当性|概ね妥当である|通所介護予防事業実施要綱による
性ト……...・M・..…………}・1....….....................1
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|通所介護予防事業実施要綱による

一1目標達成度 |検討が必要|基本チエツクリスト実施時に事業参加を勧めているが事業参加につながらない
有一iι}卜.……….. 山….. 山….. …..………...……… .. 山….. …… .. 一....……….. 山….. 山....….
，効 |類似事業の存在 | 存在しなしい、
性}…...・M・...…………l……...・H・...……・1・
上位施策への貢献度|概ね貢献している|事業の目的自体は貢献に値するが、実績を見ると貢献に値すると評価しがたい

ー実施主体の適正化 |概ね適正である|通所型介護事業所へ委託している
効 }……・・..........……-…-……，.............................，

l 率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の介護予防事業である
，性ト………....・M ・-・凹H・H・..…十日 l 

|コスト効率、 | 適正である

.レ
国の地域支援事業における介護予防事業は、現行の「一次予防事業」と「一次予防事業」の区分を一本化し、「一般介護予
防事業Jとして編成され、本市でも平成29年度から一般介護予防事業として、現在の二次予防事業対象者に特化することな
く高齢者全体に向けた介護予防事業を強化していくことで検討を進めている。

r課題

J 

今の後方
事業の終了

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課園局.~'.所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 回三日

指定介護予防支援業務

歪信野EF2222説話会第iTま季語21対象|要支援認定者で介護保険サービスの利用を必要とする者
歪|その心身の状況及び環境等を勘案した、ケアプランを作
童|成するとともに、サービス事業者等の関係機関との連絡調
I整などをf子う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

介護予防支援業務委託料 10，177，550 10，177，550 国庫支出金 39.5 4，020，132 

支 財 県支出金 19.75 2，010，066 
出

内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 21 (介随保険料) 2，137，285 

一般財源 19.75 2，010，067 

dロ~. 言十 .10，177，550 10，177，550 .g. 計 10，177，550 

l人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I_ I I .6. .. .1.:<";1:，，， I _.6. (/.'，.."，1;/;¥ I 
人件費概算 I 3叶 附則

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 、1 H27 1 I H28 1目標
I I I I達成

1 1介護予防サービス計画(包括作成分延件数) 1""....5.:..2[5.4存"'r"';i;"9'9'2'f手…Ir…工γ69存…l度

212ま7防サービス計画(委託先事業所作成分延l:1;552E::11;三主張.....

3 

目的の妥当性 妥当である|介護保険法、山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱
妥 t..・H・............・M・-…...・H・-…:....1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|介護保険法、山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱
性十...........................…........…1.............................1
.対象(受益者)の妥当性|妥当である|介護保険法、山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱

目標達成度
有、 r…...........・H・.....・H・M・-……・・・・l
、効.....1類似事業の存在 |存在しない

性〈エ雨量二ぷ言語長|説ぷ;五|語通五五元説五五晶画:英語通二雨量証CE;;ぷ
実施主体の適正化 |適正である I地域包括支援センターで行うべき業務と位置づけられている

効'ト……………-….......1.............................1.
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護報酬により報酬を得ている
ミ性 h:・H・..…………………..1.............................1.

コスト効率 適正である .. 

決算額(円)

4，020，132 

2，010，066 

2，137，285 

2，010，067 

10，177，550 

平成29年4月からの総合事業への移行に伴い、対象者が要支援1・2で訪問介護・通所介護を利用していない方に限定され
る。その代わりに訪問介護、通所介護を利用される要支援者を含む総合事業利用者に対しては別の形のケアプラン様式を
用いプランを作成してし、くようになる。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

大項目(九日、

全目二次予防事業対象者等が、要介護状態になることを予防
事|する為、そのほの状況等に応じて、対象者自らの選択
概|に基づき、介護予防事業その他の適切な事業が包括的
要|かつ効率的に実施できるようにサービス計画を作成する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 16，000 10，000 

支
出
内
訳

』E』ヨ 計 16，000 10，000 

介護予防ケアマネジメント業務

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 39.5 6，320 

財 県支出金 19.75 3，160 
源割
地方債内合

訳 その他 21(介磁保険料) 3，360 

一般財j原 19.75 3，160 

dEL ヨ 計 16，000 

回三日

決算額(円)

3，950 

1，975 

2，100 

1，975 

10，000 

人件費概算 |入訓告r梓15ijl|想見|無 II会計闘IJI特会(介護)I 経常
若覇耳諌言?とlま成栗指標 H26 

1 1二次予防事業対象者ケアプラン作成 r.........i"2f平……r…・i"oy.平H・H・-

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|介護保険法(地域支援事業)

i IH--所長骨子:[::21155::12持EE待望者二...............
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有ト・...・H・.......・H・-…………・1
効 |類似事業の存在、 |存在しない

性五通ぶ伝説|福山吉|偏差み言説尚治局長GG
実施主体の適正化 |適正である|民間委託にそぐわない

効，.~……....………………・1.............................1

率 |受益者負担の適正化 l適正である|介護保険法による地域支援事業の中の介護予防事業である
性 I…........…………・・…H・H・....1.............................1
lコスト効率 | 適正である

.レ
平成29年度より一次予防事業は廃止され、一次予防事業とともに一般介護予防事業として実施される。これまでの一次予防|
事業対象者が、一般介護予防事業及び総合事業の利用へスムーズに移行できるようにする。

課題

今の向後方性 事業の終了 改時善期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。平成29年度からは総合事業開始に伴い事業形態を
変更。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局個室・所(係)I 匹I54 I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 72，000 34，000 

報償費 84，000 84，000 

旅費 107，000 。
支 需用費 783，000 529，605 
出
役務費 697，000 592，074 

内
訳 使用料及び賃借料 1，332，792 1，332，792 

備品購入費 43，740 43，740 

負担金、補助及び交付金 23，168，000 23，136，000 

公課費 7，000 6，600 

dEb3 h 計 26，294，532 25，758，811 

高齢福祉課 |地域包括支援センター|

介護予防ケアマネジメント業務(地域包括支援センターの充実)

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 10，386，340 10，174，730 

県支出金 19.75 5，193，170 5，087，365 

地方債

財 その他 21 (介腹保険料) 5，521，851 5，409，350 

源内 割合 一般財源 19.75 5，193，171 5，087，367 

訳

dEeヨ.. 計 26，294，532 25，758，812 

l人工数(人役)1'人件費(円)1 1交付税 I~ I I--~~~!t~-:~-r M-_~ f ̂-~tI:\ I 
人件費概算 ，-，- .. ~.3~ ， -"~， 02~'，~~2 ， ， 算入 | 無， ，会計種別|特会(介護)， 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 ‘ 1 -H26 1 _ H27 I I H28 1目標 4

1 (随時) I (随時) I I (随時) I達成
1 I相談業務総件数 1 18， 172件r-Ii，929件 1 r uj(ji件 l 度

100.0% 1 100.0% 

21サブセンター設置(委託)箇所数
• • • • • • • • • • • • 5

…5
 

• • • • • • • • • • • • 
-

E
E
E
E
4
E
E
-
-

• • • • • • • • • • • • 
-

r
n
υ
"
F
H
U
 

• • • • • • • • • • • • 
・

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱による
妥ト…………山..............・..ト ..................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である l介護保険法、山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱等
性ト…M・M・...・M・....…....・M・..……1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民の福祉向上を目指す為のものである

目標達成度 達成している
有 t………・・…・………・・I
効 |類似事業の存在 |存在しない

性斗説話二伝説|品目:計画面説副長雨量ぷ弓

効虐性1*0)型空!?lR3ff骨三!?32ftZT?22rごとf二号?????万三ご三/<:二三三
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の包括的支援事業である
性 …t…………-………・・・…1.............................1.
コスト効率 適正である .. 
介護保険制度の改正に伴い、総合事業への移行や、包括的支援事業で行わねばならない事業がある。中には認知症初期

課題
集中支援チームの設置等しなければならない事業もある。今後サブセンターの設置箇所数の変更等も視野に入れ、地域包
括支援センターの体制を検討していく必要がある

今の向性後方 事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要
改善
29年度中に改善に着手

時期

本事務事業が随時対応によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮刊(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

中項目〈施策)

高齢者福祉の充実

総合相談支援業務

."."支援を必要とする高齢者の実態を積極的に把握してい
霊|く。そして必要な相談に応じ、適切なサービスへとつなげ

事|ていく。また、市の福祉サービス調整に関しても、自立支
|援の視点に基づいた介護予防サービス計画を作成すると
要|ともに定期的にモニタリングを行っていく

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

高齢者実態把握委託料 7，550，000 7，045，100 

支
出

内
|訳

JEb2 h 計 7，550，000 7，045;100 

歳 入

国庫支出金 39.5 

財 県支出金 19.75 
源割
地方債

内合
訳 その他 21(介随保険料)

一般財源 19.75 

dロh 計

予算現額(円)

2，982，250 

1，491，125 

1，585，500 

1，491，125 

7，550，000 

l)よ工数(人役)1人件費(円)I I交付税 Idm: I I A<:>.i:;a""， I _.6.. (/.>..;<i/;¥ I 
ム件費概算 1 0.41 仰

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I . H26 I H27 l' H28 1目標 l

1 1 1 1達成
1 1相談件数(延) I 10，506件 I 8，626件 I I 8.476件 l 度

21実態把握件数(延) .... .. z.，...s.z.zf平"'r"'2':"3'i3'i~{j年.....

3 

匹仁亘コ

決算額(円)

2，782，814 

1，391，407 

1，479，471 

1，391，408 

7，045;100 

目的の妥当性 | 妥当である|山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱に基づき設置されたセンターの業務である

i i子持ち従来|:設定:t~~~~所持持5121弁当jj王手55221五時.. 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|主に高齢者の福祉向上を目指す

目標達成度
有~......;............，..，............~..:， ....I

効 |類似事業の存在 |存在しない

性 lエii五五二記長時|説c~.~.~~..1員長言語以辰巳両五福CEiヨ
実施主体の適正化 適正である|市職員だ、けでは不十分な部分をサブセンター業務を委託(5箇所)することでカバーしている

il許税制'1""民主:]~持層吉宗主的持者5155明言者百二::::::
コスト効率 適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業が申請や随時対応によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

ーl詞画庁能力が不十分な認知雇高齢者を市が支雇子ること
主|で、その権利を守る。事業の内容としては、老人福祉法第

毒|32条に基づき市長の行う審判の請求及び成年後見制度
士|の利用に係る報酬費用の助成を行う。その他、高齢者虐
宗|待の防止および対応、消費者被害の防止及び対応を行

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

通信運搬費 14，070 2，640 

支 手数料 110，200 3，400 
出
成年後見人報酬助成費 672，000 324，000 

| 訳内

.g- 計 796;270 330，040 

財
源割
内合
訳

権利擁護事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 39.5 314，526 

県支出金 19.75 157，263 

地方債

その他 21 (介臨保険料) 167，216 

一般財源 19.75 157，265 

dE』Z 計 796;270 

回二日

決算額(円)

130，365 

65，182 

69，308 

65，185 

330，040 

人件費概算 F恥ま~人f誌記~ ，-想見|無， I会十翻IJ'特会(介護司 経常

活動指標または成呆指標 H26 H27 

1 1成年後見市長申立て件数
.....3f平…......r.........石平…......

21成年後見等報酬助成件数
同・・・・・・・・・.3存..........r..........of年.....

31権利擁護関係相談件数(延) “・"z'g'u平…r・H・"43"i'f半・H・H・1r一一五百存H・H ・-

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市高齢者青年後見制度利用支援事業実施要綱による
' 妥 t…・・....・M・...・・H・M・...…・“M・M ・.，・ 1 

当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|介護保険法、山陽小野田市高齢者成年後見制度利用支援事業実施要綱
性 }…………"・ん…........…1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者成年後見制度利用支援事業実施要綱による

I目標達成度
有 H;.........................................I
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ半面員二五五訟房長示CE;;ぶ伝記雇員長正副長;正当日員長員三lL五五i;長示日;ヨ
実施主体の適正化 適正である l親族等の申立てが望めない方への最終手段として市長申立てがある。市が行うことが妥当である。

ilF舎を場房長1256512精子民主所持沼市予定:::::::::
コスト効率 適正である

..... 
認知症高齢者の増加に伴い、成年後見制度の利用が必要な高齢者の増加が考えられる。必要な支援へつなぐために、普
及啓発や利用促進の取組みを推進する必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業が随時対応によるものであり、目標設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

天草百I 中項目(施策)

高齢者福祉の充実

小項目(基本事葉)

地域包括支援センターの充実

包括的・継続的ケアマネジメント業務

回コヨ

車 I途切れることなく一貫して一人の高齢者が地域で、暮らし続i対象|医療・保健・福祉等関係機関及び地域住民
主|けていくことができるよう支援できるように、個々のケアマネ
議|ジャーのサポートを行うとともに、ケアマネジメントの実践
|が可能となる環境整備をを行う。(地域包括ケアの構築)、
要|多職種連携強化に向けたシステムの構築を目指す

一歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 80，000 10，000 

支 消耗品費 36，000 24，246 
出
通信運搬費 13，000 8，544 

内
訳 普通旅費 74，920 74，920 

dEbコ‘ 百十 203，920 117，710 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円J
国庫支出金 39.5 80，548 46，495 

財 県支出金 19.75 40，274 23，247 
j原割
地方債

内合
訳 その他 21(介瞳保険料) 42，823 24，719 

一般財調 19.75 40，275 23，249 

合 計 203，920 117，710 

人件費概算
役)1人件費(円)I I交付税 1_1 Iム I Ikf:.b. (/.¥..'Wi¥ I 

| O伍| 抑制~ I 算入 |無 II~計種別|特会(介護) I 経常

活動指標または成果指標

多職種連携(医療関係を除く)に関する会議・研
修会開催回数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

! H28 !目標 i

I 2回 |達成

ニヨ底二工二頭二コ I::::::::::iE::::::::::LE-
100.0% 

(随時がある)

21地域ケア会議開催回数

H26 

2回

H27 

3回

33.4% 

13回 10回 16回

通並国

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市地域ケア会議実施要綱による
卜妥ト………............……・4 ↓ 

当|自治体関与の妥当性|妥当である!山陽小野田市地域ケア会議実施要綱による
性 f...・H・.........……………...1 十
|.. I対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市地域ケア会議実施要綱による

目標達成度 1概ね達成している
有 f..........: ・4
I :型|類似事業の存在 |存在しない

一|エi議員二ぷ言語房長福山花|説説記長以忌正面三石是正語iL五五;局長記長GE両証言語
I実施主体の適正化 |適正である

li l場券Eg--51::日誌:]~柑主張ヨザ再考日主主張手堅持E:::::::::::
|コスト効率 | 適正である

..... 
地域ケア会議については、平成29年度より自立支援に資するケアプフンの作成のためのケアプフン検証会議を開催する。

課題

、今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室岡所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

大項目(礼町、

回三日

事|在宅雇療・介護連携推進のための短詩語可1厨己、医諌・
1::1介護資源の把握、市民ニーズの把握等のプロセスを経
毒|て、地域における現状と課題の抽出、対応可能な解決策
|の協議を行う。また、関係職種の連携強化に向けた研修
要|や、地域住民に向けた普及啓発を行う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 40，000 。
支 消耗品費 40，000 26，571 
出

内
訳

dE』ヨ 言十 80，000 26，571 

歳 入 予算現額(円J決算額(円)
国庫支出金 39.5 31，600 10，495 

財 県支出金 19.75 15，800 5，247 
源割
地方債

内合
訳 その他 21(介腹保険料〕 16，800 5，579 

一般財源 19.75 15，800 5，250 

tE』ミ 計 80，000 26，571 

人件費概算 費〈円)I I交付税 I4m:. I I A=J.+;lH;'，1 I 11*-.6. (A;?Jt;¥ I 
| 0叫 2，021，0叫 | 算入 | 無 II~計種別 l 特会(介護) I 経常

H26 

2回
活動指標または成果指標 H27 

2回

1 1多職種連携研修会の開催

21協議会の設置

2回 1回

l00.0% I 50.0% 
設置及び開催

31情報共有ツールの整備
成
…
神
…
了

作
…
慌
…
未

目的の妥当性 妥当である |平成30年4月までに実施が義務付けられている(介護保険法第115条45第2項第4号:附則第14条の3)

i li当時孫子'T"記長:]~今幌延待望者二二二:
:|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

l.....~.. ~目標達成度 |達成している
J有}・|
効 |類似事業の存在 I存在しない
性十……...・H ・..……"・H ・H ・.....1………・………r
上位施策への貢献度j貢献している|地域包括ケアシステムの構築に向けて貢献している

.実施主体の適正化 |適正である
効 J ・|
率 1受益者負担の適正化|適正である

!?ぷ尚三十 '''1孟ぷ|
..... 

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所{係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹I71 I 

相談支援窓口設置運営業務

査|践す嘉義箆撲協謹出EE!対象|市民(吋齢相齢者を支える医療福祉対ツフ)
議|療・介護連携に関する事項の「相談受付」や、退院調整|手段|相談窓口の運営
l支援を行う。また、相談窓口の周知を行う。(平成30年4J-: l 

要|月までに実施が義務付けられている)~I ，J，/ O ¥ I/..J~""'-' 1---;1;1意図|医療と介護の有機的な連携支援を行うことにより在宅ケアを充実させる

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)
在宅医揖介液i室主宅情牒窓口業詰畳託料 548，802 177，000 国庫支出金 39.5 216，776 69，915 

支 財 県支出金 19.75 108，388 34，957 
出
内

j原害Ij
地方債

内合
ぜ訳 訳 その他 21(介瞳保険料) 115，248 37，170 

一般財源 19.75 108，391 34，958 

4E2ヨh 言十 548，802 177，000 .g. 計 548，802 177，000 

人件費概算 l人工数(淵人件25Ll|想見|無I[会計種両一(介お| 臨時
若覇福寝言1"'=1ま蔵裏指標

1 ，在宅医療相談窓口の設置

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26-1 官27. I I H28 l目標 l

J・・…・1胃毘・…・・・Il.……・1宵j尻・・…l達成
1箇所 I I 1箇所 l 度
100.0% I I100.0% 

2 
良い

3 

目的の妥当性 妥当である|介護保険法(地域支援事業)、山陽小野田市在宅医療・介護連携に関する相談支援事業実施要綱
妥 t.，...:，. .'……………........…r…………............…… 
当令|自治体関与の妥当性| 妥当である|介護保険法(地域支援事業)、山陽小野田市在宅医療・介護連携に関する相談支援事業実施要綱
、性}…..........・M ・...・M ・...………↓...........................，.

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|介護保険法(地域支援事業)、山陽小野田市在宅医療・介護連携に関する相談支援事業実施要綱

r-

|目標達成度 I達成している|平成28年度は単年度目標を達成している。
有 }…H ・H ・'"……………・ト………………・l
、効 I類似事業の存在 |存在しない
性 ト・....・M ・..…・・…・・………'.1…・・・…・・………1・
上位施策への貢献度|貢献している|地域包括ケアシステムの構築に向けて貢献している

効 lきき
率 |受益者負担の適正化|適正である
性}円、|
lコスト効率 1適正である

.レ
在宅医療相談窓口機能以外に退院患者等調整機能を持たせる等機能強化に関して検討していく。

'課題

今の方後

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局副室・所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹1 72 1 

切れ目ない在宅医療・介護提供体制構築業務

士 E切れ目なく在宅医療と在宅介護が一体的に提供される体
主|制を構築する。また関係市町が連携して広域連携が必要

議|な事項について協議を行う(平成30年4月までに実施義
要|務付け)

手段 124時間体制で切れ目な〈在宅医療が安定して受けられる体制の整備

意図|安定して医療が受けられる体制を構築することで在宅介護を可能にする

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円7
国庫支出金 39.5 。 。

支 財 県支出金 19.75 。 。
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 21(介臨保険料) 。 。

一般財源 19.75 。 。
4E』ヨ 言十 。 。 dE』2 言十 。 。
人件費概算

l人工数(人役)1人件費I百円 |交付税| 鑑 I I ..c..~..L+9ò ~'1 I _A  r /.>.._¥ I 
0叫 288，7叫 | 算入 I ~ I I~計種別|特会(介護) I 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 百互7一寸 I H28 1目標
1

….1.....・H・......…・…11.…....・H・-……l達成
活動指標または成果指標

・1 ドニ

2 

3 

目的の妥当性 妥当である |平成30年4月までに実施が義務付けられている(介護保険法第115条45第2項第4号:附則第14条の3)

! t:~:~i~#:当時1:::主主主:::J~持層五併号空手:::::::::::::::;::::::::::::;::;:::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 目標指標が定まっていない為(ただし検討は開始している)

il持労務::::::I::五百:::
土位施策への貢献度|貢献している|地域包括ケアシステムの構築に向けて貢献している

実施主体の適正化 |適正である|市が主体となり関係機関と連携をとり行うべき事業である
効 l…………......・H・-……….1… l
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法(地域支援事業)
性 ………………………・・1.............................1
コスト効率 i 適正である .. 
何をもってこれら事業を行っているとみなせるかに関しては、明確にほされていないもののある程度の例示は提示されつつあ

課題

今の方
後

向性

特記

事項

る。今後、市民病院や両医師会、在宅医療・介護連携推進協議会等において具体的な検討を行い、本市における体制整備
を行っていく必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善
期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係

中項目(施策)

高齢者福祉の充実

事l市内に住所を有する要介護認定又は要支蚕認定を受け
~Iた高齢者に対し、居宅サービスを受けるために要した費
毒|用について一定の割合で助成する。

介護保険利用者負担軽減助成金支給事業

対象|市内の介護認定者で事業要件に該当するもの

手段|へノレバー利用費用を一定割合助成する

回三日

l助成対象居宅サービスは、ホームヘノレプのみで申請に基
要lづき交付する。 意図|低所得者に対し利用負担を軽減し介護保険の円滑利用を促進

巌 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

介担保険低所t牲者利用者負担恒滅的成金 <-233，000 109，337 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財瀬 233，000 

dE』ヨ 計 233，000 109，337 . dEb2 • 計 233，000 

人件費概算 f四 Ttti人件 I言女児|無|恒到 一般

活動指標または成栗藷槙 I H26 

介護保険利用者負担軽減助成金支給事業利用|“ 一以……:仁二
者(人数) I 

ノト護保険利用者負担軽減助成金支給事業利用
21 
者(回数)

3 

77回 1 66回

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市介護保険利用者負担軽減助成交付金規則による
妥 t....・M・...・H・...…・・.....・M・...…・・・，.............................，

戸当 l自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護保険利用者負担軽減助成交付金規則による
性ト…….....................・M ・-・....・.;1.............................1
対象C受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護保険利用者負担軽減助成交付金規則による

目標達成度
有， ~........， ...........~...;...................I 

効 l類似事業の存在 ヘ|存在しない

性斗員長二五議長|説モ;;ぶ|画幅広CE正副議員三おぶ員長じみ
実施主体の適正化 |適正である
効}、 l
率一|受益者負担の適正化|適正である
性 I 、 l

コスト効率 適正である

課題

.い

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

改善
時期

決算額(円)

109，337 

109，337 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹I13 I 
天項百て 小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

介護保険低所得者利用者負担対策事業

事|介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人が利用者
業|負担額を減免する場合に、自らが負担した額が利用者負
担~，担金の総収入のうち一定割合を超えた社会福祉法人に
霊|対し、市がその超えた部分の一部を助成する(園、県の
13/4の補助国1/2、県1/4) I意図|低所得者が必要な介護保険サービスを受けられるようにする

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)
介担保険低所得者利用管長押封筒事接受 50，000 。 国庫支出金 1/2 25，000 

支 財 県支出金 1/4 12，500 
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

、 一般財源 12，500 

ぷロ』 計 50;000 。 合計 50，000 

人件費概算 |人訓告~I )，3牛~~~~6 I官 lEl色面一般
活動指標または成果福標

1 1利用料負担軽減申請数

H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

百芝すーっ 1. H28ー」目標

0人 0人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|山口県介護保険事業費補助金要綱に基づく
妥 t......・H・....…・.........…・…・・…I…・・…・ 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である l山口県介護保険事業費補助金要綱に基づく
性ト..........引・H ・H ・...………..，.............................，

|対象(受益者〉の妥当性|妥当である|山口県介護保険事業費補助金要綱に基づく

目標達成度
有 [.....;...............................:........1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f............;........，.................;;.....1
上:位施策への貢献度|貢献している

効|雪.性今史慢だ lFfTt iff里会望号男子空閉里子望号ど空三
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f.:.::.............:............，.......'......1
コスト効率 | 適正である .. 

課題

》今の向後性方 、 計画どおり事業を進めることが適当

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

達成

0人 度

改善
時期

決算額(円)

経常

。
。

。
。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回二日
大項目(

一実

恥一一明

占

M
U
-
4
A
ι

付
一
福
望
者
事
一
齢

中
一
高

小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

高齢者実態調査事業

65歳以上独居、 75歳以上二人世帯、寝たきり高齢者

民生委員に依頼し実態・ニーズを把握(所定調査票を使用)

地域福祉充実のために必要な方向性を検討する

事|高齢者の主吾妻態や保健福祉サービスに苅ずるニーズ
i:1等を調査・分析し高齢者福祉推進の基礎資料とするため
ま|に、毎年5月1日を基準日とし民生委員が訪問により調査
室|を実施。また、地域福祉に関する方向性を協議する為に
1高齢者保健福祉会議等を開催する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

印刷製本費 171，731 117，612 

支
出

1 内
訳

Jロe.. 言十 171，731 117，612 

歳 入 予算現額(円) 決算額〔円)

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 171，731 117，612 

AEe2 .- 計 171，731 117，612 

|人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1""' 1 I_.o._副話一|
| ~~I n'~，~;'， ~~91 I五'AI無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標
1 1 5，587件 1 I 5，781件 |達成

1 165歳以上独居の実態把握数 r-.....:Ui66件 r...-2;884件 I r...-2:862件 l 度

69.2% 

2175歳以上二人世帯実態把握数

1
・

%
-
b「山牛

肉
円
以
-
円
喝

u

・，A
r

・

--一町
ψ
H
A
a

日
一
ユ
一
目

T
I
-
-ゆ

E
B
E
E

-件
""hu 

"
F
h
υ
 

"
n
u
d
 

31寝たきり高齢者実態把握数
目一….目1.E函9f存平u…………….“……………..………….. ……… .. …… .. ….Tγrγ..… .. …………… .. ……… .. ……… .. …… .. … .. ……1."…1."1.E8b砕存存.“…………….日……….日……….“…….“….日.…...1“.

目的の妥当性 妥当である|高齢者のニーズを把握し施策に活かす

lil説明言語......日希子房長託尋京汚烹安房汚:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
!~象(受益者)の妥さ i 妥当である

l 右 I.~.~，~~竺 |空全土史|?????空li士三????常守男tfjf
効 |類似事業の存在 |存在しない

性副通量二雨量語長|長長-cz;:五|品-当証言;広三ぷぞみ言-量三;沢二二三面房長雨五五議長-j;cヨ長-C2G
実施主体の適正化 適正である

il秀子房付設1255Z:::::二...........
コスト効率 適正である .ト

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室個所得)1 高齢福祉課 高齢福祉係

天事!3( 中:項目(施策)

高齢者福祉の充実

寝具乾燥消毒サービス事業

警|22問:君臨監禁群島星野22S22|対象|自ら寝具の慨を保つことが困難な高齢者等
霊|であって何らかの事情により、自らが使用する寝具類の衛|手段|委託した事業所により寝具の丸洗い乾燥を行う
童|生管理が困難な高齢者等に対して寝具乾燥消毒サーピ
lスを実施する。年に2回実施し寝具は、回収、配達する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

寝具乾燥事業委託料 534，000 452，422 国庫支出金

支
出
内

源財 害IJ
県支出金

地方債
内合

訳 訳 その他 利用者負担金 53，000 

一般財源 481，000 

tE』Z 計 534，000 452，422 dロL 計 534，000 

人件費概算 「弧到瓦?で;251| 叡且|無 l l::竺~ 一般

落語指標または成某霜覆 H26 H27 

1 I寝具乾燥消毒サービス利用者(延人数) 66人 82人

2 

3 

目的の妥当性 概ね妥当である|山陽小野田市寝具乾燥洗濯消毒サービス事業実施要綱による

i1511H明言~lir..記~~::]~対日時的手骨子1122秀子属当J15:::::::
対象(受益者)の妥当性l概ね妥当であるl山陽小野田市寝具乾燥洗濯消毒サービス事業実施要綱による

目標達成度
有 ト・..........・M・........…H・H・..…・・l…
効1類似事業の存在 |存在しない

性以雨量二伝言語計五福山花|肩幅五五日長議員長五むこそ説にそ芯

実施主体の適正化 |適正である|毎年見積もりをとり、安価に対応できる事業者に委託
効ト…・………………ー1.............................1
率 i受益者負担の適正化|適正である|利用者から実費用の1割分の自己負担を徴収
性 L・………・……………1.............................1
コスト効率 適正である

.レ
課題

| 今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

本事務事業は申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

改善
時期

匹I15 I 

決算額(円)

45，087 

407，335 

452，422 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 高齢福祉課

大項目(政策)

2|高齢者・障がb唱が安心して自立できる環境づくり
白山計画b

高齢者福祉サービス事業 I I 入浴サービス事業

高齢福祉係 匹亡日

警lfst空襲撃も説話路城野士官対象ド5歳以上の寝間高齢者等在宅での入浴が困難なもの
毒|スを提供する。 I手段|特別養護老人ホームなどでの介助入浴を提供
要I I告団|寝たきり高齢者等の身体の保清を保つ

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

入浴サービス事業委託料 760，410 318，800 
支
出

内
訳

.g. ヨ 言十 760，410 318，8001 

人件費概算
l人工数(人役)1人件費(円)I 
10.051  288，7161 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 利用者負担金 97，000 36，0001 

一般財源 663，410 282，8001 
dロL 計 760，410 318，800 

活動指標または成果指標 H26 

交付税
算入

経常

:::::::55::::::[::::::辺二......1 1入浴サービス利用者数(実人数)

21入浴サービス利用回数(延回数) …回…
"
F
h
u
"
 

"
戸

h
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+
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E
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E
E
-
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…回…
"
n
u
d
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n
H
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・
噌
E
ム
・

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市施設入浴サービス事業実施要綱による
妥}…"・M・M・.....・H・.~...'}……..1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市施設入浴サービス事業実施要綱による
性ト……?…..........……・..1.............................1
l対象.(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市施設入浴サービス事業実施要綱による

目標達成度
有1:....，...，.，........，.......，................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性日雨量二伝説|長長C~.~.~~..l説副長;じこ延長返る謀長混じそ説日目
実施主体の適正化一|適正である|事業対応可能な施設(特養等)に委託し実施

効 ~...・-一….......…………・・…..1............................+.......................j

、率 |受益者負担の適正化!適正である|送迎料金も含め1回900円の自己負担を徴収(委託料:8000円)
性ト……・・………………"・1 ・l
コスト効率 |概ね適正である

..... 
課題

>.の今後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業は申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課

大項目(叩一、

高齢福祉係 匹I17 I 

訪問理美容サービス事業

実充の

者
一
月
一
以

齢
一

f
一吋

高
一
回
一
サ

的
一
助
一
配

勲
一
端
一
知

町
一
間
一
車

問
一
分
一
生

b
一
費
一
人

こ
一
通
一
一
山

沢
一
交
一
点

寸
一
色
一
司

骨
一
朝
一
的

援
一
間
一
往

直
一
へ
一
一
壊

以
一
宅
一
時

記
一
次
一
車

等
一
本
一
宇

害
一
が
一
齢

障
一
院
一
高

の
一
容
一
切

体
一
美
一
白

身
一
理
一
寝

象
一
段
-
一
図

対
ー
{
手
一
意

K
容
訪
み

抽
美
の
の

1
理
者
料

れ
て
容
、
ス

同
町
肌
酷
J
』

霊
訪
。
寸

理
こ
る
容

劫
到
す
美

る
居
知
沼

崎
1

い
は
紅

色
対
も
用

章
に
で
利

叫
等
刊
か
‘
、

上
者
づ
一
川

市
T
悼
叩
一
、
山
子
卜

樹
剛
山
川
拾

は
な
受
同

た
難
を
清

ま
困
ス
¢

上
同
ピ
用
弘

砕
町
一
費
払

身
乙
サ
問
支

事
業
概
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

訪問玉里美容サービス委託料 22，550 22，550 

支

出内

訳

dロ』 言十 22，550 22，550 

人件費概算

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財調 22，550 
← 
22，550 

dロ』 言十 22，550 22，550 

走覇彊寝言正lJ市栗福標 H26 

|人工数(人役)1 :人件費(円)I I交付税 I_ I I .A.";Ug; c" I 
l p叫 288，7刈 | 飢 | 無 I I会計種別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 I I H28 I目標 l

達成
度1 1訪問理美容サービス利用者(人数) 2人 3人

2回 7回21訪問理美容サービス利用者(回数)

3 

目的の妥当性

経常

妥当である|山陽小野田市訪問理美容サービス事業実施要綱による
妥 t.......……"・・..........…….1.............................1・
当 |自治体関与の妥当性|妥当である l山陽小野田市訪問理美容サービス事業実施要綱による
性 }…H・P・-………...・H・......・H・-…・・|………・・ } 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|山陽小野田市訪問理美容サービス事業実施要綱による

目目標達成度
有 }・I
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }イ
|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|事業対応可能な実施先(理美容組合)に委託し実施
効 1.."…………….........……1.............................，
率 I受益者負担の適正化|適正である|理美容費については実費を自己負担(訪問宅までの移動料金を市が負担)
性 ι……………・....・..…...1.............................1
コスト効率 適正である .ト

課題

、今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業は申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹1 18 1 
大項目(九伊、 小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

事|低所得のひとり暮らし高齢者等の孤独感を和らげるととも
:!:Iに、その安否確認や緊急連絡の手段の確保を図る等、各

福祉電話利用助成事業

章|種のサービス提供を行うために電話を無料で貸与する。 I手段|電話を無料で貸与し、基本料金を市が負担する
霊|助成内容は、毎月の電話料金基本料金。通話料につい
1ては、各自利用者負担。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 7轟 入 予算現額(円)

扶助費 706，000 618，842 国庫支出金

支
出

内

源財 割
県支出金

地方債
内合

、訳 訳 その他

一般財源 706，000 

dロ』 言十 706，000 618，842 〆EbZ• 計 706，000 

人件費概算 !人工数(淵人件 I宝女児|無ll::空l一般
活動指標または成果指標

1 I福祉電話助成件数(実件数)

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 市互「寸 I H28 1日揮

...二部:::::|::::::52E::::||:::25K:::医
2 

3 

1. .1旧目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市福祉電話貸与規則による

雪|同自治体関与靭の妥当蛸制性削| 妥当である|山陽小野回市福祉電話貸与規則による
性 |ト.叩叩川"….…"…….日………-山一..

l:対対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野回市福祉電話貸与規則による

旧標達成度
有 }トトト"山………..山…..山………..山…..山…..山..……

効 I類似事業の存在 |存在しない

性|エ雨量二長伝説日:五|雨量弘通;広三長主謀長反日員長じ二日
|実施主体の適正化 |適正である

il勇経明日[::目玉|再三校52E弘前日明言守主1115:::
|コスト効率 |適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

1 向性

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない

決算額(円)

618，842 

618，842 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局個室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係

高齢者相談事業

_.市が高齢者の介護予防生活支援の促進及び地域福祉の

裏|向上を図るために実施する。
市民(主に高齢者)

回三日

概|市内5か所、決められた曜日に民生委員等が会場に出向
要|き来場者の相談を受ける。

意図 l身近な場所で高齢者の心配事悩み事相談に応じる体制の確保

歳出 予算現額(円) 決算額(円)I 歳入 予算現額(円)一決算額(円)

相談事業委託料 392，000 国庫支出金

支出

内

員オ 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

c 
一般財源 392，000 376，000 

d口』 計 392，000 376，000 4ロ』 計 392，000 376，000 

I )d*jU!t~. I人工数{人投)1人件費何 II交付税 I__ I I.o.，=_u，"， tl.， I "'''' I 
人件費概算 I 0叫 288，7叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標
1 1 1 I 1達成

1 1高齢者相談件数 r--------"uj件 r--------22件 1 r---29件 l 度

21開催回数 98回 92回

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市高齢者相談事業実施要綱による
妥 f-.........-....………・……...・1. ↓
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者相談事業実施要綱による
性ト………....・H・.........・H・--…・1----------_..-・M・....・M・..十
|対象(受益者1の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者相談事業実施要綱による

目標達成度
i 有 f;.;....，.".:......;;:..........;........"..1
効一|類似事業の存在 |存在しない

性エii-長二ぷ議長|説-cz;;ぶ|説副逼;L-C主主ぷ当選長33;こぞ長五日;ヨ
実施主体の適正化 適正である

効 ， t……………………1--'''--'・H・.......・H・._.---1----------・M・_.…・・・・
率 |受益者負担の適正化|適正である|社会福祉協議会に委託。相談業務は民生委員が受けている
性 l……・……・…・…………1---・H・H・.....…一…---1-
コスト効率、 適正である

一 .レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

本事務事業は利用者の希望により相談を受けるものであり、目標値がそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課

天項百{

高齢福祉係 匹I20 I 
中項目(施策)

高齢者福祉の充実

緊急時短期入所事業

警|欝Z2緊銀出332翠理烹f嵐訣!対象|必要があるが保険給付内での短期入所が望めない要介護認定者
言|所させる必要が生じた時に介護老人福祉施設へ短期入|手段|介護老人福祉施設への短期入所費用の9割を負担
|所をさせる。市内在住の要介護者で介護保険による保険
要|給付内での同様サービスの利用ができなしものに限る。

|人工数(慌|人件訴~ I想見|無|作品司 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 1 I H28 1目標 l

達成
度

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

緊急時経期入所サービス事架設託料 101，000 。
支

出内

訳

.g. 計 101，000 。
人件費概算

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金;
源害Ij
地方債

内合
訳 その他

一般財源 101，000 。
dE』Z 計 101，000 。

経常

活動指標ま正直球栗指標 H26 

1 1緊急時短期入所事業利用者数(実人数) 0人 0人

0日21緊急時短期入所事業利用日数(延日数) 0日 0日

3 

d

妥
当
性

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市緊急時短期入所サービス事業実施要綱による

自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市緊急時短期入所サービス事業実施要綱による

目標達成度

対象(受益者?の安当性|妥当である|山陽小野田市緊急時短期入所サービス事業実施要綱による

有 t....................;........，..............，
効 I類似事業の存在 | 存在する

性手雨量二ぷ首長|説モ;;ぶ|画面長五三至福二議長五反日員長こそ;逗 ? 

|実施主体の適正化 |適正である|特別養護老人ホーム等に委託し実施
効 f..:……………………・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険制度と同金額を設定しその1割分を利用者負担として徴収

1 性 F.....，………………........…I......~......................I

コスト効率 | 適正である

.レ
課題

， 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局田室省所得)1 高齢福祉課 高齢福祉係 回三日
大項目(叫位、 小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

軽度生活援助事業

.，.，.1要斉護認定を受けていない一人暮らし高齢者等に対し、
芸|軽易な日常生活上の援助を行い、自立した地域生活の
概|維持継続の支援を行うための事業である。事業の内容
要|は、外出援助、家事援助、防災援助等で対象者の居宅に

65歳以上で介護認定がないが本事業が必要と認めたもの

lホームヘノレバーを派遣し援助を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 i 入 予算現額(円)

軽度生活援助事業委託料 2，016，000 1，461，030 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原 2，016，000 

d口s. 計 2，016，000 1，461，030 dE』コ 計 2，016，000 

人件費概算
|入工数~(人役)I人件費(円)1.r交付税 1__ 1 1二~_L::-:~-I
| 0叫 2田~I 算入 | 無 I I会計種別| 一般

活動指標または成栗指標 H26 
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27ー1I H28 I目標 l

1 I軽度生活援助事業利用回数(延回数) 874回 763回

2 

3 

目的の妥当性・ 妥当である l山陽小野田市軽度生活援助事業実施要綱による

達成
度

i: . t~:~~~~~:~:~主主1"""記長:J~:~~~吉村長今日秀子両51Z::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市軽度生活援助事業実施要綱による

|目標達成度
e 有 ~......;.::......;.;...;..".....;;...........I

効 1類似事業の存在 |存在しない

性ェ-ii通量二伝言語正|長示CE;;計五五副長;広三亙ぷ孟房長三日L-そ長長こぞiiL
実施主体の適正化 適正である|事業対応可能な施設(訪問介護事業所)に委託し実施している

i 住所持伝説工房長三l~~?:~~~:~日155554E122::::::::::;:;:::::::::::::::::::::::

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である

平成29年度から総合事業へ移行
.. 

事業の終了
改善
時期

決算額(円)

1，461，030 

1，461，030 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所得)1 高齢福祉課 高齢福祉係 回三ヨ
大項百I 中項目(施策) 小項目(基本事業)

高齢者福祉の充実 生活支援サービスの充実

~I国民年金制度その他の公的年金制度において、自らの
芸|責によらず年金たる給付を受けることができない市内の高
概|齢者等に対して、福祉の向上を目的とした給付金の支給

要|を行う。

無年金者特別給付金支給事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

無年金者特別給付金 960，000 330，000 国庫支出金、

支出
. 

内

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 960，000 

JEbコh 言十 960，000 330，000 4ロ~ 計 960，000 

人件費概算 !入工数{官~入件15;61 |想見|無 l l::竺~ 一般

活動指標または成栗指標

1 1給付金支給者延人数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 市互デ寸 I H28 |日煙

二二百五二..-J...二言及::::||:二49)...二:|豆

21給付金額 660，000円 I450，000円 330，000円

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市特別給付金支給要綱による

ilHjjF持労話i:::5126E12Hi王子市長径三宅再515:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市特別給付金支給要綱による

目標達成度
有 t....，.... . ~ . ....... ，............. . .. ........， 
効 |類似事業の存在 1存在しない

性五通量二-ぷ長話-房長証CEL三|員長正副長;じこそ芸員3Z謀長3lai;長示日;3.
実施主体の適正化 適正である

i i希子持続f"自主"'r二二二二二
.コスト効率 適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない

決算額(円)

330，000 

330，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹OD
大項目(ー'一、 小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

生活管理短期入所事業

事戸両1司主む雨戻手証非謀説証番1;:属すよ言7高齢者で(介護
~I保険制度による要介護者及び要支援者を除く)日常生活
歪|を営むのに支障があると認められる者が、一時的に養護
霊|が必要となった場合に原則7日聞を限度とし、養護老人

対象|市民税非課税世帯に属し、要介護認定を受けていない虚弱高齢者

手段|養護老人ホームへの短期間入所

tホームに短期入所させる。 意図|家族の介護負担軽減や高齢者自身の心身の保持向上

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

生活管理短期入所事業委託料 304，000 72，200 国庫支出金

支 目オ 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 利用者負担金

一般財源

d回』 言十 304，000 72，200 Aロ6. 計

人件費概算 |人工数官|人件記~悶引先 1[::竺|

活動指標または成果指標

1 1生活管理短期入所事業利用者

21生活管理短期入所事業利用日数(延日数)

3 

H26 H27 

6人 3人

42日 31日

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市生活管理短期入所事業実施要綱による
妥ぃ.....

当 自治体関与の妥当性 i妥当である|山陽小野田市生活管理短期入所事業実施要綱による

対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市生活管理短期入所事業実施要綱による

目標達成度

性

有 t………........…..........…・・l'
効 l類似事業の存在 |存在しない

性 tエ雇通量二伝説|証二;:平副長;正当副議長次長日員長目、長

効黙サ.ザ空!.~.......I....~.~主計 t主計.fT.守男
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 h.~.....;~..~;...............................1

|コスト効率 1 適正である ... 
、

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業は申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

40，000 

264，000 

304，000 

一般

決算額(円)

9，600 

62，600 

72，200 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局呈・所(係)1 高齢福祉課 高齢福祉係 匹I24 I 
天項目( 小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

配食サービス事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

事|独居や二人世帯の高齢者等の安否確認を行うとともに栄
業|養ノザンスのとれた食事の提供で食生活の改善と健康増
概|進を図ることを目的に配食サービスを実施する。日常支援
要l型:JA山口宇部に委託。月~金の昼食を提供。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 7，000 3，236 

支 通信運搬費 30，000 。
出
配食サービス委託料 5，370，000 4，547，350 

内
訳 機械器具借上料 580，000 579，600 

合 計 5，987，000 5，130，186 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 2，364，865 2，026，423 

財 県支出金 19.75 1，182，432 1，013，211 
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他 21 (介騒保険料j 1，257，270 1，077，339 

一般財源 19.75 1，182，433 1，013，213 

」回』 計 5，987，000 5，130，186 

I m_n  ---- A i!f.~!UJ .1人工数(人役)1人件費(円LJ'1鮒税 I~ I I ~~Ni53IJ I %'~ (1r~) I 
人件費概算 I 0叫 288，叫 I算入 I ~ I I~百十種別|特会(介護)I 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 卜 H26..1 H27 1 I H28 1目標 l

I I I I達成
1 1日常支援型配食サービス利用(延食数) r 9，085食 r 9，920食 I r 9.673会 l 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|日常生活型給食サービス事業実施要綱による
妥 t......・H ・..…"・H ・H ・...…・・…・・叶 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|日常生活型給食サービス事業実施要綱による
性}………….......…H ・H ・H・H ・...1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である l日常生活型給食サービス事業実施要綱による

目標達成度

I : t別事業記長証 r';言語こぶ.
性 f.......………....・H ・"…・…・十…・….....・M・H ・H ・'''1

上位施策への貢献度|貢献している|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

実施主体の適正化 適正である IJA山口宇部に事業委託

i l再発務員長'1""予定:1湾民主税雪辱5255今ち::::::::::
コスト効率 |適正である ... 
'民間事業所で市内一円の配達や見守りも行っているため、事業の変更、廃止も含めて検討する。
平成29年度は総合事業の生活支援サービス(総合事業対象者)と任意事業(総合事業の対象でなしもの)で実施する。
平成30年度から廃止の予定である。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
30年度以降、改善する予定

向性
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室鋼所得)I 

大項目 (ι一、

匹I25 I 高齢福祉課 高齢福祉係

生きがいと健康づくり推進事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

事|市内在住の高齢者が、家庭、地域等社会の各分野で、経
1::1験と知識及び技能を生かし、健康で、生きがいをもち生活
苦|できるよう地域の協力のもと、老人クラブ連合会に対し、ス

霊|ポーツ大会等を委託。その他、高齢者の生きがいと健康
lづくりに資する事業を展開。

老人クラブ連合会

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

生きがいと健康づくり捨選事業苦言託料 1，800，000 1，800，000 

支
出
内
訳

4E』2 言十 1，800，000 1，800，000 

歳 入 予算現額(円7決算額(円)
国庫支出金 25 450，000 450，000 

財 県支出金 12.5 225，000 225，000 
源割
地方債

内合
訳 その他 50(介額保険料} 900，000 900，000 

一般財源 12.5 225，000 225，000 

tEb2 • 言十 1，800，000 1，800，000 

人件費概算 |四I淵人件1261|官|無 II会計種J.lIJI特会(介護)I 経常

101.1% 73.3% 62.6% 

苦言語指槙主主[ま蔵栗福榛 7
一
人
一
入

門

L
-
n
U
刊
に

u

t
-
-
n
u
"
ρ
o
 

i
-
6
勺

4

6
一
人
一
入

門

t
-
n
U
日

n
U

H
一
印
一
日1 1老人クラブ大会参加者

21グランドゴ、ノレフ大会参加者

間
半
以
…
以

ワ
a
-
n
L
川

1
ょ

峨
一
人
一
人

rん
一
円
U
叶

1
i

m
一
羽
一
辺

88.4% I 76.8% 
800人 1 800人

31スポーツ大会参加者(小野田地区+山陽地区) j"""......S.O9X........r....・286Xnu--…

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市生きがい健康づくり総合事業実施要綱による
妥トー…....'.・H・H・...…................j.............................j
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市生きがい健康づくり総合事業実施要綱による

|性|対純益者)の妥判妥当である|山陽小野田市生きがい健康づく附事業雑要綱同

目標達成度 l概ね達成している
有 F，.;;..~~...~.， ..;.......;;.;........;...<....I

効 I類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二記長雨量|長瓦三凡|員長正証言;広三言語主語謀長三;混じそ説日;;五

実施主体の適正化 適正である|老人クラブ連合会への運営補助
効

率

性

受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の一次予防事業である

とコスト効率 適正である

.レ
課題

、今の向性後方一 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成27年度より一次予防事業(任意事業から)に変更



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 高齢福祉課 高齢福祉係 匹巨日
小項目(基本事業〕

生活支援サービスの充実

高齢者友愛訪問事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

事|高齢者の不安感ゐ解消及び地域社会における交流の促
品|進を図ることを目的とし、老人クラブに委託して実施。一人
!:I暮らし高齢者等の居宅を訪問し声掛け等による安否確認
霊|や地域活動等への参加の勧誘及び高齢者が抱える悩み
l等の相談及び助言を行う。

一人暮らしの高齢者等

手段|老人クラブへ友愛訪問事業を委託。委託料を支払う

意図|高齢者の不安感の解消と地域社会の交流を促進する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

友愛訪問活動事業委託料 383，000 315，000 国庫支出金 39.5 151，285 124，425 

支 財 県支出金 19.75 75，642 62，212 

出内
;頂割
地方債

内合
訳 訳 その他 21 (介額保険料) 80，430 66，1501 

一般財源 19.75 75，643 62，2131 

dE』ヨ 計 383，000 315，000 dEL ヨ 言十 、ヰ 383，000 

[:..0 0 Á{Ht~. I人工数(人役)1人件費(円UI交付税 I~ I 14HHUIJ I %'~ Cfr3) I 人件費概算 I 0叫 288，7叫 | 算入 I ~ I I冨員十種別|特会(介護)I 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 一 10 H26 1 H27 1 I H28 1目標 l

I 54クラブ I 50クラブ I I 50クラブ |達成
1 1委託老人クラブ数 r 53クラブ I 冶8クラブ 1 r 42クラブ l 度

98.00% 1 96.0% 

2，600件 1 3，000件
・_....

21友愛訪問件数 2，927件 1 2，383件
112.60% 79.4% 82.6% 

3 

目的の妥当性 |概ね妥当である|山陽小野田市高齢者友愛訪問活動事業実施要綱による
妥ト........・......…・・……H ・M・-…l…………............1
当 l自治体関与の妥当性|概ね妥当である|山陽小野田市高齢者友愛訪問活動事業実施要綱による
性ト………・..................・H・...，1.............................1
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|山陽小野田市高齢者友愛訪問活動事業実施要綱による

目標達成度 検討が必要
、有 1.........................，:.................1
効 |類似事業の存在 | 存在する
性}……….......……H ・H ・.....1…・…………叶
|上位施策への貢献度|概ね貢献している|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

1 1実施主体の適正化 |適正である|老人クラブへ委託して実施
効}………………………・1.....，.......................1
、率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の任意事業である
性 1・………"…"……………1.............................1

コスト効率 適正である|民聞に委託した場合に比べるとコストは低し、.. 

良い

この事業で見守りをできてしも対象者が、老人クフフ、、の減少により一部の市民で、あったことや、どうしちよるネットなどの類似事

課題

《 今の向方後性

特記
事項

業もあることから、 H28年度をもって事業を廃止した。

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課同E室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回二百
天事百I 小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

士，山陽小野田市に住所を有する要援護高齢者友び一人暮

霊|らし高齢者に対し、日常生活用具の購入費の全額または
町|一部を給付する。

室 I~給付種目)
l電磁調理器/火災警報器/自動消火器

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

日常生活用具給付費 53，000 。
支

出肉

訳

dE』Z 言十 53，000 。

財
源害IJ
内合
訳

日常生活用具給付事業

歳入 一予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 20，935 

県支出金 19.75 10，467 

地方債

その他 21 (介IJ保険料j 11，130 

一般財源 19.75 10，468 

ぷE』コ 言十 53，000 

l人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 1_1 長一一 I---::~ ~;:~~ 
| 0叫 2紙 7叫 | 算入 | 無 II会計種別|特会(介護)I 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1日題

1 I日常生活用具給付開閉 ，...二三五二二!...........経:::::::||::::lE:::::l笠

2 

3 

目的の妥当性 概ね妥当である
妥 t......，............，............;，....:/......I
当 }自治体関与の妥当性|概ね妥当である
性 ~..."...................:...ó...............1

対象(受益者)の妥当性l検討が必要

目標達成度

実施主体の適正化 適正である
効 I.......:.....o..........，............;o......，
率 |受益者負担の適正化|適正である

|性|………-… 1
.コスト効率 | 適正である .. 
地域支援事業の対象から外れたこと及び実績も少ないことからH28年度をもって事業を廃止した。

課題
， 

今の後方
事業の終了 改時善期

向性

l' :ii 

01 

01 

。
。
。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局 E室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回三日
大項目(九日、 小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

安心相談ナースホン事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

割勇f諒:慨芸担fEZ恕E1J義論|対象|単身またはこれ閣る世帯の高齢者や障害者
歪|病等の緊急時に適切な対応を行うために業務を委託す

霊|る。委託業務内容は、緊急通報・健康相談受付業務、緊
l急通報装置端末の管理業務等とする。 I意図|独居高齢者等が地域で安心して暮らせる体制作りの推進

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 4，000 1，618 国庫支出金 39.5 2，423，325 2，104，882 

支 通信運搬費 20，000 。
出
安心ナースホン委託料 5，531，000 4，747，599 

内

財 県支出金 1"9.75 1，211，662 1，052，441 
源割
地方債

内合
訳 機械器具借上料 580，000 579，600 訳 その他 21 (介怪保険料j 1，288，350 1，119，051 

一般財源 19.75 1，211，663 1，052，443 

dE』Z 言十 6，135，000 5，328，817 aロE恥 計 6，135，000 5，328，817 

人件費概算 |人工数(人問人件1221丙引什 |会開|守一会(介護)I 経常
活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1安心相談ナースホン事業利用者数(実人数) 277人 272人

21相談連絡件数
日....・'5fj4f平.......r.......直前半…・

31緊急通報件数 …・'39f平……T……43'伴H・H・"'1r…一五存・.......

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市安心相談ナースホン事業実施要綱による
妥 t..・H・..…・…H・H・.......…・・…・・・1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市安心相談ナースホン事業実施要綱による
性 f...;……:...;......................:.....1.............................1
l |対象(受益者)の妥当性|検討が必要|山陽小野田市安心相談ナースホン事業実施要綱による

目標達成度
有 ~...，.-;".・・・}“H・H・.........…・…・・l
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ説ぶ記長説|長証じ石~~"l説弘通;正延長=議員三ぷこぞ員長こそ;主
実施主体の適正化 '適正である|競争入札方式により決定した業者に業務を委託

ilH4H持者五日~~:~~~::]~持層255桝場奈良主骨子55:::::::::::::::
、.コスト効率

|課題

今の後方

，向性

特記
事項

適正である

...... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局・室 a所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹1 29 1 

天項目( 中項目(施策) 小項目(基本事業)

高齢者福祉の充実 生活支援サービスの充実

住宅改修支援事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

事|居宅介護支援の提供を受けていない高齢著示在宅改修
::1:1するにあたって、住宅改修費等支給申請に係る理由書を
毒|作成するケアマネージャーに費用の助成(1件当たり2000

要|円)を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

手数料 10，000 。
支
出

内
訳

AEb2 • 計 10，000 。
人件費概算

17瓦工薮τ入役)1人件費(円;-1
0 051 288，7161 

活動指標または成某指標

国庫支出金 39.5 3，950 

財 県支出金 19.75 1，975 
;頂割
地方債

内合
訳 その他 21 (介額保険料j 2，100 

一般財源 19.75 1，975 

d回』 計 10，000 

|主主見|無| |会計種別|特会(介護~
※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 官互ナI I H28 |目標 l

1 1住宅改修支援事業利用件数 :二三征二i二二引を二::lt::::51E:::::医
2 

3 

j経常

|目的の妥当性 |妥当である|利用件数は少ないが、「介護報酬を得られないが必要な業務」に対する報酬補助
妥トM・M・...・H・...・M・..………….1.............................1
当|自治体関与の妥当性|妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施は妥当である
、性 l………………………・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|申請時に状況を確認し事業対象か否かを確認

|目標達成度
有 1..............~..~，. .....，~，... ..;;...:.....1 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性五通量二伝言語-房長示日'~'~6"1雨量五iaLG証言ミ謀長.23;五福弘元ZL長子二五示品正当福山-i
実施主体の適正化 適正である

il場券信長:iE55E:|淳子円安渋房長宗主ぎ雪量242:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
|コスト効率 l適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

。
。
。
。
。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹I30 I 

官|在宅の寝たきり高齢者等を介護する家族に対して、その|対象|事業要件に該当する寝たきり高齢者等の家族介護者
芸|労苦を慰謝激励することを目的に介護見舞金(1人2000

概 I~円)を支給する。支給は主に、高齢者実態調査の結果
要lにより決定する。(基準日は6月1日)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 1，600，000 980，000 

支
出
内
訳

dロ』 計 1，600，000 980，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1，600，000 

dEbコ. 計 1;600，000 

人件費概算
|人工数(よ投刀人件費(円LJI交付税 I.dm:. I I ..o...:...L:tg;CrT I JkC...d.... I A :t:J;;¥ I 
I 0吋 288，7刈 | 算入 | 無 I I会計種別|特会(介護)I 

※上段:目標中段:実績下段:達成率
活動指標または成果福標 H26 H27 I I 区立一」目標 l

.達成

1 I介護見舞金支給者(実人数) 70人 54人 49人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市寝たきり高齢者等介護見舞金支給規則による
妥 t....・H・山H・H・H・H・...…・・"・H・M ・..1..・・・・・・ 1 

l 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市寝たきり高齢者等介護見舞金支給規則による
性 トト"………..…..….“………..….“….“.一…….“.“.“……….目….日.………..……4…………

.対象(受益者1の妥当性|妥当である|山陽小野回市寝たきり高齢者等介護見舞金支給規刷による

自標達成度
有 ~........'.........:~......;.................I

効 |類似事業の存在 |存在しない

度

決算額(円)

980，000 

980，000 

経常

性斗幅二五五五五ドぷ;;帯雨量;年延長二議員三;示記長討議長ZL五言語以品目;:三

効明き:{*併存::.~.....• .I....~.~主計l.~~~.~~.~~~.日fi再生存!?.f??tf
I : l子空???丹空|空忠明.
コスト効率 適正である

.レ
地域支援事業の対象外となった部分については、 H28年度をもって事業を終了する。
地域支援事業の対象となるものについては、引き続き予算要求していく。

課題

今の後方} 
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

高齢福祉係 INol 31 1 平成28年度事務事業評価シート|課・局直面所得)I 高齢福祉課

大項目(政策)

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくり
白日計画n

家族介護者支援事業

小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

事|市内の在宅高齢者を斉語L.-C1t古豪語I己主すL、介護者の
:!:I交流事業を実施するなどし、家族の精神的、身体的な負
議|担の軽減を図る。
要|家族介護者交流事業は、年に2回実施。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

家族介護支援事業委託料 616，000 542，899 

主
出

訳内

dロ』 計 616，000 5~_~， 8991 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円汀

|0.151  661，7841 

活動指標または成果指標

1 1家族介護者交流事業参加者.

家族介護支援事業

手段|社会福祉協議会に委託して介護者の交流事業を年2回開催

介護者の孤立を防ぐとともに介護負担感の軽減を図る

歳入 亨事裏面(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 228，863 199，747 

財 県支出金 19.75 114，431 99，873 
源割
地方債 参加費 36，600 37，210 

内合
訳 その他 21 (介限保険料} 121，674 106，194 

一般財源 19.75 114，432 99，875 

dE』2 計 616，000 542，899 

H26 

交付税| 侃 | 

算入 1 "" 1 

※上段:目標

経常

55E::::1:::::255::::: 

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野岡市家族介護支援事業実施要綱による

自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市家族介護支援事業実施要綱による

対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市家族介護支援事業実施要綱による

目標達成度
有 f;:...........................，......;.o.....1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性五議員二伝説|語以ヨ|肩伝説;じこ弓ぷ返る房長3G;Lこそらみ議長注目員長こそ日
|実施主体の適正化 |適正である|社会福祉協議会に委託(介護者の会とらいぽつどの協力を得て実施)
効トH・H・-……………….1.............................1.
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の任意事業である
ョ性 }…....・M・-……………山1.............................1.
コスト効率 | 適正である

妥
当
性

.. 
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・骨室・所得)I 高齢福祉課 両齢福祉係 匹工訂
天項百I

一一
一 ホ項百日基本事業)

生活支援サービスの充実

紙おむつ等支給事業

歪|保協議由、訴事震震Zt時間対象|紙おむつを常時必要目寝たきり高齢者等の介護者
議|つ等の介護用品を申請により支給する。対象者に助成券
要|を交付し、対象者は、この券を指定の庖舗にて提示するこ
!とで紙おむつ等の支給を受けるo(月6000円を上限) I意図|介護用品などの支給により介護者の福祉の増進を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)I 

消耗品費 22，000 01 

支出
通信運搬費 29，000 

内
機械器具借上料 579，600 579，6001 

訳 紙おむつ購入助成費 6，000，000 4，541，911 

ぷロ』 言十 6，630，600 5，121，5111 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 2，619，087 1，901，310 

財 県支出金 19.75 1，309，543 950，655 

源内 割合 地方債 (体一早苦般言壱財r，源T) 308，066 

l訳 その他 21(介臨保険料j 1，392，426 1，010，823 

一般財j原 19.75 1，309，544 950，657 

dロL 計 6，630，600 5，121，511 

人件費概算 |人工数(人引人{で~~;;1 ，-宝~I 無， ，会計種別|除(侍)I 経常
百動指槙または成果指標 H26 

104人

H27 

1 I紙おむつ等支給事業利用者(実人数) 107人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市紙おむつ等支給規則による
妥 r…・・…・・…………・・…...1...........・H・..............1.
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市紙おむつ等支給規則による
性ト…………...・H・……・・1.............................1.
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市紙おむつ等支給規則による

目標達成度
有 f~..;...;........，... ............. ...，，，......1 
.効 |類似事業の存在 |存在しない

性王半面員二記長示-長|長ぶモ.~.~~..I員長言語長;広三瓦雇主込-謀長五むこ議長じぷ長
実施主体の適正化 適正である|紙おむつ等の販売等に関しては、事前に事業協力庖に依頼し実施

i l祥子明言説"1""骨子:~~~:::J発z-251主将持525骨子百......
|コスト効率 | 適正である

.レ
課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回三日
大項目(九日、 小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

老人保護措置事業

士 E要j)'-語文ほ要支援ではないが、経済的あるいは環麗|両

芸|事由等により、在宅生活を継続または、今後在宅生活を
概|始めることが困難であるおおむね65歳以上の高齢者等
要lに対して、必要な手続きや調査を実施した後、養護老人
lホームに入所させ、扶助費を支払う。 I意図 l高齢者の心身の健康を保持し生活の安定を確保する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 12，000 4，000 国庫支出金

支 老人保護措置:賛 182，943，000 175，521，713 財 県支出金
出
、内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 入所者負担金 41，528，000 42，008，520 

一般財源 141，427，000 133，517，193 

dロ~ 言十 182，955，000 175，525，713 合 計 .182;955，000 175，525，713 

人件費概算 |人工数(制人{?1231|想見|無 II会開司 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

1 I措置養護老人ホーム数
1".........5面市H・H ・r.......4歯¥前;・・・・・・

21措置入所者数 83人 81人

3 

目的の妥当性 |妥当である|経済・身体的事由により在宅生活が困難な高齢者の心身健康保持等に寄与する

|i lz説明子:!万三BEl-z-:45512訪日時五五二............
対象(受益者)の妥当性! 妥当である|措置入所要件に合う者を対象としている

11目標達成度
有 f...・H・-………...・M・.................，
効 |類似事業の存在 |存在しない

性斗通量二ぷ正副議仁三.~.~~..I員長副長;ぷ延長議員三福山説日高
実施主体の適正化 |適正である|老人福祉法に基づく市町村業務

効 トト.“……….. … .. ……… .. 山.. 山..…….……….. 山.. 山..……...…….. ……… .. … .. …....……….“…..玖"刊円.. …… .. 
率 l受益者負担の適正化|適正である|厚生労働省の老健局局長通知で決められた費用徴収基準により自己負担を徴収している
， 性 }トトい"………….. …… .. ………….“…….“…… .. … .. ……… .. 山….. 山….. 山.. ……… .. 山….. 山….. 山....……….. …… .. 山..一…………"…….....………"…..日ι山…h一….. …一.. 
I:Jコスト効率 | 適正である

..... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係

ケアセンターさんよう運営事業

~.Iケアセンターさ瓦孟ラ(~示ア〈ヴス、デイサービスセンター、
芸|地域交流センター)の管理運営を平成18年度から平成3
四 16年度までの問、「医療法人社団光栄会Jを指定管理者と
童|し委託する。
l毎月、モニタリングを実施し施設の状況の把握に努める。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

光熱水費 140，000 120，456 
支 保険料 16，730 16，730 
出

ケアセンターさんよう指定管理者按尚料 3，354，000 3，353，143 
内
訳

AEbヨh 計 3，510;730 3，490，329 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 ケ7;ニ"白書んよう負担宮 16，000 
一般財源 3，494，730 
合 計 3，510，730 

人件費概算 同可~人件関;61?| 無 I l出一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 1 官互デ寸 I H28 |目標 1

12回 1 12回 1 I 12回 l達成
1 1モニタリング実施回数 12回 r 12回 1r 12回 l度

21地域交流スペース利用者数 1，169人 1，148人

3 

目的の妥当性 l妥当である|市の条例による

li民村守今日当ヨ汀長95Z::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市の条例による

.目標達成度 概ね達成している
有 t.............;..~....:.............. ， .'......1

効 |類似事業の存在 !存在しない
性 f......;;..:;."..........，...........;............1
上位施策への貢献度|貢献している

効 l雪.聖肝全!空?竺空汗空史 ...1 空F空ざ~~~..J閉?雪竺.望胃，1!f1!i切j竺予号三とと.三?三.空?弘!巴~，:二.汗翌
l 言|害警烹明男，:.~.J 再三~~....l

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 | 適正である .. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹I40 I 

決算額(円)

16，730 
3，473，599 
3，490，329 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室園所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹I41 I 
大項目(九町、 小項百て基本事業)

生活支援サービスの充実」社会福祉施設整備補助金

事|証蚕福証f去λ函南天蚕丙償通期蘭立面五、て補助金吾蚕
4 イ寸する。福)山陽福祉会:H7年度からH27年度まで、福)
毒|健寿会:H8年度からH28年度までであったが、平成脚2幻7
要|度に返還済みのためH2却8年度はなし。

意図|社会福祉法人の施設整備等に係る経費を軽減する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

負担金、補助及び交付金 。 。 国庫支出金

支出

内

財 県支出金
源割
地方債内!合

訳 訳 その他

一般財源

~ ヨ 計 。 。 ぷロ』 計

人件費概算 i人工数(ぺ|人件費(吋ぽ1無 Il竺弘 一般

活動指標ま正Iま成果指標

1 I補助対象事業所(施設数)

2 

3 

H26 H27 

…・ 2酋iWY...…・1・・…・2昔前……

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市社会福祉法人の助成に関する条例に基づく
妥 t.;・M・......・H・-……..............;....1…・・・ …・…・・…..1・
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市社会福祉法人の助成に関する条例に基づく
性 l…・・…・....・.............………・・1......・....・H ・.....・H ・..…l

対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市社会福祉法人の助成に関する条例に基づく

目標達成度
有 }……山・・・・…H ・H ・....................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性卜...・・ コ | 

|上位施策への貢献度|貢献している

効|押さ??惇!与|再三計三l子育????.相竺力三ffrzf
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 L…・・……………H・H ・...1

コスト効率 適正である

.レ
課題

、今の後方
事業の終了

向性

当初予算計上 532万6千円。 9月議会で0円に補正。

改善
時期

。

決算額(円)

経常

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹1 42 1 

一実

和一一河

施
一
拍
(
-
E
 

同口一一匹ヨ

項
一
齢
ヰ
一
高

大項百I政葉)
2|高齢者・障がい者カt安心して自立できる環境づくり

一日計画円

高齢者福祉施設整備運営事業 一部事務組合分担金

警lZ震5協詰諒広言語詰gr思!対象卜部事務組合(養護老人ホーム長生園組合)
需|た。それまでの経常分担金及び解散lこかかる経費の一部卜手段|分担金
要 lを負担するもの。~二

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

長生国負担金 92，013，000 92，012，341 

支
出
内
訳

~ヨh 言十 92，013，000 92，012，341 

人件費概算
l人工数(人役)1瓦再葺I再n
10.051 288，7161 

活動指標または成果指標

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国康支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 92，013，000 92，012，341 

」ロ』 計 92，013，000 92，012，341 

H26 

官rr~ I 経常

F

-

ニロ
U
H

…箇…
T
1
4
 

…所…
…箇…1 1施設数

21入所措置者数(4月1日現在)
人
…
人
…
附

n
u
"
バ
性
"
、
丸

5
…
4
…印

E
E
-
-
i
T
E
E
E
E
4
T
E
E
E
 

人
…
人
…
問

n
u
v
"
η

，.“
aιι-

F
b

…4
よ
少

3 

目的の妥当性 |妥当である|地方自治法に基づいて設置される一部事務組合

iIHS-所持I:ぉ~~:::t~~~時日伝説王子桶乞
対象t受益者)の妥当性| 妥当である|地方自治法に基づいて設置される一部事務組合

目標達成度
有ι l
効 l類似事業の存在一 |存在しない
性 f....，.......................................:.1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である

ilF手持者~:~:~:t::記長...1ヲ今日明日五日五二..........二
コスト効率 | 適正である .. 

課題

今の後方
事業の終了

改善

向性
時期

H28年度末をもって民問委託を行った。



様式1号(事務事業評価)

.平成28年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回三日
大項目(九一、

一部事務組合分担金(解散金)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

解散分担金 64，806，000 64，805，341 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳} その他

一般財源 64，806，000 64，805，341 

~ 計 64，806，000 64，805，341 4Ebヨ. 言十 64，806，000 64，805，341 

| ふJ:IUJ '1人工数(人役)1人間町一1--:1 Iつ E 

| 0叫 288，7叫 | 算入 | 盤 II会計種別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標 l

1 1 I 1達成
1 I施設数 I 1箇所 I 1箇所 I I 1箇所 l 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|地方自治法に基づいて設置される一部事務組合
妥 t...........・H・....…・・…-……・・，.............................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地方自治法に基づいて設置される一部事務組合
性}……H・M・........・H・-……...1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|地方自治法に基づいて設置される一部事務組合

目標達成度
、有 r…・・・…........….....................，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~~.........，.........................:.......I

| |上位施策今の貢献度|貢献している

l 弘 |実施主体の適正化 |適正である

iIH--H-5HF51:再三五I~青空宇:EEl---12211JZ:子:545二:
コスト効率 適正である

..... 
課題

i 
ト今
0)古
後

計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期

H28年度をもって民間委託を行った。事務の承継により、山陽小野田市が残務処理を行なうことになる。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹亡日

生活支援サービスの体制整備事業

協議体』を1箇所、住民主体の「支援」体制を支援していくiG-握 糊昨一…づ《州仰くω伽一り仰の
『第二層協議体』を生活圏域毎に設置する。また、各協議|手段|生活支援コーディネーターの配置及び協議体の設置
体に生活支援コーディネーターを配置し、地域づくりを推
進していく。地域住民に対し普及啓発していく。 1意図|高齢者が安心して生活できるよう生活支援サービス提供体制を整える

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 160，000 58，000 国庫支出金 39.5 177，304 122，952 

支 講師謝礼 82，880 82，880 財 県支出金 19.75 88，652 61，476 
出
消耗品費 110，000 74，4001 

内
訳 費用弁償 95，992 95，9921 

j原害IJ
地方債

内合
訳 その他 21(介随保険料) 94，263 65，367 

一般財源 19.75 88，653 61，477 

、合 計 448，872 311，2721 d巨』ヨ 計 448，872 311，272 

人件費概算
費(円)I I交付税 I_ I I A.<U"'''' 1;1，1 I _þ.(/.)...~' I 

|0.61 3，4町

活動指標または成栗指標 H26 

1 1生活支援コーデ、イネーターの配置

準備会の開催

21協議体の設置

3 

目的の妥当性 |概ね妥当であるl介護保険法(地域支援事業)、山陽小野田市支え合いの地域づくり推進協議体設置要綱他
妥 f;.・M・-…'"・H・...・H・…・…......;1.............................1
当 I自治体関与の妥当性| 妥当である!介護保険法(地域支援事業)、山陽小野田市支え合いの地域づくり推進協議体設置要綱他
性ドH・H・-…………・…1.............................1
対象{受益者)の妥当性| 妥当である|介護保険法(地域支援事業)、山陽小野田市支え合いの地域づくり推進協議体設置要綱他

目標達成度 達成している|平成28年度は目標を達成している
有 t...................:'........................，
効 I類似事業の存在 |存在しない

性ーエ雨量二ぷ説-最長福山花|記長記長二足以-議長戸副長示日;五

実施主体の適正化 適正である
効 t....................;..................;....，
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f;.，.:;::，..，....................，.............1
主スト効率 | 適正である

|課題

...... 

い今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記
事項

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課 INol 67 I 
大項目 (ι一、

歪|詑矯23252忠弘惣鉱昌注意野手!対象!有料老人ホーム
議 I~月からスプリンクラー設置が義務付けられた。平成2吋手段|補助金交付事務手続きを行い、設置完了まで支援する。
|度末までに地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金l E 

要|を活用し、スプリンクラー整備事業者に補助金を交付する|意図!防火安全対策を講じ要介護者が安心して生活できる環境整

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

地域介瞳福祉空間瞳鋼宜什企事業相助金 13，108，000 12，215，000 国庫支出金 10/10 13，108，000 

支 財 県支出金
出

訳内

j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原
、 合計 13，108;000 12，215;0001 4Ebコ. 計 13;108，000 

人件費概算 戸数(入計|人件 I甘いIl竺り一般
活動指標または戒栗指標

スプリンクラー設備の整備を行う有料老人ホーム
1 1数

2 

3 

H26 . 1 H27 

1 1 1 

目的の妥当性 妥当である|消防法施行令の改正により、義務付けられた整備である。
妥 t...・M・........…....・H・...・H・....・M・.，・ 1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の補助事業である。
性 F........“…"・H・M ・...……・・|…… | 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|交付金の対象となる老人福祉法に規定された施設である。

目標達成度 達成している|消防法施行令の改正により、義務付けられた整備である。

il斜里村正~......r..存552:::二二...............二二二二

上位施策への貢献度|貢献している|消防法施行令の改正により、義務付けられた整備である。

I実施主体の適正化 |適正である|交付金の対象となる老人福祉法に規定された施設である。
、効}……一………………1.............................1
| 率 l受益者負担の適正化|適正である|国の要綱に基づき、スプリンクラー設置費用の一部を補助する。
性トH・H ・……………・・.....・..1.............................1
Iコスト効率 |適正である|全額国庫支出金

.レ
平成28年度末で、市内のスプリンクフ 設置を義務付けられた施設に全て設置が完了した。

課題

今の後方

向性

特記
事項

事業の終了
改善
時期

決算額(円)

12，215，000 

12;215，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| INol 73 I 

事|被保険者丙面議立おける自立した日常生面丙支援のた
業|めの事業(総合事業への移行にあたり現行の福祉サーピ
岨|スを組替え、若しくは新規事業を位置づけて行く。配食|手段 l包括職員等が対象者に応じたケアマネジメントを行う
芸|サービスや、定期的な安否確認及び緊急時の対応等の
l事業を、本事業として位置づけていく予定)

歳 出 予算現額(円) 決算額C円)

支
出
内
訳

dロL 計 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債内合

訳 その他

一般財源

ぷロ』 計 。 。
人件費概算 「数(人制人{九241[宝~I 無 I I三間IJI 特会(介護~ 臨時

活動指標または成栗指標

ケアマネジメントA(29年度か以降は本来なら数
値が入る予定です)

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26. 1 百互T寸 I H28 l目標 1

….L……....・M・......・H・..1 1計:ごうご7Jv~41lAll 達成
様式・マニュアル等準備'1 & 

完了 . 

様式・マニュアル等準備

21ケアマネジメントB.C 様式・マエュアル等準備

完了 |普通

介護予防手帳の配布(平成28年度分予算は「介…-……
31 
護予防事業(2次)Jで計上

備
一
備
一
了

準
一
準
…
完

目的の妥当性 |妥当である|介護保険法、山陽小野田市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則等
妥}….................・H・..………1.............................，
|iz ip空空開??明空|常三~~....l.~き*~~空J.EF.f!?!?主主翌±史門.冬空き烹雪空空空.雪害.号Ij~
対象(受益者)の妥当性|妥当である|介護保険法、山陽小野田市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則等

有 問?竺 :.;........1 空努?史:三三T三'..I.:.~~.:.史±勺1tp4J'3子引史!ヒi芳F門腎門門.空竺主空今竺切円:工竺丹押~男静目閉腎.竺竺空
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 lii~元員二記長説|福山~~"l伝言語五五両i言語;五五亨ぷ偏;;副長福山;;2
実施主体の適正化 |適正である

効 I...;...;...........~........'..... ， ..........I

率 |受益者負担の適正化|適正である
性 l 、 l

コスト効率 適正である

.レ
介護予防手帳については、実用性のあるものについて検討する必要がある。

、課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

|向性 時期

zflゼ哨事業



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室個所得)I 高齢福祉課 両齢福祉係

中項目(施策)

高齢者福祉の充実

長生園法面補修工事

査125里怨32iR主耳鳴主官ft笥訳語i対象|長生園が所在する市有地の法面補修工事
霊|市社会福祉協議会から山陽小野田市に寄附を受けた。|手段|法面の補修工事を行なう
芸|土地の所有者である山陽小野岡市が必要な補修工事を
I行なうものである。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

工事請負費 1，421，040 1，197，720 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財調

ぷE』3 計 1，421，040 1，197;720 dE』2 

人件費概算

活動指標または成果指標 H26 H27. 

1 I法面の補修工事

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市有地の法面の崖崩れの補修である
妥 十・・・・・・・....“................…・…・・叶 1 

当. I自治体関与の妥当性|妥当である|市有地の法面の崖崩れの補修である
|性ト..........…………ー…I....=.:.::...~.:... .::....l 
.対象(受益者)の妥当性|妥当である|市有地の法面の崖崩れの補修である

目標達成度 I達成している
有、~;，.....，.................， .;..;....;..........I

効 |類似事業の存在 |存在しない

計

E[Iiti伝言ふ議長|品目;ヨド芸員長選iiぷ五言語弘幸福3L
|実施主体の適正化 |適正である

効~;.....;;......:....，.， ...;..............;;....I

率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f.....;.. .................... ，....~........， ;I 

.コスト効率 ・一|適正である

課題

今の向ベ後方性

特記
事項・

.レ

事業の終了

予算現額(円)

1，421，040 

1;421，040 

一般

改善
時期

回三日

決算額(円)

1，197，720 

1，197，720 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局M室・所(係)1 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹I59 I 
示項目て基本事葉7
認知症高齢者対策の充実

認知症に関する普及啓発事業

事|今後、増加子吾露扇症高齢者を地域で支える為に、認知
:!:I症に関するイベントや認知症サポーター養成講座等の普
ま|及啓発にカを入れていくとともに、認知症問題を自分のl手段|認知症サポーター養成講座ほか普及啓発活動
自問題として捉え、市民全体で認知症を支えてし侍識の
I醸成を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 140，000 30，000 

支 消耗品ー費 170，818 170，818 
出
印刷製本費 40，000 25，900 

内
訳 通信運搬費 20，000 。
会場借上料 65，000 64，800 

AEeコh 計 435，818 291，518 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 172，148 115，149 

財 県支出金 19.75 86，074 57，574 
源割
地方債

訳内合
その他 21 (介護保険料) 91，521 61，218 

一般財源 19.75 86，075 57，577 

dロ!!>. 言十 435，818 291，518 

人件費概算 |人工数(人?;|人T間 8川官|無|同判除(介護>l 経常
活動指標または成果指標

1 I認知症サポーター養成講座実施回数
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qu31認知症に優しい事業所登録数
84.8% 98.2% 104.6% 

l目的の妥当性 | 妥当である|今後増加していく認知症高齢者を地域で支える土壌つくりに寄与するもの
妥トH・M・...................………|… | 

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|広く認知症高齢者の福祉の向上(認知症への理解を深め地域で支える)に寄与するもの
性ト….........……………十… | 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民の高齢者福祉向上を目指すためのものである

目標達成度 達成している|特に学校関係については、繰り返し依頼をいただく学校が増えている。
J有ト…-…山......……・….，......，...... 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 j斗届泌長二芯ぷ説量説示説叫戻司|貢説証瓦ぷじ山山モ石;:弓司L引|ド正涼日:布雨員ぶ説二守言忌五泌岩説長説ぷj5三辺;三辺:三2iぷ;三辺;誌b偏長詞ぷ両語函両語説説語偏芸説元説泌長ぶz説元込説長説詞戸尚山両ぷ説5説長説示ぷ日山i;弓
= 

効 i許空許F性きサ今{*O)仔空里明E烈黙!??| 空主史三2担?烹~....J作里明明;rß~男戸白腎.竺烹雪
率 i受益者負担の適正化|適正である
性 .l:.・H・H・...…・……………・l
コスト効率 適正である

...... 
認知症サポタ 自体は順調に増加している。今後は養成講座を受講した市民が、実際に地域で活動できるような意識付
けのためのスキルアップ講座を開催していく。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター! 匹I60 I 
41項目I基本事業)
認知症高齢者対策の充実

認知症予防事業

手段|認知症予防教室や講座の開催、脳活サボーターの活動支援。 MCIの把握

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 22，500 22，500 国庫支出金 25 20，316 12，8661 

支 消耗品費 23，000 
出
通信運搬費 16，000 。

内

財 県支出金 12.5 10，158 6，4331 
源害1]
地方債内合

訳 機械器具借七料 19，764 19;764 訳 その他 5日(介磁保険料) 40，632 25，732 

一般財源 12.5 10，158 6，433 

，合 計 81，264 51，464 A回b‘ 計 81，264 51，464 

人件費概算 |人工数(人間人fzr;。| |宝Jrl無 II会計種別|特会(介護;-， 臨時

2 

3 

活動指標または成果指標 H26 

認知症予防教室(脳いきいきクラブ:1コース12回
2箇所

2箇所
終了後自主継続化)の新規開催箇所数 ................n........... 

100.0% 

............................. 
MCI健診受診者

-・・・・・・・・・・・・・...............

脳活(物忘れ予防)サポーター養成者数(平成25 41人
-・・・・・・・・....................

年度は新規登録を指標とした。平成25年度現在 46人
養成者数は31名)

-・...........................
112.2% 

H27 

2箇所

2箇所
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....
100.0% 

-・・・・・・・・・...................

-・・・・........................

51人............................. 
53人............................. 
103.9% 

応援隊として養成

51人

目的の妥当性 妥当である|認知症予防活動実践者や実践支援者を増やすことを目指す
妥 t~.…・…...・M・-・"・...・M・.......・H ・ :.1.............................1

当ん|自治体関与の妥当性|妥当である|広く高齢者の介護(認知症)予防に資するものであり、市全体で推進
性~.....，.;...;.，，，.;.......…H ・H・ ...'.......;.1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民(40歳以上)の高齢者福祉向上を目指すものである

目標達成度 l達成している
有~;................................;.......，..:I

効 I類似事業の存在 |存在しない
性L......:..............;..;.................;;.:I
上位施策への貢献度|貢献している|認知症高齢者(予防)対策の充実に向け貢献している

l実施主体の適正化 |適正である|教室を住民による自主活動へ移行させることも視野に入れ実施している
効ト・H ・M ・...・…………....・H ・..1.............................1
率 |受益者負担の適正化 l適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の介護予防事業である
性 L…………"…….....1.........・H ・................1
コスト効率 適正である

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

LE雪



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

大項目(九時、

匹亡日

認知症支援ネットワーク構築事業

事|認知症に蘭係する機関とのネットワークの構轟f;:J:15地域
=1の情報共有や地域課題、市における対策を検討してい
ま|く。また、認知症を介護する介護者が安心して介護できる
芸|環境づくりを行う。その一つのツ一川しての認知症ケア
lノ号スの作成を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 11，400 11，400 

支
出
内
訳

£E』ヨ 計 11，400 11，400 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 4，503 4，503 

財 県支出金 19.75 2，251 2，251 
源割
地方債

内合
訳 その他 21(介随保険料) 2，394 2，394 

一般財源 19.75 2，252 2，252 

dE』コ 計 11，400 11，400 

人件費概算 ド数〔守~人件 I主JT| 無 I I会計翻JjI特会(介護)I 経常
活動指標または成栗指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26'， I 有吉一寸 I H28 1目標

1回 1 2回 1 I 2回 |達成
1回.........， 2回 1 r 2回 l度1 1認知症支援ネットワーク会議の開催

21認知症ケアパスの作成
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.巨的の妥当性 | 妥当である|今後増加していく認知症高齢者を地域で支える環境づくり
!妥 i…-……………"……....1....:..:....:.......:..:.....1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|広く高齢者の福祉の向上(認知症への理解を深め地域で支える)
性トH ・H ・............・M ・-…-………・1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民の高齢者福祉向上を目指すためのものである

l' I目標達成度 |達成している|認知症ケアパスについては実用性の高しものについて検討し作成する
有ト………H ・H ・...・H ・..…・・….1・............................1.
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ半面員二記長雨|長示CE;;ぶ|員長語弘通員五福;ili日-記長千三-L芸員-A言語幅員長二逗i;長示日;;五
実施主体の適正化 適正である|民間委託によるものは馴染まない

il今場持者iE"1Cr...民主:12務所長31雨量発1狂言手当:::::::::::
コスト効率 適正である

課題

今の向方性後
改善

計画どおり事業を進めることが適当
時期

..... 

特記
事項 1



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課骨宮・所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹仁司

俳佃・見守りsosネット「ノーク構築事業

事|地扇面蘭孫扇蘭己量一房するご二とにより、俳佃高齢者の早
~I期発見ネットワークの構築等地域での見守り体制を推進
議|していく。 I手段|俳梱・見守りsosネットワーク構築等関係機関との連携など
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 78，000 77，000 

支出

内
訳

dE』ヨ 計 78;000 77，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 30，810 30，415 

財 県支出金 19.75 15，405 15，207 
j原割
地方債

内合
訳 その他 21(介護保険料〕 16，380 16，170 

一般財源 19.75 15，405 15，208 

dEbZ • 計 78，000 77，000 

人件費概算
l人工数(人位刀でつ瓦再葺(再)I I受付税 I.drr:t. I I ..6...:....L~æ []，I I Jkr.....d... (/.")...::11;¥ I 
| 0叫 m叫 | 算入 | 無 I I会計種別|特会(介護)I 臨時

活動指標または成果指標 H26 

1 1有財団・見守りsosネットワークの構築
動一稼一
回
…

引
…
釦
…
汀

チ
…
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外
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ネ
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21見守りネットさんようおのだ、登録者数

3 

目的の妥当性 妥当である|増加する認知症高齢者における行方不明者の早期発見や地域づくりを目指すもの
妥 r…....・H・..…..................・・4叶・ 1 

当 l自治体関与の妥当性 l妥当である|認知症に優しいまちづくりを推進
性ト……H ・H ・-・c.':.....:.，.:……，.............................，

対象f受益者)の妥当性| 妥当である|認知症高齢者及びその家族が安心して暮らせる街づくりを目指すためのものである

目標達成度 |達成している|ネットワークの構築は達成したが、登録者数を増やすための周知方法等を検討する必要がある。
有 ト....・M ・...・……-……・・・..'....1…・・………………l…………-
効 |類似事業のj存在 |存在しない

性 tエ雨量二ぷ説|説白石|雨量員長副長謀説;広三通話以I;説子LG32

効|黙さf*(])~黙|型開~....l.雪??明雪TT.?!?.ZTr
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f............，................................1
コスト効率 l 適正である

.い
登録者数を増やすために周知方法等を検討するとともに阻信シスァムを変更する。

課題

. 
今の後方

事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課M局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

中項目(施策)

高齢者福祉の充実

回三日

認知症カフェ事業

_1認知症のよと蒙戻:画事住民、専門職等の誰もが参加で
芸|き、集う場を設け、認知症患者、認知症を介護する介護者
概|等の支援を行うとともに、地域住民へ対して認知症理解に
要l向けた啓発活動を行う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

認知痕カフェ事業委託料 400，000 261，856 

支出

内
訳

4回』 計 400，000 261，856 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 158，000 103，433 

員オ 県支出金 19.75 79，000 51，716 
源割
地方債

内合
訳 その他 21 (介随保険料) 84，000 54，989 

一般財源 19.75 79，000 51，718 

aEE2 恥 計 400，000 261，856 

人件費概算 |人瑚tt|人件12LllTl叶|釘判闘嫡)I 臨時
活動指標または成果指標 H26 H27 

試験的開催

1回1 1認知症カフェ設置箇所数(うち委託箇所数)
…了一生ん

21認知症カフェ参加人数(延べ)

3 

目的の妥当性 妥当である|今後増加していく認知症高齢者を地域で支える環境づくり

i|房付税者手I::記長:!?忠明務長野五三日柄3112持::::::::::::::二:
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|認知症に優しいまちづくりに寄与するもの

目標達成度 |達成している
有 1........;..，...................;.;..........'1
I効 |類似事業の存在 |存在しない

弛エ雨量二伝言語長|説CEじよ|弘正二泊iL房副長支ぷぷ品川二五子LLZ
実施主体の適正化 |適正である|民間の団体に委託することで実施する

効}…...………山..........・H・.....1.............................1
率 i受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の任意事業である
性~..;;..……・……………叩

l司ス卜効率 適正である

広く認知症カフェの設置について働きかける必要。がある

課題

J今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.い

特記
t事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹DD
小項目(基本事業)

認知症高齢者対策の充実

事|医療機関や介護サービス及び地域の支援機関をつなぐ
1::1コーデ、イネーターとしての役割を担う、認知症地域支援推
まl進員を配置し、当該推進員を中心として、医療と介護の連
雲|携強化や地域における支援体制の構築を図る(平成30
l年4月までに必置)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 39，000 29，300 

支
出
内
訳

dロ』 計 .39，000 29，300 

酷
j原割
内合
訳

認知症地域支援推進員の阻置

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39.5 15，405 11，573 

県支出金 19.75 7，702 5，786 

地方債

その他 21(介臨保険料) 8，190 6，153 

一般財源 19.75 7，703 5，788 

.g. ヨ 計 39，000 29，300 

|人工数(人役)I人件費(円)1 1交付税 1_ 1 1..6. .. .1.:<=.10，1 lf，f"h.，fA_， 1 
人件費概算 1 0.11 肌叫 | 算入 | 無 II会計種別|特会(介護)I 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標
1 1 1名(兼務) 1 I 2名{兼務) 1達成

1 I認知症地域支援推進員の配置 r-...........................l....i名(兼務Y"I 1""2名(兼務)'1 度
100.0% 

2 

良い

3 

l目的の妥当性 | 妥当である |平成30年4月までには配置が義務付けられている(介護保険法第115条45第2項第6号:附則第14条の5)
妥トM・M・...................…・....・M・...卜…………・・|

当 l自治体関与の妥当性 l妥当である|介護保険法
性卜…………………・1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民の高齢者福祉(特に認知症対策)向上を目指す為のものである

目標達成度 達成している
有 t.............，.................:...........'1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性弘通量二記長雨|説山花|長詰嵐長五幅五五福子長石炭LL
実施主体の適正化 適正である

i i希子財務"1''''日誌二二二二二二二二二
コスト効率 適正である

..... 

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

本事業では、研修費用のみ計上。実施事業については他の認知症関係事業で歳出計上。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 回三日
小項目(基本事業)

認知症高齢者対策の充実

事|所定の要件を満たす専門員2名以上と、専門医1名の計
~13名以上の専門員で編成される「認知症初期集中支援
ま|チーム」を設置し、認知症の人の早期診断や、家族への
霊|早期対応に向けた支援体制を構築する。(平成30年4月
lまでに必置) r意図
歳出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 78，000 。
支 財
出 源割
内 内合
訳 訳

4E』Z 計 78;000 。

認知症初期集中支援チームの設置

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 39.5 30，810 

県支出金 19.75 15，405 

地方債

その他 21(介盛保険料) 16，380 

一般財源 19.75 15，405 

ぷロ与 計 78，000 

人件費概算 i 人工数(人町人件まう~I 官民|無 I I会計種別|特会(介護)I 
活動指標または成果指標 H26 

1 I認知症初期集中支援チームの設置 :二

2 

普通

3 

決算額(円)

臨時

目的の妥当性 妥当である |平成30年4月までに設置が義務つけられている(介護保険法第115条45第2項第6号:附則第14条の5)
妥 r…・・・…・・…….......…-…・・・・，.............................，

当 l自治f休本関与の妥当性 l妥当である|介護保険f法去
性 }ト日…………..………….“…….“山…..….“………….目一….“…….“….“.“………….“…….“….“...………….“…….“….“.“一………..…….“….“...………….“…….“…..“………….“…….“….“...十l
対象(受益者)の妥当性l妥当でで、ある|市民の高齢者福祉(特に認認、知症対策)向上を目指す為のものである

目標達成度 達成している|平成29年度の設置予定。平成28年度の目標については達成している
有 t，....・M・...…………...・M・..，
効 l類似事業の存在 |存在しない

性|ぷ属議二両伝説仁三i:五|副両長記長五五証おおLL
J実施主体の適正化】 |適正である

効~.....................;...".....:，....;:;.......I

率 |受益者負担の適正化|適正である
性 1.........;;.........................;'.......1
コスト効率 適正である

課題

..... 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

、向性

特記
事項

改時善期

。
。
。
。
。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 介護保険係 匹工工コ
天項百(

一一
一

介護予防給付事業

事|要支麗認定を受けた被保険者が、できる限り自立した生
業|活を送れるよう、状態の維持や改善を重視したデイサーピ
概iスやホームヘノレプ等の介護予防サービスを給付する。

要 要支援者の状態の維持及び改善

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 298，130，000 245，936，296 

支
、出

内
j 訳

dE』ヨ 計、 298;130，000 245，936，296 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 25.0目 74，532，500 61，484，074 

財 県支出金 12.5目 37，266，250 30，742，037 
源割
地方債

内合
訳 その他 日目{升担保険料} 149，065，000 122，968，148 

一般財源 12.5% 37，266，250 30，742，037 

£E2 』 計 298，130，000 245，936，2961 

口よ工数(人投)IA砕費用)I I 3H;f税| 孟I '-.d.<>H::l 二7
|0叫5司I 2，47 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標 l

I (随時) I (随時) I I (随時) I達成
1 1要支援1、2の認定者数(年度末) r….....95S..........T....…・8誌…・“Ir..…….94.6"..........1 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
i妥 r………-……M・M ・...・M・…・…1.............................1
，当:li|自治体関与の妥当性|妥当である|介護予防は、高齢者が安心して暮らせる為の事業である。
性 Fo・M・....………H ・H ・H ・H ・......1.............................1
I 1対象(受益者)の妥当性|妥当である|介護認定審査会において対象者を公平に認定をしている。

目標達成度
有 t.....~.............， ......:..................1

効 |類似事業ーの存在 | 存在しない
性.f.........;.:..;;.ó.，.'~， .......o;... .;.........1 
l上位施策への貢献度|貢献している

1実施主体の適正化 |適正である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
効 i……よ………..........…・1.................;...........1
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。
性 I………"・...・-………1.............................1

コスド効率 適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。

両齢化に伴い、事業費が増加傾向にある為、状態に合わせた積極的な介護予防事業の取組が必要

課題

| 今め後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

...... 

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 高齢福祉課

大項百I

士 a要介護の認定を受けた被保険者が安心して暮らせるよう
芸|に介護状態に応じて、デイサービスやホームヘノレプ等の
概|在宅サービスや特別養護老人ホームや老人保健施設等
要lの施設サービスに対し給付する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 5，095，017，00。4，927，679，547 
支
出
内
訳

d回l>. 言十 5;095，017，00。4，927，679，547 
人件費概算

i人工数(人役)1人件費{円)1 
|0.51  2，478，4311 

介護保険係 回二日

実充

輝一

m
E
ビ

目
て
喜
一
サ
E
焔

介護給付事業

歳 入 予算現額(円〉 決算額(円)

国庫支出金 25.0% 1，273，754，250 1，231，919，886 

財 県支出金 12.5% 636，877，125 615，959，944 
源割
地方債

内合
訳 その他 50.0%(介盟理険料)2，547，508，500 2，463，839，773 

一般財源 12.5% 636，877，125 615，959，944 

4回￥ 言十 5，095，017，000 4，927，679，547 

交付税
無 |会計翻~特会(介護~ 経常

算入

β
一割

司〆--円
N
H

H
一随

活動指標または成呆指標

1 1要介護1から5の認定者数(年度末)

H27 

(随時)

2，740 2，832 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥 f…...・M・..・・…・・....・H・..........…I.............................t

当 }自治体関与の妥当性 l妥当である l介護は、高齢者が安心して暮らせる為の事業である。
性}……H ・M ・-…...・H ・......……・1..........・H ・...............1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|介護認定審査会において対象者を公平に認定をしているロ

目標達成度

2 1持者計百二:|:::5521J:12今村長玉子五;:51j場三芳子長;:::::::
上位施策への貢献度|貢献している

、.実施主体の適正化 適正である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。

1 1持場所::IE5ZEB--前夜明日夜;房長長;二二二二
コスト効率 適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。... 
高齢化に伴い、事業費が増加傾向にある為、状態に合わせた積極的な介護予防・介護重度化防止事業の取組が必要

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|課開局室・所得)1 高齢福祉課

様式1号(事務事業評価)

回三日

厚狭地区介護施設整備補助事業

ー，山陽小野田市高齢者福祉計画に基づき公募した、厚狭
芸|地区に地域密着型介護老人福祉施設並びに認知症対
概|応型共同生活介護施設及び看護小規模多機能型介護|手段|山口県の地域医療介護総合確保基金を財源とした補助金交付
要|施設の開設を行う事業者に対して補助金を交付する。

意図 1高齢者福祉計画に基づいた適正な介護サービスの供給

歳 出 予算現額(円〉 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

介護施設等整備補助金 187，830，000 。 国庫支出金

支 介護施段等開設構備経費補助金 34，776，000 。財 県支出金 10/10 222，606，000 

出内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

4E』ヨ 計 I 222，606，000 。 4E』2 計 222，606;000 

人件費概算 |人工数(人引人件担~ I想見|無 I~正面 一般 臨時

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 I整備補助金を交付する施設数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市高齢者福祉計画に基づく事業である。
妥 r…...・M・.........…………1.............................1
当J自治体関与の妥当性|妥当である|山口県の地域医療介護総合確保基金を財源とした補助金を交付する事業である。
性ト…………・・....・......…十 | 
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者福祉計画に基づき選定され事業者である。

'目標達成度 |概ね達成している|山陽小野田市高齢者福祉計画に基づく事業であるo
有 t............;~~.........， ....................1

効 |類似事業の存在 |存在しない

性 [t"1~伝言二伝言語-房長長福山~~1 記長;:ぷ言語語通瓦証孟i;事.3l是正宅以;
実施主体の適正化 適正である|公募により選定された事業者が行う介護施設の整備に対し、補助金を交付する。

効 r…・・・…....・H・..…・………'1"・H・-…・・・・…..........1.
率 |受益者負担の適正化|適正である|県の要綱に基づき、施設整備費用の一部を補助する。
性"1，...………………"・H・P・;1 ト
Iコスト効率 |適正である|全額山口県の地域医療介護総合確保基金を財源とした補助金を交付する。

.レ

。

。

厚狭地区に地域密着型特別養護老人ホ ム、認知症両齢者グループホ ムと看護小規模多機能型居宅介護施設を併設
-する施設を平成28年度に整備する予定で、あったが、土地の開発工事の遅れや入札の不調等により、平成28年度中に事業
の完了が見込めなかったため、平成29年度に予算を全額繰り越した。いずれの施設も平成29年末の建物完成を目指して

課題 いる。第6期山陽小野田市高齢者福祉計画どおり平成29年度中に開設できるよう支援を行う。

今の向性後方 計商どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課唱・室・所得)1 高齢福祉課 匹亡日

介護ロボット等導入補助事業

事|介護サービス事業所が介護話事者ゐ升語責雇藍誠のた
業|めに介護ロボツトを導入する経費の一部を地域介護・福
曲:1祉空間整備推進交付金を活用して、補助金を交付する。|手段|地域介護・福祉空間整備推進交付金を財源とした補助金を交付
童|なお、導入した事業所は、介護ロボットの使用状況を3年
l間国に報告する。

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)
地犠介値・福祉空間監冊史付金事提補助金 1，512，000 1，512，000 国庫支出金 10/10 1，512，000 

支 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

4回』 言十 1，512，000 1，512，000 dEbヨh 言十 1，512，000 

人件費概算 !人工数(怯|人件15(61|鷲見|無|恒画 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率
走覇指標言7こ詰)言葉宿覆 H26. 1 官互すーっ I "， H28 1日垣

1 1補助金を交付する介護サービス事業所数
1.............................1 l.............~ 医

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|介護従事者の職場環境の整備及び確保
妥 r…・・・…M・M ・........・M・..…・・…・・1.............................1

[当 i 自治体関与の妥当性|妥当である|地域介護・福祉空間整備推進交付金の補助事業である。
性 1..・H ・...........…・・・・・…・・…・・…・1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|介護負担軽減を目的とした介護ロボットを導入する事業所

1- I目標達成度 | 達成している|介護従事者の介護負担軽減に資する事業
l 有トム"…… …J 

効|類似事業の存在 1存在しない

性斗泌伝説|福山石|長五幸福長:副長ぷ阪証言房長長

実施主体の適正化 |適正である|介護保険サービスの指定を受けている事業所

|室長溢員副議半"1rl 孟.~;b~....1員五五両極石川五二本逗天雇通説記子五;
性 ， 1……………・・…"……・トH・H ・......................1
lコスド効率 |適正である|全額国庫支出金

課題

今の後方

向性

特記
事項

.. 
介護ロボット導入から3年聞は、国に報告義務を要する。
今後、介護ロボットの使用状況を検証することにより、介護ロボット導入の拡大が期待されるロ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

良い

決算額(円)

1，512，000 

1，512;000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局E室・所得)I 高齢福祉課 介護保険係 匹1 9 1 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出
内
訳

dEb3 h 計 。 。
人件費概算

|人工数(人役)1入停責1PDi

10.41 2，309，7281 

小項目(基本事業)

地域密着型サービスの充実

地域密着型サービス指定指導監督事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

dEb2 • 計 。 。

宝~I 無| |会計種別|特会(介護~

事グ、ノレープホームなどの地域密着型ザ孟]::";記事業所に実地
業|指導、運営委員会を通して、事業運営や介護報酬の取り
概|扱い、利用者の方の対応など監査・指導を行う。

要I I意図|利用者への提供サービスの充実及び介護報酬等の適正化

活動指標またぱ議裏宿覆

1 I地域密着型サービス事業所数

H26 

(随時)

H27 

(随時)

24 24 

21地域密着型サービス事業所数実地指導件数 | 5 1 2 

31運営委員会への参加回数

l00.0% 1 100.0% 
60 I 66 
60 I 66 

100.0% 100.0% 

…

…

皿

m

p
o
;
o
一0

8
一
8
一仏

1
4
一
唱

i
一

n
U

m
t
i
 

l目的の妥当性 |妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥~..・H・-…・・……..………….1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|計画に沿った事業である。
性卜…......…、…………・・1.............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市が介護事業所として指定する施設である。

I目標達成度 |達成している
有 f，.......;;i'....:............，...............1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 l..........;.;;..........:....;......;........1

土佐施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である
効 t..............，. """"""'''''''''''''''.'''''1 
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 1................................;........:...1
lコスト効率 |概ね適正である .. 
平成28年度から定員18名以下の通所介護事業所が地域密着型サービスへ移行され、また平成30年度から居宅介護支援
事業所も県から市の指定・指導対象に移行される為、指導体制の整備が必要。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
29年度中に改善に着手

時期

業

一
事
一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮刊(係)1 高齢福祉課 介護保険係 匹I3 I 
中項目(施策)

介護サービスの充実

大項目(政策)

2|高齢者・障がし噌が安心して自立できる環境づくり
白日計画n

介護保険運営事業 介護保険管理事業

1
1
1
標

一
一
目
一
…
4

…

一位山一一:一

l

…町一

一
一
点
一
7
一存ー…仏一

引
け
一
氏
官
官
民
間

鮒
釦
一
十

b
-
一
A
古一

日
J

一剛…山一一

山
内
一
随
一
刈
…

事|基金・償還事業を含めた介護保険制度全般における適
業l切な運営管理を行い、介護サービスが安心して利用でき
概|る基盤づくりを行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

積立金 120，802，000 120，665，804 

支
出
内
訳

dE』Z 計 120，802，000 120，665，804 

人件費概算
i人工数(人役)1人件費(円)1 

3，393，269 

若覇干言葉ま7三lま成果指標

1 1基金積立金残高

介護保険サービス費の安定した給付

歳 入 予算現額(円) 決算額(円〉

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他 1凹見{介腹保険料] 120，802，000 120，665，804 

一般財j原

4ロ~.: 計 120，802，000 120，665，804 

経常

2 

3 :::::::::::::r:::::::::::::::二二Ir'"二二二

目的の妥当性 、 |妥当である|介護サービ、ス給付費等の事業を行う市が関与すべき事業であって、妥当である
妥ト………....・M・...........…….1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|介護保険制度を適正に運営する為の事業であり、妥当である。
性卜…...・M・-……………・・1.............................1
対象(受益者)の妥当性l概ね妥当である|介護保険制度を適正に運営する為の事業であり、妥当である。

目標達成度
有 [....;...................;.................;..1
効 |類似事業の存在 .1存在しない

性五通芸品云伝 I~~ぷ瓦石;~I
実施主体の適正化 |適正である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。

効}………"・M・M ・...………|… l
率 |受益者負担の適正化|適正である l
性}…・……………...・H・....1.............................1
コスト効率、 | 適正である

..... 

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室刊(係)I 高齢福祉課 介護保険係

中項目(施策)

介護サービスの充実

介護給付管理事業

事|事務の円南花・適正化を目的に国民健康房扇逼合会に
業|介護給付サービス費(介護報酬)審査・管理業務を委託

概|する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 7，052，000 6，720，914 

支
出
内
訳

ぷE』コ 計 7，052，000 6，720，914 

財

源割
内合
訳

歳 入 予算現額(円)

国康支出金 25.0% 1，763，000 

県支出金 12.5% 881，500 

地方債

その他 5o.mH介趨憧肢料} 3，526，000 

一般財源 12.5% 881，500 

ぷE』2 計 7，052，000 

匹I4 I 

決算額(円)

1，680，228 

840，115 

3，360，456 

840，115 

。，720;914

人件費概算 lM数咋~人 I 甘い I I会計削除(介主~ 経常

活動指標または成栗指標

1 1審査件数

21介護認定者数

3 

H26 

(随時)

77，807 

H27 

(随時)

82，362 

(随時) 1 (随時)
3，567 3，698 

目的の妥当性 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥 t........……H ・H ・-….....・H・-…I・M ・.........................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|介護報酬の適正化及び事務の円滑化に繋がる。
性トH ・H ・H ・H ・........・H・M ・M ・...……I.............................j
対象(受益者)の妥当性|妥当である|介護認定審査会において対象者を公平に認定をしている。

目標達成度
有 『・1
効 l類似事業の存在 |存在しない
性ト…M ・M ・;.，:.......，;，...........，.....，..1
上位施策への貢献度|貢献している

ー実施主体の適正化ι |適正である
効 iー…....・H ・-……...・M ・...…...1.............................1
一率 i受益者負担の適正化 l概ね適正である|介護保険の専門的知識を所有している団体であり適正である。
性 f....・H・....・H・-……・"・H ・M・-・:…I.............................j
iコスト効率 l概ね適正である|県内各市町同額の負担割合であり、適正である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)I 高齢福祉課

大項目(政策〕

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくり
一一計面白

介護保険運営事業

標同回一
時
英
一

-
R
u
h
1ょ
一
位

m

u』
一
幻
一
刻
一
M
A

…日

ソ日一
UMH-n古
川

n
U
E
n
u

s
h
-
-
t
i
"
n
L
H
唱

i

‘，一
d
を
…

q
u
…
似

m

但

E
-
q
d
F
F
h
u
"
n
U

2
一点一
η
J
f
L

H
一
四
一
一
回
一
叩

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 758，000 675，541 

支 役務費 2，704，000 2，572，656 
出
委託料 4，328，000 4，246，100 

内
訳 使用料及び賃借料 390，000 388，200 

負担金、補助及び交付金 12，000 12，000 

dEL ヨ 計 8，192，000 7，894，497 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円) 1 

|11  3，321，9471 

活動指標または成果指標

1 I資格管理数(目標については計画推定値)

介護保険係 回二己

介護保険資格管理事業

介護保険第1号被保険者としての加入

蔵 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 330，000 330，000 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 l その他

一般財源 7，862，000 7，564，497 

4E』za 計 8，192，000 7，894，497 

|想見|無||会計種円|特会(介護~ 経常

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である↓介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥ト.................・H・-…………斗 ↓ 

当 i自治体関与の妥当性|妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
性卜……………M・M・.......+.....… 十
il対象(受益者)の妥当性|妥当である l介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。

目標達成度
有~...........;.:....， ;...;.;;.."................I

l 効 i類似事業の存在 |存在しない
性 :.f.，........，...;.;.，.. :.................，.....1 
上位施策への貢献度|貢献している

効 i雪聖子?.仔~~1.~.......1....~.~.~:~~....1主主竺開点三ì<烹ヨ11 ，rn竺聖士三汗守点空:
率 I受益者負担の適正化|適正である
、:ー性 } μ ..，...;..............1 
iコスト効率 l 適正である

.レ
課題

J今の向方性夜 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記

事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宣明(係)1 高齢福祉課 介護保険係

天項目I 中項目(施策)

介護サービスの充実

事|介護サービスを給付するに当たり、介護認定を行う必要が
:::1あり、認定をより公平に行うために対象者の調査・審査等

介護認定審査事業

回二日

議|の業務を行う。 I手段|介護認定審査会の実施により介護認定区分を決定
要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

1-3-1-1報酬 10，753，000 9，261，900 国庫支出金

支 ト3ート11需用費 346，000 345，946 財 県支出金
出
ト3-2-11需用費 126，000 125，953 

内

源害IJ
地方債

内合
訳 ト3-2-12役務費 17，094，000 16，310，071 訳 その他

1-3-2-13委託料 3，240，000 2，623，320 一般財源 100% 31，559，000 28，667，190 

4E2ヨh 言十 31，559，000 28，667，190 4ロ』 計 31，559，000 28，667，190 

人件費概算 |入工数京間刊誌;つらII想見|無 IIふ種別|特会(介護)I 経常
活動指標ま正面蔵栗指標

1 1介護認定審査会実施回数

21申請者件数

3 

H26 

(随時)

120 

H27 

(随時)

117 

(随時) 1 (随時)

3，524 3，555 

目的の妥当性 妥当である|市民の状況を把握で、きる市が関与すべき事業で、あって、妥当である
妥 t..................・H ・...………・・・・，.............................，
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|介護保険は、高齢者が安心して暮らせる為の事業でありそれを持続するために、妥当である。
性ト…………....・H ・......…・…・1.............................1
対象(受益者?の妥当性| 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、対象も妥当である。

目標達成度

i 民1l手堅持.....'....r..チ:~~~~:~:::J二::::::?
上位施策への貢献度|貢献している

効 iき.型空竺?里子1|.???だI!.:.空?竺空f.芳三:竺.さゴタ:Tf雪FZf??き!"e'ib.Qo
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
、性 1，....，......，...，..;，.;.....................1

課題

、今の向後方性}

特記
事項

コスト効率 概ね適正であるl市が実施すべき事業であり、適正である。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課

中項目(施策)

介護サービスの充実

介護保険係 匹I7 I 

事|介護保険の財源として第1号被保院看;ò~1f護サービス給
業|イ寸費の川を負担することとなる為、前年所得・世帯状況
概l等勘案した保険料の賦課徴収を行う。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 665，000 657，573 

支 役務費 2，141，000 2，000，939 
出
5-)-)償還金、利子及び割引料 1，500，000 1，166，440 

内
訳 5【 )-2償還金、利子及び割引料 10，000 。

dロ~ 計 4，316;000 3;824;952 

人件費概算
l人工数(人役)1人件費(円)1 

5，943，022 

介護保険賦課徴収事業

介護保険の財源確保

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害Ij
地方債

内合
訳 その他 督促料 200，000 221，310 

一般財源 4，116，000 3，603，642 

dEL 2 計 4，316，000 3，824，952 

交付税
無 i 会計翻~特会(介護~ 経常

算入

活動指標または成果指標

第1号被保険者介護保険料(上段:調定額下
1 1 
段:納付額)5/10現在

※上段:目標

H26 1 H27 

1136821460 I 1259455585 

1，105，924，25111，227，901，109 

21収納率(現年度、滞納分)
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目的の妥当性 |妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥トN・T・-…u・.........……・・……1.....… l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
性~.....，.…………・………十 .1
対象{受益者)の妥当性| 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。

有
効
性

目標達成度 十 |概ね達成している

類似事業の存在 |存在しない

，上位施策への貢献度|貢献している

効 l守男封切.型空!と I.!~空~~~~.~J.~空空宵ち[;:子三?竺さで:Tf空手士三三雪者三、野o
2事 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性|……"・..................................1
|コスト効率 、 |概ね適正である

.レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮副所(係)1 高齢福祉課 介護保険係

大項目( 中項目(施策)

介護サーピスの充実

医療連携情報ネットワーク設置事業

事|医療連携情報不ッ下ワーク(さんさんネット)吾註麗広三主治
:!:I医意見書の作成依頼、提出を本ネットワークで行うことに
毒|より、介護申請から認定決定までの期間短縮及び認定審
要|査業務の正確性の向上を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

備品購入費 151，000 108，723 
支
出
、内

訳

ぷ広』ヨ 計 151，000 108，723 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 .151，000 
dE』2 計 151，000 

匹仁己

決算額(円)

108，723 
108，723 

人件費概算 |四人?(|人旬221lT|無 1 1会計削除(介護)I 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 . H26 1 H27 1 I H28 1目標!
1 1 (随時) 1 I (随時) 1達成

介護保険認定審査用主?治台医意見書サンサンネツ刈汁!…"……………….目…………….目……….目……….“…….“….“.“…………….“……….“…….“….“.
ト経由受理数 |卜ト"………….日…….目………….目…….目…….日….目.“...“...“....……....……….目.~↓"一………..…………..……..……..…..…………..…..…… ...1 J...........~~.~..........~ーニー

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である

i[ー5-eHf;所持:l:::2226Z:12全両手持伝子五五千五台;:::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 t，...，.......................................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

|性|エ雨量二五言語長|言語福山;~1

効 lき竺空今竺空空:~~..，....I.~~.空~~~~.~J.~.翌里子.聖子宇tÿ?~，き三??.T:Tf雪空士三空き三???..
率 l受益者負担の適正化1適正である
性 l.......品"・……....:.................1

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である .ト
主治医意見書の提出期間の短縮が介護認定決定期間の短縮に繋がり、市民に対してより早いサ ピス提供が可能となる
為、医師会を通じてサンサンネットの利用促進を図る。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室町所(係)I 

大項目(i&~、

.，.，.1低所得者記両元て介護3施設の居住費・食費が過重な負
芸|担とならないよう補足給付及び、介護サービス費の自己
概|負担額が高額となる場合、限度額を超える部分を高額介
要|護サービス費として申請者へ支給する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

2-4-1-19負担金、補助及び交付金 113，615，000 110，811，471 

支 2-5ート19負担金、補助及び交付金 136，000 。
叩出

2-6-1-19負担金、補助及び交付金 20，297，000 17，708，765 
内
訳 2-6-2-19負担金.補助及び交付金 10，000 。

dロ~ 計 134，058，000 128'，520，236 

人件費概算
17，工鼓{よ役)1人件費(円)1 
|0.61  3，464，5911 

高齢福祉課 匹1 10 1 介護保険係

介護保険利用者負担軽減事業

歳 入 j 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 25.0'1-也 33，514，500 32，130，059 

財 県支出金 12.5% 16，757，250 16，065，029 
源割
地方債

内合
訳 その他 50.0%(介担保障科) 67，029，000 64，260，119 

一般財源 12.5% 16，757，250 16，065，029 

dEb 3 計 134，058，000 128j520，236 

|管見|無| 会計種別 特会(介護) 経常

活動指標または成栗指標

高額介護サービス対象者
(延べ人数)

H26 1 H27 

(随時) I (随時)
9，944 1 10，027 

高額介護合算サービス対象者
21 
(延べ人数)

(随時) 1 (随時)

553 I 571 

特定入所者介護サービス対象者
31 
(延べ人数)

(随時) 1 (随時) (随時)

5，150 6，055 1 5，534 

目的の妥当性 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥 r……・………………・・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|介護は、高齢者が安心して暮らせる為の事業であり、妥当である。
性~..........・H・..............………..・ 1.............................1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、対象も妥当である。

目標達成度
有 i ・1

効l類似事業の存在 |存在しない
性~.....，............，.........，.........;......I

J上位施策への貢献度|貢献している

効
率
性

実施主体の適正化 適正である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。

受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づ、く負担割合で、あり、適正である。

コスト効率 適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。

...... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜・局・室新(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匝三日

至1227立与え明担践士会主鳴海鷲読|対象|要介護認定者等のケアプラン、介護保険サービス利用者
霊|言を行い、利用者により良いサービス提供が出来るように|手段|介護給付適正化委員会を開催、介護給付費通知
霊|する。また年1回介護サービス利用者へ介護給付費通知
lを行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額L円)
委員報酬 10，000 8，000 

支 通信運搬費 256，000 215，334 
出
手数料 101，805 101，805 

内
訳

、.g.コ 計 367;805 325，1391 

介護給付費適正化事業

、歳 入 予算現額(円) 決算額(同)

国庫支出金 39.5 145，282 128，429 

財 県支出金 19.75 72，641 64，214 
j原割
地方債

内合
訳 その他 21(介盟保険料) 77，239 68，279 

一般財源 19.75 72，642 64，217 

;4SE2 〉. 計 367，805 325，139 

人件費概算 i人工数(矧人件間~同引叶|会計種別|特会(介護) 1 経常

活動指標または成果指標 H26 

3回

νE枚
一
枚

引

'
-
n
u

一nu

--o一7

向
山
一

4
一

O

q
u

…qu
 

枚
…
枚

n
u
"
口
o

nu

…nu
 

q
u

…nL
 

円。…
q
u

1 1介護給付適正化委員会開催数

ケアブランチェック会議(職員聞で開催)
21 
H29はブランチェックの件数

31介護給付費通知書送付枚数

H27 

3回

3回 1回

l00.00% I 33.3% 
6回

4回

99.93% 90.29% 91.5% 

目的の妥当性 妥当である|介護給付適正化委員会規則等による

ilH討が妥当I::212SElf持房長持者;:務時ji--2雨空52五二二二:
対象(受益者)の妥当性|妥当である|介護給付適正化委員会規則等による

目標達成度 |達成している
有 f;""""".".."";"..";;.........;，，，，.1
効 |類似事業の存在一 |存在しない

性 f斗伝説副|説立石!日以山岸記ゐ房副長ぷはじに山手両二ぷ

.実施主体の適正化 |適正である|介護給付適正化委員会規則等による
効 f………………...・H・....1...............，.............，
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の任意事業である
性 l.....・H・....・H・-…・・…………..1.............................1
コスト効率 適正である

.レ
課題

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局室・所(係)I 障害福祉課 障害福祉係 回二日
天事百I 中事百T施葉7

障がい者福祉の充実

各種障がい者手帳受付・証明事業

-=>=-.①障がいを有する人からの申請書を受理②手帳の交付

芸I~手帳の種類や障がい内容、等級に応じた市等の障が
拘置|い福祉サービスについて説明④サービス利用の手続きを|手段|申請に基づき県が交付決定し、市の窓口で交付
童|行う。山口県障害福祉関係事務費交付金要綱における
l身体障害者福祉法施行細則第15条に基づく経由事務。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

消耗品費 100，000 124，000 国庫支出金

支 財 県支出金 100，000 
出

内

j原割
地方債

内合

訳 訳 その他

一般財源

.gヨh 計 100，000 124，000 dロ~ 計 100，000 

入件費概算 |入論マ;刃??;目 |宝?|無II会計翻4一般
活動指標または戒栗指謀 H26 H27 

1身体障害者手帳の進達者数(新規179人、更新
[随時] [随時】

117人、その他395人)
744人 636人

-・・・・・・・・................................................. 

2 
精神障害者手帳の進達者数(新規30人、更新155

[随時】 [随時]
-・・・・・・・・....................

人、その他31人)
251人 274人

-・・・・・・・・・・・・・・・.......................................... 

3 
知的障害者手帳の進達者数(新規27人、更新45

[随時] [随時】
............................. 

人、その他64人)
119人 123人

............................. ............................. 

目的の妥当性 妥当である 1f身体障害者福祉法」等に基づき実施している
r 妥}….......・M ・...…........…..........，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である 1f身体障害者福祉法」等に基づき実施している
性ト…・……・…・…・…・……・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である 1f身体障害者福祉法J等に基づき実施している

目標達成度
有、 f;~.:............ ..........;......... ..... ..:1 
効 |類似事業の存在 |存在しない

[随時1
136人

性エ雨量二記長合長|福山高|函;;;差益泌-元扇面Ei-L謀説五i -
実施主体の適正化 適正である

効 t............，..........，........，..，........，
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f......……・…………..1……...・M ・-…......…，.........

コスト効率 | 適正である|電算システム化により適正

課題

今の後方

向性

特記
事項

... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

124，000 

124，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 障害福祉課 障害支援係 匹仁司

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)。 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 20，000 20，OOO 国庫支出金 50% 10，000 6，000 

支 財 県支出金 25% 6，000 3，000 
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 25号色 6，000 11，000 

dロL 計 20，000 20~000 合 計 20，000 20，000 

|人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1_-1 r十一ー ュ
| o叫 228，叫 | 算入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

活動指標または成果指標

1 1精神保健福祉講座開催数

21受講者数

3 

H26 

1回

l回 l回

100.0% 1 100.0% 

50人 1 60人

42人 69人

84.0% I 118.0% 

目的の妥当性 妥当である|精神障がいの理解についての普及啓発のための事業であり妥当である
妥卜…...………....・M・H・H・H・-・.1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地域生活支援事業の理解促進研修、啓発事業に基づいて実施している
性 }……・…・……・・M・M・.......・M・.1.............................1
I I対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地域住民を対象としており、対象範囲を限定していない

目標達成度、 達成している|目標受講者数を達成している
有 t.......・H・・....・H・..….....・H・'1…・…
効 l類似事業の存在 |存在しない

性斗幅二ふ言語副長込山;三|副主;通科伝説記三弘主主主44i
l実施主体の適正化 |適正である

i lF員長持労i'1i~T'"貯お...院予555:::::::
コスト効率 適正である

.レ
平成28年4月に「障害者差別解消法」も施行された。精神障がいに対する偏見をなくす取り組みとして、毎年講座を開催し、

課題

今の後方

向性

特記

事項

障がいへの理解を促している。地域住民を対象に実施しているが、広く市民に参加してもらうためのPRが必要である。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課、局・室・所得)I 障害福祉課 障害福祉係

天項目( 中項百--C~施葉J
障がい者福祉の充実

匹Eヨ

障がい福祉計画策定事業

査i字摺zrf言語躍ZSTi:J225fff!対象!障がし晴及び障がい者支援者
副長期的な計画)及び山陽小野田市障がい福祉計画、障 |手段 l検討委員会の開催、アンケート、パブリックコメントの実施
|がい児福祉計画(サービス等の見込量、確保の方策を定' ー

|める3年を1期とする計画)を策定する。 I意図|障害福祉サービス及び地域支援機能の整備及び強化の推進

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

委員報酬 36，000 26，000 

支出 通信運搬費 99，220 

内
訳

ft ヨ 言十 135，220 75，516 

語 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債内合

訳 その他

一般財源 135，220 

合}計 135，220 75，516 

l人工数(人役)1人件費(円)1 I交付税 I_ I 1.o.;;，..L苦刷 I _'"'" I 
人件費概算 1"-0" 0.31 "'~，~;'，;~61 1 算入 | 無 1 1会計種別| 一般 | 経常

※上段・目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 1目標 l

3回 I 1回 I I 1回 |達成
1 1山陽小野田市障害福祉計画検討委員会の開催{…......・1箇……「……11面「

21山陽小野田市障がい者計画の策定
• • • • • 
-
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31山陽小野田市障がい(児)福祉計画の策定

h

-

-

D
一
定
一
定

∞
一
策
…
策

100.0% 

目的の妥当性 | 妥当である Ir障害者基本法J、「障害者総合支援法J、「児童福祉法jに基づき実施しており、妥当である
妥 1;.・H・..………..........…・・..1.............................1
当 |同自治f体本関与の妥当性| 妥当である|ド「障害者基本法」、， r障害者総合支援1法去」、， r児童福祉法Jに基づづ、き実施している
性 Iトト日一………..………….“…….“…….“山.“...…………..山…"山..…"…………..……..…....…………..……..…....…………..……..…..目………….，…….“…十.目.
対象(受益者)の妥当性|妥当である|ド「障害者基本法」、「障害者総合支援法」、「児童福祉法」に基づき実施している

目標達成度 達成している|計画検討委員会を開催し進捗管理をおこなっており、目標を達成している
有 1.......，......，.............，...............1
効 l類似事業の存在 |存在しない

性五掃員二ぷ言語-長|長示~c::;:.~.~~..l 高石;:言語LZ元五五両三五五五五34L
実施主体の適正化 適正である

引き務所持1'"長長...院予言5552野坂二二二:
Jコスト効率 |適正である

計画に基づ、いて障がい福祉の充実のための事業を行っている。平成28年度に実施したアンケート結果やサービス実績等を
検討し、次期計画の作成および第1期障がい児福祉計画の作成を行う必要がある。

{課題

今の後
方 計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.. 

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)I 障害福祉課 障害福祉係 匹I4 I 
天事百I 中項目I施葉7

障がい者福祉の充実

心身障害者扶養共済掛金助成事業

事|障がいのある方を扶養してU面再護者が、毎月一定額の|対象|共済制度同日入している障がい者の保護者のうち市民税非課税又は均等割世帯
:!:I掛金を納入することにより、保護者に万ーのことがあったと
事|き、障がいのある方に終身一定額の年金が支給される山
|口県の事業である。本助成事業は、その掛金を完納した
要|場合、掛金の1/2を助成する。 I意図|経済的負担の軽減により障がい者の地域生活の支援をする

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

心身障害，者扶養共済助成費 210，000 75，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財瀬 210，000 

dEヨh 計 210，000 75，000 4E2ヨh 計 210，000 

人件費概算 !入閣官~人件15(611 官|無|国画 一般

若覇子言語または成果指標

1 1認定件数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 百「寸 I H28 1目標 l

【随時】 I [随時] I I [随時] I達成
l件 I 2件 II 2件 1.度

決算額(円)

75，000 

75，000 

経常

目的の妥当性 妥当である|経済的負担の軽減により障がい者の地域生活を支援する事業であり妥当である
妥 t…H・M・.........………..~.~....1.............................1 

当 l自治体関与の妥当性| 妥当である 1i山陽小野田市心身障害者扶養共済制度掛金助成事業実施要綱」に基づき実施している
性}…...........・H ・-……・……1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である 1r山陽小野田市心身障害者扶養共済制度掛金助成事業実施要綱」に受益者が規定されている。

旧標達成度
J 有 }………………………・・l
効 i類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二伝言語|長示日;:五|長;記長通五五議J;面三五五五ぷぷ
実施主体の適正化 l適正である

i|希子制再SEI-E25Z:::lERE-説明夜明治言4252務515::::::

課題

今の方後，

向性

特記
事項

コスト効率 適正である

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 障害福祉課 障害支援係

中項目(施策)

障がい者福祉の充実

特別障害者手当等給付事業

事|日常生活において常時介護を必要とする在宅の重度障
業|がい者(児)で、障がいの程度が国の基準を満たす者に
概|対し、年4回(5月、 8月、 11月、 2月)に分けて手当てを口

匹I5 I 

要|座振込により支給する。 I意図 l重度の障がいにより得に必要とされる負担の軽減を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

特別障害者手当 25，816，000 25，675，450 国庫支出金 75与も 18，189，000 

支 財 県支出金
出
内

調割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 25% 7，627，000 

~司h 計 25，816，000 25，675，450 dE』ヨ 言十 25，816，000 

人件費概算 戸数以~;I 人[想見|無 I l竺生|一般
活動指標または成果宿様

1 1特別障害者手当給付実人数

21障害児福祉手当給付実人数

31福祉手当(経過措置)給付実人数

H26 

1随時】
47人

H27 

【随時]

49人

[随時] I [随時】
同・・・・・・・・・.59X.......r........57X…

[随時] 【随時]
同・・・・・・・・・..4X.......T・.........3X..... 【随時1

3入、

決算額(円)

19，256，587 

6，418，863 

25，675，450 

経常

目的の妥当性 妥当である|重度の障がいにより、得に必要とされる負担の軽減を図ることを目的としており妥当である
妥 t..・M ・...........….................・H ・..1.............................，
当 i自治体関与の妥当性|妥当である Ir特別児童扶養手当等の支給に関する法律」に基づき実施している
性トH・...………………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である Ir特別児童扶養手当等の支給に関する法律Jに受益者が規定されている。

目標達成度
I 有 1'...........................................，
l効 l類似事業の存在 |存在しない

性 lii~:~員二伝説-房長瓦石三|長-j;;:言語瓦弘元房長記三五五五五-宅五五; -
実施主体の適正化 適正である

i l勇経対日r..百五三.1"安易翌日言語目玉::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::

課題

今の向後方性

特記
事項

コスト効率 適正である|国の基準により実施している.. 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室幽所得)I 障害福祉課 障害福祉係 匹I6 I 
大項目(i&町、

在宅酸素濃縮器電気料助成事業

意図 l経済的負担の軽減により障がい者の地域生活の支援をする

ド歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

在宅酸素電気料勃成費 108，000 27，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原 108，000 27，000 

4E2ヨh 計 108，000 27，000 ぷE』コ 計 108，000 27，000 

人件費概算 !λ工数(告|人件関~I 甘い I~竺l 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

1 I認定件数

2 

3 

目的の妥当性 | 妥当である i経済的負担の軽減により地域生活を支援することを目的としており妥当である
妥トM・M ・.....・H ・..………H・M ・-・4 ・l
つ当 |自治{休本関与の妥当性| 妥当である|ド「山陽小野回市在宅酸素濃縮器利用者電気料助成事業実施要綱Jに基づき実施している
性}ト"…………..…………..……..……..…....………….“…....目...て…1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|ド「山陽小里野F回市在宅酸素濃縮器利用者電気料助成事業実施要網Jに基づき実施している

1目標達成度
有 }トトい"山………..山…..山………..山…..山…..山..

効 l類似事業の存在 | 存在υ'tltしい、

性ぷ属議二雨量説|説C2i:五|両;;逗説み扇面E反主主主ぷ
.実施主体の適正化 |適正である

il場券EP--z::[:日~~::]~房長所552今日jjz:::::::::::::
且コスト効率

課題

今の向後方性

特記
事項

適正である .ト

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 障害福祉課 障害支援係

大項目( 中事百T施策)
障がい者福祉の充実

回二つ

自立支援給付事業(介護給付)

障害福祉サービス及び支援を受ける障がい者

申請を受理、サービス利用計画案を審査して支給決定する

自立して安心できる生活を送ることが出来るように支援する

古 l計画相談支援の内容を基に障がい福祉サービスの提供

=1を行う。
事|介護給付(障害支援区分の認定を受け、居宅介護や生
要|活介護等の提供)
E利用者負担は原則1割(所得に応じて軽減あり)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

手数料， 20，'157，006 17，571，446 

支 居宅介護給付費 22，890，000 19，855，560 
出
生活介護給付費 346，535，205 3/12，827，387 

内
訳 施設入所給付費 121，740，000 120，50/1，4091 

療養介護給付費他 70，154，162 59，444，251 

iロ>. 計 581，776，373 560，203，053 

歳 入 予算現額{円) 決算額(円)

国庫支出金 50% 292，712，500 289，145，003 

財 県支出金 25% 146，356，250 14/1，572，5011 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 25% 146，356，250 126，485，549 

合 計・ 585，425，000 560，203，053 

人件費概算 !入閣(人台|人間~ 1官l1無山出 一般 経常

319人

活動指標または成果福標

1 1自立支援サービス利用者実人数(介護給付)

H26 

[随時]

327人

21サービス利用計画作成率

皿
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m
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叶
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“
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100.0% 1 100.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|障がい者が自立して安心できる生活を送ることができることを目的としているため妥当である
妥 t~.，..，..…・……H・H・...…・・ .'..1......…・...............1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である 1r障害者総合支援法Jに基づき実施している
性トH・H ・...........・H ・......…H ・H ・-…1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である 1r障害者総合支援法Jに基づき実施している

目標達成度 達成している|サービス利用計画の作成率は100%であり、目的の達成にも繋がっているo
有 t…・….....・M・........山H・M ・........・I・H・........

効 |類似事業の存在 |存在しない

性ぷ通量二五言語|説c~.~.~~..r~.~~.弓偏見込議員五五五言葉34L
ー実施主体の適正化 | 適正である

31号令H-4HF111::当~:~~~::]~:~:今日至極日jfjR1111-25;:王子??525守主511::
I 、|コスト効率 | 適正である

.レ
課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成28年度実績による国庫負担金、県支出金の精算は、平成29年度予算にて行う予定。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 障害福祉課 障害支援係 回二日
大項目 (ι一、

自立支援給付事業(訓練等給付)

障害福祉サービス及び支援を受ける障がい者
宣言十画相談支援の内容を基に、障がい福祉サービスの提

議|供を行う。訓練等給付(主に就労に係るサービスの提供)
要l利用者負担は原則1割(所得に応じて軽減あり)

申請を受理、サービス利用計画案を審査して支給決定する

自立して安心できる生活を送ることが出来るように支援する

、

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

グループホーム給付費 61，547，357 61，547，357 国庫支出金 50CJ，也 180，7<10，500 

支 就労移行支援給付費 54，274，000 51，009，550 目オ 県支出金 25CJ，も 90，370，250 
出
就労継続支援(A型)稔付費 25，747，000 24，938，671 

内
j内原 合割 地方債

訳 就労継続支援(日型)給付費 209，131，340 208，189，435 訳 その他

宿泊型自立訓練給付費等 9，340，350 9，340，350 一般財源 25CJ，也 90，370，250 

dE』ヨ 計 360，040，047 355，025，363 ぷロ』 言十 361，481，000 

人件費概算 !人工数咋~入 I習っ無|匝竺j 一般

活動指標または成果指標

1 1利用者実人数(訓練等給付)

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 百互デI I H28 1目標 l

[随時】 I [随時】 I I [随時] I達成
295人 I 278人 1I 312人|度

決算額(円J
182，423，500 

91，211，750 

81，390，113 

355，025，363 

経常

目的の妥当性 妥当である|障がい者が自立して安心できる生活を送ることができることを目的としているため妥当である
妥 t'.....・H ・..…………・リ……，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である Ir障害者総合支援法Jに基づき実施している
性 1......円 H・H ・...…・……・・…・…・|… | 
対象f受益者)の妥当性| 妥当である Ir障害者総合支援法Jに基づき実施している

.目標達成度
有 1.，..，..............;...;:...................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量-二伝説-房長みこ~.~.~~.T~i~~.ぷ通告瓦弘元副i面24.L言語モ房長;
実施主体の適正化 適正である

il里村手伝説r"子:~~~::]~:?:今日5HEll玉県明日:説明日HER55j:::
|コスト効率 | 適正である

..... 
)課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

平成28年度実績による国庫負担金、県支出金の精算は、平成29年度予算にて行う予定。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 障害福祉課 障害福祉係

大項目(i&町、

自立支援給付事業(補装具給付)

il失…吋を補って必要吋能を得るため
に補装具費を支給する。利用者負担は1割(所得に応じ
冒て軽減あり)

障害福祉サービス及び支援を受ける障がい者

手段|申請を受理、審査して支給決定する

歳 出 予算現額〈円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

補装具給付費 12，600，000 11，793，330 国庫支出金 509-も 6，300，000 

支出

内

財 県支出金 259-も 3，150，000 
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 25号も 3，150，000 

AEb3 • 計 12，600，000 11，793，330 dロL 言十 12，600，000 

人件費概算 !人工数(淵人T5241|鷲見|無|匝画一般
活動指標または成果指標

1 I補装具費給付件数(購入67件、修理57件)

2 

3 

H26 I H27 
[随時】 | 【随時1
140件 I 136件

匹I9 I 

決算額(円)

6，300，000 

3，150，000 

2，343，330 

11，793，330 

経常

目的の妥当性 妥当である l障がい者が自立して安心できる生活を送ることができることを目的としており、障がい者福祉の充実が図られる。
妥 1'......…H・H ・..…………・叶… 1 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である Ir障害者総合支援法Jに基づき実施している
性 f'...……..............・H・-……・・1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である 1r障害者総合支援法Jに受益者が規定されている。

|勺 I目標達成度 目

' 有一 }…・・….......・H・........・M・.........，....
効 l類似事業の存在 |存在しない

性五通ぶ語読長|福山~.~~.l高石i;言語弘元議長以言語二以i
.実施主体の適正化 |適正である

il聖子税制T'" 言~:~~~:J層住日iお21J志村lFEEt-:者5125日51j:::::
卜 lコスト効率 適正である .. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 l 改時善期

向性

平成28年度実績による国庫負担金、県支出金の精算は、平成29年度予算にて行う予定。

J 
J 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀局・室・所得)I 障害福祉課

中項目(施策)

障がい者福祉の充実

障害支援係

障害児通所給付事業

匹I10 I 

18歳未満の障がい児

サービスの給付

障がい児の日常生活における基本的な訓練等の療育を行う

官 1障がい児(その保護者)に対し、通所デイサービス(児童
豆|発達支援・放課後等デイサービス)・障害児相談支援費を
高|給付する。市は通所サービス費の総額から利用者負担を
婆|控除した残りの費用を給付する。障害児相談支援につい
lては利用者負担なし。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

手数料 3，'133，170 3，137，260 

支 児童発達支援給付費 16，481，544 16，481，544 
出
放課後等デイサービス給付費 67，100，042 67，100，042 

訳内 保育所等訪問給付費 113，000 19，256 

向額F章容児適所給付費 100，000 '1，296 

合 計 87;227，756 86，742，398 

，歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 50% 39，668，000 39，768，500 

財 県支出金 25% 19，834，000 19，884，250 
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 25% 19，834，000 27，089，648 

4ロ!>. 計 79，336，000 86，742，398 

円 ?;F思 I~~I 斗恒出一般 経常人件費概算

活語福覆ま7こは蔵裏宿覆

1 1障害児通所利周年間実人数

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 百27.一寸 I H28 l目標 l

二!攻守:::::L:::::::~~::::::::::I 1::::::::::，塑:::::l笠
21サービス利用計画作成率
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100.0% 良い100.0% 100.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|障がい児の療育を行うとことを目的としているため妥当である
妥 t.，...，，:……….........……・・1.............................1

当 l自治体関与の妥当性|妥当である 11児童福祉法Jに基づき市が取り組むべき事業である
性ト…………………H・H ・..1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である 11児童福祉法jに基づき実施している

目標達成度 達成している|サービス利用計画の作成率は100%であり、療育の目標設定もできている。
有 r………H・M・....…・・・…・.......1
効 |類似事業の存在 1存在しない

性|エ雨量二記長証言|説CEi;五|ぷ;:言語み扇面24L議長以i
|実施主体の適正化 |適正である

11労務持労'tT'"再三五三'1授与ji;i今日ijfjH925;王子持132fizzH51j:::
lコスト効率 | 適正である .. 

課題ι

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成28年度実績による国庫負担金、県支出金の精算は、平成29年度予算にて行う予定。



様式1号(事務事業評価)

天事百T

平成28年度事務事業評価シート|課・骨室・所(係)I 障害福祉課 障害支援係 匹亡日
中項目(施策)

障がい者福祉の充実

il--一雄一関係機関との連携を図り、ネットワークづ、くりを行う。また、研修
会を開催し普及啓発を行う。障がい者虐待予防について
広くPRするとともに、相談を受けた時には、早期にコア会
議を開催し、情報収集に努め、対応を行う。

r 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 20，000 16，0001 

支
出

内
訳

4E』ヨ 計 20，000 16，000 

権利擁護推進事業

障がい者虐待防止のPR、虐待相談、自立支援協議会での取組み

歳入 予算現額(円〉 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源 20，000 16，000 

dロ』 計 20，000 16，000 

人件費概算 仏工数明人件官~ I想見|無|匝到 一般

若覇指標言而孟或菓福覆

1 1自立支援協議会権利擁護部会の開催回数

経常

H26 

4回

※上段:目標

H27 

4回

4回 5回

川
一
則
…
牛

お
一
随
…

M

M
h
u
-
-
-
a
a
"
 

訓
一
時
一
牛

∞
一
随
…

M21虐待相談件数

1回31研修会の開催回数
l回 l回 l回

l回

100.0% 

l回

100.0% 100.0% 

目的の妥当性 | 妥当である|障がい者が地域で安心して生活を送ることを目的としており妥当である
妥[.....，.……...・M ・..…u・..........1.............................1
当 1自治体関与の妥当性 l妥当である 1i障害者虐待防止法Jに基づき実施している
性ト……….......………H ・I・............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である Ii障害者虐待防止法」に基づき実施している

目標達成度 達成している
有 t.，・H ・-…......・・・・・……・・…....・，.
効 |類似事業の存在 |存在しない

性日雨量二伝説|語以ミ|両立:副伝説三五五記長記
|実施主体の適正化 |適正である

効[......，'................................，.;...1
z与 |受益者負担の適正化|適正である
性 l;.....;...;;;..............................;1
コスト効率 l適正である

..... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課幽局・室・所(係)I 障害福祉課 障害福祉係

天項百I 中項目(施策)

障がい者福祉の充実

重度心身障がい者医療費助成事業

官 1対象:①身体障害者手帳1，2，3級②療育手帳A③精神障
芸|害者保健福祉手帳l級④障害基礎年金l級⑤特別児童
概|扶養手当l級⑥④⑤と同程度の障害を有する者のうち、 |手段|保険適用医療費のうち自己負担分を助成する。
要|所得要件を満たす障がい者 内容:受給者証を交付し、.
l保険適用医療費の内自己負担分を助成する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

印刷製本費 108，864 108，864 国庫支出金

支 通信運搬費 900，000 900，000 財 県支出金 50CJ.も 109，850，000 
出
手数料 3，750，529 3，750，529 

内

j原割
地方債

内合
訳 福祉医療助成費 326，681，817 316，984，883 訳 その他 民生費雑入 83，400，000 

一般財j原 50CJ.も 138，191，210 

.g. 言十 331，441，210 321，744，276 ぷロ』 計 331，441，210 

人件費概算 !人工教はと|入惣~;11 I 管見|無 I l::竺~ 一般

活動福標また:Ti説栗指標

1 I受給者数

2 

3 

H26 

[随時】

1，890人

H27 

1随時】
1，850人

匹0:0

決算額(円)

113，800，957 

68，400，747 

139，542，572 

321，744，276 

経常

目的の妥当性 妥当である|障がい者の経済的負担を軽減することを目的としており、障がい福祉の充実が図られる。
妥 t"・M ・...・M ・M ・...............・M ・"…叶 1

当 l困自治体関与の妥当性|妥当である|ド「山腸小野田市重度心身障害者福祉医療費助成規員則リJに基づき実施している。
性 iトトパ………"….日….白…….. ………… .. …… .. …….“…...…… .. 
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|ド「山陽小野回市重度心身障害者福祉医療費助成規則」に受益者が規定されているロ

1目標達成度
有 トー-ー-・・・川 I 

効 |類似事業の存在 |存在しない

性『王雨量二伝説|説じ石ヨ r~f~~.~長五弘元福;ぶ伝説34L
実施主体の適正化 適正である

i l場経柄引..日夜::F~!~~:~~~:~首長持労骨柄柑JJ主主岩手5H5125::
1コスト効率 | 適正である

課題

今の後方

向性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 障害福祉課 障害福祉係 匹I13 I 
大項目(明一、

小児慢性特定疾患児支援事業

主I，J、児慢性特定疾患児に、疾患があることの受給者証を確
事|認し、日常生活用具の給付をする。所得要件等に応じた|手段|給付希望者からの申請受理から支給決定を行い助成する。

要i負担がある。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

小児世性特定疾患児8常生活用具拍付費 100，000 36，980 国庫支出金

支 財 県支出金 50与も 50，000 

出内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 50号色 50，000 

4E』コ 言十 100，000 36，980 4ロc>. 言十 100，000 

人件費概算 |人瑚tt| 人件記~ ~す|無|恒到 一般

若覇福覆ま正面疎果指標

1 I認定人数

2 

3 

H26 

[随時】

H27 

[随時】
同・・・・・・・・・."ix.........r.........iX.…

決算額(円)

18，000 

18，980 

36，980 

経常

目的の妥当性 妥当である|在宅での生活を支援することを目的としており、障がい者福祉の充実が図られるロ
妥 t..・M・..…...・H・..…・山..........・M・.，.............................，
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である 1r山陽小野田市小児慢性特定疾患児日常生活給付事業実施要綱」に基づき実施している
、性 f.，・M・-“・...............・M・.....・H・-…1.............................，
対象(受益者)の妥当性| 妥当である 1r山陽小野田市小児慢性特定疾患児日常生活給付事業実施要綱」に基づき実施している

目標達成度
有 r、;.....:..................，
効 |類似事業の存在 l存在しない

性 ri~1ft~元員二ぷ長~'il"1 長議じモ.~.~~..1両立;差是-jL両五五両54.L通業説記
実施主体の適正化 適正である

if ; |場:耕作:sill::持215Ell-114513:鰐-H#持持;5汚鰐H守仔持ザ持F子仔仔仔F存存存所柑与里ぞ守持持柑:;R芳子汚4肩今号持掠世-存烹巧呪-f日忘:11!1:

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 | 適正でで、ある

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室町所(係)I 障害福祉課 障害福祉係 回二日
中項目(施策)

障がい者福祉の充実

難聴児補聴器購入費等助成事業

手段|給付希望者からの申請受理から支給決定を行い助成する。

支
出

内
訳

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

扶助費 173，000 。 国庫支出金

財 県支出金 50% 86，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 50号色 87，000 

合計 173，000 o d回』 計 173，000 

人件費概算 !人工数(淵人件知~ I想見|無|日副 一般

若覇宿覆吉正直語裏藷寝 H26 

[随時]

H27 

[随時]

I 1 I認定人数 l人 1人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|経済的負担を軽減することにより、障がい福祉の充実が図られる。
妥 t........………….........・叶 r 

決算額(円)

経常

当 |自治体関与の妥当性|妥当である Ii山陽小野田市難聴児補聴器購入費等助成事業実施要綱」に基づき実施している
性}…...・H ・-…………...・H ・.....1.............................1ト
対象(受益者)の妥当性|妥当である Ii山陽小野田市難聴児補聴器購入費等助成事業実施要綱Jに基づき実施している

旧標達成度
有 }…“…・・・ l 

効 |類似事業の存在 |存在しない

性 fエ雨量二雨量訟長|員証C2;:21EJ5:言語瓦弘元長浜通戸長主主主ぷ
実施主体の適正化 適正である

効 t...・H ・.....・H ・....…..…..……，...........…・・…......，

率 |受益者負担の適正化|適正である Ir山陽小野田市難聴児補聴器購入費等助成事業実施要綱jに受益者負担が規定されている。
性ト………………………1....……………l

課題

'今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である

...... . 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

。

。
。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 障害福祉課 障害福祉係 匹I15 I 
天項目( 中事百T施擾)

障がい者福祉の充実

更生医療給付事業(自立支援医療①)

去.軽減する手術等の治療により確実に効果が期待でき
自立支援医療の支給を行うii話蕗臨|iE院身帥桝体僻一障る医療に対し、医療費を給付する。ただし、該当する医療

費の一割分が自己負担となる(世帯の収入に応じて自己
負担の軽減がある。)。 意図|医療を必要とする障がい者の経済的負担を軽減する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

自立支援医療給付費(!lI生日!'i療) 120，636，773 116，178，846 国庫支出金 50号も 60，320，000 

支 財 県支出金 25% 30，160，000 
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 25号も 30，160，000 

合 計 120;636，773 116，178，846 dEbZ • 計 120，640，000 

人件費概算 ド議UK21 人 I 宝~I 無 I l竺竺j一般
活動指標または成果指標

1 I認定人数

2 

3 

H26 

[随時]

225人

H27 

1随時】
244人

決算額(円)

60，320，000 

30，160，000 

25，698，846 

116，178，846 

経常

目的の妥当性 妥当である|障がい者の経済的負担を軽減することを目的としており、障がい福祉の充実が図られる。
妥卜・....・M・..…...........・H・............・1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である 1r障害者総合支援法」に基づき実施している。
性}…一……………:'.・H・........1.........・H・...…・|
対象(受益者)の妥当性|妥当である 1r障害者総合支援法」に受益者が規定されている。

目標達成度
有 1........;.....;..;..........................1
効，1類似事業の存在 |存在しない

性 iエ属議二伝説副長示日;;五|ぷ;;;言語以込j;面Eぷ謀長記
実施主体の適正化 適正である

ilH持持労主玉三三徒手伝子民主詩与芳子5155;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
ロスト効率 l適正である

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

平成28年度実績による国庫負担金、県支出金の精算は、平成29年度予算にて行う予定。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜・局室・所(係)I 障害福祉課 障害福祉係

いと将来障がいを残すと認認、められる児童で、確実な治療
効果が期待できる医療に対し、医療費を給付する。ただ
し、該当する医療費の一割分が自己負担となる(世帯の

育成医療給付事業(自立支援医療②)

匹I16 I 

il--b が尚陥あ抗悶る研一児
収入に応じて自己負担の軽減がある。)。 障がb、児の医療に対する経済的負担を軽減することにより地域生活の支援を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

自立支援w.i回療給付費{育成w.i療) 1，803，227 1，803，227 国庫支出金 50号6

支 財 県支出金 259も
出
内

源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財j原 25% 

ぷE』2 計 1，803，227 1，803，227 ぷロ』 計

人件費概算 |人工数(明人件記~ 1官|無|恒剖

活動指標または成果指標

1 I認定人数

2 

3 

H26 

[随時]

21人

H27 

[随時】

29人

900，000 900，000 

450，000 450，000 

453，227 453，227 

1，803，227 1，803，227 
一般 経常

.目的の妥当性 | 妥当である|障がい者の経済的負担を軽減することを目的としており、障がい福祉の充実が図られる。

l 言I自治体関与の妥当性|妥当である j.r障害者総合支援法」に基づき実施している
性 lザ…..........……………一1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である 1r障害者総合支援法」に受益者が規定されている。

目標達成度
有 I..~....................'.......".......... ..1 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 Iエ雨量二雨量示-房副CE;:訂ぶ;;:言語以込福三五福長高記
| 品 |実施主体の適正化 |適正である

il号令:きFE--i;| 望号:吹 E~!.烹弁会空$Jf 雪.努空翌.;õ'手安主汚二 二..............: 
lコスト効率 | 適正である

...... 
、 J

課題

ム

、今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

平成28年度実績による国庫負担金、県支出金の精算は、平成29年度予算にて行う予定。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 障害福祉課 障害福祉係 INol 17 I 
天事百T 中項目l施策)

障がい者福祉の充実

精神通院医療事業(自立支援医療③)

神疾患を有する者で、通院による精神医療を継続的に要! ! 
する医療に対し、医療費の自己負担額を軽減する制度。 l手段|自立支援医療費の申請書を受理、審査する
;目|l一神榔保陥臨雌…第都鰍矧5珠蜘条創lこ…一…象|…… 
市は申請書の受理、審査を行い、県に進達する。県が決 I I 

定後、受給者証を交付する。 I意図|医療費の自己負担額を軽減することにより地域生活の支援を行う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入

国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源
F 

d回h 計 。 。 aEsヨ- 計

人件費概算 i 人工数(法|人f提出匝~I j~竺l
活動指標または成果指標

1 I受給者証進達者数(新規129人更新967人そ
Lの他269人)

2 

3 

H26 

[随時】

1，286人 1 1，356人

予算現額(円) 決算額(円)

。 。

.目的の妥当性 、l妥当である|障がい者の経済的負担を軽減することを目的としており、障がい福祉の充実が図られる。
妥ト…~……H・H ・..………1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である 1r障害者総合支援法Jに基づき実施している
性}……….........................・H ・..十 .1
対象(受益者)の妥当性l妥当である 1r障害者総合支援法Jに受益者が規定されている。

目標達成度
、有 ~;;・H・H・H・......…………・・…・・1・
効 |類似事業の存在 |存在しない

!;性 tエ両副長説|福山花|ぷ沼副議Ji福山記長ζ
I I実施主体の適正化 |適正である

il券子房長時二千五引停予告訴定安定拐さむ日;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 適正である .. 

ノ

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室岡所(係)1 障害福祉課 障害福祉係

地域生活支援事業

古 10支援の種類・相談事業・コミュニケーション支援・日常生
=1活用具等給付・移動支援・日中一時支援・自動車運転免
高|許取得費助成・自動車改造費助成・手話奉仕員等養成
要|研修事業・成年後見制度利用支援事業等
10内容:申請により1割(所得に応じて軽減あり)負担

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 20，000 20，000 

支 委託料 25，698，000 24，173，580 
出
ふれあい運動会補助金 300，000 300，000 

内
訳 扶助費 14，265，000 13，528，701 

その他 2，305，000 1，647，496 

ぷE』2 計 42，588，000 39，669，777 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金 50% 18，502，000 

財 県支出金 25号6 9，251，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 25% 14，835，000 

dロ』 計 42，588，000 

人件費概算 |人工数(淵人{11221|想見|有|作品問| 一般
活動指標または成果指標

1 1日中一時支援実人数

H26 

1随時】
108人

H27 

[随時]

135人

日常生活用具給付件数 L…[県~~L....U堕型
2 1 (No.21の点字ディスプレイ、地デジ対応ラジオを含1 1，301件 1 1，383件
む。) r...........................r一一一一一

【随時] [随時]

31手話奉仕員等派遣回数 68回 54回

【随時1
36回

匹I18 I 

決算額(円)

11，299，000 

5，649，000 

22，721，777 

39，669，777 

経常

目的の妥当性 妥当である|障がい者が地域で自立した生活ができるよう支援することを目的としているため妥当である

、

妥 t..........・M・-……...・H・-…・・・・I.............................t
当 |自治体関与の妥当性|妥当である 1i山陽小野田市地域生活支援事業実施要綱」に基づき実施している
性~..・H・-…H・H・.....・H・-……H・H ・...・I ・H・........・H・ .............1

l対象(受益者)の妥当性l妥当である 1i山陽小野田市地域生活支援事業実施要綱Jに基づき実施している

目標達成度

il持労FE::::::::::|:::主主主~...l
上位施策への貢献度|貢献している|障がい者福祉の充実が図られる事業である。

実施主体の適正化 適正である|事業により、社会福祉協議会等に委託している。

il今場対話Tモチ~~:~E~:~:.!~再現場券子今村定員言明日jJ5;::::::
lコスト効率 |概ね適正である

..... 
事業の交付税措置、また補助率の低下に伴い、事業や負担の見直しが必要である。 . 

課題

今の後方

向性
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

時期

「支出内訳、財源内訳」は、 No.2i障がい福祉推進事業J及びNo.21i地域生活支援事業日常生活用具給付事業給付対
象用具の拡充Jを含んでいる。(補助対象経費の支出額に対する補助基本額の割合は、 65.2%)



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I 障害福祉課 障害福祉係 匹1 19 1 

天項百I 中毒百I施葉7
障がい者福祉の充実

相談支援業務委託事業

査|障がいのある人の福祉に関する様々な問題について、必
障がい者等

需|要な情報提供や障害福祉サービスの利用支援等を行う |手段|のぞみ園相談支援員に相談支援業務を委託する
要l相談支援事業について、業務委託を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

相談業務委託料 11，576，000 10，705，667 国庫支出金

支 員オ 県支出金
出

訳内

j原害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 11，576，000 

4E』3 E十 11，576，000 10，705，667 dE』ヨ 計 11，576，000 

人件費概算
|人工語I瓦夜乃人件費(円)I r 主両税~ I -1=- I I ..o.. H""'~'11 
l 0.11 肌叫 | 算入 |有 II会計種別| 一般

活動指標または成果指標 H26 

【随時]

H27 

[随時]

1 I相談件数 …五3'~平........1'..…

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|障がい者の自立した生活を支援することを目的としており妥当である

決算額(円)

10，705，667 

10，705，667 

経常

li lH説明言手目安定:1百円前五房長持労再刊さ妥当日jz::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である Ir山陽小野田市地域生活支援事業実施要綱」に基づき実施している
目標達成度

æl雨明子五::::|:ぉ~~~:~::l:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している|障がい者福祉の充実が図られる事業である。

実施主体の適正化 適正である|山陽小野田市社会福祉事業団に委託し実施している。

iIH--H将棋王r"言(~:~~~:::J湖沼前日銭安房券券部主主主婦さ2555:安定:

課題

今の向後方性

特記
事項

コスト効率 適正である

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室町所得)I 障害福祉課 障害福祉係

天項百I 中項目(施策)

障がい者福祉の充実

障がい者相談業務委託料

警|言君主認可品謹品目息苦rzrp支援事業|対象|障がい者等
高|電話または面接によ附カウンセM 、介護相談、情|手段|各障害に対し相談できる事業所に委託している
|報提供を行い、障がい者等が在宅サービスや社会資源
要lの利用、社会生活力を高める支援を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

障害者相談員委託料 294，000 269，500 国庫支出金
、支 障害者相談支援事業負担金 5，703，000 5，702，253 財 県支出金
出，
相談業務委託料 540，000 164，400 

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財調 6，537，000 

4E』ヨ 計 6，537，000 6，136，153 dロL 計 6，537，000 

人件費概算 |人工数(淵人件15;61|想見|有|同問| 一般
活動指標または成果指標 H26 

1 1相談業務委託事業所数

l00.0% I 100.0% 
[随時] I [随時】

21相談件数 "・・お2f年・・…..r....-z:.oig.f半…・・・Ir…・21五存…・
良い

3 

匹亡亙コ

決算額(円)

6，136，153 

6，136，153 

経常

目的の妥当性 妥当である i障がい種別毎や対象年齢に応じて相談に対応でき、自立した生活を支援するという目的から妥当である
妥 r…・・・"・M・M ・.........………..，.....・H・-… 1 

| 当 l自治体関与の妥当性|妥当であるI_~地域生活支援事業J等に基づき実施している。
性 }…………・・……………・1.............................1

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|無料で相談を受けることが出来るため、支援の窓口になることができる

目標達成度 達成している
有 r……....・H ・-………・・…・・…・1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性弘通量二伝説|説日;:社説記長副長浜両日雨量ぷ

実施主体の適正化 |適正である
効1:-..:.......".................................1
率、|受益者負担の適正化|適正である
性 ~.......................................;.....I

コスト効率 検討が必要|圏域で事業を展開している。前年度の相談件数及び人口で負担金を按分している。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.レ
宇部市と協定を結び、 24時間体制の圏域の相談支援事業をおこなっている。現在、前年度の相談件数及び人口を50%ず
つで按分して負担している状況であるo負担割合の見直しについて検討する必要がある。

事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度中に改善に着手

時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 障害福祉課 障害福祉係 匹I21 I 
大項目(由一、

地域生活支援事業日常生活用具給付事業給付対象用具の拡充

古 10点字デ、イスプレイ…給付対象者に視覚障害1級のみの
=1障がい者を加える。
事|0・地デジ対応ラジオ テレビ放送の地上デジタ峨送化
婆lに伴い、 FMラジオを通じた'情報入手が困難となっている
Eことから、給付対象用具に地デジ対応ラジオを追加する。

歳 出 予算現額L円) 決算額(円)
日常生活用具給付費 529，000 435，100 

支
出
内
訳

.g. 言十 529，000 435，100 

在宅で生活している障がい者

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 50% 264，000 

員オ 県支出金 25% 132，000 
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 25% 133，000 

tロ』 計 529，000 

人件費概算 |人瑚官~人f問。1 1官|無山出一般

百動指標または成果指標 H26 

1 1点字ディスプレイ給付件数

21視覚障害者用地デジ対応ラジオ給付件数

3 

決算額(円)

141，000 

70，000 

224，100 

435，100 

臨時

目的の妥当性 妥当である|障がい者が地域で自立した生活ができるよう支援することを目的としており妥当である
妥 t....，....…………...・...........1・ 1

当 |旧自j治台剖{体本関与の妥当性| 妥当である|ド「山腸小野田市地域生活支援事業実施要綱Jに基づき実施している
性 }ト"………..………..…..…..………..…..…..……….“….“….“山……..山.“…..………..…..…..…目一……..….“……….“….目….日……….日….目…..………..….“…..………..….“…..………..…..…..斗.
対象(受益者)の妥当性|妥当である Ir山陽小野田市地域生活支援事業実施要綱Jに基づき実施している

目標達成度
有~ト…H・H・H・H・....…..…"・H・M・..1
効|類似事業の存在 |存在しない

性|エ雨量二ぷ言語|福山ヨ|両立与語必議長雨五五五五五34L
実施主体の適正化 適正である

51場経骨子51:::時五]~~:~在日現時宗存者手伝説さ言語宗五五:

課題

今の夜
方
向性

特記
事項

コスト効率 概ね適正である

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時期
善



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直面所(係)I 障害福祉課 障害福祉係 匹I26 I 

障がい者施設運営事業

障がい者

意図|障がい者が住み慣れた地域の中で自立した生活ができる。

歳 出 予算現額〈円) 決算額(円)

保険料 253，000 252，071 

支 みつぱ園指定管理委託料 2，285，000 2，284，000 
出
まつば園指定管理委託料 767，000 766，000 

内
訳 のぞみ圏指定管理委託料 2，108，000 2，107，000 

自動車借上料 155，000 154，224 

dEEZ h 計 1 5，568，000 5;563，295 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 5，568，000 5，563，295 

ぷE』コ 言十 5，568，000 5，563;295 

人件費概算 |人工数(人間人匂克1~想見|無|恒竺l 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1.. H26 I H27 I I . H28 |目標 l

I 40人 I 40人 I l' 40人 |達成

1 1指定障害者指定支援施設みつば園利用者数 r 40人 I 39人 I I 39人 | 度

40人 1 40人 1 I 40人
21指定障害者サービス事業所まつば園利用者数 r'・H・41.A.・H ・...r.......五ス….....1r…・・40.A.

102.5% I 112.5% 
20人 1 20人

31指定障害者サービス事業所のぞみ園利用者数{…・18.A.・.....・I・...・H・--[益丈H・H・...

-
V
 
良l

-

-

i

 

崎
一
人
…
人
一
例

川

U
-
n
u
"
n
o
"

、J

叩一

2

…l
一引90.0% 90.0% 

目的の妥当性 概ね妥当であるl障がい者が安心して自立できる環境づくりにつながる事業である。
妥 t.，・ H・..…-…..…"・H・H・...…l…・・….................1 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|条例により市が設置した施設であり、妥当である。
性ト…….....・H ・.....・H ・-…….1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|施設を利用している障がい者が対象。

目標達成度 概ね達成している|概ね施設定員を満たす利用者数を確保している。
有 r….....................…........…..1.............................1
効 |類似事業の存在 | 存在する |民間事業者による障害福祉サービス事業所。

位 lエ雨量二伝説-雇日記京三|長ぷ;言語.4説副長ぶ掃業高ζ
実施主体の適正化 |適正である|施設の管理・運営は、指定管理者制度を導入している。

効~.;・H・-……........……"・......…1........................;....1

率 1~受益者負担の適正化|適正である|障害者総合支援法に基づく利用者負担を適正に求めている。
性 1....……・……………・1.............................1
コスト効率 適正である .ト

|課題

、2今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課冒局面室冒所得)I 障害福祉課 障害福祉係

中項目(施策)

障がい者福祉の充実

障がい者施設修繕等事業

事|毎年、指定管理者から要望順位を付けた修繕等リストの
業|提出を受け、事業実施する。
概|障がい者施設の管理をするため、計画的な修繕事業を行

匹1 27 1 

要|う。 1意図|施設の修繕、備品の買替等による障害者福祉の充実

支

出内

訳

歳 出

工事請負費

機械器具費

ぷE』ヨ 計

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

5，255，000 5，227，200 

3，056，400 3，056，400 

8，311，400 8;283，600 

|人工数(人役)1瓦再葺I再n
|0.251  877，6011 

扇動指標または成果指標 H26 

みつば園エアコン移設工事(総合事務所より移
1 1 
設)

21みつば園エアコン設置工事(食堂、調理室等)

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源

dEb2 • 

交付税
算入

計

31まつば園作業棟屋根改修・自転車置場設置工事| l 

予算現額(円) 決算額(円)

地域公益事業 3，326，400 3，326，400 

4，985，000 4，957，200 

8，311，400 8，283，600 

経常

目的の妥当性 |概ね妥当である|施設改修により利用者の環境整備を行うことにより、障がい者福祉の充実が図られる。
妥}….....n..…........………1.............................1

| 言詰 l里竺幣?雪守?開胃?号何雪?黙空| 雪幣?三交?三| 空村{7"tlf.三;:.J:さ!竺"$7J~竺竺空空存.竺丹F
対象(受益者)の妥当性l妥当である!施設を利用してし、喝る障がい者が対象。

i目標達成度 |達成している|予定どおり施設の改修等を実施した。
有ト….....・H・..…・…...・H・..........1.....・H・-一一一一一..1...
効.I類似事業の存在 |存在しない

主|エ雨量二記長説|説モ.~.~~.l函;;:説五見込ji面五五五五五三伝記
実施主i体本の適正化 l適正である|指定管理者制度を導入し、リスク分担により1叩0万円以上の改修は市が実施する。

， 効 }トト"……...一.
率 !畏益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求めることができない事業
性. ト“…………..……..….“...………..…….“山………..山…..山…..山.“山…?ρ山..………..山…..山…..山..………..山…..……..…..……・・・..1.............................1
bスト効率 |適正である

課題

今の後方

向性

特記
事項

..... 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

障害福祉係 回三日
天項百I

平成28年度事務事業評価シート|課圃局直圃所(係)I 障害福祉課

中項目(施策)

障がい者福祉の充実

障がい者団体支援事業

il-(一一一自由児(者)父母の会、山陽小野田市手をつなぐ育成会)か
ら、収支決算・予算書、事業計画・報告書等と併せて補助
金申請を受け、審査の上決定を行い、補助金を交付す
る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

身体際審者協議会補助金 316，000 316，000 

支 肢体不自由児父母の会補助金 12，000 12，000 
出
手をつなぐ育成会祷助金 12，000 12，000 

内
訳

dE
』

ヨ 計 340，000 340，000 

地域で活動する障がい者団体

手段 l補助金を交付する

歳 入 .予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財ー 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 340，000 340，000 

dEbコ
. 計 340，000 340，000 

人工数(人役)1必崎市7] I交付税r-:I I ::~_U$ ".1 I on. I 人件費概算
1 0.11 れ叫 | 算入 | 

無 II会計種別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標
I 3団体 I 3団体 113団体 |達成

1 1補助金交付団体数 1 3団体 1 3団体 1 I 3団体 | 度

2 

100.0% I 100.0% 

通普

3 

目的の妥当性 妥当である|障がい者団体に補助することにより、障がい者の社会参加の促進が図られる。
妥十M・M・.......・M・...・M・.................・・1 ・ 1 

¥当。|自治体関与の妥当性|妥当である Ir山陽小野田市障がい者団体補助金交付要綱」に基づき実施している
|性 h.......:.......・H・...…………・1.............................1
対象C受益者)の妥当性|妥当である 1r山陽小野田市障がい者団体補助金交付要綱」に基づき実施している

|目標達成度 |達成している
有↓，'......;.......:......，.，............;....1
| 効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量-二伝言語長|長証仁三;;ぶ|長-jii;差益泌五五議員三ぶ-L最高石;
実施主体の適正化 |適正である

効 ト……....・H・................・H・....1・・・・・....・-…・・…・・…t
率 l受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求められない事業

|性ト…...・H・-………・….J...:=~ ・…・….1
|コスト効率 | 適正である

.レ
課題

今の向方
性

後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善

期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜・局・室・所得)1 障害福祉課 障害福祉係 匹ロヨ
天事百I 中項目(施策)

障がい者福祉の充実

福祉タクシー費助成事業

帳A、B④精神障害者保健福祉手帳1級所持者
il対象者:ー者手帳1.2一一級の下肢障害、心臓機能障害、呼吸機能障害③療育手

内容:タクシー乗車の際に要した初乗運賃の助成する。
原則、年60枚。 I意図|障がい者の日常生活の利便と社会活動の範囲の拡大を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

印刷製本費 225，720 178，200 国庫支出金

支 福祉タクシー助成費 29，492，000 27，121，732 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 29，717，720 27，299，932 

合計 29，717，720 27，299，932 dEEコh 計- 29，717，720 27，299，932 

人件費概算 |人工数(人間人件想~ 1想見|無|也剖 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指槙または成果指標 H26 1 石デ寸 I H28 1目標 l

[随時】 I [随時1 I I 【随時1 I達成
1 1福祉タクシー券交付冊数 1，633冊 I1，690冊 II 1，622冊 l度

[随時】 I [随時】
21交付人数 1，449人 1，487人

[随時】 [随時】 [随時】

31福祉タクシー券利用枚数 …詰，1泌夜....r....4S.;ZOU校.....1r…-ZL381在日目

目的の妥当性 妥当である|社会参加の促進につながる事業で、あり妥当で、ある

i日決断言説[::zj24Z::12説明言221ヨ持労jji器部55;:::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市福祉タクシー事業実施規則に対象者を規定している。

目標達成度
有 1...................，........:;...........;..1
、効、|類似事業の存在 |存在しない

性主雨量二伝説|言語CZ;ミ|長;i:言語以元五五両五五長五返る-L
実施主体の適正化 適正である

il場券EP--i::|:45長谷r;;.;=桜子持労逆手161;格安王子!?至545:
I Iコスト効率 1概ね適正である

課題

今の向方性後

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)I 障害福祉課 障害福祉係 匹I24 I 
天頂百T 雨項目(施策7

障がい者福祉の充実

「障害者差別解消法」推進事業

いを理由とする差別を解消するためのf法去的義務が生じi目晴幡一障酪害
る。地域の実情に応じた差別の解消のための取組みを主
体的に行うネットワークとして地域協議会を開催する。ま

啓発活動としての講座の開催、地域協議会の開催

た、視覚障がいの方へ点字での案内などを行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

報償金 90，000 14，000 国庫支出金

支 消耗品費 100，000 23，486 財 県支出金
出
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 190，000 

iロ~ 計 190，000 37，486 dEbZ • 計 190，000 

人件費概算 i人工数(入信|人件削減免|無自出 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 1地域協議会の開催

※上段:目標中段:実績下段:達成率

夜7一寸 I H28 1目標 l

達成
度

障がい者に対する合理的配慮、等に関する職員研・…
21 修 E・・・H ・H ・....................

1か所

31障がい者差別に係る相談窓口の設置 1か所
・+・・・・・・・M・M ・........・H ・....1 ・.............

100.0% 

目的の妥当性 妥当である|こころのバリアフリーの推進を図ることを目的としており妥当である

決算額(円)

37，486 

37，486 

経常

ilH説明言説.r..記長:]~~ぞ21日...日伝子!??JE--izfiH祥寺子主主主115::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である Ir障害者差別解消法」、「山陽小野田市障がい者差別解消支援地域協議会設置要綱」に基づき実施している

目標達成度 達成している
有 t...........................................;1
効 |類似事業の存在 |存在しない
1性生 }トトト"………..…..山…….“…..…....………..….“..…….“….“….“.“……….“山..….“.“…….“….“….“...…….“….“.“…….“….日一.“.“……….目….“…...………..…..…...…，+.………....………..…....……….“…....………..…..“………..…..….“.“……..….“.

土位施策〆'"の貢献度|貢献している|障がい者福祉の充実が図られる事業である。

実施主体の適正化 適正である

il勇経併設r..仔52::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
1コスト効率

課題

今の方後

向性

特記
事項

適正である .ト

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室電所得)I 障害福祉課 障害福祉係 匹亡E
大項目(九町、

公共施設バリアフリ}推進事業

公共施設

手段|関係各課と連携を図り優先順位をつけて対応する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円} 歳ぇ入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源

4z』z 計 。 。 dロ』 計 。 。
人件費概算 !人工数(淵人件15;61|宝引無ll::竺l一般 経常

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 I整備箇所の実施数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|障がいのある方が安心して自立できる環境を目指すことを目的としており妥当である
妥 r十"……….“……….“山.. 山....………..…...山….. … .. 
当 l自治f体本関与の妥当性 i妥当である Ir哨高齢者，陣寄者の移動等の円滑化に関する法律相(ノパ〈旬日ア円フリト一新法制)J沖や『仙山口県福祉のま払ちづ引くり鳩条例側Jに基づき実紐し山てい刊る
性ト……・……"・............・H・.+............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である Ir高齢者，障害者の移動等の円滑化に関する法律(ノ旬アフト新法)Jや「山口県福祉のまちづくり条例」に基づき実施している

目標達成度 |概ね達成している
有 1.............;.;.....，..;...:..;.....，.........1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二伝言語-長|長証CE;、弘|両立:品五弘元副;員五五-L主主主ぷ
実施主体の適正化 | 適正である Ir高齢者，障害者の移動等の円滑化に関する法徐(バリアフリー新法)Jや「山口県福祉のまちづくり条例」に基づき実施している

効 1..，.……H・H・...…………;..1.…・ l
率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求める事業ではない
性し………・………………1.............................1
コスト効率 適正である

.レ
バリアフリーに関する状況調査を実施し一覧にまとめた。い赤て崎各公百民館にエレベーターが設置されたが、関係各課との協議に
よるものではないため、今後は公共施設の再編計画につ 課と協議を行い検討をおこなっていく。

、課題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

皇室トー



様式1号(事務事業評価)

匹I2 I 平成28年度事務事業評価シート|課唱・室圃所得)I 公営競技事務所

大項目(i!&町、

事|売主蚕函一部を地域福証、体育等の振属に寄与すること
業|を目的とし、周辺対策事業の一環として市内全域を対象
概|に公共施設改修をする。

要

J 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

地域公益事業費 10，000，000 8，679，744 

|支

出

卜内
訳

d広』司 計 10，000，000 8，679，744 

人件費概算

活動指標言正I孟戒果指標 H26 

地域公益事業

蔵一入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

地方債
内合
訳 F その他 施段改善基金 10，000，000 8，679，744 

一般財源

，Eeヨh 計 10，000，000 8，679，744 

臨時

10，000，000 I 10，000，000 
同・..・.......・H・.......
3，264，516 I 8，072，800 地域公益事業(工事請負費、修繕料、備品購入

1 I 
費)

2 

32.64% I 80.72% 

3 

l' :妥 |目的の妥当性、 i 妥当であ三 I~=トレース事業による収益の一部を地域福祉に寄与することにより、事業の理解守ることを目的力ロ

，当 i自治体関与の妥当性| 妥当である|オートレース事業として、地域住民に貢献する取り組みであり妥当である。
J 性1・・..............…・……・・……1.............................1
対象(受益者)の妥当性l妥当である|市の公共施設における改修であり、妥当である。

目標達成度r 同 |概ね達成している

類似事業の存在 |存在しない
有
効
性

コスト効率 概ね適正である

..... 
企画課と連携して、改修等が必要になっている関係課の要望を把握する必要がある。

課題

. 

! 今の後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性、
時期

特記
事項



平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室|

大項目(政策)

2|高齢者・階的情が安心して自立できる環境づくり
市山計画 n

石丸総合館管理運営事業

様式1号(事務事業評価)

回三ヨ

事l地域福祉の向上や人権啓発のための住民交流の拠点と
業|なる聞かれたコミュニティセンターとして生活上の各種相
概|談や人権課題の解決のための各種事業を総合的に行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 1，2:37，120 1，355，778 

支 委託料 503，000 501，640 
出
使用料及び賃借料 245，000 244，269 

訳内 負担金、補助金及び交付金 204，000 198，000 

その他 334，000 306，477 

'@ヨh 言十 2，523，120 2，606，164 

人件費概算
l人工数(人役)1人再葺I丙n
14.151  8，998，3391 

活動指榛または成果指標

1 1相談事業件数

石丸総合館管理運営事業

地域住民

人権啓発や地域福祉のための交流拠点として環境を整える

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 3/4 5，102，000 4，922，000 
源割
地方債

内合
訳 その他 総合館使用料 1，000 4，230 

一般財源

JEbza • 計 5，103，000 4，926，230 

H26 

想見|無|
※上段:目標

経常

21教室、行事、大会等開催数
•••• •••• •••• •••• ••• ••• ••.• 
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31総合館利用者数

目的の妥当性 妥当である 地域福祉の向上と人権啓発につながる事業であり妥当である
妥 -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー.......ー..ー・・・・・・ー・・-・・・・.................................................................................................................................ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・

当 自治体関与の妥当性 妥当である 地域福祉の向上と人権啓発のための各種相談等を実施する事業であり妥当である
性 ・...........................................-・・・・・・・・・・・・................-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..............................................................................................................................
対象(受益者)の妥当性 妥当である 地域の世帯数の減少や利用者も減少しているが継続した取り組みが必要である

目標達成度 概ね達成している利用者が減少傾向にあるが、地域住民の交流拠点としても必要な施設である
有 ............................................ ............................. ..................ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..............................................................................................................
効 類似事業の存在 存在しない
性 -・・・・・・・・・、・一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.、....、ー・・・・・............................. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...........................................................................................
上位施策への貢献度 貢献している 地域福祉の充実に貢献する事業である

実施主体の適正化 適正である 市が直接運営しており適正である
効 ・・・・....可t...F................，E E----------------・・・・・・・・・・..................-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・................................................................................................................................................

率性
受益者負担の適正化 適正である 隣保館の運営については県からの補助を受けている
.......................................... .. -・・・・・・・......................................................................................................................................................・・・・................................
コスト効率 適正である 施設の老朽化が進んでいるが適切な管理運営を行う.ト
少子高齢化により利用者は年々誠少傾向にある。特に小学生の平日利用が大きく減少している。また隣保館事業の最大の

t 目的である地域福祉の向上と人権啓発のための各種相談事業についても利用拡大のための内容等の充実を図る必要があ
る。そのような中、職員による「石丸総合館だより」の戸別配布や声かけにより地域の高齢者の引きこもり防止につながったり、

課題 認知症予防の観点から地域の人が自主的に曜日を決めて集まるなど新たな利用が生まれている。
今後も利用者の維持・増加のために活動のPRや魅力ある事業の展開など地域に聞かれたコミュニティセンターとして子供か
ら高齢者まで利用しやすい施設として運営、整備が必要である。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

県支出金の隣保館運営事業費補助金は、事業費ほか人件費(2名)を含むため、歳入・歳出は合わない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室| 匹亡日
天項目( 中項目(施策)

地域福祉の充実

石丸総合館地下タンク廃止事業

事iZ22t:tzf会言語忍芸誌守27需品エミな2252|対象Ir老人憩いの家」風自用地下タンク
業|果、使用しなくても中止の場合は管理義務が発生し、毎年検査報告が必要I:<: ~n. I γ 

却~Iとなり、廃止する場合は、廃止届を提出することで完了するので廃止届を|手段|専門業者による重油の抜き取り、及び砂等での充填
韮|提出するよう指示を受けた。地下タンクを専門業者に依頼し、完全に重油
lを抜き取り、砂等で充填した上で、廃止届を提出する必要がある。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

修繕料 308，880 190，080 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 308，880 

4E』三 計 308，880 190，080 dEb2 • 言十 308，880 

人件費概算 |入閣淵人件12311ThIE竺|一般
活動指標または成菓福覆 H26 

1 I r老人憩いの家」風呂用地下タンク廃止工事

2 

3 

目的の妥当性 妥当である
妥 t..・M ・H・H・.....……..……...".............................，
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|石丸総合館条例
性ト…………...・M・........・H・..…|……・・..........…|

H27 

対象(受益者)の妥当性l妥当である|地下タンクの廃止事業であり妥当である

目標達成度 達成している
有 t..・H・..…・…・・・・・・山・.....・-・山...，........…・…・・……1…
効 |類似事業の存在 |存在しない|行っていない
性ト…….........……………+.......…H・H・........・H・1..
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である

il祥子様子手.ft.r..日百二二二二:

課題

今の向後方性

特記
事項

コスト効率 適正である

事業の終了

....... 

改善
時期

決算額(円)

190，080 

190，080 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所得)I 社会福祉課 地域福祉係 回二口
中項目(施策) 小項目(基本事業)

地域福祉の充実 地域福祉推進体制の整備・充実

社会福祉協議会支援事業

ー，地扇福証事業は行政正社会福祉協議会が共に推進して
芸|いく必要があるため、社会福祉協議会が組織運営するう
概iえで不足する費用を市が補助する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

社会福祉協議会補助金 52，507，000 52，507，000 

支
出

内
訳

4ロ』 言十 52，507，000 52，507，000 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

Rオ 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 52，507，000 

dロd. 計 . 52，507，000 

人件費概算 !人瑚淵可弘iI宝j(見|無陪出一般
若動指標または成果指標 H26 

1 1会議回数(事業実施についての会議) 2回 3回

2 

3 

目的の妥当性 i 、 |妥当である|非営利団体である社協の財政支援を行う
妥}…...・M・..…………H・H・..;1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|福祉行政は、市と社協が共に推進すべきものである
性}……………"・H ・H ・...;...，.+.......……|

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 F，.;...........................o......"....，....1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 ~.;....;;....;........................ò.......1

上位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 適正である|地域福祉の充実のため、市が補助
効 r……………...・H・-…・1………….........，........

決算額(円)

52，507，000 

52，507，000 

臨時

率 |受益者負担の適正化|概ね適正である|社協の自助努力が必要と考えるが、人件費を負担することは非営利を考えると概ね適正
性 F.……………………..1…・・…………..1
コスト効率 1適正である

.い
社協は営利を目的としていないが、収益事業を実施することができるため、この収益事業を拡大し、人件費を含めた総事業
費の収支バランスを考えながら財政運営を行う必要があると考える。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 l l目標設定にそぐわない事業
事項 | 

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室面所(係)I 社会福祉課 地域福祉係

大項目(ifD(町、

福祉センター管理運営事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

中央福祉センター指定管理者番託料 14，278，000 14，277，600 国庫支出金

支 両千帆福祉会館管理委託料 3，995，000 3，799，805 財 県支出金
出
光熱水費 3，031，348 2，777，414 

内

j原割
地方債

内合
訳 燃料費 1，940，841 1，586，651 訳 その他 福祉センター値用料 2，030，000 

その他 4，509，811 4，428，671 一般財源 25，725，000 

ぷ回~ 言十 27，755，000 26，870，141 dロL 計 27;755，000 

人件費概算 i人工数(矧雄官山想見|無 Il:竺リ一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

百動指標または成果指標 H26 1 百互7一寸 I H28 l目標 l

1 1延べ利用者数(市内7箇所) 1....コ....二コ....ヨ:::1浅汚..王沼湾:1涜浅2窓答犯15E犯鵠犯;;三辺辺:1主廷{主笠詔筏i1主在奴:]1怒1〔思1A芸五友ζ工け芸疋ζrζけ川....二...-+士-+士+.上.....二.....涜::1沼五:1E宍t荷宍究誌鋭燃i{5E設鴻，2涜，2お撚:2涜i詩h

21入浴利用者数 …・261SEX-…r“五.:o4.iX..... 17，772人

3 

目的の妥当性 妥当である|地域福祉活動の拠点で、ある

i l-jig--5詩型T'"記長:::lfHEft持22三五ji長二二二.......
対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象者が明確であり妥当である

目標達成度
有 r…......・H・ 1

効 |類似事業の存在 l存在しない
性~..;.;':..，..…|

| |上位施策今の貢献度|貢献している

匹I2 I 

決算額(円)

1，916，421 

24，953，720 

26，870，141 

経常

|実施主体の適正化 | 適正である|管理は公民館長が併任(本山・赤崎・須恵・高泊・有帆)、指定管理者制度(中央)、管理業務委
I~J~~.71~~~~~..JL"" I JJE!.J.l.- ¥.. ()I_raJ I託(高千帆)

効 E..・H・…・・・…・…・・…・・…・…・1.............................1
率 1受益者負担の適正化|適正である|山陽小野田市福祉センター条例による
性 b・H・-・….，.・H ・..…………..1.............................1
iコスト効率 | 適正である|

..... 
-各福祉会館において、老朽化による故障・破損がいたるところで発生しており、施設の維持管理費(修繕費)が嵩んでいる。

課題'

の今後方
計画どおり事業を進めることが適当

1向性

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 l 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 社会福祉課

~I老朽化に伴う小規模な修繕を行うとともに、建築後20年を
芸|経過したものについては会館全体を改修する。平成28年
概|度は会議等に使用するための長机を購入する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

備品購入費 450，000 449，280 

支
出

内
訳

4E』ヨ 計、 450，000 449;280 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

dEb2 • 計

地域福祉係

予事現額(円)

地域公益 450，000 

450，000 

人件費概算 |入閣官~人明 [ず|張|国 j一般
活動指標または成果指標

1 I高千帆福祉会館利用者数

H26 

13，126人

H27 

12，411人

2 

3 

.目的の妥当性 l妥当である|地域福祉活動の拠点である
妥 I竺........・M ・M ・...…H・H ・M ・...…..1..............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市福祉センター条例による
性ト……………，……-・… 1.............................1
|対象(受益者)の妥当性l妥当である|対象者が明確であり妥当である

目標達成度

e t桝聖子子五::::;::::::|::::存5121:::
上位施策への貢献度、|貢献している

E実施主体の適正化 適正である|会館の管理・運営を山陽小野田市シノレバー人材センターに委託

!I場経将棋:[E565:lBH171内51T154jiJZ二二........
コスト効率 適正である

課題

今の後方

向性

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

...... 

事業の終了
改善
時期

匹工己

決算額(円)

449，280 

.449，280 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜帰省室副所得)I 社会福祉課 地域福祉係

天項百I 中項目(施策)

地域福祉の充実

赤崎福祉会館改修事業

き|老朽化に伴う小規模な修繕を行うとともに、建築後20年を
高|経過したものについては会館全体を改修する。平成28年
要l度は女性浴室の混合水栓を修繕する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 173，000 170，640 

支
出
内
訳

dE民ヨ 計 173，000 170，640 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 173，000 

dE』ヨ 計 173，000 

入件費概算
|人工数(入役)1人件費(円)1 1交付税 1_ 1 1.6.乱躍町|
| 0叫 28fl，7i61 I 算入 | 無 II会計種別| 一般

活動指標または成果指標 H26 
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 I I H28 I目標 l

1 I赤崎福祉会館利用者数 7，699人 7，509人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|地域福祉活動の拠点で、ある
妥 r……………・-………1.............................1
当l自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野岡市福祉センター条例による
性 f....ム・................…...・H ・:.......1.............................1
対象(受益者)の妥当性i妥当である|対象者が明確であり妥当である

目標達成度
有 1....，...，.:........;..，..................:..1
効|類似事業の存在 ム |存在しない
性 lo.............................:..，....，.....1
上位施策への貢献度|貢献している

達成
度

匹I4 I 

決算額(円)

170，640 

170，6401 

臨時

実施主体の適正化 |適正である|会館の管理は公民館長が併任、風昌の業務は地区公民館運営協議会に委託
効 Iトトト"山……..…..…ん..山..………….い……J一……..山..………..山………..…………..……..……..…....………"山…....…………..……..….町...………..…………..……..……..…...…………..……..……..…...……..…..ι.
率 |受益者負担の適正化|適正である|山陽小野田市福祉センター条例による
性 I・M ・..………………・1.............................1
コスト効率 |適正である

課題

今の後方

向性

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

... 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 社会福祉課 地域福祉係

大項百( 中項目て面責7

査|老朽化に伴う小規模な修繕を行うとともに、建築後20年を
高|経過したものについては会館全体を改修する。平成28年
要|度は水道メーターの口径をゆ40からゆ20fこ変更する。

地域福祉の充実

有帆福祉会館改修事業

歳 出 予算現額C円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

工事請負費 286，000 285，790 国庫支出金

d 支
出
内l

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 286，000 

dE』3 計 286，000 285，790 ぷE』ヨ E十 286，000 

人件費概算 !入都合~人件15:611 叡見|無 l l::竺~ 一般

活動指標または成馬醸

1 1有帆福祉会館利用者数

l h 古デ寸 I H28 l臼擢

1........

2阪

2 

3 

.目的の妥当性 妥当である|地域福祉活動の拠点である

: t~:~~!~!労骨子Iヨ:~~~::]~臨時五台i:計三割当:::::::::
対象{受益者)φ妥当性|妥当である|対象者が明確であり妥当である

目標達成度

il祥子計五，.......T...子五日"'r二二二:
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|会館の管理は公民館長が併任
効 r………・…H・H・….....…・・1，.，.........………….，...
率 1:受益者負担の適正化|適正である|山陽小野田市福祉センター条例による
!性[;.…H・H・，..…・……・……:，.1....::-::-.:=...:・H・，.….1.:
コスト効率 適正である

課題

今の向後方性

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

.. 

事業の終了
改善
時期

匹I5 I 

決算額(円)

285，790 

285，790 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係 回二日
天項百{ 中項-13~施策)

地域福祉の充実

~I 日本赤十字社の公共性等から、各市町村長は日本赤十
宝|字社山口県支部の地区長・分区長となっており、社資募

日赤社資募集

議|集や献血推進事業を行う。 I手段|赤十字活動資金(社資)の募金活動や赤十字事業運営
要I I意図|日本赤十字社の理念や事業の周知及び財政基盤を強化

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

dロ』 言十 。 。 dEE2 h 計 。
|λ主数(人投)T-A件費(円)1 1交付税 1__ 1 1 _A.，，_t_:tg， 0" I .'" I 

人件費概算 I 0.2司| 山
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標
9，541，000円 I9，523，000円 II 9，545，000円|達成

1 1社資(寄付金)額 1... ~.~~9.?烈日目!日日J史羽 I L~:~~:~!.;♂日目 I fl I 
83.95% I 79.4% I I 95.6% 

2 

普通

3 

目的の妥当性 妥当である|日本赤十字社の理念が明確で、その理念に基づく社資募集である
妥 t..・M・..…・山.........…・……..，.......・M・..................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|歴史的経緯及び擢災者の救護(地方自治法第2条第3項)等の側面から、妥当である
性 }…........………………・・・1.............................1
l対象(受益者)の妥当性| 妥当であるー|日本赤十字の理念に賛同する者が社資を出資する

目標達成度 |概ね達成している
有~....，.........................，..........:...I

効 l類似事業の存在 |存在しない
性卜 l 

a上位施策への貢献度I貢献している

|実施主体の適正化 |適正である

i!持労務IE56E!?日日555今日日日正........
コスト効率 適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 社会福祉課 地域福祉係 匹亡口

献血推進事業

中項目(施東 1 -jI¥項目I基本事業)
地域福祉の充実 1 11 地域福祉推進体制の整備・充実

天項百1
2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくり 14 

{日計画名

目本赤十字社協力事業

事|山口県示三F字血設セジヲーとの聞に立って、市内の企業
業1:こ献血への協力を求めるほか、献血キャンベーンなどで
概|来場者に献血をお願いする。

要

歳 出 、予算現額(円) 決算額(円)

主
出
内
訳

合計 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

合 計 。 '. 。
人件費概算 |人工数(人間人空241想見|無|問問| 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標

1 1献血実施箇所
• • • • • • • • • ;
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H2旦ー」目標
60件 |達成

60件一|度

100.0% 

662Q 

607.40Q 
.31:説…・1普通

101.69% I 87.90% 
716Q 1 696Q 

21献血量 614.40Q I 564.60Q 

85.81% 81.12% 

3 

目的の妥当性 妥当である|安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律による
妥 t..."......・M・....・H・.....................，.............................，

当 i自治体関与の妥当性|妥当である|安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律による
性ト………...・M・.....・H・…H・H・-ヶ1.............................1
対象(受益者)の妥当性l妥当である|安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律による

目標達成度 概ね達成している

有 t"...........，."....."...............，.....，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 I 、 |
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律による
効 ..t......... ，......，......，.......，.....，.....，.， 
2事 l受益者負担の適正化|適正である
性 f....;~..."........ ，............."........， 1

lコスト効率 、 | 適正である .. 
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

業

一

事

一

算

一
予

一
ロ
一
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一

一
記
項
ー
一

一
特
事
一

l
 

、



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係

犬項目I 中項目(施策)

地域福祉の充実

世 E市(J)福ネ正行政の一環として、地域福証面再の活動を支援

主lする
!:I負担金…山口県更生保護協会
主|補助金 保護司会、原爆被爆者協会、社明運動実施委
l員会

福祉関係団体支援事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予事事面(円)

山口県更生保護協会負担金 56，000 56，000 国庫支出金

支 保護司会補助金 57，000 57，000 財 県支出金
出
原爆被爆者協議会補助金 20，000 20，000 

内
源割
地方債

内合
訳 宇土明運動実施委員会補助金 236，000 236，000 訳 その他

一般財源 369，000 

£E』コ 計 369，000 369，000 合.計 369，000 

人件費概算 |瓦工数句|人件間~ I宝~I 無 Il:_:!竺l一般
活動指標または市東福覆

1 I負担金・補助金交付件数

2 

3 

:コ

目的の妥当性 妥当である|活動が地域福祉の増進につながるo
妥 t.......・M ・.........…-…・・....・...…1"・H ・H ・....… 1 

当l自治体関与の妥当性 l妥当である l市の方針に沿った団体である
世・...・M ・..…H ・H・...………H ・H ・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市社会福祉関係団体補助金交付要綱

目標達成度
有 r…...・H ・..…・・ I 

効 i類似事業の存在 |存在しない

性|斗元員二記長議長|説日ミ|
実施主体の適正化 |適正である

、効 f.............................;;.;.;o.........1
率 I受益者負担の適正化|適正である
性 l........;;;............;.;;;.................1

コスト効率 適正である

課題

、

.ト

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当

特記 i l目標設定にそぐわない事業
事項 | 

改善
時期

匹E己

決算額(円)

369，000 

369，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室園所得)I 社会福祉課 地域福祉係 匹LiiJ
大項目(叫位、 荘、項百事本事葉〕

地域福祉推進体制の整備・充実

.市内において発生した災害~が示るi隠災者に対し、その被害状況に応じ
事|て災害見舞金を支給し、その援護を図る。

業11住家(全焼、全壊、半焼、半壊及び床上浸水 1世帯30，000円・部分焼
却Q:11世帯5，∞0円)
基 I~ 事業所(全壊、半焼、半壊及び床上浸水 1事業所30 ， 000円)
13人命(死亡者1人50，000円・負傷者1人10，∞o円)

災害見舞金支援事業

災害擢災者

手段|被害状況に応じて見舞金を支給する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

見舞金 250，000 160，000 国庫支出金

支 民オ 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 250，000 

~ 陶 計 250，000 160，000 dロL 計 250;000 

人件費概算 |人工数(匁|スて別|想見|無|同問| 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1支給件数
……・..gf手…・....・I・H・--8存.

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

! t:~:~~i~~:ヲ希望::[::2551EH!?百円安5555場所!155:::::::
対象(受読者)の妥当性| 妥当である|災害に係る状況を調査した上で対象者に支給している

目標達成度
有， t........・H・........てH ・H ・...........・H・..1.............................1

効 |類似事業の存在 |存在しない|
性ト……………………1.............................1
上位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 適正である

i l骨量予言語ら房長I::日五三:1:::::::::::::::::::::::::::

課題

今の方後一

向性

コスト効率 適正である|災害擢災者に対する見舞金規則による

..... 

計画どおり事業を進めることが適当

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改時善期

決算額(円)

160，000 

160，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|諜唱呈・所得)I 社会福祉課 地域福祉係 匹1 12 1 

大項目(政策) 中項目(施東〕 小項目(基本事業)

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくり 地域福祉の充実 地域福祉推進体制の整備・充実
出叶計画D

災害援護事業 災害援護資金貸付金債権回収事業

事 I~~台風災害…市から県へはすでに償還済みの災害援護資金
lであるが、借受人のうち償還期限を過ぎても未だ市に対する償
業|還を行っていない者がいるため、その債権回収にあたる
概 IH22大雨災害…H25年度から償還が始まり、債権回収にあたる
要

手段|納付状況の管理・把握、文書や電話での催告、戸別訪問

公平・公正の観点から未回収債権の回収を進め、償還させる

歳 出

災害援護資金利子補給金

支 災害援護資金貸付金元金償還金

出
内
訳

iE』Z 言十

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

406，000 276，000 

3，624，000 3，624，000 

4，030，000 3，900，0001 

|人工数(人役)1人件費(円)1 

|0.151  866，1481 

歳 入

国庫支出金

員オ 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財源

合 計

交付税| 虻 | 

算入 I "" I 

※上段:目標

活動指標または成果指標 H26 1 H27 

1 1催告件数

償還金(Hll災害)
21 
(償還額・分納誓約額)

償還金(H22災害)
31 
(償還額・分納誓約額)

100件 1 100件

[:二百狂:二[:::55E:
50.00% I 56.0% 

4，760，400円 13，638，000円

4，035，700円 11，810，200円

84.77% I 49.76切

4，035，700円 14，030，000円

3，337，900円 13，334，800円

82.70% I 82.80% 

予算現額(円)

1/2 203，000 

R曹師団...付量先制阻λ 3，624，000 

203，000 

4，030，000 

目的の妥当性 |妥当である|貸付金の債権回収を行わなければ、市の負担となるため、妥当である。

! ，:~:~~!~精子|:計三:t~刊明日仔521今日??三三五五........
対象(受益者)の妥当性i妥当である l対象者は貸付金を受けた者であり妥当である。

有 I.~.~空努守烹 |除~;þ.幣f竺?胃)j)jJ;L..仕)jJ;VCピピごi士ご力.~どだ寸1引?オ叶:プオ引fオオ|併~号空台史?三.鰐空
効 i類似事業の存在 |存在しない
性 ~.........;:....."....;.......................I

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 i適正である|災害弔慰金の支給等に関する法律

i l場券子房長12555:125時555害賠主主............
コスト効率 | 適正である|事業の性質上、これ以上コスト削減は困難である。.. 

決算額(円)

152，000 

3，215，700 

532，300 

3，900，000 

経常

-償還を滞納する者が多く、分納誓約を提出させているが、収入が少ないことを理由に償還をしない者や、連帯保証人として

課題:

今の後方

向性

特記
事項

の責任を果たそうとしない者が多い。引き続き、償還金滞納者に対する督促を強化し、全額返済を求めていくが、滞納者(連
帯保証人含む)の生活状況も確認しながら、無理のない範囲で返済額を設定する。
-県は市に対し、市が借受人に貸し付けた災害援護資金相当額を貸し付けるが、借受人から償還期限までに償還のない場
合でも、市が残額を一括して県へ償還することになるので、滞納分は市の負担となり、自主回収が求められる。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 社会福祉課 地域福祉係

天項百I 中項百て施東)

地域福祉の充実

遺家族援護事業

事l市の福祉行政の一環として、遺家族援護福証団体の活
1::1動を支援する
ま11山陽小野田市連合遺族会補助金
芸 I~ 沖縄戦没者慰霊祭参列補助金
13県戦没者慰霊祭参列補助金

歳 出 予算現額(円)

戦没者慰霊祭参列補助金 136，500 

支 連合遺族会補助金 117，000 
出
内
訳

.g. 計 253，500 

決算額(円)

100，000 

117，000 

217，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金 1/2 20，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 233，500 

dロL 計 253，500 

人件費概算 !人工数(淵人件相~ I想見|無|恒副 一般

活覇指標また}孟成果指標

1 1補助金支給対象事業

21補助金支給団体

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 官デ寸 I H28 l目標 l

1.........務 ::::::::l::::::::簿業:::::::||::::2事業二度

日寸

目的の妥当性 妥当である|福祉行政の一環である
妥 t"・M ・-…..............…..............，…・・…・・ 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|福祉行政の一環である
性ト......………・………・|… | 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|対象が明確である

目標達成度
有 1.......…・・……………・・…..，....・H・-…・
効 i類似事業の存在 |存在しない
|一性 1.;.....…………………J 
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化‘ |適正である
効 ト・..............………………l…・・"……….. … .. ……… .. … .. ….“……….“… .. … .. ……… .. … .. ….“……… .. … .. …...……… .. … .. …....寸.寸↑l'

回コヨ

決算額(円)

。

217，000 

217，000 

経常

率 |受益者負担の適正化| 適正でで、ある|戦没者遺家族.遺家族援護福祉団体が対象であり弘、受益者負担を求めることは適当でない。
性 iι1; .. 山…….. … .. ……… .. 山……….. 山….. 山……….. …… .. 山….. 山..………..…...........…・・…l…・・…・・………...1.. 

コスト効率 適正である .. 
、課題

t今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課町局圃室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係 回三日
中項目(施策)

地域福祉の充実

戦没者遺族等特別弔慰金事業

事|克両元較で公務等のために固に殉じた元の軍人、軍属及び準 対象|戦没者等の遺族及び戦傷病者等の妻等
|軍属の方に思いをいたし、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金
業|支給法に基づき記名国債を支給する。また、生涯の伴侶である
概l夫が障害の状態であることにより特別な精神的痛苦があることを
要|考え戦傷病者の妻に対し特別給付金を支給する。

手段|制度及び請求方法説明、請求を県に送付、国債を交付、

歳 出 予算現額(円) 決算額f円) 歳 入 予算現額(円)

消耗品費 23，000 18，834 国庫支出金

支 燃料費 47，000 38，739 財 県支出金 定額 13，000 
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 57，000 

合 計 70，000 57，5.73 dロ~ 計 70，000 

人件費概算 !入閣人間人官~，官|無 IE副 一般

活動指標または成果指標

1 I戦没者弔慰金の受付処理件数

2 

3 

H26 H27 

H・H・…・9'伴…・…T…・312祥H・H・

目的の妥当性 妥当である|戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法による

i li--H35許可:221五肝安静Z#日五房子祥三極Zjz;;::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である l戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法による

目標達成度

il祥子計百.........T...長~~~:~::l:
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法による

決算額(円)

23，300 

34，273 

57，573 

経常

i l祥子税制IE5BEl-5吉祥子財務翌日当5SEE-秀子E5511111-2255::
|コスト効率 | 適正である

...... 

課題

|一今の後方 計画どおり事業を進めることが適当
向性

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室所得)I 社会福祉課 地域福祉係

大項目(政策)

2|高齢者・障がし唱が安心して自立できる環境づくり
{日計画丹

戦没者遺族援護事業 戦没者追悼式開催事業

戦没者の御冥福を祈る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

通信運撒費 832 832 国庫支出金

支 会場設営委託料 324，000 270，0001 
出
内

財源割
県支出金

内合
地方債

訳 訳 ，その他

一般財源

A回- 計 ‘324，832 270，832 dE岳コ民 計

人件費概算
|人工数(人役)1人件費〈円)I I交付税
| 0.251 1，443，5801 1 算入

活動指標または成果指標 H26 

1 1追悼式の開催 1....二三国::::::::I:::::1E:::::::

21追悼式の参加人数 ::::1215::1:::1115::: 

3 

目的の妥当性 l妥当である|目的が明確である。
妥 ν f，................………・・……1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|全国の自治体が実施している
性ト………-…………....・H・...1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象が明確である。

|目標達成度 I I 
有 f........，..;..................，............，.I.............................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
少性 } 、 | 
上位施策への貢献度|貢献している

ー実施主体の適正化 |適正である
効 }ト"…川……..叩叩…貝日……..……..…....…………..……..…....…
z率葬 i受益者負担の適正化|適正である|追悼式の列席者に受益者負担を求めることは適当ではない。
性トH………..….日………..….日…..………..…..…..………..…..…..………..…..山..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..….日…..………..….日…..………..…..…....………..…...…叶..

324，832 

324，832 

!hコスト効率 | 適正である}祭壇の設置lはま2社の葬儀社から見積を1徴数収。式の運営は市職員o

.い

匹仁日

決算額(円)

270，832 

270，832 

経常

-遺族会にも協力をお願いするとともに広報に掲載するなど参加を呼びかけているが、遺族の両齢化も進んでおり、今後参加
者が徐々に減っていくことが懸念されるため、広報、啓発活動に一層力を入れる必要がある。

課題

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改時善期 30年度以降、改善する予定



( 様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 社会福祉課 地域福祉係 匹仁日
大項目(iStm、

事|証明蓮言語山陽小野田市実施委員会を設置して、次の事
~I業を実施
!:11街頭啓発(駅、中学校、高等学校、商業施設)
霊 I~講演会の実施
13市広報、ラジオ、新聞広告でのPR 1意図|犯罪や非行を防止し、立ち直りを支える地域づくりを目指す

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出

内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源
dE』3 計 。 。 AEbヨ.. 計 。
人件費概算 !瓦郡司人間。1 I 官|叶也竺~一般

活動指標またI主成栗霜覆

1 I街頭啓発実施場所

21社明講演会実施回数

3 

H26 H27 

…・・五箇訴…・r......ii5省前・・….

l回 l回

決算額(円)

経常

目的の妥当性 妥当である|犯罪や非行を防止するとともに、刑期を終えた出所者を受け入れる地域づくりを進める

iHFFHFE--EI:2225Z:::|浮き今日明日明手持王子5ち................
対象C受益者〉の妥当性| 妥当である

1目標達成度

:'1持者百二.T...子:~~~~:~::l::::
ト l上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|法務省の主唱により各市町村に実施委員会を設置

ilH-fi--手話.r..日夜T........
コスト効率 適正である

.レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業ゼロ予算事業

事項 l 

改善
時期

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係

天事百I

.社主幸福祉法第107条の規定に基づき:市町村が行政許面盃じて3言語し、
事|地域福祉を推進するための「理念」と「仕組みJについての行動指針とす
業|る。
姐III (1)地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項

中項目(施策)

地域福祉の充実

地域福祉計画策定事業

匹I31 I 

基1;川域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
1 C3l地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 |意図|地域住民が相互に助け合い、支え合う体制づくりを推進

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 180，000 88，000 国康支出金
|支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 180，000 88，000 

dEb3 h 言十 180，000 dロ~ 計 180，000 88，000 

人件費概算 |人工数(法|人fZ221|官lI無 I~正面 一般 臨時

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 I地域福祉計画策定委員会の開催日数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|社会福祉法第107条により地域福祉の推進に関する事項を一体的に定める計画を策定する
妥十.............…………・…....，・............................，

当 !自治体関与の妥当性|妥当である|社会福祉法第107条の規定に基づき、市が策定する
性一ト......…………......・H・-……1.............................1
対象(受読者)の妥当性l妥当である |社会福祉法第4条の規定により地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動

目標達成度

i|希円安:::::::::::[:日正r....二
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効 1.....................:..........，...........1
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f~.，....'..'...'...，.......................'， ....:;1

|コストj効率 I適正である

.レ
当初、平成30年4月の地域福祉計画策定に向けて事業を進めていたが、平成30年4月1日施行予定の改正社会福祉法に
〆おいて、本計画が福祉分野における上位計画として位置づけることが示され、これに伴う具体的な国の指針が平成29年秋
に示されるとととなったため、当初予定していた策定時期を平成30年度半ばに変更することとなった。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
|自標設定にそぐわない事業

事項 | 

改善
29年度中に改善に着手

時期



様式1号(事務事業評価)

天事百(

平成28年度事務事業評価シート|課伺・室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係 匹仁日
中項目(施策)

地域福祉の充実

，.福祉::=.........ズに凶語反対応子己正丙:行政だけでなく家庭を基盤とした地域社会
事|が連携する必要があり、民生委員・児童委員は、地域福祉の担い手として、地域
業|の方々 のよき相談相手として、また、行政や各関係機関のパイプ役として十分に
概|活動できるための支援を問。
ト民生委員の活動を支援し、民生委員児童委員協議会の迎営を支援するととも
要lに、研修会への参加を促し民生委員の資質向上に努める。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円J
民生児童委員行政調査委託料 9，370，000 9，369，6801 

支 民生児童委員研修費補助金 5，973，000 5，972，400 
出

地区民生児竃醤員協総会活動助成事業補助金 752，000 752，000 
内
訳

dE』Z 計 16，095，000 16，094，080 

民生・児童委員活動支援事業

民生委員・児童委員

手段|補助金を交付、事務局の運営

資質の向上を行い、地域で十分な活動ができるように支援

蔵 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 定額 10，120，000 10，121，680 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財調 5，975，000 5，972，400 

AEbヨh 計 16，095，000 16，094，080 

人件費概算 !人工数(人間人12Z81市(見|無|也記 一般 |経常臨時|

間
一
隅

活動指標または成果指標 間
一
隅

1 1訪問回数/活動日数=1日の訪問回数 1.06回 0.88回

2 

3 

I roill_，.:;..f::_'"L_ I誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、相互に助け合い、支え合う地域福祉の体制を
目的の妥当性 |妥当である l

市 I~~ "，J V"' .>I... ~I..J.. I t(..::::::j ....Ul.J.cJ 1.っくり、社会福祉の増進に努める。
言|通語長両副長当証 I 妥当.~~~...T民主萎錨議釜E蹴事務前-等闘孫揺斑京積極前五福五語・勢・芸課ち・芳涯忘草子者三五ï::
11=1 IJ:I 1'-r I~r::rV"" ~-::::I 1.:1:. I pc.，::::::I ¥，.， CJI.，)"oJ 1;なっているが、民生委員協議会を民生委員が自主的に行うことは難しい。

性 f..・H ・.....・H ・......…H ・H ・-…….+............................j:
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 1...，'."...，......，..，............:...，..，...1
効 l類似事業の存在 |存在しない
性 f...，......;，...;，.，..，..，;';.:...，.............1
|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|社会福祉協議会に事務局を委託することも考えられる。
効 t，.………..…….……….刊...…………"一….....………"…………..…………..……..…….“…...…………..……..……..…...…叶..
i率 |受益者負担の適正化|適正である
f性生 1..…….“山..山....……..山....……..….... ………..山…..…..………..…..…...………..…..….... ………..……..…..…...'...1... 
i主uコスト効率 適正である

4・レ-民生委員の意思統ーを図るには、小野田地区と山陽地区の本質的な合併が必要。
-民生委員協議会は法律上設置が定められており、その運営は民生委員が自主的に行うことが期待されているが、民生委員

諜題、
が運営することは現実的には難しい。
-民生委員の高齢化が進み、なり手不足が問題である。
-民生委員の不在地区の解消が必要である。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

業
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様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直刊(係)I 社会福祉課 地域福祉係

~I民生委員推薦会の委員の委嘱及び推薦会面逼膏
芸 I~推薦会委員については定数凶以内)
概|民生委員の定数を確保できるよう、候補者の推薦を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額L円)
委員報酬 100，000 60，000 

支
出

内
訳

dロ~ 計 100，000 60，000 

民生委員推薦事業

露支 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出会 定額 16，000 源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 84，000 

4E』2 言十 100;000 

人件費概算 円引人間~rず|無|同判一般
活動指標または成栗宿覆

1 1民生委員推薦会開催回数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

| 古デ寸 I H28 l同棲

:::::::EE::::::::i::::::2B::::::lt:::::::領二

匹亡日

決算額(円)

32，720 

27，280 

60，000 

-経常

目的の妥当性 妥当である|民生委員法第5条の規定により、推薦会は市に設置され、民生委員の推薦を行う

i I~:~~~f房長持I::記長...除手経妥当日;:手持者5前翌日.........
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
i有 1.....................，...，;...........，:....1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1....，..............，.............，.........:-1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である
l 効 t……....・H・..….....・H・.........….，
率 l受益者負担の適正化|適正である
性 L……………………L…
コスト効率 適正である

課題

.レ

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 l 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)・

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 市民窓口課 国保福祉係 匹I2 I 
大項目(政策)

.，.".，年々 増大・多様化する福祉ニーズに的確f;:対応子るた
芸|め、行政だけでなく地域社会が連携する必要があり、民生
四|委員・児童委員に地域福祉の担い手として、地域の方々
喜|のよき相談相手として、また、行政や各関係機関のパイプ
1役として十分に活動していただくための支援を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出
内
訳

合計 。 。

山陽地区民生委員・児童委員活動支援事業

民生委員・児童委員(山陽地区)

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国康支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

dEbコ， 計 。
| 工数(人役)1人件費(円UI交付税 I_ I 1.d.=..L.:Ar.l" I "'''' I 
…人件費概算 I Li51 附附~ I 算入 I ~ I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I ---H28 1目標 i
1 63人 1 63人 1 I 63人 |達成

1 1民生委員・児童委員の人数(山陽地区) I 63人 I 63人 I I 63人 l 度
l00.00% I 100.00% 
設定しない|設定しない

21民生委員・児童委員の延べ活動日数(山陽地区)1 10，388日 10，484日

3 

目的の妥当性 妥当である|地域福祉分野での有効な事業として妥当である。
妥 t....………H・H・....................1.............................1
当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|民生委員法及び児童福祉法による市としての取組みであり、妥当である。
性ト…H・H ・..............・H ・.....・H ・-…1.............................1
対象(受益者)の妥当性l妥当である|山陽地区の民生児童委員の活動に対する支援であり、妥当である。

冒標達成度 達成している
有 t....:..........................................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性活辰二記長長|福山;よ|記長芸品子二以伝記長ぶ毛布;

。

実施主体の適正化 適正である|山陽地区の民生児童委員の活動支援を地域に近い市民窓口課で行うものであり、適正である。
効 t...... ...~:....... ..........................1 
率 |受益者負担の適正化|適正である
性.f..，，:.........:.::.............;....:.....;.....1 
コスト効率 | 適正である

.レ
-平成28年度は、民生児童委員の一斉改選が実施された。地域社会で複雑化、多様化する課題への対応のため「活動量J
の多さや「負担感」の高まりにより、委員の選任が困難な状況にある。
-民生児童委員の確保のため、現委員や地元自治会長等と連携を深めてし、くことが必要である。また、委員活動に対しては、

課題 社会福祉課や関係機関と連携しながら支援していくことが必要である。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートl課・局・室・所(係)I 社会福祉課

大項圃( 中項目(施策)

社会保障の充実

地域福祉係

生活困窮者自立相談支援事業

""""'生活困窮者に対し、自立に向けた各種支援事業を行う。
主l支援を受けようとする者は実施事業者に申し込みをする0
=1事業者は自治体関係課及び外部関係機関で構成される
霊|支援調整会議において、支援方法等調整した上で支援
lをf子う。

歳 F 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 6，931，000 6，930，360 

支
出

内
訳

dE』コ 計 6，931，000 6，930，360 

F 歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 3/4 5，197，500 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1，733，500 

dロ』 計 6，931，000 

人件費概算 i人工数官|羽士引|官|無|同問l一般
活動指標または成果指標

1 I新規相談受付件数

2 

3 

H26 H27 

随時

61件

目的の妥当性 妥当である|生活困窮者自立支援法第1条の規定による
妥 r…….....・H・..…・…・・・・・・…・・・1…..........................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|生活困窮者自立支援法第3条の規定による
性 ~....………........…...........…・・1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活困窮者自立支援法第2条の規定による

目標達成度

|有 t::.::::::::.;.::..::_..-==...........I
j 効 |類似事業の存在 |存在しない

性~.....................，.."，...............， .I

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|生活困窮者自立支援法第3条の規定による

ilH4HHザ房長1::E25Z:::Ez--訪日;:言語1itEEiiE弁当日...........
コスト効率 適正である .. 

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

目標設定にそぐわない事業であるロ
生活困窮者自立支援事業の中の必須事業である。

回コヨ

決算額(円)

5，197，770 

1，732，590 

6，930，360 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート!課局・室・所得)I 社会福祉課 地域福祉係

大項目(九申、

生活困窮者就労準備支援事業

事|生活習慣が身についていない等の理由により就労が困難
業|な者に対して、生活習慣を身につけさせ、他人とのコミユ
概|ニケーシヨンのとり方など、の支援を計画的に実施するo

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 2，354，000 2，353，320 

支
l 出

内
訳

~ヨ、 計 2，354，000 2，353，320 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 2/3 1，568，666 

員オ 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 785，334 

dEb2 • 計 2，354，000 

人件費概算 !人工数(人間人~官見|無|恒画 一般

2官覇草稿または成果指標 H26 

1 I支援対象者の数 2人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|生活困窮者自立支援法第l条の規定による
妥 t.........，..........，...............・M・-…1.............................1
当 |同自治{体本関与の妥当性| 妥当である|生活困窮者自立支援法第3条の規定による
性 }トトトu…….“山.“.…H………….“……..…....…………..……..…....………….日……..…....…………..…………..…….日……..…...…………..……..……..…...…………..……..……..….;.1.............................，
対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活困窮者自立支援法第2条の規定による

|目標達成度
有ト}….，................，..............1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 F.:..，.;...;.....;:..................:.......I
上位施策へ、の貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|生活困窮者自立支援法第3条の規定による

回二日

決算額(円)

1，568，000 

785，320 

2，353，320 

臨時

il-47券信託..長:~~~:]~~骨子翌日22;:時五時3555長5135:::二
コスト効率 | 適正である ... 
長い間、社会と接触を持たずに引きこもっていた者や、就職したことがない者、長期間就労から遠ざかっていた者など様々な
課題を抱えている困窮者が、それぞれの課題を克服して就労に至るには、努力と時聞を要することが分かってきた。事業が
始まって2年間の聞に計7人の支援対象者が当事業を利用しているが、着実に目標(就労)に向かって前進している者もお

課題 り、必要性は感じられた。今後は事業者の支援方法や進捗状況などを一層注視しながら、一人でも多くの利用者が、就職に
至るよう支援を継続していく。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

目標設定にそぐわない事業である。
生活困窮者自立支援事業の中の任意事業である。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 社会福祉課

中項目(施策)

社会保障の充実

地域福祉係 匹I19 I 

住居確保給付金支給事業

事|離職して2年以内の65歳未満の者で、生活困窮のため
1::1住居を失った又は失うおそれのある者に、、生活保護法
議|に基準による家賃を上限として、原則3ヶ月(最長9ヶ月)
要|問、家賃相当額を支給する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 891，000 461，400 

支
出
内
訳

dE』コ l言十 891，000 461，400 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 3/4 668，250 346，050 

財 県支出金
j原害Ij
地方債

内合
訳 その他

一般財源 222，750 115，350 

dtEコh 計 891，000 461，400 

人件費概算 i人工数(人台|人需 臨時

活動指標または成果指標

• • • • • • • • 
7
一
寺
…
帯

ー

と
出
一
随
一
地:: 

:

ー

:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

no
一
一

タ
』
一
…

H

一…」同

1 1住居確保給付金を支給した世帯数

随時

21住居確保給付金を支給した月数 16ヶ月

3 

目的の妥当性 |妥当である|生活困窮者自立支援法第1条の規定による
|妥 f":'……........……… 1...・H・..……|
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|生活困窮者自立支援法第3条の規定による
性ト...・H・..………………一….1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活困窮者自立支援法第2条の規定による

目標達成度
有 t.，...........................................，
効 |類似事業の存在 1存在しない
性~;，........;...........，..........，..........， I

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|生活困窮者自立支援法第5条の規定による

ii場税当日iIE525EE--事担当所持11持-ziz::::::::::::::::::::::::::::::::::
一
コスト効率 適正である

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

...... 

目標設定にそぐわない事業である。
生活困窮者自立支援事業の中の必須事業である。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート!課・局・室・所得)I 社会福祉課

中項目(施策)

社会保障の充実

地域福祉係

行旅困窮者一時保護事業

歳 出 予算現額(円) 決算額C円)

応急扶助費 215，000 77，460 

支
出

内
訳、

dE』21 計 215，000 77，460 

匹I20 I 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 215，000 77，460 

dロ』 言十 215，000 77，460 

人件費概算 !人工数(匁|人件15J61|官|無|匝剖 一般 経常

活語商標言問孟扇京福様
※上段:目標中段:実績下段:達成率

l H28 |目標
| 随時 |達成

71件|度1 I支給件数
7
-
寺
一
件

昭
一
脚
…
∞

6
一長

u
r午

山
一
一
附
…
削

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|行旅困窮者の一時保護を目的としており、妥当である。

ilH所持伝子l::::三2165:lERH5抗日開設二二
対象C受益者)の妥当性l妥当である

目標達成度
有 }・I

効 i類似事業の存在一 l存在しない
性 1...............，.........;，...;.，............1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 1 適正である|行旅病人及行旅死亡人取扱法による
効 1....:・H・...…H・M・-一………1・十
率 |受益者負担の適正化|適正である 1規定による旅費のみ支給
性し...・H・...………………1.............................1.
コスト効率 適正である

..... 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 l 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局E室・所得)I 社会福祉課 l 地域福祉係

大項目 (ι町、

回三ヨ

行旅病人死亡人取扱業務

事|行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づく事業で、身寄りの
業|ない病人について療養・看護措置と引き取り手のない遺
概|体の火葬を行うロ

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

広告料 11，340 11，340 

支 手数料 32，400 32，400 
出
応急扶助費 780，203 179，300 

内
訳

合 計 823，943 223，040 
. 目 車 ，e . ' =左目

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 10/10 822，000 223，040 
j原害Ij
地方債内合

訳 その他

一般財源 1，943 

4ロ』 計 823，943 223，040 

人件費概算 戸翫j伝子i門官~ I雪女児I生ll::竺|一般 経常

若動指標または成長福覆7

1 I行旅病人死亡人取扱件数

ロ
一
時
一
社
i

M
一随一

o-

翌
時
…
件

同
一
随
一
川
町

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|行旅病人及死亡人取扱法の規定により、行旅病人及び行旅死亡人の救護又は取扱いをする
妥 t............................................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|行旅病人及死亡人取扱法の規定による
性~..:.... .• ::.......，..........;.....，.......:...I 
対象(受益者)の妥当性l妥当である

目標達成度
有~.;，........，.;，..;，....;;;.，...............， I

効 |類似事業の存在 |存在しない
、性 f..，..........:、|
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|行旅病人及死亡人取扱法

il許税務[B5421255E55明石芳子計五二:::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 I適正である|生活保護法に規定する葬祭扶助費支給基準による

..... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1 社会福祉課 地域福祉係 匹I22 I 
中項目(施策)

社会保障の充実

無縁墓地の管理

対象|身元不明の遺骨、無縁墓地

手段|縁者不明の遺骨の管理、無縁墓地の清掃・管理・参拝

意図|縁者への遺骨引渡しの用意と無縁物故者を追悼する

歳 出 予算現額C円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 3，000 3，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
肉

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 3，000 

dE』Z 計 3，000 3，000 dEb3 h 計 3，000 

人件費概算 |人工配合~人{tt;。| |宝?15Jl:!竺l一般

1|縁問の遺骨一縁墓吋管理...二

21無縁墓地設置箇所

3 

目的の妥当性 妥当である
妥 t..............…….，.・…...・H・-・・・・1…・・・・・・・…..............1.

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|本市で亡くなった身元不明者の遺骨は、身元判明まで公的管理を行うべき
|性|…・…………....・M ・..….1....:.……………・1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
，有 f.，..:;..;;....，....:......，..................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f...;:..................;...........，..........1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 l 適正である
効 f.........，.;....，..，........................1
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f........;.................;.....;.:..;;.:....1
I Iコスト効率 | 適正である

課題

.. 

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当

特記 | l目標設定にそぐわない事業
事項 | 

改善
時期

3，000 

3，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局宮・所(係)I 社会福祉課 生活保護係

大辛抱I| 中項目I極東7
社会保障の充実

生活保護費支給事業

匹1 23 1 

き12EP景品522離部言語調352|対象|生活困窮村議申請析つ閣のうち、「保護要jと認…者
!:Iから申請書の提出を受け、審査後に可否を決定するロ保
童|護開始後は、生活指導と共に就労支援等を行い、自立を
l助長する。 1意図|対象者の最低限度の生活を保障すると共に自立を助長する

歳 出 予算現額(円J決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 1，331，062，000 1，270，936，046 国庫支出金 3/4 998，296，500 953，202，034 

支 償還金、利子及び割引料 14，416，000 14，415，672 財 県支出金 21，605，000 25，944，612 
出

内
源割
地方債 可

内合
訳 訳 その他

一般財源 325，576，500 306，205，072 

dE』ヨ 計 1，345，478，000 1，285，351，718 AEbza • 計 1，345;478，000 1;285，351，718 

工数(人役)I人件費(円)I I交付税 I-=-I I 詩ロ II ，;"， I 
人件費概算 1 8.71 50，23ι吋 | 算入 | 有 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1. H26 I H27 I I . H28 1目標 l

1 随時 | 随時 I I 随時 |達成

1 I被保護世帯数 I 663世帯 I 640世帯 I I 625世帯 l 度

2 

3 

-目的の妥当性 妥当である|生活保護法第1条の規定による。
妥 卜......….'..・・・・…..…..............".............................，
当 l自治体関与の妥当性 1妥当である|生活保護法第四条の規定による。
性 F・M・-戸H・H・..……………・|…|
対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活保護法第7条の規定による。

目標達成度
有 f............................................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1...........，..，.........，........."...;....1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|生活保護法第四条の規定による。

il場券税制T...長:~~~::]~~弱者i該当555::::;:;::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 検討が必要|ケースが複雑化しているため、時間外勤務も増加している。

...... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
l目標設定にそぐわない事業、事項 | 

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室個所得)I 社会福祉課

事|生活保護受給者のうち施設入所者については、その施設
;:1管理者と連携し、適切な指導について打ち合わせを行
君|い、傷病者については、嘱託医の助言を受ける。また社会

室|福祉主事の資格を有しない職員に資格取得のための通
イ言講座を受講させる。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 270，000 270，000 

旅費 162，720 162，720 

支 J 需用費 20，000 。
出
役務費 1，265，000 1，033，405 

内
訳 委託料 1，333，000 1，325，808 

使用料及び賃借料 9，000 4，720 

負担金、補助及び交付金 69，000 68，900 

合守計 3，128，720 2，865，553 

au. AE 1・ "L冨畠恒

生活保護係 回三日

生活保護一般管理業務(単独)

歳 入 r 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 。 57，000 

県支出金

財 地方債
j原割
その他

内合
訳 一般財源 3，128，720 2，808，553 

合 言十 3，128，720 2，865，553 

人件費概算 |人工数官いま悶悶T151同問| 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 

24回

1 1嘱託医助言指導 24回 24回

21社会福祉主事通信講座の受講
• • • • • • 

-

W

河

-

叩

川
一
名
…
名

α
一1
…1

唱

i

-

"
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:
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:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

ω百
-

"!
 

日
一
名
…
名

α
一1
一2

噌

E

ム

-

"
• • • • • 

・

200.0百 I 100.0略

3 

目的の妥当性 妥当である|生活保護受給者に適切な指導を行うために必要な業務である。
妥 1....'....，:.………………t...........................1
当 |自治体関与の妥当性 l妥当である l生活保護法によ口、県知事、市長、福祉事務所を管理する町村長による実施が義務付けられている。
性卜…………・………ト… | 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活保護受給者であり、妥当である。

|目標達成度 1達成している
有 1...，......:."..."...;;.............:・↓
効 |類似事業の存在 |存在しない
性f-，....，.........................，........t
上位施策への貢献度|妥当である

|実施主体の適E化 l適正である|生活保護法第四条の規定による。
》効 1;，..，....・R・.u..・..…………・.~...........................I

率 |受益者負担の適正化|適正である|生活保護に関する管理業務であり、受益者(被保護者)に費用負担を求めるものはない。
性 1....，..........，.・H ・-….....・H ・...・十 l 

コスト効率 |概ね適正である

.レ
課題

、今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 |蒔|向性

特記 l i目標設定にそぐわない事業
事項 ! 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局室・所得)I 社会福祉課 生活保護係 匹I25 I 
中項目(施策)

社会保障の充実

生活保護等版レセプト管理システム更新事業

手E生!LGWAN-ASPサービスを利用した生活保護等版レセプト管理、ンステムの更新

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 559，000 540，000 国庫支出金

支 使用料及び賃借料 460，280 54，000 財 県支出金
出
備品購入費 1，238，000 820，800 

内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 1 2，257，280 1，414，800 

dE企:ha 計 2，257，280 1，414，800 合計 2，257，280 1，414，800 

|人工数(人役)!人件費(円)I I交付税 I.!m: I I A.;;-l.'I'lIo 1;1，1 I _ "'''' I 
人件費概算 r .-_... O.251 ""i，443'，5801 I 算入 | 無 I I~計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I . H26. 1. H27 I I . H28 1目標 l

， 100% '1 100% ，達成
1 !システムの安定稼動 r.....・H・...........・M ・...r.........品百…・"'1 ，.…・…[854……1度

2 

3 

目的の妥当性 概ね妥当である|生活保護法による医療扶助の適正化を図るために、厚労省主体で導入されたシステムである。
妥 t........….......…・・............…・j.............................1

l 当 l自器の掛開吋性l妥…|f一榔謹離法一性 f.......，...;..，..................;...........，.............................，
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活保護法第7条の規定による。

目標達成度 |達成している
有~.....，......................................，

効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量二伝説長|説C~.~.~~..l

実施主体の適正化 適正である|生活保護法第四条の規定による。

効『………・…………-………l…………………1……・
率 i受益者負担の適正化|適正である|生活保護法第8条の規定による。
性 t…………………H ・H ・.1..・H ・........・H・...........1.

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である .. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室町所得)I 社会福祉課

天事百T 中項目(施策)

社会保障の充実

生活保護係

生活保護一般管理業務(適正化実施分)

士 E生活保護申請者め収入・資産・扶養親族等を爾蚕子る。

霊|生保受給者に係る医療扶助の適正な実施のため、レセプ
概|ト点検を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 850，000 776，373 

支 役務費 500，000 480，000 
出
委託料 388，000 387，180 

内
訳

dロ』 言f 1，738，000 1，643，553 

歳 人 予算現額(円)

国庫支出金 3/4、112 1，076，000 

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 662，000 

ぷEbヨ- 計 1，738，000 

匹巨日

決算額(円)

525，000 

1，118，553 

1，643，553 

人件費概算 ド弧間人T221けず|下|丙問| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26. 1 H27 1 I H28 l同窓

1 1生保申請世帯数 i 雌 f.......7.O鵠 I J.......6.7僻 lT 
レセプト点検の結果
21 
(返戻した件数/レセプト点検件数)

3 

"iZ'O/2:i"，'3O'fiTi'oz/ig-;9gEi" 

目的の妥当性 妥当である|生活保護法第1条の規定による。
妥 t..・M ・-………………・1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|生活保護法第19条の規定による。
性 f..・M・...・M ・.....................・M ・......1…・・・…………・ | 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活保護法第7条の規定による。

目標達成度
有 }・l

効 l類似事業の存在 |存在しない
性 }・|
上位施策への貢献度|貢献している

1 ....... 1実施主体の適正化 |適正である|生活保護法第四条の規定によるロ
効ト……...・H・H・M・-…………..1・ 1 
率 l受益者負担の適正化|適正である|生活保護法第8条の規定による
性 i…………....・M ・-…………1.............................1

コスト効率 適正である .. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 l l目標設定にそぐわない事業
事項 l 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室酬所得)I 社会福祉課

天項百{ 中項目(施策)

社会保障の充実

生活保護係

セーフテイネット支援対策等事業

事l就労支援員とケースワーカー弘通語しながら、生活保護
業|受給者等就労促進事業を活用して、生活保護受給者の
概|就労による自立を支援する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

人件費 3，834，000 3，833，115 

支
出

内
訳

4E』コ 計 3，834，000 3，833，115 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 3/4 2，814，750 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1，019，250 

dE』Z 計 3，834，000 

人件費概算 戸別人間 !?l無山告別|一般
活動指標または成果指標

1 1支援対象者数

21就労者数

3 

| 官「寸 I . H28 |目標

目的の妥当性 妥当である|生保受給者の自立を目的としている。
妥 t..・.......…・・……...・M・-…・・・叶… 1 

匹I27 I 

決算額(円)

2，874，836 

958，279 

3，833，115 

経常

4 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|生活保護の適正な実施のための事業の一つであり、市が行う業務である。
性 1......………………............…，.............................，
対象(受益者)の妥当性|妥当である|就労可能な生保受給者が対象であり、妥当である。

目標達成度 日達成している|就労支援員の積極的な関わりlこより、目標値を上回る結果となったo
|有 t.. ...... . ~ ..........，....... . .. .............， 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 Iエ雨量二伝説|説CE;;計五伝言語道記長持局長5孟房長弘通i;長示日高;
実施主体の適正化 適正である|生活保護法第四条の規定による。

il持場所'1""民主"l;;ヲ2551静子三五;王者自主主主主日誌に::::
lコスト効率 | 適正である

...... 
H29の支援対象者、就労者数の目標値が下がっているのは、当該事業に対応可能な宇部公共職業安定所の窓口対応職員
が減少したため、国が管内福祉事務所の目標値を下げてきたものである。市としては、目標値にとらわれず、生保受給者数
に応じて、これまで同様のペースで対象者に支援を行っていく。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

I :~ 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I 社会福祉課 生活保護係

大項目(〒L 一、

事|警察官08を面接支援員として採用し、ケースワーカーや
品|査察指導員等の職員が、問題のある生活保護相談者及

事|び生活保護受給者と面接相談を行う際に、同席してもら
要|い、指導、助言を受ける。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

人件費 3，726，000 3，725，173 

支
出
内
訳

dEbZ h 言十 3，726，000 3，725，1.73 

生活保護一般管理業務(機能強化事業分)

歳 入 予算現額(円)

f 国庫支出金 3/4 2，647，500 

員オ 県支出金

j内原 害合IJ 地方債

訳 その他

一般財澗 1，078，500 

dEbZ • 言十 3，726，000 

INol 28 1 

決算額(円)I 

2，793，0001 

932，173 

3，725，173 

人工数(人役)I人件費(円)I I交付税 1_1 1ム品白書ロ11 ~"'''' 1 
人件費概算 1 0.11 577，叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段.達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I 1- H28 1目標 l

I I 1 1達成
1 I面接支援員が対応した困難事例のベ件数 1. 409件 1 334件 1 I 335件 l 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|面接相談員やケースワーカーの安全確保と保護の適正な実施を推進することが目的である。

目標達成度
有 t............................................1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 r::t'1ft'属議二ぷ説副長雨こZiヨr;二二;二三二ぷ言語253jjぷ説L五日i;当証::持品五ぷi;示日;三
実施主体の適正化 |適正である|生活保護法第四条の規定による。
効ート………H・H・..………・….1.............................1
率一|受益者負担の適正化|適正である|対象者が生保相談者や生保受給者であり、受益者負担を求めることは適当ではない。
性 J…-……………………1.............................1
コスト効率 I適正である

.レ
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

翠|目標設定…同業



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室刊(係)1 社会福祉課 生活保護係 匹口口
大項目(叫吐、

就労自立給付金給付事業

事|就労支援事業等の活用により就労した被保護者が、最低
1:1生活を維持できる収入を、 6ヶ月以上安定して得ることが
議|出来ると認められたことにより、生活保護を脱却した場合、

対象|就労収入の取得・増加により、6ヶ月以上保護を要しなくなった被保護世待

手段 115万円を上限として保護脱却世帯に支給する
|自立を支援するために、 1世帯あたり15万円を上限として
婆|給付金を支給する。

害問|保護脱却直後の不安定な生活を支え、再度保護に至ることを防止する(脱却直
. ..，.同 l後に生じる税・社会保険料等への対応など)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

扶助費 1，500，000 352，968 国庫支出金 3/4 1，125，000 

支 財 県支出金
出

内
源肉 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財源 375，000 

aEh コ 計 1，500，000 352，968 4回』 計 1，500，000 

人件費概算
は在rr~^l'時雨7] 1交古語r-""' -1 r_':':_:_L-':=-~，~1 

| 0.31 . "~， 732.， 2961 1 算入 | 無 1 1会計種別| 一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標ま正II成課指標 H26 H27一_J I H28 1目標 l

随時 I I 随時 |達成
就労支援事業の活用によって就職し、且つ生活 1............ ・t-.........:γ・ 1 t.........:.7:"4..:..........1 度
護から自立した世帯数 τ 1.  -r I 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|生活保護法第55条の4の規定による。
妥 1..・M・....・M・........................・・・山，.............................，

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|生活保護法第四条の規定による。
性卜H ・H ・……H ・H ・...………|……………… 1
.対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活保護受給者であり、妥当である。

目標達成度 概ね達成している
有 1.............................................，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~;..，...;...........;...;.........，......;..， I

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|生活保護法第四条の規定による。
効 }……H ・H ・..…………・・..1.............................1
家 |受益者負担の適正化|適正である|生活保護法第8条の規定による

|性 l=......::-:.~~ …ふ
:コスト効率

課題

今の向後方性

特記
事項

適正である .. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

264，726 

88，242 

352，968 

臨時



平成28年度事務事業評価シート|諜・局・室・所得)1 社会福祉課 地域福祉係

事i漉鰐護法許2252議程託号lfEF22ZZ塁走|対象 i生保受給者を除く住民税均等割非課税者
業|は市民税均等割非課税者を対象に1人3千円を支給するuまた障害基礎i 日 i

様式1号(事務事業評価)

回三日

概|年金又は遺族基礎年金受給者のうち、前述の「高齢者向け鮒金」を受給|手段|申請により支給
要|してb沿い対象者には3万円を加算して給付する。I----l
1 l'意図|消費税率引き上げによる低所得者の経済的負担の緩和

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

職員手当等 726，000 国庫支出金 10/10 288，954，000 

共済費 891，000 747，908 県支出金

賃金 4，323，000 4，301，424 地方債

支 需用費 709，594 707，988 財 その他
出
役務費 6，610，079 6，609，047 

内
;源割
一般財源 461，000 

内合
訳 委託料 16，121，052 16，121，052 訳

使用料及び賃借料 1，309，392 1，309，392 

負担金、補助及び交付金 258，263，883 257，946，000 

償還金、利子及び割引料 461，000 461，000 

合 計 289，415，000 288，928，941 dロh 計 289，415，000 

人件費概算 |人工数(人21人T4211|宝?|無|匝到 一般

活動指標または成果指標

高齢者向け給付金(3万円)
支給率(7，189人/7，496人)

21障害・遺族年金受給者向け給付金(3万円)
支給率(309人/349人)

臨時福祉給付金(3千円)
31 
支給率(11，002人/12，521人)

H26 

87.87首

87.87% 

i目的の妥当性一 |妥当である|消費税率引き上げによる低所得者の経済的負担緩和が目的
妥}…"………………|…………H・H・........1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|厚労省の定めた実施要綱により市区町村が実施
性ト…….........…………1.........................，.....1
対象(受益者)の妥当性!妥当である|生活保護受給者を除く住民税均等割非課税者であり、妥当である。

目襟達成度 概ね達成している
有 t...........，...........，....，..................，

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }・|
上位施策への貢献度|貢献している

1実施主体の適正化 |適正である
，効~......，..:;..，..........，....，......;，.....，...I

、率 |受益者負担の適正化|適正である
性ト、....・M・-ふ山"……~.........…|

|コスト効率 |適正である

課題

今の後方

向性

特記
事項

.レ

事業の終了 同l

決算額(円)

288，467，000 

461，941 

288，928，941 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局・室刊(係)I 社会福祉課 地域福祉係

...，消費税率引き上げに伴う影響を緩和するため、低所得者
芸|に対して、制度的な対応を行うまでの聞の暫定的・臨時的
概!な措置として、「臨時福祉給付金(経済対策分)Jを支給す
|る。

臨時福祉給付金給付事業(経済対策分)

生保受給者を除く住民税均等割非課税者

申請により支給

匹DIJ

要・ u

消費税率引き上げによる低所得者の経済的負担の緩和

歳 出、 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円1
職員手当等 860，000 。 !留庫支出金 10/10 223，141，000 

共済費 883，000 。 県支出金

支
賃金 4，433，000 。

出 需用費 541，000 290，408 
財
地方債

j原割 その他

内 役務費 4，787，000 。
訳
委託料 8，063，000 。

内合 一般財源 。
訳

使用料及び賃借料 1，074，000 。
負担金、補助及び交付金 202，500，000 。l
合 計 223，141，000 290;408 合 計 223，141，000 

人件費概算
人工数(人役)I人件費(円)I I交付税 I__ I I "'-~~一副|
| O必I--i:372，2571 I 算入 | 無 I I会計種別| 一般

2 

3 

活動指標または成果指標

臨時福祉給付金(経済.対策分)(15千円)
支給率(支給者/対象者)

H26 

※上段:目標中段:実績下段:達成率
H27 I I H28---1目標

達成
度

目的の妥当性 妥当である|消費税率引き上げによる低所得者の経済的負担緩和が目的

i!日王子的安狂言~~~::J!:そ55555予言明11;175f伝子二..........
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|生活保護受給者を除く住民税均等割非課税者であり、妥当である。

困標達成度 |概ね達成している
有 I::.....;..................~..............↓

効 |類似事業の存在 l存在しない
性 h...;;...;........:.，...，......;.........+
土位施策への貢献度 1:貢献している

実施主体の適正化 J適正である
効 1.::....;..，;.................:..........-+
率 |受益者負担の適正化|適正である

|世 I::.::;.~.:;，:;;，.......;，.............t
日 1コスト効率 | 適正である

課題

.レ

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性
改時善期

決算額(円)

290，000 

408 

290，408 

臨時

事務費の一部を除き全額(222，838，112円)を平成29年度に繰り越した。平成29年度は4月中旬から申請受付を開始し、
随時支給する方向で事業を進めていく。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局闘室冒所得)I 国保年金課 国保係

事|医療費へ丙蘭JL'を持たせ三被謀I蚕著に手幅下正雇療費
業|の明細を送付することにより、医療機関の不正請求を防ぐ
概!とともに、被保険者に医療費の抑制を促す。

要

歳 出、 予算現額(円) 決算額(円)

医療費通知作成委託料 1，213，000 1，161，166 

支 通信運搬費 2，100，000 1，994，704 

出内

訳

合 計 3，313，000 3，15q，870 

医療費通知事業

国民健康保険に加入する被保険者

手段|被保険者に医療費の明細を送付する

麗 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出会
源割
地方債

内合
訳 その他 保険料 3，313，000 

一般財源

AEE2 ・- 計 3，313，000 

匹亡ヨ

決算額(円)

3，155，870 

3，155，870 

人件費鵬 |人工数(淵人件 I想見|叶同種別|特会(国ゐ1経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1日揮 l

1 I発送回数 ，...二議

2 

良い

3 

目的の妥当性 妥当である
妥.

2lE刊号雪空需空|芳三空~....1開き?.?と翌日:fß(f*何?雪{tlt. 里空間.ケ'/FJE子計ll75l1:.o

対象(受益者)の妥当性|妥当である

課題

今の向後方性

特記
事項

目標達成度 達成している

存在しない

上位施策への貢献度|貢献している

'適正である|山口県国民健康保険団体連合会に委託している。

受益者負担の適正化|適正である I(県特別調整交付金)

適正である

.レ

J 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・骨室町所得)I 国保年金課

大項目(政策)

2|高齢者・蜘旬、者が安心して自立できる環境づくり
一一計画 h

医療費適正化事業

国保係 匹仁ヨ

ジェネリック医薬品推進事業

事|ジェネリック雇薬高差額通知書の送付により¥ヲ五平リック
業|医薬品の周知を図り、その利用を促進することで医療費
概|の抑制を図る。

要

国民健康保険に加入する被保険者のうち該当者

ジェネリック医薬品の差額通知書を発送する

ジェネリック医薬品の周知を図り医療費の抑制につなげる

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

シ.ェネ97ク差額通知業務委託料 474，000 421，739 

支 印刷製本費 745，000 444，960 
出
内
訳

合、計 1，219，000 866，699 

壷 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他 保険料 1，219，000 866，699 

一般財源

4E』Z 計 1，219，000 866，699 

人件費概算
は:工数以位)1人件費(円)1 

|0.11  577，4321 
経常

活動指標または成栗福榛 4

1 I差額通知書年開発送回数(5，9， 1月)

ジェネリック医薬品利用率(不可除)の達成率
21 
※目標は国が示した平成29年度の利用率
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I <Vll<~-k"" I医療費の削械のために、白百率克じて手l
目的の妥当性 ， I妥当である!

? 、 .1...・-…….......…..1お思主連.ç::ç畳表目指導Ætf.Þ.:h~D沼旦……・
自治体関与の妥当性|妥当である|医療費の高騰に対して被保険者に意識付けを行う。

対象象、(受益者)の妥当性| 妥当である|医師会と協議した条件に該当する被保険者に送付している。

有 l.~円.手.空努空守守里 I~，竺と三ピごご.~どだ1ど~'.:s三~I.~~!門IJ_ffl里史f$V史?
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f......，.....:..:，...，;........:..o......:;...1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 ι| 適正である|山口県国民健康保険団体連合会に委託しているo

il精子前|:日zj円両日記:::::::::
コスト効率 ; 、| 適正である|委託によりその業務に係る人件費分はコストカットできている。

.レ
課題い

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課帰宮・所(係)I 国保年金課 国保係 匹仁己

海外療養費不正請求対策事業

...，. 1近年、海外療養費の不正請求事葉示複数萌ち示I;:f~っ
芸|たことから、厚生労働省保険局の通知において審査体制
価|強化が求められている。国保連合会においても当該不正|手段|疑義のある支給申請の審査について国保連に委託するロ
霊|請求対策事業を受託する環境が整ったことから、当該業
I務について委託し、医療費適正化を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額f円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

4 点検委託料 100，000 。 国庫支出金

支 目オ 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100，000 

dロ』 計 100，000 。 4E』Z 計 100，000 

人件費概算 |人工吋人明 I鷲見|無 II会計種別|吟叫 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 .. I H27 I I . H28 1目標
| 随時 | 随時 I I 随時 |達成

1 I海外療養費不正請求の疑いがあるもののうち、審，..............o...・・ ..t..........:.o..;...........， f.........:..o..・1度
査依頼件数 l……………1.............::'..............1 l.............::'.............J 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|海外療養費不正請求対策
妥 t...o........，..，.....o..，..・M・M ・.....・H・..1.............................1

、当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|海外療養費不正請求対策として保険者(自治体)が行うべきもの
性ト…………..……・…1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|医療費適正化を図ることで医療費の抑制を図り、被保険者の負担軽減につながるo

目標達成度
有 }・l
効 l類似事業の存在 |存在しない
性.;.f.;.....，.;......;:‘ ..1 
上位施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|審査機関である山口県国民健康保険団体連合会へ委託
効 lトトトト"……..….....川…...矢
率 |受受!益者負担の適正化|適正である|受益者負担金を求めることが適当でない事業
性 トト..………..…..…..山……..山..…..……….“….“…..山……..山..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..……..….“山-吋川……..…..…....………..…....………..…..十.

。
。

|hコスト効率 |適正である|点検委託料については毎年度主管課長会議や理事会で承認を得ることとなつている

課題

今の方後

向性

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課開局・室・所得)I 国保年金課 国保係 匹1 4 1 

国民健康保険保険料徴収事業

事戸爾ある壕音、督促J催告を行うとともに、休日・夜間窓
:':1口の設置や電話等による接触の機会の確保に努める。滞
事|納が長期化する場合、判定委員会の審議の上、短期被
要l保険者証、資格証明書の交付を行う。

グ歳 出 予算現額(円) 決算額(円}

消耗品費 213，000 196，456 

，支 印刷製本費 963，000 856，645 

内訳出
通信運搬費 3，000，000 2，832，890 

手数料 1，088，000 944，811 

P 

合計 5，264，000 4，830，802 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内会

訳 その他 督促手数料 800，000 828，030 

一般財源 4，464，000 4，002，772 

dロ』 計 5，264，000 4，830，802 

I~' ， -'.. Å{Ht~i I人工数(人役)1人件費(円LJI交付税 1_1 い I ~~(OO*) I 人件費概算 1 3必| 山 O3'，943II 算入 | 無 I I会計種別i特会(国保)I 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I .' H26 ... I H27 I I H28 1目標 l

1 1 . .. 1 1 .... ........... .... .1達成
口座振替カ加日臥入割合(累計加入世帯数÷世帯数累1....………….日………….. …… .. 一….. …1.日40.正:ケ.…正百正子“………….“…….. ……….“….“一1寸.“..t日……….“……….“….一…“….i誌誌8g.;:.:ゐ.
計) ~………… .. …… .. 山....………….. …… .. …..…:U/U ・H・ .l........~:':.~~・M・M・...“ E

99.14% 1 98.8% 

101.56% 97.5% 

25.00% 

25.21% 

100.8% 

21収納率(現年度分、一般+退職)
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31収納率(過年度分、一般+退職)
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言liZLE|::;;:jill;222:2:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
J l対象(受益者Jの妥当性|妥当である|国民健康保険法によるo

1目標達成度 |概ね達成している
;..s， ;............'.................................，:...1 
r効 |類似事業の存在 |存在しない
:性.~....;..‘| 

、I上位施策への貢献度|貢献している

:1実施主体の適正化 I適正である|国民健康保険法による。
効ふーんふ....・H・...…....・・・.，..，..，.1.............................1
ベ草率終 |受益者負担の適正化|適正である|国民健康保険法による。
性わヂぶぺ...十…:戸..一…….. 山….. …….一一ιi一.
1泊コスト効率 1 適正である l国民健康保険法による。

.い
本市は県下でも収納率が低く、対策が求められている。県広域化後、算出された納付金を納付することとなっており、これを

円・ 適切に賄うためにも収納率向上は喫緊の課題である。

課題
このため、平成29年度には課内に収納係を新設して体制強化を図り、より積極的な電話催促や臨戸訪問を行っている。

今の向方後性 1 事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度中に改善に着手

時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 国保年金課 国保係

天草百T 中項毘(施策7
社会保障の充実

国民健康保険療養給付事業

国民健康保険加入の被保険者

回二日

ーl国民雇麗保険に加入する被保険者記対して、療養給付
芸|を行い、国保連合会を経由して一部負担金を除く保険者
概|負担分を医療機関に支払う。

要

国保連合会を経由して保険者負担分を医療機関に支払う

国民健康保険加入者への医療サービスの提供

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)|決算額(円)

療養給付費負担金 4，611，842，000 4，491，063，258 国庫支出金 療給、財翻 855，609，000 

支 療養費 32，867，000 31，789，518 財 県支出金 財調 229，306，000 
出
審査手数料 15，800，000 14，715，968 

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他 保険料他 3，131，154，000 

一般財源 444，440，000 

dロ』 計 4，660，509，000 4，537，568，744 dロ』 計 4，660，509;000 

人件費概算
l人工数(人位乃人件費(円)I I交付税 IAm: I r..A..';;'_L:t~clI l ~..ð....{!=i=T JC\ I 
| o叫 払川町II 算入 |無 II会計種別|特会(国保)I 

活動指標または成果指標 H26 

随時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 

随時
! 日28 1目標 l

| 随時 |達成

1 1療養給付費支給件数 l二2的広1.....液凝:二IL::):!.~:;辺二L豆一

随時

21療養費支給件数 5，177 

3 

目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。
妥 t....・M・...….，............."............1.............................1
当 }自治体関与の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。
性 fo...・H・.....・M ・-…………….+............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

l目標達成度
、有 1:..............，..."............，...，.......1
| 効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1，...，...............，;....................，;1
l上位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 |適正である|国民健康保険法による。
効 i…...・a・....・・.....…...・H ・-……・，1.............................1

随時

5，272 

随時

5，158 

5 1男子雪害:t.ê.o)空里生 l 今iMi1~&::，雪I.!.空金子空忠男肝.雪t.明!??竺0;守烹ピピ!

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|国民健康保険法による。... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

876，983，254 

242，095，424 

3，170，074，256 

248，415，810 

4，537;568，744 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 国保年金課 国保係 回二日
大項目(九伊、

国民健康保険高額療養事業

国民健康保険加入の被保険者E一か月当たりの一部負担金が、法に規定する額を超過した被保
事|険者に対し、超過分を給付する。国保連合会からのデータによ
業|り、対象者を抽出し超過額を現金給付する。また、入院等により
概|事前に高額療養該当が認められる場合は限度額認定証を交付
要lし、超過額を医療機関に直接支払う。

手段|対象者に超過分を現金給付または事前に限度額認定証を交付

意図|被保険者世帯の経済的負担軽減

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) E轟 入 予草裏面(円) 決算額(円)

高額療養費負担金 673，129，000 621，103，731 国庫支出金 療給、財調 117，747，000 113，480，074 

支 財 県支出金 財調 32，704，000 32，760，082 
出
内
訳

源割
地方債

内合
訳 その他 療前給期、交保付険金料 450，765，000 436，310，599 

一般財源 71，913，000 38，552，976 

ぷE』ヨ 言十 673，129，000 621，103，731 4E』ヨ 計 673，129，000 621，103，731 

人件費概算 |人工数(九三|人112L||宝~I 無 1I会計種別|特会(国保)I 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活覇指標ま7ゴま成果指標 H26 1 市芝ナー1I H28 1目標 l

随時 | 随時 I I 随時 |達成

1 1支給件数 ，460 T 10，223 I I 10，704 I度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。
妥 t............……・M・M ・-……・・叩…・.......................，

当当 I自治{体本関与の妥当性| 妥当である|国民健康保険法による。
性 ト"…………..……..…....…………..……..…....…………"…….....…………..……..…....…………..……..…....………..…..り一円……..……..…...斗.
対象L受益者)の妥当性| 妥当でで、ある|国民健康保険法によるo

目標達成度
有 t...~.......~..... .......:.......... .••. .....， 
効l類似事業の存在 |存在しない
性 1.........;.......，.............，.，...........1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|国民健康保険法による。

il秀子持者五r.前夜隠さぞ妥当所持民所得日ji;::::::::::::::::::::::::::::::::::::

課題

今の後方

向性

コスト効率 適正である|国民健康保険法による。.. 

計画どおり事業を進めることが適当

特記 | 
|目標値の設定にそぐわない

事項 | 

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀開局直面所得)I 国保年金課 国保係

大項目(九町、

.".，.18月1日から翌年の7月31日までの1年間に負担した医療
霊|及び介護の合算額が支給基準額を超えた被保険者に対
概|し、その超過分を給付する。(どちらかの負担額別である
要|場合は支給しない)

歳出 予算現額f円) 決算額(円)
高額介護合算療養費負担金 1，820，000 257，829 

支
出
内
訳

~ヨh 計 1，820，000 257，829 

国民健康保険高額介護合算療養事業

国民健康保険加入の被保険者

~蚕 入 予事事面(円)

国庫支出金 療給、財調 323，000 

財 県支出金 財調 90，000 
源割
地方債内合

訳 その他 療刷給用、X保H険E料 1，216，000 

一般財源 191，000 

dEEヨ恥 計 1，820，000 

回二口

決算額(円)

46，743 

13，494 

181，532 

16，060 

257，829 

|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I~ I 1~';;'_l_:tg;t:hll lVt-~A..._/r-;=J J Cl\ I 
人件費概算 1"-....0.41 ".2，309.，7281 1 算入 | 無 1 1会計種別|特会(国保)1 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 今I H27 I I H28 1目標 l

1 随時 | 随時 I I 随時 |達成
1 I支給件数 r....・H・.."io..........T..........z.o.........…Ir…・・…iE……1度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。
妥 t.，.....・M・-…........・H・..…・・…叶 1 

当 l自治{体本関与の妥当性 l妥当でで、ある|国民健康保険法による。
性 }トト"…………..…………..……..……..……………..……..…....…………..……..…....…………..………..……..…....…………..……..…....…………..……..…..…..十.
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

目標達成度

ar桝予言語.....'....r..筏5JJ:二二二:
l上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|国民健康保険法による。
効}…....・H ・..……ん……卜……!

率 |受益者負担の適正化|検討が必要|市長会等を通じて国県の負担割合の増加を要望していく。
性、 L…………………L… l

課題

今の後方

向性

コスト効率 適正である|国民健康保険法による。

...... 

計画どおり事業を進めることが適当

特記 | 
|目標値の設定にそぐわない

事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所得)I 国保年金課 国保係 匹I8 I 
大項目(

歳 出 予算現額(円J
移送費負担金 100，000 

支、 出産育児負担金 25，200，000 
出
葬祭費一時金 7，500，000 

内

中項目(施策)

社会保障の充実

その他保険給付事業

国民健康保険に加入する被保険者

手段|移送、出産、葬儀に要した費用の一部を支給する

決算額(円) 高入 予事事面(円) 決算額(円)。 国庫支出金 療給、財調 10，000 

11，641，345 財 県支出金 財調 3，000 

4，450，000 
j原割
地方債

内合

。
。

訳 訳 その他 保険料 14，621，000 7，799，039 

一般財源 18，166，000 

ft ヨ 計 32，800，000 16，091，345 合 計 32，800，000 

人件費概算 |人工数倍|人11241両TlE1ド計種叶ム(国*~
活動指標または蔵裏霜覆1 H26 

1 1出産育児金支給件数 41 

21葬祭費支給件数 114 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

48 

88 

I I H28 I目標 1

達成
度

8，292，306 

16，091，345 

経常

目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。(出産育児一時金・葬祭費については相対的必要給付事業
妥 t……………・…・......・P・-・・叶 1 

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|国民健康保険法による。(出産育児一時金・葬祭費については相対的必要給付事業)
性|……………........“……|・|
対象(受益者}の妥当性| 妥当である|国民健康保険法による。(出産育児一時金・葬祭費については相対的必要給付事業)

|目標達成度
有~...;.~....................， .....;.......;.:..I

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 H...................，................，.....;.I
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|国民健康保険法による。(出産育児一時金・葬祭費については相対的必要給付事業

i医場券併設日541::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
j iコスト効率 適正である|国民健康保険法による。(出産育児一時金・葬祭費については相対的必要給付事業).. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | l目標値の設定にそぐわない
事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 国保係国保年金課 匹仁日
中項百て施策)

社会保障の充実

61後期高齢者支援金納付事業、前期高齢者納付金納付事業、介護納付金納付事業

事|後期高齢著支蚕盃ほ後期高齢者医療の財源面二部を負|対象|後期高齢者医療制度、前期高齢者納付事業、介護納付事業(支払先・社会保険診療報酬支払基金)
業I!旦するため、介護納付金は介護保険の財源の一部を負
概lf旦するため、前期高齢者納付金は医療保険者間の不均
要|衡を是正するため、それぞ、れ基準に沿って算出し納付す
lる。 I意図|後期商齢者医療制度の円滑な運営、保険者間の負担の是正、介護保険の円滑な運営

歳 出 予算現額(円) 決算観(円)

後期I司齢者支援金 767，754，000 767，753，354 

l支 後期高齢者関係、事務費拠出金 55，000 54，176 
出
前期高齢者納付金 511，000 510，617 

内
訳 前期高齢者関係事務費拠出金 53，000 52，570 

介護納付金 252，706，000 252，705，087 

.g. 計 1，021，079，000 1，021，075，804 

人件費概算
iX工数(人役)1 再葺I再Tl
|0.051  288，7161 

活動指標または成栗指標

歳 入 予事現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 療給、財調 436，791，000 461，156，075 

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他 前期宜付金.保眼科 398，430，000 409，654，425 

一般財源 185，858，000 150，265，304 

合計 1，021，079，000 1，021，075，804 

H26 

官tI無|
※上段:目標

経常

算定線拠となる被保険者数(後期・前期)
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21算定根拠となる被保険者数(介護)
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I I目的の妥当性 |妥当である|高齢者の医療の確保に関する法律・介護保険法による。
妥トH・H・...・H・H・...………....，...j.............................1
当 '11主治体関与の妥当性|妥当である|高齢者の医療の確保に関する法律・介護保険法による。
性}…"“H・M ・-“"・..................…j.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|高齢者の医療の確保に関する法律・介護保険法による。

目標達成度
有f，."............，............................1
効;I類似事業の存在 |存在しない
性，r...................;.......'......:....;....1
ー上位施策への貢献度|貢献している

効
率
性

実施主体の適正化 |適正である|高齢者の医療の確保に関する法律・介護保険法による。

受益者負担の適正化|適正である l高齢者の医療の確保に関する法律・介護保険法による0

.コスト効率 |適正である|高齢者の医療の確保に関する法律・介護保険法による。

.レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記 | 
|目標値の設定にそぐわない

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

回コロ国保係国保年金課

中項百τ施策)
社会保障の充実

平成28年度事務事業評価シート|課伺直・所得)1

共同事業拠出事業

事|言i扇f.t雇房憂示嘉亙じ正事合の保険;財政基盤安定のた
~Iめ、県内市町国保からの拠出金を財源として各市町の保
吉|険料平準化と財政の安定化を図る共同事業。①保険財
霊|政共同安定化事業:レセプトl件当たりl円超が対象②高
I額医療費共同事業:レセプト1件当たり80万円超が対象。

共同事業拠出事業(支払先:山口県国民健康保険連合会)

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国産支出金 共同事業負担金 41，511，000 41，511，844 

財 県支出金 共同事業負担金 41，511，000 41，511，844 
源割
地方債

内合
訳 その他 共同事業負担金 1，574，617，000 1，574，607，001 

一般財源 4，000 2 

dE〉コよ 計 1，657，643，00。1，657，630;691 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

両額医療費拠出金 166，048，000 166，047，378 

支 保険財政共同安定化事業拠出金 1，491，583，000 1，491，582，015 
出，
その他拠出金 12，000 1，298 

内
訳

ぷE』Z 計 1，657，643，000 1，657，630，691 

交付税
算入

瓦持費(円)I 
866，148 

|人工数(人位乃

|0.151 経常人件費概算

H26 活動指標または成果指標、
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1 1保険財政共同安定化事業対象レセプト件数

21高額療養費共同事業対象レセプト件数

3 

妥
当
性

目的の妥当性 |妥当である|国民健康保険法附則第26条による。

自治体関与の妥当性|妥当である|国民健康保険法附則第26条による。

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|国民健康保険法附則第26条による。

目標達成度

類似轄の存在 l存在ル|

上位施策への貢献度 l貢献している

有
効
性

実施主体の適正化 |適正である|国民健康保険法附則第26条による。

受益者負担の適正化|適正である|国民健康保険法附則第26条による。

コスト効率 |適正である|国民健康保険法附則第26条による。

効
率
性

..... 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項

PA山
J
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わ
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く
、そ{疋設の値標同日



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室個所(係)I 国保年金課 国保係

.....1保険給付、各種支援金、納付金以外の国民健康保険の
副運営に必要な一般管理事業(システム管理、国保運営協
概|議会、基金積立等)を行う。

要

歳 出 予算現額(円? 決算額(円)

一般管理費 17，400，000 15，706，661 

支 連合会負担金 995，000 935，024 
出
国保運営協議会経費 48，000 44，000 

内
訳 基金積立金 145，243，000 145，103，008 

誇支出・老人保健拠出金等 18，848，000 16，959，142 

4回』 言十 182，534，000 178，747，835 

国民健康保険一般管理事業

国民健康保険特別会計

手段|必要な一般管理事業を行う

歳 入

国庫支出金

員オ 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 利子、匝明手数料

'一般財源

ぷロ』 ー計

予算現額(円)

177，000 

182，357，000 

182，534;000 

匹仁日

決算額(円)

17，208 

178，730，627 

178，747，835 

入件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 IATrr._ I 1....A...;;_l_，%;:I;CII I a.+_̂-I~Jr::::J.\ I 
| 3叫 2開 8'，8321 1 算入 | 無 1 1会計種別|特会(国保)1 経常

H26 H27 活動指標または成果指標

1 1年度末基金残高 638，141，460 1 777，213，611 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。
!妥 t...・M・....・M・.....・H・....・H・............1…・… 1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。
性ト………………..;......1.............................，
対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

目標達成度
I有ト…..……… I 

効1類似事業の存在 l 存在しない
性 l・h・ …|
l上位施策ヘの貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|国民健康保険法による。
効ド…………………・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|国民健康保険法による。
性 ι……山・・-…………・1.............................1
コスト効率 適正である|国民健康保険法による。

..... 

課題

3今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | l目標値の設定にそぐわない
事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局圃室・所(係)1 国保年金課 国保係 匹I22 I 

国保広域化システム改修事業

歪|匙議論ZFJJ号室去五hRZ耕民52E1対象|県国保事業費納付金算定標準システム
重|の試算を行う。これに際し市では被保険者に係る基礎フ71手段|上記システムとデータをやり取りするための自庁システムの改修
慨|イルについて求められる内容・形式で出力するため、自庁I t 

要|システムのインターフェース改修を行う。 I意図|県広域化による安定的な国保財政運営

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 議 入 予算現額(円) 決算額(円)

シスァム改修委託料 5，757，000 5，756，400 国庫支出金 準備補助 5，756，000 5，756，000 

支出

内

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源 1，000 400 

ぷE』ヨ 計 5，757，000 5，756，400 4ロ』 計 5，757，000 5;756;400 

人件費概算 |人工数{人引人件間hil想見|無 II会計種別|特会個保)I 臨時
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 1目標 l

1 1 1 I確実な情報提供達成
平成28年9月までに求められた内容・形式でデー 1.............................1"............................1 l'面語訳語辰吉
タを提供 ト...・H・-…………↓・………...........・M・.1 I ι」二一

I 100.0% ー

2 

3 

l占目的の妥当性 i 妥当でで、ある|国が進める国保県広域化のための事業
妥 }トu山…….叫山…….. 山..山..“………M山….“...……….“山….. 山....………"……....……….. 山….. 山.... …… .. 山...……….. 山….. 山….. 山.. ….“山.. 斗.
当 |自治{体本関与の妥当性|妥当である|国が進める国保県広域化のための事業
性ト"…………..……..…..………H・M ・................1 ・ l 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|国保県広域化のための事業

目標達成度 達成している IH29.9月末までに阻簡なく情報提供した

i|者骨子予定........ ，..1"..安汚汀涜存単浅子芝 :::::: : 
.上位施策への貢献度|貢献している|国が進める国保県広域化のための事業

実施主体の適正化 |適正である|本市国保のシステム改修事業
効~.;...;:...;・H・……………"・1.............................1

良い

率 I受益者負担の適正化|適正である|ほぽ10割、国の国保制度関係業務準備事業補助金の交付あり
性 i……………………l…… l

コスト効率 |適正である|現行システム納入業者以外対応不能のため他業者への委託の余地なし

..... 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成29年度には国保情報集約システムへの対応のためのシステム改修を行う



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室刊(係)I 国保年金課 年金高齢医療係 l 

ー|国民年金に係る窓I葉嘉を国にイ'{qτ守子い、受け付け
裏|た書類を日本年金機構事務センターへ送付する。保険料
概iの収納業務は行わない。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 15，000 1，440 

支 通信運搬費 70，000 52，460 財

国民年金事業

国民年金加入対象者

国民年金に係る窓口業務の代行

国民年金の充実

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 10/10 85，000 

県支出金
出
全国都市協議会負担金 14，000 7，000 

源害IJ
地方債

内 内合
訳 訳 その他

一般財源 14，000 

dE』ヨ 言十 99，000 60，900 dE』Z 計 99，00，0 

人件費概算
l人ヱ数(人役)1人件費(円)I I交付税| 血| 長~_L:Z:~CI-~
| 附| ι668，1叫|算入|無 II会計種別 一般

活動指標または成栗福麗 H26〆

1 1被保険者数 11，001 

21保険料免除被保険者数 2，703 

31年金関係受付処理報告件数 5，363 

目的の妥当性 妥当である Ir国民年金法Jによる。
妥 t..............…-…・M・…H・H・1.............................1

当 |自治{体本関与の妥当性| 妥当である|ド「国民年金法」による。
|卜》性 • ~トトトト“…….“.日....……….. …....…… .. …....……… .. …....……… .. …....……….“….“. … i一一.. …… .. 
l対象(受益者)の妥当性l妥当である|ド「国民拝金法」によるo

|い'. .，阻目標達成度
有~.............;，;..;............. -.;;...........I 
、効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1.....，..;.:，..........;;..................;....，.1
| |上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である Ir国民年金法Jによる。
効;I……二………………・..1.............................1.
率 !受益者負担の適正化|適正である Ir国民年金法」による。
性 l…・・…H・H ・..…………...:.1.............................1.
コスト効率 2 適正である Ir国民年金法Jによる。

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
|目標値の設定にそぐわない

事項 | 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 1 I H28 I目標 1

10，620 

2，597 

6，644 7，870 

改時期善

達成
度

匹仁日

決算額(円)

53，900 

7，000 

60，900 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室新(係)I 国保年金課

事|蒋定雇診を実施し、結果により特定保雇指導の必要性
~Iを3つに階層分けし、階層に応じた特定保健指導を行う。
事|特定健診は、集団健診と個別健診に分け、特定保健指|手段|特定健診で健康状態を把握し、結果に応じて保健指導を行う
|導は、市で実施するほか、市内医療機関の一部でも実施
|している。 I意図|生活習慣病の予備群を減少させることにより医療費の抑制を図る
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F 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

通信運搬費 3，182，000 2，798，036 

支、 手数料 1，444，000 1，401，931 

出内 特定健診共同事業委託料 173，000 152，221 

訳 特定健診委託料 37，191，000 34，397，319 

その他 1，646，000 1，485，889 

合 計 43，636，000 40，235，396 

人件費概算
仁人工数(人役)I人件費(同)I 
|1.151 5，414，2811 

活動指標ま正Iま成某福覆

1 I集団健診実施回数

年金高齢医療係 匹1 13 1 

国民健康保険特定健診等事業

歳 入 予算現額f円) 決算額(円)
、国庫支出金 1 特定負担金1/3 7，989，000 7，989，000 

財 県支出金 特定負担金1/3 7，989，000 7，989，000 
源割
地方債

内会
訳 その他 保険料 26，516，000 23，225，471 

一般財源 繰入金 1，142，000 1，031，925 

AEb 2 言十 43，636，000 40，235，396 

竺」

特定健診受診率 |……匁.0%……l… 50.0ι…・
2 I (特定健診受診者/40歳以上の国民健康保険被I 35.5% I 36.8% 
保険者) 1..........7~ï:9% ・ r......7ま説・ 1

30.0% I 40.0弘 J
15.3% I 8.5% 

51.0% I 21.3% 

特定保健指導率
3 I (特定保健指導利用者/特定健診受診者のうち
特定保健指導対象者)

l目的の妥当性 |妥当である|国民健康保険法によるo
i 妥~…ム..・M・-………..1.............................1

I当 |自治体関与の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。
性 、~..:・...........…・・・・・……・・…-….1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

|目標達成度 |概ね達成している|国の示す戦略的.な目標値には達していないが、県平均と比較すると高水準である。
有 :. ~~，..:…・山H ・M・...…・・……・・…トH・H・-…・…・・…・・・・・・ l
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }〆 . . ・・・ ・ ・|
l土位施策への貢献度|貢献している

I実施施、主体の適正化 |適正である|国民健康保険法によるD
I 効三ι"……..山....山…….，山.刷."…….. 山…….. 山.. 山..……...…ヤ←…←.. ……… .. ……… .. … .. … .. ……… .. … .. … .. ……… .. … .. … .. …. 
率三 I受益者負担の適正化|適正である|国民健康保険法による。
性 .一一.山…...山H ・M ・....•... ・-… -… ・" “ ..， … l 
bスト効率 I適正である|国民健康保険法による。

.レ
、、一 本市の特定健診受診率は県内最両レベルではあるものの、山口県が全国最低である。受診率向上のため継続的な取り組み
が必要。受診率向上策としては、啓発横断幕の掲示、健診会場への骨密度計設置、電話勧奨等を進める。

課題 t

ι今の向方性後 事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度中に改善に着手

時期

特定保健指導業務は健康増進課に事務委任している。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局面室園所得)I 健康増進課 食育連携室 匹I24 I 

歪122謀議会ZfR2お営主宣言2主主語~I 対象!市民と食生活改善推進員
議|より、市が食生活改善推進員を養成。地区組織である食|手段|食生活改善推進協議会へ委託し実施
|生活改善推進員の活動支援事業を推進している I E 
1-'--1 1--I"'::I^o1==l.......^=.JO""'C.~，.， I I--I~.，J...........ux.-:r./T"'oot.:- J.....^=....... ...." 0.-0 I意図|食生活改善、市保健事業、健康づくりに関する業務の実施

1歳ふ出 予算現額(円) 決算額(円)

食生活改善推進業務委託料 720，000 720，000 

支 消耗品費 108，000 48，3371 
出
内
訳

dロbら 計 828，000 768，337 

小項目(基本事業)

地域ぐるみの健康づくりの充実

食生活改善推進員の養成・育成・支援

ι÷嘉 r入 予事事覇(円) 決算額(円)

，国庫支出金

財 県支出金
頭割
地方債

内合
訳 その他 その他雑入金 72，000 44，800 

一般財源 756，000 723，537 

~ ヨ 計 828，000 768，337 

人件費概算 |人工数(人民|人fZCL||官|無|同問| 一般 経常

14回

活動指標または成呆指標 6
一回
2
r
b
 

un-
団

1 1各校区での料理講習会、食育教室等の活動回数1 186回 1 190回

l00.回 I 100.0% 
35回 1 40回

35回 1 46回21市の保健事業、食育事業等への協力回数

31市が実施する協議会会員への研修会回数

l00.0% I 115.0% 
14回 I 13回

13回 13回

100.0% 100.0% 100.0% 

目的の妥当性 妥当である|市の食育推進計画である。
妥 『………・・......・-…..……・1.............................1
当 ι|同自j治台剖f体本関与の妥当性 l妥当でで、ある |食育推進が地域ぐるみの健康づづ、くりの推進に寄与するものであるo
性 トト...……ι…...……….“…....…………..……..山..“………….“………….日……..……..….“...……….“…....…………..……..…....…………..……..…..十.
対象(受益者)の妥当性| 妥当である l幅広い市民の周知が必必、要であり仇、全市民を対象としている。

目標達成度、 概ね達成している|関係機関との連携が進んでいる。li l裕子安..........1"..民主二二二
上位施策への貢献度|貢献している|地域ぐるみの健康づくりの推進に貢献している。

.実施主体の適正化 |適正である

il許税務1255E|五日常時空二
コスト効率 適正である

..... 
推進員の両齢化が進んで、いるため、定期的に養成講座を開講し、新たな推進員の加入を図ること、また、新しいリーダーを
育成する必要がある。

課題

r 今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
|平成28年度末の推進員数は203名。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局・室M所(係)I 健康増進課 食育連携室 匹I25 I 
天草百I 中項13(施茸〕

健康づくりの推進

小項目(基本事業)

地域ぐるみの健康づくりの充実

食育推進計画の推進

事|平成17年に「食育基本法」の制定。平成23年に「山陽小|対象
l野田市食育推進計画」を策定。地域の特性を活かした食じこ二
業、|育の推進を図っている。平成25年度には中間評価を実日亙|食育博士の養成、食育ネットワーク会議の開催
喜|施。また、最終年度を総合計画との整合性を図るため、平
l成30年度まで延長し、同年、 2次計画策定予定。

歳 出 予算現額(円〉 決算額(円)

消耗品費 185，000 147，547 

支 通信運搬費 48，000 39，024 
出
内
訳

合計 233，000 186;571 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 その他殺入金 54，000 44，000 

一般財源 179，000 142，571 

、合l 計 233，000 186;571 

人件費概算 iほ数{守ilM112i||宝~I ~ 11会計種別| 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

襟
成
邑
一

毘
達

E
一一

:

・

8
一初期…

m
一
以
…
人
…
肌

H
一刀一

41
一刀一
n
M

…η
…η

1
4

…4
…I
M
-
-
'ー 良い

j舌言語指標討己主戒栗指榛 7
一明
直一か

u
n
-
n
L
 

-
A笠

6
一所
直一か

l
同
l
-
T
Eム

ー

円

J

1 1食育ネットワーク会議関係機関参加機関数 一
研
一
肌
一
比
一
人

J
2
7
一
α一ゆ

H
U
"
n
E
-
噌

i
“

F
E

:
 

一
明
…
間
一
は
…
人

似
…
苅
一
川
…
却

qu
山

t
-
開

1
J
m

21食育博士養成数
40.0% 80:0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|市の食育推進計画である。
妥 t":・・・・....・M・...………........…・，.............................，

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|食育推進が地域ぐるみの健康づくりの推進に寄与するものである。
性ト……………………….:.+............................1
|γ1対象C受益者劃)の妥当性l妥当である |隔幅広い市民の周知が必要であ制り、全市民を対象とιして引い、喝る。

有 }目13空空守.聖 i山，..........~...I~竺r竺空胃?土と三""C1t'竺寸'7.>ゴTゴI.~空竺~è吹f空;:pjgil~空.とゴ三士'v¥ 
効 i類似事業の存在 |存在しない

性 [ii画面員二-ぷ首長'1長福山じよ|記長ZLZZ長長三;み福;;員長日;ョ;
実施主体の適正化 適正である

効 1'..'...............・H ・.....・H ・....・H ・....，........……・・…・…・1…・・・・

率 I受益者負担の適正化|適正である|食材料費自己負担
性、 ~......ó.;;.......…・…・………..1………………J....……

コスド効率 適正である

!課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.レ

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート陳情宜M所(係)I 健康増進課 健康企画係 回三口
小項目(基本事葉〕

地域ぐるみの健康づくりの充実

健康づくり計画推進事業(健康フェスタ)

事|平成21年度}副j陽小野田市sos健康づくり許画を策定。
業 I~?~健康づ、くり計画運営委員会、健康・情報ステーシヨ
四|ン、健康づくり推進協議会の活動と協働し、計画に基づき
室|健康づくりに関する事業を展開し、 1年の集大成として健
|康フェスタを開催。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

健康フェスタ負担金 100，000 100，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出，

肉
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100，000 

dE当コ日 計 100，000 100，000 ~ 計 100，000 

人件費概算 !人工数(竹~人11Z311 想見|無|恒到 一般

活動指標または成栗指標

1 I健康フェスタ来場者数

21健康フェスタ出展団体数

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 官互Z::=J 1." H28 1呂標 1

1000人 I 1800人 I I 1800人 |達成
1200人 r.....ii3oo人 Ir.....z.ooo人 1度'
120.0% I 100.0% 
32 I 35 

決算額(円)

100，000 

100，000 

経常

目的の妥当性 妥当である|健康づくり計画の推進は、市民の生涯を通じた健康づくりとまちづくりに寄与できる。
妥 |トトド.一…J一.…….. 山.. 山.“.…….川山..……. ……...…… .. 山..山…….. 山…….“山.“山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 寸.
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|本市の健康づくり計函であることから、計函運営委員会との連携で推進してしい、てく。
性 }ト"……….. 山…….“山..山..“……….. …'"…… .. … .. …ι一Jλι..……・…・……・・|・ | 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|より多くの市民に周知を図っている。

有l院?ザ暢空樗空界努里 | 空幣黙予?ど史とピゴご.史vピ吹汚，，三万:三三T三'..I.~閉明空閉円け空史で三三::r.A~三三~~点?胃空?空空幣f竺?押明?門?明明切?空?竺門iJJD渋JJ押ID
効 |類似事業の存在 1存在しない

性エ雨量二五五最長|言語C~'~'~~"r{;ï長3ib記長記;員長こそ;弓;
実施主体の適正化 |適正である|市と市民の協働で健康づくり計画を推進している。

il許税制:lE545::::

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である

• 

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室M所(係)1 健康増進課 健康企画係 匹129 1 

小項目(基本事業)

地域ぐるみの健康づくりの充実

健康づくり計画推進事業(SOS健康づくり計画運営員会支援事業)

事|平成21年度に山陽小野田市sos健康次り計画を策定0
:!:Isos健康づくり計画運営委員会、健康・情報ステーショ
歪|ン、健康づくり推進協議会の活動と協働し、計画に基づき
霊|健康づくりに関する事業を展開し、 1年の集大成として健
l康フェスタを開催。 I意図

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 100，000 96，569 

支 通信運搬費 9，840 9，840 
出

内
訳

d匡』ヨ 計 109，840 106，409 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)1 

091 4，064，9301 

活動指標または成果指標

sos健康づくり計画運営委員数(かたつむりで行
11~~~ 
」ノコ:;;/

21部会の活動回数

31ステーション登録数

鼠入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
;頂割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 109，840 106，409 

4E』Z 言十 109，840 106，409 

良い

芸罫設j史?(F見 I-~無 |川|ド会開拍}3IJI 一叩般 | 

5芸....二....二1::::二二....二:::::::::i:iiトi:::::::::::::各:
....二二....二....二.... 諜 :

じに...誌:

経常

、

妥

当

性

一

目的の妥当性 | 妥当である|健康づくり計画の推進は、市民の生涯を通じた健康づくりとまちづくりに寄与できる。

自治体関与の妥当性| 妥当である|市の健康づくり言十画を推進する住民組織への支援を行っている。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市の健康づくり計画を推進する目的で組織されている住民団体である。

目標達成度 |達成している|部会活動が活発化してきでおり、ステーション登録数も増加している。
有ト…....・M・.....・H・.....…“....・H・卜……………….1.

効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ証-元暴-二ぷ言語長..1 長示日.~~~..1逼語系-j雨量逗i;長長-こそi弓;
実施主体の適正化 |適正である

、効[..;;..，;....................................1

率 I受益者負担の適正化|適正である
性 }……………………1................一一一...・I・H ・-
|コスト効率 I適正である|ボランティアによる活動であるため、運営に関して予算措置が必要である。

..... 

課題

今の向後方性 ， 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)1 健康増進課

事|平成18年自殺対策基本法施行。平成22年より山口県自殺対策
|緊急強化基金を利用し、自殺対策事業(人材育成)として平成231
業|年度からこころのサボーター養成講座を3年に1度実施する。ま
概|た、普及啓発として、職域及び自治会等の出前講座を実施す
要|る。(人材育成3/4、普及啓発1/2)

歳 u 出 予算現額C円) 決算額(円)

報償金 50，000 40，000 

支 消耗品費 50，000 50，000 
出、
通信運搬費 30，000 30，000 

内
訳

a会計 130，000 120，000 

健康企画係 匹I30 I 
小項目(基本事業)

地域ぐるみの健康づくりの充実

自殺対策事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 1/2 65，000 59，000 
源割
地方債

内会
訳 その他

一般財源 1/2 65，000 61，000 

合 計 130，000 120，000 

人件費概算 |人工数(怯|人官211|想見|無|同問| 一般 臨時

H26... 

2回

活動指標または成果指標 間
一
泊

1にころのサポータースキノレアップ研修会開催回数

2にころのサボータースキルアップ研修会参加者数

3にころのサポーター養成者数

2回 2回

100.0% I 100.0% 
186人 1 337人
47人 75人

25.3% I 22.3% 
186人

156人

83.9% 

目的の妥当性 |妥当である|自殺対策基本法による。
妥トH・M・-…・......・-……-…….1.............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|自殺対策基本法による。

I 1主 l対象(受益者)の妥当性|説話ぷ I"~殺対策基本法による。
目標達成度 F 達成している|自殺者数も減少傾向にある。

有 t...山…….. 山…….. 山.. 山..…… .. 山....…….. 山..…… .. 山..……. …… .. 山.. 山....…….. 山叶.. 寸.，
、効効 i類似事業の存在 | 存在しなしい、

主|エ説員二伝言語長|説仁三.~.~~.l説福iEZ足以ふ伝言語日;;L;

ー実施主体の適正化 |適正である|当面は市全体で実施すパきである。
| 効 トト.. …… .. 山.. 山..一“……….“….“.川…
、率 |受益者負担の適正化|適正である
性 1..:.………........“………J
コスト効率 適正である .. 

今の向性

後
方 計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

こころのサポーター養成講座を3年にl度実施し、スキノレアップ研修会は養成講座実施の年は実施しない。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課"局室鋼所得)1 健康増進課

事|あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法
:!:I律、柔道整復師法により、施術所届出受理、新規届出施
事|術所への立ち入り検査が必要である。平成23年度から県
要|特例条例による移譲事務により市が実施している。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 7，000 6，912 

支内出 》

訳

ぷE』ヨ 計 7，POO 6，912 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金 r

源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源
、一

dロh 計

健康企画係 匹Eヨ

予算現額(円) 決算額(円)

7，000 6，912 

7，000、 6，912 

人件費鵬 |入閣制人件2291|管見付|同問| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 r--H~| 呂標

1 1受理数 l......宣伝..+....是正:lt:::::::繋:::::::l笠

21立ち入り検査数 繋|腎 II暫

3 

目的の妥当性 |妥当である|施術所の管理は必要である。
妥 1..・M・........・M・..…...・H・-…-…卜…・……|
当 |自治{体本関与の妥当性| 妥当である|県からの移譲事務である。
性• Iト卜"……...一.
l対象(受益者〕の妥当性l妥当である

目標達成度
l 有:ト'.・山 l 

効 j類似事業の存在 1存在しない
性 }ト.ぺ十1
l上位施策へのリ貢献度 l貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|県からの移譲事務であることから、市が行うべきである。
効ト‘ 1.............................， 
率|受益者負担の適正化l適正である
性ト円…-…:… ，.1 
I ，'. Iコスト効率、 |適正である .. 
|課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | l目標設定にそぐわない事業
事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 国保年金課

大項目(時宜、

'='="1国民健康保険被保険者に健康への馬E、吾首めるととも
芸|に、健康増進課が実施するがん検診で、国保該当者の検
概|診料を一部負担する。

特定健診係 回三日

疾病予防事業

要1 1意図|被保険者へ健康の意識高揚を図り医療費適正化にうなげる

歳 出 予算現額C円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

検診委託料 14，049，000 10，452，300 国庫支出金

、支 財 県支出金
出
内
訳

ー dロ』 計

人件費概算'

源害IJ
地方債内合

訳 その他 保険料 14，049，000 

一般財源

14，049;000 10，452，300 dロ』 計 14，049，000 

lλ工数(人役)1人件費(円)I I 交付税~ I h..~...L%æ[]111 Jkto... . ..d.../r，:::JJCJ¥ I 
| o叫 288，7叫 | 算λ | 無 I I会計種別|特会(国保)I 

※上段:目標中段:実績下段:達成率
活動指標ま記孟成菓子宮覆 H26 百芝7一一1I H28 1目標 l

1 1総合健診の回数 10回 10回

達成
度

24.5% I 25.6% 
21胃・肺・大腸・子宮・乳がん検診受診率 24.9% 24.1% 

3 

101.6% I 94.2% 

目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。
妥 『…..…………………・・1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|がんを早期発見することで医療費の削減につなげるo
性 }…............・H・H・-・・……....…..1.............................1

決算額(円)

10，452，300 

10，452，3001 

経常

対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市国民健康保険の被保険者(検診により対象年齢は異なる)

目標達成度 |概ね達成している
有}ー l
効、|類似事業の存在 |存在しない
性 1.............."........，........;....;..:..1
上位施策への貢献度|貢献している

[ 効 |帯主体の空正化 |適正である|国民健康保険法による。

率 j受益者負担の適正化|適正である|自己負担金を徴収している。
性 Fい…...~・-……………1.............................1

コスト効率 l 適正である ... 
課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

改善
時期

がん検診の受診率は、国への報告数値の算出方法に変更があったため、経年的にみると数値が大きく変化している。



様式1号(事務事業評価)

国保係 回三日平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 国保年金課

~I国保被保険者の健康増進を図るため、以下の事業を行
事|うロ①校区ふるさとづくり協議会が実施する健康づくり事業
国|に対する補助金支出②グラウンドゴノレフ大会開催に対す
霊|る支援(参加賞支給・傷害保険契約)③水中運動教室、こ
lくほシェイプアップジムの主催

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

賞賜金 80，000 67，000 

支 消耗品費 259，000 211，796 
出
役務費(通信・保険) 35，000 8，167 

内
1 訳 運動教室業務委託料 910，000 553，000 

健康づくり補助金 324，000 324，000 

.g. 計 1，1)08，000 1，163，963 

対象|①各校区ふるさとづくり協議会②大会参加者③教室参加者

手段|①補助金交付②開催支援③業者委託による教室開催

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 保険料 1，608，000 1，163，963 

一般財源

dEEヨh 計 1;608，000 1，163，963 

人件費概算. |人工数(告|人112L||宝?|無 I I会計程}.lIJ1特会(国保)1 経常

64.4% 

!
…
}
一
川
一
人
一
人

口
…
日
…
山
一
∞
…

ω

…
…
ロ
U

一η
L
山

η'u

m一
ロ
…
叩
…
川
一
臥
…
臥

L
E

…
…
Q
u
-
m
b

…m
d
 

活動指標または成果指標

補助対象事業を実施した校区ふるさとづくり協議
会数

21グラウンドゴルフ大会参加者数

100.0% 

200人

191人

川一
um
一以

叩
一
日
一
n
J

!
 

ぷ
一
人
…
人

目
一
卯
一
回31運動教室の定員に対する参加者数

75.4% 60.8% 

.目的の妥当性 |妥当である|山腸小野回市国民健康保険条例による。
妥 }トトu……..山.
当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|山腸小野田市国民健康保険条例によるロ
性 }トいP目山山..…………..……..……..…...…………..…….“…….“…....…………..…………..……..…….“山.“.日一………..…….“….“.………….目一.目.………….日…….“……..一......1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|国保被保険者以外の参加がある。

|目標達成度 |概ね達成してしも
、有}ヘ J
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }イ
ー上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である

i l許税制IE5551争当51JEE11551務当日目当1115;:::::::
1コスト効率 l 適正である

...... 

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

特記
事項 ( 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局圃室町所得)I 健康増進課

事|平成6年度、国保安定化対策協議会を設置。平成8年、:売盃地
l視察を行い、平成9年度から基礎となる講座を開催。 基礎講座
業|修了者を対象に平成15年度から養成講座を開催。
概|現在は、基礎講座も含めた養成講座の内容として、推進員を
要l養成し、地区活動も含めた育成及び支援を行っているo

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

、講師謝礼 25，000 25，000 

支 消耗品費 62，600 51，748 
出
通信運搬費 164，000 85，551 

内
訳

dロ民 計 251，600 162，299 

成人保健係 回二日

健康推進員の養成・育成・支援

手段|養成講座、研修会、交流会の開催。地区活動への協働。

意図|生涯にわたる健康づくり。個から地域へと健康の輪を広げる

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出会 2/3 166，000 126，000 
頭割
地方債

内合
訳 その他 雑入金 12，000 9，600 

一般財源 73，600 26，699 

合 計 251;600 162，299 

|木工数I瓦寄り|人件費(円)I 1:交付税r-:i rム :$tJll I ~r!tn.. I 
人件費概算 1 0.61 . 3，4町叫 | 算入 | 有 II~計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1. . H26'. I . H27 I r H28 1目標 l

I 27人 I 27人 I I 20人 |達成

1 1健康推進員養成人数 I 27人 I 29人 I I 12人 l 度
川
一
山
一
人

川川・

-
H卜
日
比

n
O

K
一広…

8

開
一
人
一
入

、J-nou--

m
一
日
…
叩21健康推進員研修会への参加人数

31健康推進員による地区活動回数

問
一
回
1
 

4
乱

-
4‘

z
-
3
 

問
一

E

3
h
-
A
U
M
 

2
-
3
 36回 35回

100.0% 103.0% 100.0% 

目的の妥当性 妥当である|一人では困難な健康づくり活動を地域の輪作りの中で継続させる

iIR11F所希望I::256Z::l房持労手王子5222252::二二
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 概ね達成している|推進員の高齢化が進む中、毎年新たな推進員を養成し活動に活気を与えている
有 t，.i..................................i.o......1
効 I類似事業の存在 |存在しない

性|エ副長二ぷ言語:1福山高|逼ぷ伝説i;員長こそ;;ぷ
|実施主体の適正化 |適正である

i|持労務1::民主..1半期芳子労務J111者111明言E経2115::::::::
lコスト効率 1 適正である

.レ
平成28年度から現役の推進員の中で、実際に地区活動が可能な人材把握を開始し、高齢等の理由により活動が難しくなっ
ている者を保健師が訪問し、退任意向を確認した。(退任者25名)
今後も新規の推進員を養成しつつ、現役の健康推進員が活動できるよう、育成・支援を継続していく必要がある。

課題

今の後方'
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I 国保年金課 国{呆係

大項目(九伊、

士 E被再顧者の健康増進のため、はり・きゅう施術憂ぬ利用の
芸|補助(初検料 200円、 l術 70眠 2術 800円)を行い、
概|医療費の抑制につなげる。

はり・きゅう施術費補助事業

国民健康保険に加入する被保険者

はり・きゅう施術費に対し補助券を交付する

匹I16 I 

要 はり・きゅう施術費の利用を図り、医療費の抑制につなげる

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

印刷製本費 100，000 。 国庫支出金

支 はり・きゅう施術費補助金 2，130，000 1，850，600 財 県支出金
出
内

j原害IJ
地方債

内合
訳、 訳 その他

一般財源

4E』3 言十 2，230，000 1 ，850~600 d回』 計

人件費概算

走覇霜標またIま成果指標 H26 H27 

1 1利用件数 同:…・五五u平・・…r....3;.ooi存…...

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例によるロ
妥 f~..;・H・......................・H・-……1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例による。
性ト.........…....・H・-……………1..............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例による。

目標達成度
有.~..........;;..;..;..;.......， ........;.........I 

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f....................;..，...:..，..............1
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|民間委託等は困難な事業
効効 fい"山……..山….“.
率 |受益者負担の適正化|適正である|被保険者負担の一部を補助
性ト"山………"山….....……………...…………..……..…....…………..……..…....…………..……..…....…………..……..…....…………..……..…....1.............................1

予算現額(円)

保険料 2，230，000 

2，230，000 

|コスト効率 l適正である|利用状況を被保険者に通知し、適正利用を周知している

課題

今の後方

向性

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

1，850，600 

1，850，600 

経常



， 

様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局宮・所得)I 健康増進課 成人保健係

健康手帳の交付

歳 出 予算現額(円) 決算額(同) 歳入 予算現額(円)

消耗品費 64，800 53，187 国庫支出金

支 財 県支出金 2/3 40，000 
出内; 源'割

地方債
内合

J 訳 訳 その他

一般財源 24，800 
dロ』 計 ， 64，800 53;187 ぷE』コ 計 64，800 

人件費概算 r工数咋~人?1241 |官|有|同問l一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指榛ま正は成果指標 H26 1 . H27 自主主ー」目標
800冊 1 800冊 700冊 |達成

1 1交付件数(5年更新版) 532冊 1 468冊 413.冊一一一l度
66.5% 1 58.5% 

100% 1 100% 

59.0% 1 

1 100% 

21活用状況(保健事業の場で活用状況を確認) 25% 35% 30% 

25.0% 35.0% 30.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|健康塙進法第17条の11こ基づく健康増進事業である
妥 tò ••・M・-…………・・M・-・4・"1 .............................1.

当. 1自治体関与の妥当性|妥当である|健康増進法第17条のlに基づく健康増進事業である
性ト…・........…………….;1…........................1.
対象(受益者)の妥当性| 妥当である↑健康増進法第17条の1に基づく健康増進事業である

目標達成度 I検討が必要|手帳の活用度が低い
有 t...................，...:.....................，

悪い

匹I16 I 

決算額(円)

27，000 

26，187 

53，187 

経常

r 効 l類似事業の存在 |存在しない
性f-~ .• i.....;... '.' .............ò...~ .......，....1 
|上位施策への貢献度、|貢献している

|効|勲功労黙 ;...I....~~.~~汀生??雪17~0) 1県支持芳子三åï;;S
》率 |受益一者負担の適正化l適正である
性一 1....， ・4
-lコスト効率 | 適正である

..... 
健康増進事業実施要領の改正により平成28年度までの手l慢の交付が平成29年度からは健康手帳の利用を促すへと変更

課題

今の向後方性

した。
これまで、交付することが取り組みとなっていたが、今後は利用を促すため、保健事業の場を通じて説明の機会を設けるなど
手帳の活用方法や入手方法(ホームページからのダウンロード)を周知していく必要がある。

事業の進め方等に改善が必要 改時善期 29年度中に改善に着手

健康増進法の改正を受けて、平成30年度から、交付方法を原則、対象者による厚生労働省ホームページからのダウン
ロードによるものとする。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 健康増進課

歪|卓会謹52r1態語謀長団体から健康増進に|対象|主に成人の市民
ま|昭和58年に制定された老人保健法により事業開始。 I手段|テーマに沿って、健康に関する正しい知識の普及を図る
霊|平成14年に制定された健康増進法17条第1項に基づ
1き継続実施。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

講師謝礼 45，000 30，000 
|支 消耗品費 308，000 304，681 
出
通信運搬費 14，000 8，942 

内
訳

.g. ヨ 計 367，000 343，623 

成人保健係 匹亡日

成人健康教育

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 2/3 338，000 251，000 
源割
地方債

内合
訳 その他 雑入金 16，000 8，000 

一般財源 13，000 84，623 

合 言十 367，000 343，623 

人件費概算 FZ数{官~人間hi 市引有|同問l 一般 経常

活動指標または成果指標 6
一回

g
E
n
U
 

H
一
日

1 1主催による健康教育の実施回数

21要望による健康教育の実施回数

136回 87回

105.0% I 100.0% 
随時 | 随時

49回 53回

I 100% I 100% 
健康教育への参加者が生活習'慣を見直す機会と卜… 寸3 I~J)J'C~~ ~ :v:"~:~~/:-.~1Q，~-，""~~~~~' 'I}%:Z:>;L I 91% I 80% 
なった割合(参加者アンケート結果から) I............::.';:.~..........~ 

91.0% I 80.0% 

似
m
"

…
似
m

o
…wm
…ρ
 

川
…
町
田
…

8

1
・

1

目的の妥当性 ι |妥当である|健康増進法第17条のlに基づく健康増進事業である
妥ト・H・H・.....・M・-…-…....・M・.1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|健康増進法第17条のlに基づく健康増進事業である
怯 L……一........一…....・H ・...，...1…… l

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|健康増進法第17条のlに基づく健康増進事業である

目標達成度 |概ね達成している|参加者の概ね8割が生活習慣を見直す機会となっている

ii持者時::::::!::::::z-zz::lEH精子;:券税務12155E二二:
上位施策への貢献度 l貢献している

効 I害性円~lE1と.I....~~.芳三|空開予竺17~三tiffF.開今.???
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 l....…・・・・……-…………...1

.コスト効率 適正である

.レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記

事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課骨圃室個所得)I 健康増進課 成人保健係

.，.，;:.1心身の健康に関する個別の相一読立志じ7必要な指導及
室|び助言を行い、家庭における健康管理に資することを目

事|的として実施。相談依頼者からの電話・来所相談や健康|手段|他の保健事業参加者や来所者への面接及び電話等
要|教育事業に併せての随時健康相談を行う。

匹亡日

成人健康相談事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 186，000 148，280 
支 通信運搬費 47，000 43，152 
出
内
訳

合ー計 233，000 191，432 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金 2/3 170，000 128，000 

内合
地方債

訳 その他

一般財源 63，000 63，432 
dロ』 言十マ 233，000 191，432 

人件費概算
は工車京在刀 再費市7] I交付税 I-&  I I .A.EHa c，' I 
l 0.21 1，叫制II 算入 |有 II会計種別| 一般 経常

活動指標または成果干旨覆二 H26 

24回

23回1 1定期相談開催回数 24回

21相談依頼数

見
一
-T
…件

nv
一
回
町
一
列
州

民
一
随
…

M

問
一
寺
…
件

肌
一
附
…
町

3 

目的の妥当性 妥当である|健康増進法第17条の11こ基づく健康増進事業である
妥『竹"山……..山……..山..山.. 山…..山..川.. 山…….. 山…….. 山.. 山..山…….. 山…….. 山…….. 山.. 山....山…….. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 川.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.“山.. 山…….. ….“山.. 寸.
当 |自治体関与の妥当性|妥当である l健康増進法第l口7条の11にこ基づく健康増進事業である
性}…・........…………....・M・..1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|健康増進法第17条の1に基づく健康増進事業である

目標達成度 1達成しでいる

i|持者約三... ，....1"....子五〕有望渋55房長日浅沼持日持z-z::::::::::::::
| |上位施策への貢献度|貢献している

効 i開攻作Eq--jF22|警骨子空空17~とH;:l!;方開持芳三円
率 1受益者負担の適正化l適正である
性 L……………・………J
.コスト効率、 適正である

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局E室・所得)I 健康増進課

中項目(施策)• 

健康づくりの推進

成人保健係 回コロ

成人訪問指導事業

事|がん検診Ic.肩ける要精密検査者・各種検諺事後フォロー|対象|訪問対象基準に該当する者及びその他必要と思われる者
室l者・市国保の特定健診受診者の内非肥満者で特定保健
=1指導の対象に該当する者・市国保多受診・他機聞からのト
芸|連絡者等を対象に小学校区別に担当する保健師及び管
l理栄養士による訪問指導を実施。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 64，800 53，481 

支出

内ム
訳

、dE』ヨ 計 64，8001 53，481 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出会 2/3 34，000 26，000 

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 30，800 27，481 

4EL ヨ 計 64，800 53，481 

臥工数以役:TI人件費(円)川言問 1::'-1r::一一1 _mlu 1 
人件費概算 1 11 ι幻叩7打叫7

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 . I 1. H28 1目標!
1 随時 | 随時 I I 434件 |達成

1 1がん検診事後対象者への訪問指導実施件数 r・M・-・301存…・1…・..33Z.f平……1 ，..・M・..誌1:梓・.......1ム度

21国保被保険者への訪問指導実施件数
時
…
#

随
…
山

E
E
E
E
E
+
E
E
E
E
 

寺
…
件

随
…
側

61.3% 

31その他訪問指導実施延べ件数
時
…
件

随
…
姐

E
E
E
E
E中
E
E
E
E

時
…
件

随
…
羽

妥
目的の妥当性 妥当である 健康増進法第17条の1に基づく健康増進事業である
-・・・・・・・・・・・・・・.....・・・.....・・・...・・・・..・・・.............................. -・....................................................................................................................................................................

当 自治体関与の妥当性: 妥当である 健康増進法第17条のlに基づく健康増進事業である
性 ・・・・・・・・・・・・・....、......................戸..... ............................. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...................................................................................................
対象(受益者)の妥当性 妥当である 健康増進法第17条のlに基づく健康増進事業である

目標達成度 達成している
有 ----------J ---............................... -・...........................-・...................................................................................................................................................................
効 類似事業の存在 存在しない
性 ...ー.........・・・・・・ーー・'・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・............................. ..・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...................................................................................................
上位施策への貢献度h 貢献している

効率性

実施主体の適正化 適正である 健康増進法第17条の1に基づく健康増進事業である
・・・・・・町・・・・・・.................、......._.!..... ............................. ..................................................................................................................................................................... 
受益者負担の適正化 適正である
...・・・・・・・・ー・・ー・........................・ー...白-、-............................. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...................................................................................................
コスト効率 適正である

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.い

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 健康増進課 成人保健係 匹I20 I 

成人健康診査(生保等健康診査)

対象|主に40歳以上の生活保護受給者で健康診査を希望する者

手段|集団検診、個別検診または、医師等による訪問診査

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

‘ 
印刷製品費 12，960 。

r 支出 健康診査委託料 215，000 110，721 

内
償還金 31，000 31，000 

訳

合計 258，960 . 141;721 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金叶

財 県支出金 2/3 142，000 72，000 
源割
地方債

訳内合
その他

一般財源:マ 116，960 69，721 

.g. ヨ 計 手58，960 141，721 

人件費概算 「司教官|人件関~I 宝:!I 有 II会計翻IJI 一般 経常

1 I生保受給者の健康診査受診者数
同・・・・・・・・・i"zx.........r......15A丈丈..…・

げ
一
時
出
一
随

活動指標または成栗霜榛 I .H26 
. 随時

2 

3 

1 ，.'1目的の妥当性 |妥当である|健康増進法第四条の2に基づく健康増進事業である
妥 l;..:......…..............………1.............................1
当.I同自治体関与の妥当性|妥当である|健康増進法第l叩9条の2に基づく健康増進事業である
性|ド4ふ.. 一.
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|健康増進法第l印9条の2fに乙基づく健康増進事業である

目標達成度
有 p;.:，...............，....;..;;...，......，;.1
、効 l類似事業の存在 |存在しない
性|….:.....0&川“"';;".''';'''，...;..，...1
l上位施策への貢献度I貢献している

i実施主体の適正化、 |適正である
効 '1:..;.':...;.:，:.::，.，....;..，...........;;、l
率|受益者負担の適正化|適正である
性 l.......~.:. ， ...;;..........;...."..;;on ， .;1

aコスト効率 日|適正である

..... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
|時期

特記 | 
|目標設定はそぐわない事業。

事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課開局室・所得)I 健康増進課

大項目 (ι一、

成人保健係 匹仁互コ

事l又健康増進法第四条の2に基づ、き以下の雇訟を実施す

差|もがん検診(胃・大腸・肺・子宮・乳・前立腺)

芸|②女性の健康診査

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 80，000 28，000 

支 印刷製本費 540，000 536，976 
出
消耗品費 12，000 7，480 、内

l訳 役務費 259，000 209，415 

健康診査委託料 96，737，546 75，410，962 

"・'，' 合計 9.7 ，628，546 76;192，833 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 受益者負担金 15，268，000 11，263，200 

一般財源 82，360，546 64，929，633 

合 計 97，628，546 76，192，833 

は工数~(.人投)1-瓦再蔓I円)] I 有事 r~ r=二i三1
| 0.71 色042，0刈 |算入|有 II会計種目l 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 '1 H27 I I HZ-a l呂標 1

1 1集団健診の実施回数 j 娼 | 詔 I J 詔 |管
100.0% I 100.0% 

101.6% 94.1% 

12.00% 

9.22% 

76.9% 

21個別健診の受託医療機関数
7
・
7
・
6

-ロ
υ"
一ロ
υ
u
m
u
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-
h

4
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"
、明

M
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η
4

n
H
v
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噌
1
4
H
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v
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h
U
H
F
h
u
u
噌
1目
a

E
E
E
-
A
T
E
-
-

・4官・・E

所
…
所
…
%

=
;
1
 

4
μ
"
4
μ
"

、3

n
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u
t
A
M
M
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p
h
u
u
戸

h
U
H

，‘，

24.50% I 25.60% 
31がん検診受診率(前立腺がんは除く) 24.90% I 24.10% 

l目的の妥当性 |妥当である|健康増進法第四条の2に基づく健康増進事業である
妥ト・....h.....…………....・M・1.............................，
当|自治体関与の妥当性|妥当である|健康増進法第四条の2に基づく健康増進事業である

h 性ト………………M・M ・....1… | 
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|健康増進法第四条の2に基づく健康増進事業である

|目標達成度 |検討が必要 IH28年度から受診率の算出方法変更有
有 ト・・H・M・-……・・・……・・…...斗…H・H ・....・H・...........1.…・…
f効 |類似事業の存在 |存在しない

J 性 l………“・M ・M ・.........…・・…・l

4・上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|健康増進法第四条の2に基づく健康増進事業である

i l持者税務'1""日~~:]~::#.~:今51:::::::::::::::::::::: :: 
コスト効率 適正である

.レ
がん検診実施の指針l山て一部改正が行われ平成2明から肌の対象者及び受診間隔が変更となったo(毎年
→1回/2年)これらの変更点を引き続き、実施機関である市内の医師会をはじめ市民へ周知徹底する必要がある。
また、検診の対象者数の抽出方法がH28年度報告分から変更となったためH27年度までとの直接的な比較が難しく、受

課題 診率についてはH28年度からの変化をみてして形となる。

今の向性後方 事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度中に改善に着手

時期

H27まで、の対象者数は住民一就業者数+農林水産業従事者数で算出していたがH28年度からは住民全体となった。
H28年度の受診率をH27年度までの対象者の抽出方法で算定すると20.52%(達成率76.9%)となる。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課開局室'所得)I 健康場進課 成人保健係

大項目(政策)

3|生涯を通じた健康づくり・地域医療体制の整備
目時計画"

成人健康診査事業

事|感染症予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
業|律53条の2の規定に基づき胸部レントゲン検査を実施。

霊会
且乙

成人健康診査(結核検診)

INol 22 I 

概.

要 結核の発症を早期に発見し、他者への感染を未然に防ぐ

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 8，000 7，986 国庫支出金

支出ム

通信運搬費 92，000 92，000 

レントゲン撮影委託料 1，394，000 940，464 
内

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 訳 その他 受益者負担金 16，000 20，800 

一般財源 1，478，000 1，019，650 

会~計 1;494;000 1，040，450 dEEZ h 計 1，494，000 1，040，450 

人件費概算'
|官j右| |会計種別| 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 H28 自標
90か所 達成

1 1巡回検診の実施箇所数 80か所 度
..................ー.........
88.9% 

30か所 28か所 28か所

1 ・羽i前 28か所
............................ 

21個別健診の受託医療機関数 27か所
............................ ............................. ............................ 

|良い100.0% 100.0% 96.4% 

50.00% 50% 50% 
.......................... .. ............................. ............................ 

31市が目標とする受診率に対する受診率 33.70% 35.70% 26.60% ............................. ............................. -・・.........................
67.4% 71.4% 53.2% 

目的の妥当性 |妥当である l感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による

ilH百円安説E|:::2525Z:::隙55伝5房長説;55HH11再現115:::::::::
対象(受益者)の妥当性l妥当である l感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による

，目標達成度 、 |概ね達成している
有 1......:..，............，.....................1
効 |類似事業の存在 I存在しない

|性|エ雨量二伝説|長福山.~.~~..1

| ‘剛主体の適正化 |適正である|感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による
効 '1ト.. 川.
》率率‘ I受益者負担の適正化|適正である IH28年度から集団健診でも受益者負担金を徴収することにした
性ト……H・H ・....………1.............................1

I .ペドスト効率二 |適正である ... 
感染症予防及び感染患者に対する医療に関する法律に基づいて実施してし喝事業であり、法律の中で市町の義務として
、結核検診実施の責任がある。個別健診での受診が可能な者は良いが、かかりつけ医を持たず、医療機関への受診がない住

'課題

今の後方

向性

特記
事項

民にとっては巡回検診が唯一の結核検診の機会となるため、巡回検診の日程、場所等、動向に合わせ検討しつつ、巡回検
診は継続していく必要あり。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 健康増進課

大項目(九伸、

成人保健係 匹Lhl

一|①子宮頭がん・乳がん検診に対して、無料クーポン券等|対象 I~
霊|を交付し受診勧奨を行う。年度途中で未受診者に対し受l l診者
概|診再勧奨を行う。 I季段|①無料クーポン券の個別郵送②訪問及び電話での受診勧奨
要|②精密検査未受診者に対する受診勧奨。

一歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支

、消耗品費 48，000 47，048 

印刷製本費 269，000 118，800 

訳両出
通信運搬費 144，000 126，047 

健康診査委託料 1，434，000 1，303，268 

.g. ヨ 言十 1，895，000 1，595，163 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 1/2 263，000 279，000 
源割
地方債内合

訳 その他

一般財漏 1，632，000 1，316，1.63 

.g. ヨ 言十 1;895，000 1，595;163 

| 人件費概算 |人工数(制人宮忠。II想見|有|同判 一般 | 臨時
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 

22Lーポン券対象者におー頚がん梯|:::設

生E料クーポン券対象者における乳がん検診受診
21率
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31要精密検査受診率(年度末実績) 87.50% I 79.30% 

87.5% 79.3% 

目的の妥当性 妥当である 感染症予防事業費等国庫負担(補助)金交付対象事業による
妥 ...........ー・・4・・・・・・..............，・・・・................................... .................................................................................................................................................................ー・・・
当 自治体関与の妥当性 妥当である 感染症予防事業費等国庫負担(補助)金交付対象事業による
性 ............................................ ............................. -・・・・・・・・・・・・・・・.....................................................................................................................................................
対象(受益者)の妥当性 妥当である 感染症予防事業費等国庫負担(補助)金交付対象事業による

目標達成度 概ね達成している

有 ・・・・・・・・・・・・・・，・・・・・・・、・・・・・・・・・・・・、・・・・・・....‘.. -・・・・・・・.....................-・・・.................................................................................................................................................................

: 効性 類似事業の存在 存在しない
-・ー...ー・・..画...........................ー・・・.ー・................................................................................................................................................................................................ 
上位施策への貢献度 貢献している 健康づくりに寄与している

実受施益主者負体担田適田適正化
適正である 健康増進法による

ノ効率性
正化

............................. ...................................................................................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・....
適正である

......................ー・・................................................ ..................................................................................................................................................................... 
コスト効率 適正である .ト
クーポン対象者は21歳、 41歳であり、特に子宮がんの21歳は出産経験等がない場合は、無料クーポンがあっても検診に対し
て抵抗感が強いと思われる。 (H28年度の意向調査で意見あり)
，対象者への受診勧奨についてどうするか検討が必要である。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)1 健康増進課

中項目(施策)

健康づくりの推進

健康企画係 回三日

定期予防接種事業

古 1予防接種法第5条に基づき、定期予防接種事業を実施。
王IA類:ヒブ、小児用肺炎球菌、 BCG、MR(麻しん・風し
概|ん)、四種混合、不活化ポリオ、水痘、日本脳炎、二種混|手段|医師会等医療機関と委託契約じた定期予防接種事業を実施
宵|合、子宮頚がん、B型肝炎
京 IB類:インフノレエンザ、成人用肺炎球菌

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 323，000 320，191 

支 通信運搬費 308，000 302，170 

出内 予防接種業務委託料 195，081，740 180，215，101 

訳

ベ、 iロ>. 計 195，712，740 180，837，462 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
調割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 195，712，740 180，837，462 

ぷ回』 計 195，712，740 180，837，462 

人件費概算 |人工数(人役~人告別|官民|有|同問| 一般 経常

活動指標または成果指標 H26 H27 

1 1予防接種の種類 一…13造語H・M・T一一日通説・・…

21麻しん・風しんの接種率
w而
川
W
河

口
U
山
口

U

n
H
u
"
唱
1
ム"-

F
h
u
"
F
h
u
 

n
H
U
"
円
同

U

E
E
E・
品
目
E
E
E

山
似

m

w
h
u
u
n
U
 

町
υ
…只
M

G
d
…ワ
su
…Q
d
 
102.9% I 100.1% 

3 

目的の妥当性 l妥当である|予防接種法によるo

5 -t:~:~#.!#.~:安時|:222551E停日;::
対象(受益者)の妥当性l妥当である|予防接種施行令による。

|目標達成度 > I達成している
有ト 1 2 1類似事業の存在 |存在しない

上位施策への貢献度|貢献している

i実施主体の適正化 1適正である

i |言言券半肖空-与#:存再持5汚言持餅-当説主託'ftT仁T'"日r"日"主:至希主E主:三Y汚汚g妥夜引z5EE汀"1除|陪#暢害顎所円号佐15日日:ヨ弓三ヨ三;5j2ヨ浅5房今:
コスト効率 |適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

麻しん・風しんについては接種率が95.0%と国の目標が掲げられているロ



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所得)I 健康増進課

宮支川無 II会計主}3IJI 一般 | 

二

主i予防接種法、ポリオ生ヲクチン2次感染対策事業実施要
議|綱により、健康被害に対する給付事業を実施する。きわめ
要|て稀なケースであるが、本市で1名該当者がいる。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)
予防健福健康俊害医療費・医療手当等交付金 2，623，260 2，623，260 

支 償還金・利子・割引料 2，000 1，193 

訳出向

ぷロ』ヨ 計 2，625，260 2，624，453 

人件費概算
l人工数I瓦設)1人件費(円)1 
|0.051  288，7161 

健康企画係 INol 27 1 

ポリオ2次感染対策事業

歳 入 予算現額{円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出会 3/4 1，967，445 1，967，445 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1/4 655，815 657，008 

合 計 2，623，260 2，624，453 

経常

活動指標または戒果?扇嘉 H26 

申請者数

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による。

自治体関与の妥当性|妥当である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による0

.目標達成度
有 1;.......:.:....，..............，...............1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 I、円、 l
I上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による。
効パ…山内・:....;.;.:.........;，.......1

:1常予i??再生 I....~.~.:.~~....IでさTJ~T三明子.明芳子雪村!?.5.
コスト効率 1 適正である

叫
妥
当
性

.レ
課題

:今の方後 改善
計画どおり事業を進めることが適当

時期
向性

特記， 1 
l目標設定にそぐわない事業

事項 l 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室・所(係)1 健康増進課 健康企画係

》中項目(施策)

健康づくりの推進

総合的な人材育成事業

事|山口県市町栄養士研究協議会及び山口県市町保健師
業|研究協議会に加入し、両協議会主催の研修会への参加
概|や情報の供与を受けることにより、栄養士・保健師の資質

婆i向上を図る。

歳 出一 予算現額(円) 決算額(円)

市町lI'J隆士研究K!'・会・保健師研究協組合負組金 60，000 51，000 

支
出

訳内

合 言十 60，000 51，000 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 60，000 
4ロ』 言十 60，000 

入件費概算 |人工数{官~λ匂CJ61 1宝ji見|無 Il::竺l一般
活動指標または成果指標 H26 

1 1栄養士数 3人

21保健師数 13人

3 

| 妥 I.~明?門f何警努空警空 片| 雪号?三烹空三l.士士f門雪予.!?!
当 ρI自治f体本関与の妥当性| 妥当である
性トー……...............… .1 
|， 1対象(受益者)の妥当性| 妥当である

1 ， "'1自標達成度
有~，.;...:......，...，.........，..........'..， ;;...I

効 I類似事業の存在 |存在しない
性F-:;;..;.，..，..，....;........，............;..I
1土位施策への貢献度l貢献している

|実施主体の適正化 |適正である
効~..:;....................;:..........，.......，I

率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 1........;.......;...;，.......:;..，.....:....1
コスト効率 概ね適正である

課題

• 

今の後方、
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
事項 |目標設定にそぐわない事業

H27 

3人

13入

改時善期

回三日

決算額(円)

51，000 

51，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所得)I 健康増進課

ー，市丙面否娩施設及び分説施設に勤務する産科医等が減
霊|少している現状に鑑み、分娩施設に補助金を交付するこ
概|とにより産科医等の処遇改善や確保を図る。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

産科医分娩手当補助金 2，590，000 2，480，000 

支
出
内
訳

dロ>. 計 2，590，000 2，480，000 

歳入

国庫支出金

財、 県支出金l源割
地方債

内合
訳 J その他

一般財源
AEb 2 計

地域医療対策室 | 

予算現額(円)

113 864，000 

2/3 1，726，000 

2，590，000 

人件費概算 |人工数(人問人件1221|皆川医当一般

活動指標語主語成果指標7

1 I申請分娩件数

2 

3 

H26 

h・・・・・・・・2前半…・・r.......zz.of平......

目的の妥当性 l妥当である|産科医確保は市内の分娩施設の存続につながるため。
; 妥 ト・J・・・・・H・H・..・・・ムH・M・..………1・ 1 

| 当 I自治体関与の妥当性| 妥当である|処遇改善による産科医の確保につながるため。
性}…・....・..………………1.............................1
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|産科医を雇用している施設であるため。

目標達成度
有 r……………………l
効 |類似事業の存在 |存在しない

性エ副長弘首長|福山口五|雇通説副溢伝説
E実施主体の適正化 |適正である|山口;県県医師就業環境整備総合対策事業費補助金交付要綱による

| 効 .~ド示←←何μ川.. 山ふふ.. ぷム.. 二.. 一.. 山………….. 山…….. 山川…..吋叩.叫叩P目...一......で..……………..………..………..……………..………..………..……..…...…..一.
率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求めることが適当ではない
性~...;…….......・H・..……・…;.1............................ .1

コスト効率 適正である|コスト削減の余地がない.. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 j 
l目標設定にそぐわない事業である

事項 l 

改善
時期

匹I34 I 

決算額(円)

864，000 

1，616，000 

2，480，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局・童館所得)I 健康増進課 地域医療対策室 | 

事|意恵諺扉所を設置し、休百日中には小児科、平日夜間に
業 I~科の軽症救急患者に対して適切な一次救急診療を行
lフ。概目

要

歳，出 予算現額(円) 決算額f円)
急患診療委託料 32，789，700 32，466，418 

支 医薬材料費 2，664，763 2，664，763 

出内 設備保守委託料 519，000 518，400 

訳 機械器具費 270，324 270，324 

その他 390，922 378，993 

4z2z h 計 ‘36，634，709 ‘.36，298，898 

回三日

E轟 入 予事事顧(同) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金す
源割
地方債内合

訳 その他 診察料 26，750，000 27，559，453 

一般財源' 9，884，709 8，739，445 

合計 36，634;709 36，298，898 

入件費概算 i人工数(淵人気回 IzrI斗|会問| 一般
活動指標または成裏福覆

※上段:目標中段:実績下段:達成率

l H26 I 官「寸 I H28 l目標 l

14日 1 313日 1 I 313日 |達成
314日 r313日 II 313目|度

30人 1 30人 I I 30人

1 1診療日数

21一日平均受診者数(小児科) 24.4人 日
以
…

m
一
人
…
は
…
川

比一

m
一5
…u
…η

良い

23.9人

79.67% 

5人

81.3% 

5人

31一日平均受診者数(内科) 2.9人 3.4人

58.00% 68.0% 

経常

1.. I目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市救急診療所条例による
妥}……-…………………1.....................・H ・....1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市内での一次救急医療体制の維持継続に資するため
性し……...............………“L… l 

対象〈受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市救急診療所条例による

|目標達成度 |概ね達成している
有 1.，......;.，...;;....;.，......;.........，....1
効 l類似事業の存在 l存在しない
性 i…………… l

上位施策ーの貢献度|貢献している|地域医療体制の整備に寄与

実施主体の適正化 |適正である|二次救急医療を支えるため

受益者負担の適正化|適正である|適正な保険診療による受益者負担を求めている

コスト効率 | 適正である|事業を行うための適正なコストである... 
課題

今の後方一 計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性、 時期

定期予防接種(A類疾病)の増加により小児科擢患者数の減少が見られることから、目標者数を減少した。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)| 健康増進課 地域医療対策室 l 回三日

休日救急医療対策事業

歳出・ 予算現額(円) 決算額(円)

救急休日医療対策業務委託料 6，648，000 6，647，400 

支'

出内

訳

ft ヨ 言十 6，648，000 6，647;400 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財調 6，648，000 6，647，400 

dロ』 計 6，648，000 6，647，400 

i人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I-=-I 十 I . rn"， I 
人件費概算 | 叫 m叫 | 算入 | 有 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標、 I H26 I .• H27. I I H28 1目標 l

1 2 1 2 1 I 2 1達成1 1協力医師会数 r............z.............r............z............l r...........z............l 度

100.00% I 100.00% 

21年間稼動日数
• • • • • 
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J
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3 

目的の妥当性 |妥当である|安心安全な市民生活に寄与している。
‘妥} 町也、… :.:.;.....;........1 

当 I自治体関与の妥当性|妥当である|山口県保健医療計画による
性ト 一|

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|事業推進するための専門職団体として妥当である

旧標達成度 |達成している|休日において年中(72日)受診できる体制が維持されているため
勾司 ト"・...............，...“....・・・........・・H・I・.......................・M・.，
効 |類似事業の存在 |存在しない

性...rエ正元暴-二伝言語|五証CEL三|通雨量-房長雨戸長長i;長五 ....................... . 

実施主体の摘主化

コスト効率、 適正である|協議り結果、適正な結果である

..... 

課題

今の後方， 
計画どおり事業を進めることが適当 時改善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所得)I 健康増進課

事|平成21年度にAEDを市民の安心安全を図り不測の事態
業|に備えるため公共施設に設置した。その更新時期である
概|ためリース対応する。

要

、，歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

機械器具借上料 545，000 544，320 

支
、出

内
訳

合 言十 545，000 544，320 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その，他

一般財j原
合 計

地域医療対策室 | 

予算現額C円)

545，000 

545，00() 

人件費概算 l人瑚ttl吋;引|官|下|国リ一般
活動指標または成果指標「

1 I設置箇所数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1>' H27 

56箇所 1 56箇所
56箇所 I 56箇所
100.0% I 100.0% 

目的の妥当性 妥当である|市民生活の安心確保のため

I i l所持待望1:::~~:~~~:]~~持ヨ三::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|交換時期に到達するもの

I~有 t~持警腎門望黙里黙里 ...，............1 空幣黙型性任ど史とピ日L-'"(Vご士vどvど>，ゴ:
2忍引亡j陣知i陣矧類矧似以賜事業知句開 | 存純在しない | 
|上位施策(の貢献度.1貢献している|地域医療体制の整備に寄与

実施主体の適正化 |適正である|公共施設である
効 }…-…........…....・・H・H・....…・、….1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|公共施設である
性 l;;;....……………………….1.............................1

lコ不ト効率 適正である|入札を実施 ... 

回三日

決算額(円).I 

544，320 

544，320 

臨時

市民の安心安全の生活のためにリース対応する公共施設のAEDだけでなく、企業の独自設置の状況を調査するなどより利
用しやすい方策に取り組む。

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
'改善
時期

特記 | 
事項 |、ームページにてAEDマップ作成中



様式1号(事務事業評価)

地域医療対策室 | INol 38 I 平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)| 健康増進課

事|宇部・山陽小野田・美祢地域の広域医療圏内にある9つ
業|の救急医療機関において、 365日体制で二次救急医療に
概|対応する。必要な経費は3市がそれぞれ人口に応じた負
要|担を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額〈円)

ニ政教晶匡痕対聞事業運世費地元負担金 8，749，000 8，748，433 

、支出

訳内

ft ヨ 計 8，749;000 8，748;433 

かかった経費を各市の人口割で負担する

意図|広域の二次救急医療を確保し、地域医療の充実に資する。

歳 入 予算現額{円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
調割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 8，749，000 8，748，433 

:dEb2 • 計 8;749，000 8，748，433 

l 入件費概算 |人工数(守~人件 rず| 有 I I会計種別| 一般 経常

活動指標または成果指標

1 I協力医療機関

H26 

90.0% I 90.0% 

21協力医療機関での二次救急医療稼動日数

回日円…ロ
H

F
D
r
D
 

Fhu"Fhu 

n
d
山
内

d

'
E
E
E
4
T
a
E
4
 

ロH
…ロ
H

5

7

D

 

pnu"ρhv 

q
u

一qu
100.00% I 100.00% 

3 

目的の妥当性 l妥当である|二次救急医療体制の維持につながるため。
妥~~';・M・..……H・M・..………|………|
当 1自治体関与の妥当性|妥当である|広域圏での二次救急医療体制の継続に資するため。
卜性}…...………L・h・..……….1............…………|
対象(受益者)の妥当性|妥当である|救急医療を必要とする市民

有l.~.~空里民 |きtfflGとどけt=!.!脅さ烹f*iliU竺でf12.2
3 効 |類似事業の存在 |存在しない
性， L.....，.;....:.'.;......'....:...........，.....I 

よ位施策伐の貢献度|貢献している|山口県保健医療計画

効|実施主体の適主化 |適正である|二次救急医療圏内の市である

| 率 J 慢益者負担の適正化|適正である|負担を求めることは適正ではない
性 l……...........・M・.......・M ・...….1.............................1

，コスト効率 適正である|広域救急医療対策協議会にて人口割と決められており適正である

.レ
課題

J 、今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

地域医療対策室 | 匹I39 I 平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 健康増進課

事l全面旬正面市不足であり、診療融lの縮小が余儀反される中、地域の限
iられた医療資源を効果的・効率的に活用するためには、「医療機関完結
業|型Jではなく「地域医療連携による地域完結型医療」の推進が重要となって
四 lいる。そのため、医療圏に点在する息者情報を集約、共有し、医療資源の
韮副!最適化を図ると
l備を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

治緩医療理由時IUIネットヲータ運営費用負偲金 310，000 310，000 

5支
出
内
訳

dE』Z 計 310，000 310，000 

3市の人口に応じて経費を負担する。

地域完結型医療の実現を図る。

歳入 予算現額(円) 決算額{円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他，

一般財源 310，000 310，000 

合 計 310，000 310，000 

I~--'ー っ人工数明人件費問|交付税 1.-I I .ð.;~:'c" I ~'" I 
人件費概算 I 0叫 288，叫 '1 算入 | 無 1 1会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26，. I H27 I I H28 1目標 l

I 100件 I I 100件 |達成
1 1退院情報連携システム利用件数 I 157件 1 '''95件 I I 96件 1度

%
-
件
山
件

nu
一九
U

u
九
V

6
-
O
M
O
 

、4
，前門，
t
・

噌

E
ム

1
J
t

一B

-
E

・E.，EE
E
E

件
…
件

n
H
u
u
n
H
v
 

n内
U
M
n
n
u

p
n
u
M
p
n
u
 

n
，."可，.21ポータノレサイトアクセス数
100.00% 105.20% 

3 

.目的の妥当性 |妥当である|情報共有することでより多くの情報に基づいた医療を地域全体で行っている
妥ト...........................・ 4

言 t~.~~空白1-9-0)静則男ヨ三|型~O)空里子男女翌三空三
対象(受益者)の妥告性| 妥当である

目標達成度 |概ね達成している

有 t..，.・M・..……………….，.. ，..，........ .. 
効l類似事業の存在 1存在しない

注|エ雨量二説証言|説山花|逼雨量房副長言語i;説
実施主体の適正化 |適正である 13市行政と医療機関・介護福祉機関の3施設である

i lH毛頭弱者千五[千五三]~!.住所前許税務房長Ez--55151::::
コスト効率 適正である|宇部医療圏内3市の人口按分であり適切である.. 

〆課題

! 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
，事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課伺宮・所(係)I 健康増進課 地域医療対策室 | 匹I40 I 

地域医療整備支援事業(准看護学院運営費補助事業)

"..:::1=0"1市内医療機関における看護師不足を補うために、准看護
霊|師を養成している厚狭郡医師会に対し准看護学院の運
概|営費を補助する。

要1 1意図|准看護師を養成することで、地域医療の充実に資する。

歳 出 予算現額(円〉 、決算額(同〉 歳入 予算現額(円)

補助金 1，100，000 1，100，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 1，100，000 

4E』コ 計 1，100，000 1，100;000 合 計 1，100，000 

人件費概算 |疋帆町天拝fyzil悶Tl什|三時;IJ1一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標ま正直感栗霜標 H26 I 百互デプJI H28 1自標 1

1箇所 I 1箇所 I I 1箇所 |達成
1 1学院数 1箇所 1.... 1箇所 1 r i箇所 l 度

2 I r.........................1官?

3 

'目的の妥当性 妥当である|山口県保健医療計画
ι妥 t…M・M・...・M・....・M・-一......……'1… 1

|立校門町照明|雪主計|里ffT雪'~Ill'&再開:Xt~f~今???ff???百三万三
対象C受益者?の妥当性|妥当である|准看護師の養成学校として妥当である

r ~ I目標達成度 1達成している
有 F.......;........~.......~. ，....;， .......'...I

p 効 1類似事業の存在円 l存在しない

;性i124証言二沿海岸|長長CE;ヨ|品長房長民主証言
l実施主体の適正化 |適正である|地域資源確保のため

効}……....・H ・......…………|…・.......................1
| 率 |受益者負担の適正化|適正である|医師会からの補填あり
性 l;;，.・H ・........・H ・....・H ・H・...…・・・・"し...........................1

課題

今の向後方性

特記
事項

コスト効率 適正である|要望書について検討した結果である.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

1，100，000 

1，100，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)| 健康増進課 地域医療対策室 | 匹I41 I 

地域医療整備支援事業(老人保健施設整備の償還補助事業)

事|医療機|闘ど在宅との中間施設として地域在宅医療を担う
:::1老人保健施設の整備費の一部とその借入れ利息につい
議|て平成7年度から平成31年度までの25年間補助する。 I手段|施設整備借入金の元金の一部及び利息償還金を補助する。
要1 1意図|施設を利用する高齢市民等の福祉の増進を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

老人保健施設整備補助金 15，455，000 15，454，376 

支
出
内
訳

合計 15，455，000 15，454，376 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源肉 割合 地方債

訳 その他

一般財源 15，455，000 15，454，376 

合計 15;455，000 15，454，376 

|川崎概算 |入閣官~人件15;61| 官|無|同利一般|

標 i 活設 f.........i蹴 I J........i"縦 |事

2 

3 

i目的の妥当性 |妥当である
妥リ}い"山………..山………..山…..山….“山..………..………..山…..山..………..山…..山…..山..………..山….“山….“山..………..山…..山…..山..……….，.1卜"…………..…………..……..……..…....…………..……..…....…………..……..…....………….“……..…....
当 |同自:治台体関与の妥当性|妥当である|市民の福祉の向上に寄与する公益的な施設である。
| 性 |トトト"…………..……..…………..…………..………..……..…....…………..……..…....……….“一.一i“………….“…….“….“...…………..…….“一.“.“……….“…...………..…….“…….“….“斗.“.
対象(受益者)の妥当佐| 妥当である

li |目標達成度 | 有~......，...，..;...................... ~.....， .....I 

、効 1類似事業の存在 |存在しない

性|五福二記長副長福山.~.~~..1説両副記長雨i;長
|実施主体の適正化 1適正である

効 Fo...;:.，."........;.:.:;.......，.，..;...，....1

率 |受益者負担の適正化|適正である
性 ト………一……………"・十.........…・・・・・・……・1
コスト効率 1適正である|削減の余地はない.. 

課題

計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期
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様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 健康増進課 地域医療対策室 | 

公的病院支援事業

歳 出 予算現額(円〕 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

公立病院支援事業補助金 10，000，000 10，000，000 国庫支出金

支
出

訳内

財源割
県支出金

内合
地方債、

訳 その他

一般財j原 10，000，000 
Jll>. 計 10，000，000 10;000，000 Eヨ

dロE恥 計 10，000，000 

，人件費概算 !耳(刷!人件費(円~丙引有|同開i 一般

活動指標または説栗指標τ H26 

1 I助成金交付施設 .....・H・i遍設.…r…・・1諾説…・

2 

3 

目的の妥当性 :プ I妥当である|地域医療体制を安定的に確保するため
妥 }トト"….山……..寸一.寸ヤ!ア..山一..一….ぺて

当当.I自治体関与の妥当性| 妥当である|地域医療体制を安定的に確保するため

|ア|品説福司ぷぷ|説記長説溢
J目標達成度

有、}ト……..….ベ…て……川"山…………..山…………..山………..山……..山…..山..山…………..山……..山……..山…..山..…………..山……..山……..山…..山..…………..山……..山…………..山……..山……..山…..山...山…………..山……..山……..山…..山..山..

効 |類似事業の存在 1存在しない

一iエ房長員二ゐ言語|説モ;:三|画面記長以説副説話
効 i常生併存~~.......I 翌主主だ|明里村型今作所主主今
率 I受益者負担の適正化|適正である
性 }……………....・a・....…?…l…・…・・
コスト効率、 適正である .. 

課題

今の夜方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 |口帽凱r.::;..1-r'7_/~'ιムハ
事項 |日開臥広Y"'--L".q.....'d-， V . 

改善
時期

回三ヨ

決算額(円)

10，000，000 

10，000，0001 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所(係)1 消防課 消防庶務係

中毒百I施東)
消防体制の充実

宇部・山陽小野田消防組合分担金支払事業

事|山陽小野団長字面市で干版画軒負担し、一部事
業|務組合を運営して消防広域化により常備消防業務を進め
概|てし、くための負担支払事業

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

宇都・山陽小野間消防組合分短金 904，597，000 904，597，000 

支出

内
訳

4ロ』 計 904，597，000 904，597，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

訳内合
その他

一般財源 904，597，000 

dロ~ 計 904，597，000 

人件費概算 |人工数(制人件罰~ I叡見|有 II会計種53IJI 一般
活動指標または成果指標 H26 

1 1火災件数、救急件数 火災33件、教急3068件l火災17iキ、教忽3023件

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|消防組合の運営は、消防力の充実・強化に寄与するものである。
妥 f“....・-“......…・・…-…-……，...:.........................，
当 }自治体関与の妥当性|妥当である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
性 f..・H・..……………~…・1.............................1

E対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市全市民であり、妥当である。

目標達成度
有 ト・・・・…................…H・H・-……，.............................，

匹亡ヨ

決算額(円)

904，597，000 

904，597，000 

経常

効 I類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。

性 |上位施策二の貢、献度|貢献している|常備消防業務を進めていくことは市民が安心して長らι環ふくりにつながる
実施主体の適正化 |適正である|市は、当該地域における消防を十分にはたすべき責任を有する。

効ト………….....・M ・-……1.............................1
率 |受益者負担の適正化 l適正である|経費負担(施設整備費を除く)は構成市の基準財政需要額割を基本としており適正である。
性 L………………………1.............................1

課題

今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|宇部市と山陽小野田市で組合費を分担し、一部事務組合を運営しており、適正である。

.レ
市民が安心して暮らせる環境を構築するには計画通り事業を進めてして必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当 、改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課伺・室・所(係)I 消防課 消防庶務係 回二百
中項目{施策)

消防体制の充実

消防車両等整備事業費特別分担金支払事業

ー|童福許面を実施している消防車両冠扇子れも老朽化によ
芸|り性能低下が著しく、各消防活動に支障をきたしている。
四|よって、消防自動車を更新するための負担金を支払い、
妻|市民の安心、安全を確保する。平成28年度は消防ポン
lプ車2台を配備し、はしご草分解整備を行った。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

宇都・山陽小野田消防組合分担金 42，521，000 42，521，000 

支
出
内
訳

ぷE』ヨ 計 42，521，000 42，521，000 
品UL aa h'-，.E 

盃
意図|各種消防活動の円滑化を図り、市民生活の安全を確保する。

歳入 予算現額{円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 42，521，000 42，521，000 
dロ』 計 42，521;000 42，521，000 

人件費概算 |人工数(守~入件官ヰ |想見|有 II会計問| 一般 臨時

H26 }舌覇指標または成果指標

1 I車両整備数

H27 

1台 1 2台

"
W而

…
ム
ロ
…
川

…
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…MM
 

日
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E畠
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…台一日
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山

日

噌

Eム
、，

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|消防ポンプ車を配備し、はしご車分解整備を行い、消防力の充実・強化を図っているo
妥 十・M・M・.......・M・..…・………・・・1.............................1

当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
性 ~....……………………・・1.............................1

.対象(受益者)の妥当性|妥当である|老朽化レ性能低下した車両であり、妥当でsる。

目標達成度 |達成している|予定通り配備されており、達成している。
有 r………...・H・-……………・・叶 1 
効 |類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
性ト..............….........……・・..1.............................1
土位施策への貢献度|貢献している|常備消防業務を進めてし、くことは、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながる

1. . I実施J主体の適正化 |適正である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
効 }………-……-…........・・・・4・ 4 
率 |受益者負担の適正化|適正である I宇部・山陽小野田消防組合規約の経費の支弁方法による負担割としている。
性ト…………H・H・..........・M ・.1............................+
lコスト効率 |適正である↑宇部市と山陽小野田市で組合費を分担し、一部事務組合を運営しており、適正である。.ト

課題』

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 消防課 消防庶務係

支
出

内
訳

大項目(政策)

市民が安心して暮らせる環境づくり

歳'出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

宇部・山陽小野田消防組合分担金 2，324，000 2，324，000 国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 2，324，000 

4E』ヨ 計 2，3.24;000 2，324，000 .g. 計 2，324，000 

人件費概算
|人エ数(人役)1人件費(円)I I交付税 I-1=- I I A".u:aロ凶|
| o叶 866，1叫 | 算入 | 有 I I会計種別| 一般

活動霜轟または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I H27 I l' H28 1目標
E沖消防用ホ一ス等一式|消防用ホ}ス等一式1I消防用ホ一ス等一吋達成

1 1整{備f荷簡数(消防用ホ-ス、潜水等器具、防火服一 |福説百品.Lz.二支潟語二記司;;J誠品
式、救助司司訓iI練用安全マツト刊) 1.~~~~~:.I:.:~.:...:.::....:~~.l~::::.~J.:::...~.::...::~.I I:::~~~:.I.J.:~.:...:.:~....:~~ 

100.0% 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|災害現場で使用する資機材の整備は、消防力の充実強化につながる。

匹I3 I 

決算額(円)

2，324，000 

2，324，000 

臨時

i IH--H妥当主:;[::記長:J~:~~;::~:!.翌日11当防511E百三説明;:::::: : 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|老朽化の著しい資機材及び災害現場で必要な資機材であり、妥当である。

目標達成度 '. I達成している|予定通り配備されており、達成している。
有 ト・・H・H・....・H・..…….....・M・.......1....，;.......................1
効 |類似事業の存在 ム|存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
性ト...................……………1.............................1
上位施策への貢献度|貢献している|常備消防業務を進めていくことは、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながる

I I実施主体の適正化 |適正である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
効}…・…H・H・..…..........…...・H・.1....，;.......................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|宇部・山陽小野田消防組合規約の経費の支弁方法による負担割としている。
性 L…・………………………1.............，;，;，;，;，;，;..，;1

コスト効率 .適正である|宇部市と山陽小野田市で組合費を分担し、一部事務組合を運営しており、適正である。.. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

I :~ 



/ 

様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課開局・室新(係)I 消防課 消防庶務係

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

消防庁舎等整備事業費特別分担金支払事業

事|消防組合庁舎を維持、管理する事業。平成28年度は消
業|防局配水管保温材改修工事、山陽消防署法面改修工
概|事、消防局トイレ洋式化を行ったo

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円J
宇都・山陽小野田消防組合分担金 686，000 686，000 

支
出

内
訳

AEb2 - 言十 686，000 686，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 686，000 

4E』ヨ 言十 686，000 

人件費概算 !人瑚{守~人件記~ j想見|無|匝当 一般

活動指標または成果指標 H26 H27 

完成

1 1事業の完成 :布
2 

良い

3 

目的の妥当性 妥当である|防災拠点の整備は、消防力の充実、強化につながる。

i日労相当主[::25252:!?日持労当日記狂言552言房長;::
対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|構成市から貸与されているものであり、妥当である。

目標達成度 達成している|予定通り行われており、達成している。
有 t..・...…………-ー..……..I.............................j.

匹I4 I 

決算額(円)

686，000 

686，000 

臨時

効 |類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
性~..............・H・...・M・..............，~....I.............................I・

上位施策への貢献度|貢献している l常備消防業務を進めていくことは、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながる

実施主体の適正化 l適正である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
効}….......・H ・...………….1.............................1.
率 |受益者負担の適正化|適正である十宇部・山陽小野田消防組合規約の経費の支弁方法による負担割としている。
性 L……H・H ・-…H ・H ・..……..1.............................1.

課題

今の向後方性

特記
事項

コスト効率 適正である|宇部市と山陽小野田市で組合費を分担し、一部事務組合を運営しており、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 消防課 消防庶務係 匹じ日
大項目(政策) 中項目(施策)

.41市民が安心して暮らせる環境づくり 消防体制の充実

公債費元利償還事業費特別分担金支払事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)I 
宇都・山陽小野田消防組合分担金 43，700，000 43，700，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 43，700，000 43，700，0001 

d回h 言十 43，700，000 、43，700，000 dロ~ 計 43，700，000 43，700，0001 

|人ヱ数(人役)1人件費(円)I I交付税 I-&- I I ""'_.."u"'c" I ~'" I 
人件費概算 I 0叫 866，1叫 | 算入 | 有 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1.. H27 1 I H28 1目標
100% 1 100% 1 I 100% 1達成

1 I償還率 r-........ioo.W;........T........io.o%........-1 r. 100% I 度

100.0% 1 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|防災拠点の整備は、消防力の充実、強化につながる。
妥 1..............，.............................，.............................，
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
性 f.......…………........…・・…・|… | 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|返済金額であり、妥当である。

目標達成度 達成している|予定通り行われており、達成している。
有 1"………..一……..山..山....一……..山....……..…..……..山..山……..……..一....……..山..寸
効 |類似事業の存在在 I存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
性ト…"………………….1… l 
上位施策伐の貢献度|貢献している|常備消防業務を進めていくことは、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながる

実施主体の適正化 適正である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。

il:場券将棋T'"房長4515FJIH!?日所持岩手持55551宗主張三百二二
コスト効率 適正である|宇部市と山陽小野田市で組合費を分担し、一部事務組合を運営しており、適正であるロ

.レ
課題

今の後方

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 消防課 消防庶務係 回二日

消防水利施設設置事業(消火栓)

..".".，消火栓の措置がない地区や自然水利のみの地区、消火
芸|栓の水量不足地区等、水利不便地域が多く火災時の消
概|火活動に支障を来たしているoよって、消火栓を有効かっ
要|計画的に設置していく。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消火栓新設委託料 1，496，000 877，800 

支
出
内
訳

dE』Z 計 1，496，000 877，800 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財， 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財源 1，496，000 877，800 

dE』コ 計 1;496，000 877;800 

人件費概算 i厄酌調人Tijfril|想見|有|同問| 一般

50.0% I 100.0% 

活動指標または成栗古事

1 I新設消火栓数
• • • • • 

-

U
一
基
…
基

比一

2
一
2

竺
基
…
基

H
-
2
…1
 

• • • • • • • • • 
・

21消防水利充足率

w河
川
一
w苅

F
h
u
山

n
U

Q
d
"
m
u
d
 

-
E
E
E品
目
E
E
E

皿
m
…
似

m

F
D
F
n
U
 

Q
d

…Qd
 
90.0% 1 90.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|消防水利を確保し、迅速な消火活動が必要である。
妥 t.....…………-………，.......................・H・-十……
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|消火栓設置は、市が費用を水道事業者に補償するもので、法定事務である。
性 L……………....・H・.....・H・...1...…......・H・.....…l
対象(受益者)の妥当性l妥当である|市内に設置するものであり、妥当である。

目標達成度 概ね達成している|設置が1基となったが、概ね達成している。
有 ト"・H・H・..…-…・…H・H・...…・・・・1.............................1
効 l類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しないロ
性 }ト卜"………..………..…..…...…..円.ぺ叩小て…川..山……..山..…....………..…....………..………..….“…....………..…..“……….“……….“….“….“，，"，川叶.“…寸.“4十.1
上位施策〆へ¥の貢献度|貢献してしい、泊る|消防水利を充実させることは、市民が安心して暮らせる環境づくりに貢献する。

実施主体の適正化 適正である|水道法24条で、水道事業者の消火栓設置義務及び市町村の費用負担が定められている。

i iF場Eg--51255Z:::12-555:投手開孫子持抗日手伝子55125:
コスド効率 適正である|設置場所がl箇所しかなく、消火栓の設置が1基のみとなったが、概ね達成している。.ト

課題

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善
向性

里」



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局室・所得)1 消防課 消防庶務係

中項目(施策)

消防体制の充実

消防団活動の活性化事業

士 E消防団は、その施設及び人員を活用して市民の生命、身
霊|体、財産を火災から保護し、諸災害を防除及び災害によ
概|る被害を軽減し、市民の安心安全を確保する。

要

，歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、交付金及び補助金 12，030，000 11，925，463 

支 旅費 18，298，000 13，736，300 
出
報酬 17，279，000 15，015，000 

内
訳 報償費 7，779，000 7，778，720 

その他 4，139，000 3，515，8061 

dロ』 計 59，525;000 51，971，289 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他 迫田側提金:&L'組入

一般財源

4ロ』 計

|人工数(人役)1λ再軍再)j I 交付税 l-~--I じ瓦一二1
人件費概算 I 0吋 丸U叩7河附5

予算現額(円)

8，242，000 

51，283，000 

59，525，000 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I . H26 I H27 I 1 H28 1目標 1

1485人(定員)1485人(定員)1 1485人(定員)1達成

1回員数 ['"42ZX(実貰YT4"ii3"XT長貰Y1 ["4"i5X.(美貰了l度
87.0% I 86.0% 

1 4.8 (件) 1 4.8 (件)
火災発生率(出火件数/人口 x10 ， 000人)が全国 1........;....~.7ú.~.......t

21~~.:OI~~~:~_.ITw..I/'-H "J. v ， VVV/\.)I，r~1=!=I I 5.1(件) 1 2.6 (件)
平均より下回ること。 I........~:.:..~.I~ …......↓.

94.0% I 100.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|消防団活動事業は地域防災の根幹である。

回二口

決算額(月〉

8，033，753 

43，937，536 

51，971，289 

i l骨子同男子r..ぉ~~::::F#.~!言語;五千25115711ヨ152;万円5551552;::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|団員確保、装備、訓練の充実を図ることにより、災害時の活動の実効性が期待できる。

一
目標達成度 概ね達成している|当市の団員数は減少はしていないが、横ばい傾向である。

有『竹"山………..山………..山…..……..一.“……..山.“山.“叩.
効 |類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
性 ト"………..…..“………..…....…….“…....………..………..…..…....………..…..“……..……….“….“…....………..….“...……..…..1ト卜ト"…............................1
上位施策への貢献度|貢献している|消防団活動を推進し、地域防災力を高めることは、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながる。

|実施主体の適正化 i適正である|消防組織法により、消防団は地方公共団体に付属する機関として規定されている。
効 t，.・H ・-……….......……...1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|消防団の運営は市が実施するものであるロ
2性 f.i'…………………H・H・-十|
ト: 〆lコスト効率'1適正である|消防団活動等に応じた支払いしており、妥当である。

課題

今の向後方性

特記
事項

.ト

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1 消防課 消防庶務係 匹I7 I 
中事百I施葉J
消防体制の充実

"='=".平成27年に防火衣数、老朽状態を調査した結束盃存
主|で200着が不足していた。これを10年計画で毎年20セツ
概|トずつ防火衣とへノレメツトを更新する。

要

消防団安全装備品整備事業(防火衣一式)

歳 出 予算現額(同) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 594，000 594，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内
訳

源内 割合 地方債

訳 その他
，闘防団員安全装備

594，000 594，000 品整備等助成金

ー般財源

dE』3 言十 ， 594，000 594，000 dEb2 • 計 594，000 594，000 

lA工数(人役)1人件費(円)I I交付税r-:I I A :.1.:;''''''，' I 
人件費概算 I 0叫 ~，~~'， ~~21 I 算入 | 無 I I~tr種別l 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率
活動指標または成果指標 1 H26. 1 H27 1 I u-Azs 1目標 l

| 20セット I I I 20セット |達成
1 1整備数 I 20セット 1 1 r 20セット l 度

100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|災害活動中の団員の生命・身体を守ることは、消防力の充実・強化に直結し、妥当である。
妥 t・・・H・H・..…..ー.......…........・…・，.............................，

当 |自治{体本関与の妥当性| 妥当でで、ある|法定事務であり弘、災害対応は市が行うベきものでで、、消防団はその中心となる。
性 }トトト"………….“…….“…………..…….“…….“….“.“……….日….日………….目…….目一….日…..一……….日一.目...…………"……...一………..….“..………..……..……..…..…………..……..……斗..…..
対象(受益者)の妥当性|妥当である|災害現場に出動する山陽小野田市消防団員を対象にしており、妥当である。

目標達成度 達成している|計画通り整備されており、達成している。
有 t...・H・...・H・H・-….....・H・..…・…1.............................1

効 i類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
性 i山・7・.........…..・M・.，.+............................1
!上位施策への貢献度|貢献している|消防団活動を推進し、地域防災力を高めることは、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながる。

実施主体の適正化 | 適正である|市町村の防災にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので妥当である
効}…………………一1.............................1
率 |受益者負担の適正化| 適正である|市町村の防災にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので妥当である
性 l……….........・H・........“…1.............................1

課題

今の向方後性 i 

特記
事項

コスト効率 適正である|整備計画を定め、 10年計画で全分団に配備する予定であり、適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係).1 消防課 消防庶務係

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

消防団安全装備品整備事業(安全確保のための装備)

事1:福扇面の要肩両基準」が改正され、救助用半長靴、救
1::1命胴衣、防塵メガネ、防塵マスク、耐切創性手袋を計画
読|的に配備する。安全帽については経年劣化により更新、
要|雨衣については風水害活動時に使用するため配備する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 1，586，000 1，331，914 

支
出
内
訳

合計 1，586，000 1，331，914 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債}

内合
訳 その他

一般財澗 1，586，000 

dロ~ 計 1，586，000 

人件費概算 |人瑚tti 人{22i|| すい|同志~ 一般

2 

3 

活動指標または成果指標

整備数(救助用半長靴、救命胴衣、防塵メガネ、
防塵マスク、耐切創性手袋)

H26 1 H27 

85セット

85セット

100.0% 

匹I8 I 

決算額(円)

1，331，914 

1，331，914 

臨時

目的の妥当性 妥当である|災害活動中の団員の生命・身体を守ることは、消防力の充実・強化に直結し、妥当である。
妥 r……………...・M・......・H・...1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|法定事務であり、災害対応は市が行うべきもので、消防団はその中心となる。
性 f....・M・-“…....・H ・...........…1.............................1
対象〈受益者)の妥当性| 妥当である|災害現場に出動する山陽小野田市消防団員を対象にしており、妥当である。

目標達成度 達成している|計画通り整備されており、達成している。

el将棋王:::I:551:!?百三税務長安子科:母子Ei子HF2555日fjj:::::
上位施策への貢献度|貢献している|消防団活動を推進し、地域防災カを高めることは、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながる。

実施主体の適正化 適正である|市町村の防災にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので妥当である
効 t..・H ・……-……・…........:.....1.......… 1
率 |受益者負担の適正化| 適正である l市町村の防災にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので妥当である
性ト……………………|… 1 

課題

今の後方

向性

特記
事項

2スト効率 |適正である|整備計画を定め、 10年計画で全分団に配備する予定であり、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室町所得)I 総務課 危機管理室 INol 20 I 

.，.".，市民がj災害時に迅速かっ適切な行動をとるためには、災
事|害に対するより正確な知識を持つことが必要である。出前
概|講座や防災講演会などの機会を活用し、防災意識の普
|及啓発を図っているが、今後もさらに推進していく必要が
要lある。

防災知識普及啓発事業

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円〕

国庫支出金

支 財 県支出金

出内
源割
地方債

内合

訳 訳 その他

一般財j原

'@ョh 計 。 。 ぷロ』 言十 。
人件費概算 |人工数常|付記~I 習且|無 I l::竺l 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1自標l

4回 1 4回 1 I 4回 |達成

1 1 防災講演会、自主防災リーダー研修会開催件数I............?~.....…i ….担 I 1.........照 "しきー
75.0% I 75.0% I I 125.0% 

30件 I 30件 II 30件
21防災に関する出前講座件数 […・7

23.3% 13.3% 23.3% I良い

3目。

決算額{円J

経常

目的の妥当性 妥当である|災害から市民を守るために、防災意識の普及啓発は重要であり、妥当である。
妥 t..・H・-…..……..………・叶 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|防災意識の普及啓発は、市の責務であり、妥当である。
性}…....・H ・....・H ・-…………1......…|
| |対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民や自主防災組織を対象としており、妥当である。

旧標達成度‘ : 1概ね達成して引bい、るるl普及啓発を図るには今後も継続的に行う必必、要がある。
有 }トド"山……..山..山……..山..山..山川…..

効 |類似事業の存在 、. 1 存在する |市内にセ一フテイ一ネツトワ一ク、防災士協会、県防災土会支部がある。
性ん }トい"………….“…….“………….“…….“…….“…..“….“.
l上位施策への貰献度|貢献してしい、喝る|防災に対する意識の高揚に貢献しているo

~ 1実施主体の適正化 |適正である|防災意識の普及啓発は市の責務であり、適正である。
率く|受益者負担の適正化|適正である|防災意識の普及啓発は、市の責務であり、負担を求めるべきものでない。

|性| 日町 I....;;;~.~~~....I 
Iコスト効率 | 適正である|職員が自ら行うものであり、適正である。.. 

課題

'今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局圃室・所得)I 

大項目(政策)

41 市民が安心して暮らせる環境づくり

世 E市の地域並びに市民の生命、身体及び財産を災害から

裏|守ることは、市の責務である。災害に対し、迅速かつ的確

概|に対応するためには、地域防災計画に基づき、市全体と
要|して組織立った活動が必要不可欠で、ある。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 695，124 288，531 

支 修繕料 304，000 34，600 
出
災害応急工事委託料 24，182，334 23，699，774 

内
訳 県消防防県内V~プター運行協融会負担金 2，504，000 2，490，393 

その他 2，248，503 1，148，079 

dE』ヨ 計 29;933，961 27，661，377 

総務課 危機管理室 匹1 21 1 

総合防災体制整備事業

-歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
源割
地方債

内合

訳 その他 2，504，000 2，490，3931 

一般財源 27，429，961 25，170，984 

ぷロ』 計 29，933，961 27，661，377 

|人工数以役汀 M牛葺南下] I交付税 I<1m: I 長一一一l
人件費概算 1 0.61 山~I 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段.達成率

活動指標または成果指標 I H26 1. H27 I I H28 |目標 l

1設定しない|設定しない I I設定しない|達成
1什|凶地域防災計画の修正 r..……..…..穆.主3議辞持斉:1;与広広i;r."……….日……....l….T↑Tγ..….目一…….“…..…..~修修彦彦:孟1忌hじ…...1 r..日……..…...{i:

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|市民の生命、身体及び財産を災害から守ることは必要であり、妥当である。
妥 t……-…………………，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市民の生命、身体及び財産を災害から守ることは市の責務であり九妥当である。
性 Jト……H ・H ・...…...・H ・.........1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である l市民、自治会、自主防災組織を対象としており、妥当である。

目標達成度

il持言明..........r..日夜::J:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している

I = ~実施叩適正化 |適吋る|市民の町体及び財産を災害閉山市の責務で山正で杭
効 ~......::::.....;:;..;.:......................I.............................1

率 |受益者負担の適正化| 適正である i市民の生命、身体及び財産を災害から守ることは市の責務であり、負担を求めるべきものでない。
性 l..・H ・...………・......・-山……1.............................1

iコスト効率

課題

今の後方

向性

特記
事項

適正である|市民の生命等を災害から守るために必要な業務であり、適正である。

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局宮・所得)I 総務課

大項百I政葉7 中項目て施葉7
41市民が安心して暮らせる環境づくり

事|災害荷予言基本法第48条の規定により、総合防災訓練の
1::1実施が義務付けられており、災害発生時に迅速かっ的確

防災体制の充実

危機管理室 匹仁司

総合防災訓練事業

事|な行動をとるためには、市、防災関係機関、市民それぞ|手段|市、防災関係機関及び住民連携による総合防災訓練の実施
要|れがとるべき行動を想定した実践的訓練が必要となる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 271，742 252，103 国庫支出金

支 手数料 71，500 14，256 財 県支出金
出
総合防災訓練会場設営委託料 524，000 487，404 

内

j原割
地方債

内合
訳 その他 260，715 76，910 訳 その他

一般財源 1，127，957 830，673 

dロ』 計 1，127，957 830，673 ぷE』Z 計 1;127，957 830，673 

人件費概算 |人工数(人間人匁弘II官tI無川竺副 一般 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H26 1.. H27. I I H28 1目標
3回 1 4回 1 I 4回 |達成

1 1防災訓練検討委員会の開催回数 3回 r 4回 II 31回 l度

1回 1 1回 1I 1回
21総合防災司l練の実施回数 1回 0回 l回

100.0% 0.0% 100.0% 良い

3 

目的の妥当性 妥当である|災害時に迅速かっ的確に対応するためには訓練は必要不可欠で、あり、妥当である。
、妥 r…......…・….......……・…・，.............................，
当 }旧自j治台{体本関与の妥当性| 妥当である 11災i足t害対策基本法第4姐8条により総合防災訓練の実施が義務付けられている。
性 }トトト"………….. …….“………… .. …… .. …… .. …....………….“山……….. 山….. …… .. ….“.“………….“…… .. …….“…...………… .. …… .. …….“….目...………….目…….日….日.…… てH ・H ・.1.............................1 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である l公助の機能充実を図るとともに、市民等への防災知識の普及啓発に資し、妥当である。

目標達成度 達成している|公助の機能充実強化に資しており、達成している。
有 t....，..............，........................，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 ~.................;...........................I

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|災害対策基本法に基づき市が実施すべきものであり、適正である。

効 t……………………i…… t

率 !受益者負担の適正化|適正である|災害対策基本法に基づき市が実施すべきものであり、適正である。
性~..........……………"….'1…|

課題

今の方後

，向性

特記
事項

コスト効率 |適正である|訓練の実施により、知識の習得や災害時の幅広い対応を身につけることができる。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 総務課 危機管理室

天項百I政葉7 中事百T画嚢7
41市民が安心して暮らせる環境づくり 防災体制の充実

防災情報システム整備事業
• 

事|災害時に、迅速な市民への防災情報の伝達は、被害を
業|最小限に止めるため、必要不可欠である。また、気象情
概|報、河川情報なども市の防災対策に必要不可欠であり、
要|これらをより早く収集するためにも、整備が必要である。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

通信運搬費 1，566，000 1，478，562 

支 センターアクセス料 864，000 864，000 
出
電波等利用料 1，591，000 1，589，392 

内'
訳 緊急放送負担金 1，200，000 1，200，000 

その他 970，500 897，934 

;ι 1=1 計 6，191，500 6，029，888 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 6，191，500 

dEbコ. 計 6，191，500 

人件費概算 |人工数(人問人{112411叡見|無|同問| 一般
※上段:目標中段:実績下段.達成率

出
活動指標または成果指標

1 1防災行政無線試験放送

3200件 1 3200件 1I 3200件
21防災メーノレ登録件数 3103件 1 2924件 1I 3136件

97.0% 91.4% 98.0% 良い

3 

匹I23 I 

決算額(円)

6，029，888 

6，029，888 

経常

イ目的の妥当性4 妥当である|災害時の情報を迅速かっ的確に収集・伝達することにより市民の生命等を守る。
妥 t....・H・......・・"・H・H・"・..........…・・，.............................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|災害時の情報を迅速かっ的確に収集・伝達することは、市の責務であり、妥当である。
性卜H・M・......・H・.....・H・-……+...・H・.....................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である l主に市民、自治会、自主防災組織を対象としており、妥当である。

目標達成度 概ね達成している|防災メーノレ登録件数は増加傾向にあり、概ね達成している。

I al持者円二[:日夜"1
上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|災害時の情報を迅速かっ的確に収集・伝達することは、市の責務であり、適正である。
効令 ト・……H ・H ・-……………・・1..................:..........1
率 !受益者負担の適正化|適正である|災害時の情報を迅速かっ的確に収集・伝達することは、市の責務であり、適正である。
性 t…...・H・.....・…………・1.............................1

課題

今の後方

向性、

特記
事項

コスト効率 適正である|情報を迅速に収集でき、一度に多数の市民への伝達が可能であり、効率的である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

総務課 危機管理室 I Nol 24 I 

防災ラジオ助成事業

ーIFM山陽小野田と逼麗じ:1訪Nラジオを災害時要援護者
主|施設や自主防災組織、一般世帯などに有償で配布するこ

毒|とにより、災害時の情報収集を迅速にできるようにし、自発
要|的な自助・共助の推進を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 222，000 220，968 

支
出
内
訳

d口』 言十 222，000 220，9681 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

員オ 県烹出金
源割
地方債

内合
訳 その他 購入負担金 50，000 50，000 

一般財源 172，000 170，968 

合 計 222，000 220，968 

人件費概算 !人工数{怯「宮立。jI甘いIl::竺l一般 臨時

活動指標または成果指標
一
台
一
台
…

m

-
円

L
F
P
O

山
。

一
四
一
叩
…
日

6
一
台
一
台
一
回

円
J
E
Aせ
仲

n
u
:
i

H
一
日
…
日
…
目

1 I防災ラジオの配布台数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である |災害から市民の生命等を守るためには、正確な情報を迅速に伝達することが必要であり妥当である。

5 l~:~~~~~:当者手T...記長:]~務所持労日;:説場設;:242五五::::::::
一
対象(受益者)の妥当性l妥当である|市民等を対象としており、妥当である。

目標達成度 達成している
有}占 l

効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト l 
上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である I~害時の情報伝達手段の確保は、市の責務であり、適正である。
効、ト円………・..................…卜…・H・M・ l 
率 I受益者負担の適正化|適正である|市民が負担できる応分の額の受益者負担としており、適正である。
性 l……………………1.............................1
，コスト効率 適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 総務課 危機管理室 回三日
大項目(政策)

市民が安心して暮らせる環境づくり
一山計画.2_

災害対策専門職員育成事業

.，....1頻発する災害に対し、その最前線に立つ市職員に、一層
室、|の防災の専門知識が必要となっている。災害対策研修を
霊l総務課員を中心に、毎年1人ずつ受講させ、市役所全体
重|に専門知識を有する職員が徐々に蓄積され、より災害に
I強い行政組織運営が可能となる。

歳 出

普通旅費

支 消耗品費
出

内
訳

~ョh 計

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

80，000 79，640 

5，000 5，000 

85，000 84，640 

|人工数(人役)1人件費(円)1 
|0.151  866，1481 

古語指標または成果指標 H26 

1 1災害対策専門研修の受講

2 

3 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円〕

国庫支出金

財ー 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

ー般財j原 85，000 84，640 

dEb2 • 計 85，000 84，640 

宝11見|無| 臨時

目的の妥当性 | 妥当である|災害時の市の迅速かっ的確な対応により、市民の生命と財産を守ることが可能となる。
妥..1，.......………M・M・.........…....1.............................1
当 I自治体関与の妥当性| 妥当である|災害時には、市の迅速かっ的確な対応が強く求められ、対応する職員の専門的知識が必要となる。
性ト………...……"・......…・|…........................1
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|職員が災害対応の専門的知識を身につけることにより、市の防災カが向上する。

有 |??F 41常日?三|仔烹空!!?!???史
効 |類似事業の存在 . 1存在しない
性……… J
|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 | 適正である|人と防災未来センターは、主に地方公共団体の職員を中心に専門的な研修を実施している。
効ト……………............…1.............................1
、率 |受益者負担の適正化| 適正である 11回の研修受講により、災害に対する知識や対応能力を身につけることができ、適正である。
性ト………………………“1.............................1
|コスト効率 | 適正である 11回の研修受講により、災害に対する知識や対応能力を身につけることができ、適正である。

課題

今の後方

向性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局圃室町所得)I 総務課 危機管理室

大項目(政策)

41 市民が安心して暮らせる環境づくり

士 E特設公衆電話は、災害発生時に盃難所等に設置され、
芸|通話料無料で利用できる電話である。避難所などの施設
四|等にあらかじめ加入者回線を設置し、災害発生時に、そ
霊|の加入者回線に電話機を接続すれば、すぐに利用できよ
lうにするため、特設公衆電話を設置する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 94，392 94，392 

支
出

訳内

dE』Z 言十 94，3921 94，392 

特設公衆電話回線設置事業

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 94，392 

合 言十 94，392 

人件費概算 |入工数官i人件弘司|想見|無|恒画 一般

活動指標または成果指標

1 [特設公衆電話幹線設置箇所

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I H芝すーっ I H28 1日煙

H・H・....1...…・・・………Il.… 2胃!.~........J 達成
12箇所 l 度

一・4かなり

良い

目的の妥当性 妥当である|災害時に市民の通信手段を確保することは重要な市の責務である。
妥 ， t...・M・.........……・…....・M・-・・・1.............................1

匹I26 I 

決算額(円)

94，392 

94，392 

経常

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|避難場所は、市の公共施設であり、市が回線の設置を行うべきものである。
|性|・ ・竺・ I....:::.:.:.::..~..;...:.::....I 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|災害時に市民の通信手段を確保することは必要であり、妥当である。

l目標達成度 |達成している
d 有~......'.，........;..;.:..;........;...........I

| 効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト-…… 、|
上位施策への貢献度|貢献している

E実施主体の適正化 |適正である|災害時に市民の通信手段を確保することは重要な市の責務であり、適正である。
効}…・…...・H・.......…M・M ・-….....1.............................[.
、率 |受益者負担の適正化|適正である|災害時に市民の通信手段を確保することは重要な市の責務であり、適正である。
性 i……………………1.............................1.
コスト効率 適正である|回線設置費用は、 NTT西日本が負担し、市に費用は発生しない。.ト

課題

今の向後方性 事業の終了
改善

時期

皇J



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局M室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係 匹I29 I 
大項目(政策)

市民が安心して暮らせる環境づくり

事l・英吾函Tc.め被害を受け又は被害を受行るおそれがある
:!:I者で、避難しなければならないものを一時的に収容し、保
吉|護する。

童|・避難所の開設期聞は、災害発生から7日以内。
l・高齢者、障害者等は、配慮を行う。

避難所の運営事業

歳出 予算現額(円) 決算額(円)I 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

dEEコh 言十 。 。 dEE2 h 計 。
人件費概算 !人工都宮~人町T品|想見|無|巳到 一般

活動指標または成果指標 H26 

1 1避難所数
一・..51箇所H・H ・T…-Ei酋前........

21福祉避難所指定数 -…"'4ff量)説"・・・・・r.......4笛前・・0 ・・

3 

目的の妥当性 妥当である|市民生活の安全を確保するための地域防災計画に基づき行う事業。
妥卜…-…・・…山…….....・H ・"'1・ t 

決算額(円)

経常

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|避難所の開設実施機関は市長であり、救助法適用時は、市長が知事から委任。
性 f:';"・H ・.....................・H ・....…・1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|災害時に避難する避難者が対象であり、妥当である。

目標達成度
，有 t....，.................................，.....1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性、f;..;;......;........:...................，...，
|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|山陽小野田市地域防災計画によるもの
効 t:...………...・M ・…・……・・1…・…H ・H・..…・....・..，……

率 |受益者負担の適正化|適正である|対象者が避難者であり、受益者負担を求めることは適当ではない。
性 L・・H ・H・-…...・H ・-……・………...1........・M ・.................1
コスト効率F 適正である

.レ
課題

I ~る』方妥畠
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 | 
事項 |目標設定にそぐわない事業ゼロ予算事業

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室M所得)1 下水道課 |山陽水処理センター| 匹I1 I 

事|大規模地震や津波の発生などの大きな自然災害や事故等の危機に遭遇
iし下水道機能が低下した場合においても、速やかにかつ高し、レベルで下
業i水道機能を維持回復し、災害が発生した際の影響を最小限にとどめるた
概|め、下水道BCPを策定する必要がある。なお、平成26年7月に発出された

要 I~新下水道ビジョン」により、 2年以内に、必要な項目を網羅したBCP策定が
ー要請された。

歳 出 予算現額C円) 決算額(円)

計画策定委託料 。 。
支
出

…合 i 計
、一 。 。

下水道BCP策定事業

下水道BCP

下水道BCPの策定

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

合 言十 。
| 胤概算 |人工数(人?;|人124閣 7川|錦別|特会刊| 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1. H26 1 H27 1 I .• H28 l目標

1 1下水道BCP策定 1..二

2 

良い

3 

1妥 |目?の雪当性.;;.;.......;..I.~~~竺.今I.~I.~主的Jの基本となる地域防災計画の下水道に特化した計画であり、雪当三千壬
当 |自治f体本関与の妥当性|概ね妥当である司|凶地方公共団体は、発災後も必要となる通常業務を実施してしい、てく責務を負つており弘、妥当である。
ψ 性 iド"………..………..…..….一…….一一!一一.....………..…..………....………..山".，'.
| i対象f受益者)の妥当性|妥当である|対象は下水道の使用者並びに被災者で妥当である。

ιJ:空界守男 :::....u..:..;..J~.と空?とご.~.:~l.~ざ竺T.?.??吹雪'""f7.k翌三tyf竺でき門町:
効 1類似事業の存在 j 存在する
性F":'."...;;.'.;，;:，..，.:..，...，;.，::.:・4
|二一 :1主位施策ーの貢献度i貢献している
I実施主体の適正化 |概ね適正である|市は、発災後も必要となる通常業務を実施していく責務をおっており、適正である。
効ごト日…み}…一一一一一山:.1.............................1
f淳二1受益者負担担，の適正化l概ね適正である|対象は下水道の使用者並びに被災者で受益者負担を求めることが適当でない。
性 1卜里?が川戸山.“山ぷム-“ぶι.ιι;一...ぷゐ古、目山.
三1::]コスト効率J、 ， 1概ね適正である|防災体制の充実を図るもので、コスト削減が主目的ではない。

課題
4 、a、、、a 号 、

》今の向方後性r。

特記 |ザ円三時宜蛍
事項一 1'-日 J 升干フR

.. 

事業の終了
改善
時期

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室刊(係)I 総務課 危機管理室

中項目(施策)

防災体制の充実

自主防災組織等育成事業

事|自主防災組織ぬ語扇を活発かつ継続的なものにするた
業|め、防災資機材や訓練に要した経費の補助を行う。

概
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

自主防災組織補助金 1，444，000 840，300 

支
J出

内
訳

.g. ヨ 言十 1，444，000 840，300 

回三日

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1，444，000 840，300 

dEL 2 計 1，444，000 840，300 

|人工数は役:Jr-.x停車両IJ 1:交付税 I~ I 長孟一一l
人件費概算 I 0刈 四~I 算入 |無 II会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27. I I H28 1目標 l
I 45件 I 50件 I I設定しない|達成

1 1自主防災組織梢助金の交付件数 I 40件 I 39件 I I 39件 l 度

設定しない I 93.60% 
21自主防災組織の組織率

94.5 ー・・...........
92.00% 

87:説 l良い
2回

0回

0.0% 

位
川

"
F
U
『

叩…

m一
司
-

z
…mm
一割

n
H
U
"

，、‘-

E

・E・旦守

E
E
I

似

m
"
加

…

囲

内

4

…
η
L

n同
J

U

H

31研修会、説明会等の件数 1回 l回

50.0% I 50.0% 

目的の妥当性 |妥当である|地域における防災訓練の実施により組織の活性化に寄与し、妥当である。
妥い・.............…………・..1.............................1

I . ...~.. J~~~~.~~~.~.~~~竺!?2215ぞ(f)J.;.たT:!??竺千三ii'limピ三千??rrf円?とラ.~交史
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|自主防災組織が対象であり、妥当であるロ

者|円.手門竺 .;...........I~.~~~とご.~.:~l.~.:空?竺竹村.??tT!.??壬
効 |類似事業の存在 |存在しない
ぃ性 F，..，....:.;，......，...............，......;，.I 
上位施策への貢献度l貢献している

品 l実施主体の適正化 |適正である|自主防災組織の活性化は、市が推進していく責務があるため適正である。

! 逗 |受益者負担の適正化|適正である|自主防災組織の活性化は、市が推進していく責務があるため適正である。
性 ♂十牛}ト…………….. ……… .. …… .. …...…………… .. ……… .. ……… .. …… .. … .. ….  
|伺コスト効率 I適正である|防災資機材や防災訓練に要する経費の一部を補助するものであり適正である。.. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

笠|



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 総務課・ 危機管理室

地域防災訓練事業

~I市民の防戻蚕識の両王及び地区前東組編語動の充美尋
芸|を図るため、地区防災組織が実施する防災訓練に対し経

概i費を補助する.

要

歳 出 予算現額(円) 決算額〔円)

地区防災会補助金 1，100，000 1，000，000 

支
出
内
訳

ぷE』3 計 1，100，000 1，000，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金

j内原 害合11 地方債

訳 その他

一般財源 1，100，000 

ぷロ』 計 1，100，000 

人件費概算 !入工軒で;F?羽 l官|ムIE竺l一般
活動指標または成果指標

地区防災会(セーフテイネットワーク)補助金の交

付件数

21研修会・説明会等件数

3 

H26 

90.9% I 90.9% 
2回 I 2回
l回 l回

50.0% I 50.0% 

匹I28 I 

決算額(円)

1，000，000 

1，000，000 

臨時

目的の妥当性 妥当である|各地区防災会が防災訓練を実施することで組織活動の活性化に寄与し、妥当である。
妥 t.~......………....・M・.....・M・..….，… 1

当 |自j治台剖f体本関与の妥当性| 妥当である|公助のみならず、自助、共助の意識の高揚による地域防災力向上を図るため妥当であるロ
性 卜"…………..…….“….“.………….“山....………….“…….日…....…………..…………..……..……..…....…….日….日.一一………"……...…………..…….“……..…..“イ.
、.対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある|各地区防災会が対象であり、妥当である。

目標達成度 達成している|自助、共助の意識の高揚による地域防災力向上を図っている。
ム有 t…・・・・…………・・・...・・ 1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
、性}・l
|上位施策への貢献度!貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|補助金の対象は、地区防災会であり、適正である。
効》ト……“}・....・H・ ......~........I.............................I

。率 I受益者負担の適正化l適正である|自助、共助の意識の高揚を図ることは、市に責務があるため適正である。
性 L……"………………・.1.............................1
コスト効率 適正である l補助金は、防災訓練に要する経費の一部であり、適正である。

.レ
課題

i今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

笠l



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室刷所得)I 総務課 危機管理室 匹仁司

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり
中項目(施策)

防災体制の充実

避難対策事業

事|災害のため被害を受け、又は被害を受けるおそれのある
業|市民を一時収容し、保護することを目的に市内各所に避
概|難場所を指定しているが、災害の種類、規模、地域別に
要lよりきめ細かに対応する必要がある。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出

内
訳

ぷE与Z 計 。 。

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

dEbヨ. 計 。 。
|人工数(人役)1人件費(円〕 II交付税 1_1 Iムム量ロII _mlu I 

人件費概算 | 仏ω叫2ヰ1 1，1附

※上段.目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 1目標 l

|設定しない|設定しない II設定しない|達成
避蹴難場噺所への棚防災焔資機桝材の峰整備.備儲蓄、 避蹴難経酎1"……………..………..……….日……………..……….日一……..…….“一.目.目一…………..一……..……..…....……………..………..……………..………..………..……..…...↑t.“.“……………..……………..………..……..….日.
路、避難誘導の検討、防災倉庫の検討 ↓….....・H・-………↓…………H・H・...1 1 ι」こ-1

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|災害時に市民の生命を守るためには、迅速かっ的確な避難が必要であり、妥当である。
l 妥 t........…………………l…・・ 1 

当 }自治体関与の妥当性|妥当である|災害時の避難場所の円滑な運営などの応急措置は、市の責務であり、妥当である。
性ト....・-……………………...1.........・H・-・・0 ・ | 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|災害時の避難対策の対象は、市民等であり、妥当である。
い
|目標達成度
有 1...;;...…-……………・・H・I・-………" …・4 ・…....・M・........・・・・....・H・........・M・.....…・・・・品…・・… ・

| 効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト……………...........・..十
|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|災害時の避難場所の円滑な運営などの応急措置は、市の責務であり、適正である。
効}………......・H・......・H・H……1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|災害時の避難場所の円滑な運営などの応急措置は、市の責務であり、適正である。
性 l……...・I・H・....・H・...………・1.............................1
コスト効率 適正である|災害時の避難場所の円滑な運営などの応急措置は、市の責務であり、適正である。.. 

課題、

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

業
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様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室園所得)I 総務課 危機管理室 回三日
大項目(政策〉

41市民が安心して暮らせる環境づくり

事|災害が発生した場合、被害を最小限に止めるためには、
業|その地域がどのような災害のおそれがあるかを事前に熟
概|知し、それに対する対策を講じておく必要があるため、ハ
iザードマップの市民への周知や作成・見直しについての
要i関係課との協議が必要である。

ハザード、マップ普及事業

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

国庫支出金

支 財 県支出金
出

内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源

£E』ヨ 計 。 。 dEbヨ陶 計 。
i人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I.1m. I I A;;_Ua""， I "'''' I 

人件費概算 I 0_2ヰI 1，1山附
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 l' H26 I H27. I I H28 1目標 l

|設定しない|設定しない II設定しない|達成
1 1ハザードマップの市民への周知及び作成・見直し|………・・…-----t・......・H・-“;----------1 f肩記.を国主主・1度
こついての関係課との協議 '------…………__.1_____・H ・H ・H ・........・H ・.J ・ ・

2 

3 

決算額(円)

目的の妥当性 | 妥当である |地域に起こりうる災害を事前に市民に周知することで、被害を最小限に食い止めることができる。

i11特設計j:部 El--5FZEE-待券5551;汚モ355;:22562;:
対象(受益者)の妥当性|妥当である|ハザードマップの配布対象は、市民等であり、妥当である。

目標達成度
有 I~;，..... .......................~.:..........I 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f.................-..........................I
I上位施策への貢献度 l貢献している

品 l実施主体の適正化 |適正である|ハザードマップを作成し、防災対策を講じることは、市の責務であり、適正である。

言|今村守男竺羽生対，....E二三ござ何日対空::â:'~史21f
己スト効率 適正である

.レ
課題

今の向後方性 J
計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課伺呈・所(係)I 総務課 危機管理室

中項目(施策)

防災体制の充実

防災士育成事業

士 E自主防災組織の活動を充実させ、表退させないために、

宝|地域のリーダー的存在が不可欠である。そのため、地域

議|の防災リーダーを育成するため、各地区の防災土育成を|手段|防災士資格取得の講習経費の一部を補助する。

要|支援する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

防災士育成補助金 110，000 80，000 国庫支出金

支 財 県支出金
〉出

内

源割
地方債

内合

訳 訳 その他

一般財j原 110，000 

dロ:.. 言十 110，090 80，000 dEbヨh 計 110，000 

回三ヨ

決算額(円)

80，000 

80，000 

|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I4m: I Iム 1 _rnlu 1 
人件費概算 1 0.21 日 ι8叫 | 算入 | 無 I I~計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 .' 1 . H27 1 I H28 1目標 l

1 33 1 33 1 I 33 1達成
1 1防災士育成補助金の交付件数 r............s............T..........u....... '1 r 8 .........1 度

18.2% 1 33.3% 

85 1 90 

21市内防災士有資格者数 62 79 

72.9% I 87.8% 

3 

目的の妥当性 妥当である |地域の防災リーダー的存在である防災士を育成することは、地域防災カ向上につながり妥当である。
、妥 t，......…………………，.............................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地域防砂カの向上を図ることは市の責務であり、妥当である。
性ト...・H・-…………........……1.............................1
|対象(受益者Jの妥当性|妥当である|対象者は、市内在住で防災士の資格を取得した者であり、妥当である。

有 J慢El~秀烹翌界烹;里更里更..:...............，..I.~.竺?雪J~竺空竺明空円~L.-Cと三三己fご士ご力.~，一~，一、TゴTゴ静l開雪門里丹空竺三?育雪男竺円空?警け丹f土T三?於弘!主5竺T空で~，三，1l15門翌史空空?門門?空雪!明!里'il門里閉閉門?雪雪1[;:労!ピf芳雪労労雪空??.?1?fT.!r1
劫 :1類似事業の存在 |存在しない
性 f...，.....，...............，.，..............，..1
:|上位施震への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|市が講習費用の一部を補助することにより、防災士育成に寄与でき適正である。
効}….....・M・-…山………1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|補助金は、講習費用の一部であり適正である。
性ハト・…………………J……1.............................1
|コスト効率 |適正である .. 
防災・減災あるいは災害時の対応は、男性のみの視点から捉えるのではなく、女性の視点も必要である。女性防災士の育成i

に努める必要がある。

|課題:

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記 l l更なる補助金制度の啓発が必要である。
事項 i 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室刊(係)I 総務課 法制係 匹I19 I 

事|本庁舎の老朽化等基本計画・基本設計、耐震補強計画、
業|実施設計を行い、工事(耐震補強、改修)を実施する。

概

要1 1意図|防災拠点としての機能強化と行政機能の確保を図る。

歳出 予算現額(円) 決算額f円)

支
出
内
訳

~ ヨ 計 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

合 言十 。 。
|人工数(人役)1入件費(円)1 1交付税 1_ 1.1ム4坦ロ"I rnlu I 
| 0吋 丘町川 | 算入 |無 II会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1 H27 1 I H28 |目標

1 1庁…

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|防災基盤の強化であり、妥当である。
妥
当
性
自治体関与の妥当性|妥当である|市役所本庁舎の耐震化等で、あり、妥当である。

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市職員、市民等であり、妥当である。

目標達成度
|有ド l 

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 }…・小…… 、 | 
上位施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|市が実施主体となるべきであり、適正である。
効・…………………ー…・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|市が負担すべきであり、適正である。
性 L……………………..1.............................1
コスト効率、 適正である|事業費は久札により決まるので適正である。

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

I.':i 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課局室・所得)I 教育総務課 施設係 回三ヨ
大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

埴生小・中学校整備事業

事|埴生小学校の校舎の耐震化と国・県が進める小中連携教
業|育の充実強化を図るため、埴生中学校の用地を拡げ、小
概|学校の校舎を移転改築し、中学校の校舎を改修して、施
|設一体型の学校施設を整備する。 28年度は、用地測量、
裏|基本設計、不動産鑑定、用地取得を行った。

手段|埴生中学校の敷地を拡げ、小中一体型の学校施設を整備する。

意図|埴生小学校の校舎の耐震化と小中連携教育の充実強化

歳 出 t 予算現額(円) 決算額(円J 歳 入 亨事読書重(円)

不動産鑑定評価委託料 196，000 195，125 国庫支出金

支 測量委託料 8，953，000 7，498，440 財 果支出金
'出
基本設計委託料 9，720，000 9，720，000 

内
源割
地方債 95号も 35，900，000 

内合
訳 用地購入費 28，679，000 28，678，500 訳 その他

:その他 808，000 569，016 一般財源 12，456，000 

』E』ヨ 計 48，356，000 46，661，081 dE』2 計 48，356，000 

L 人件費概算 !人訓告|人間~ I習rl有|国リ 一般

走覇商標言正面麗栗藷薦

1 1埴生小学校校舎の耐力度調査

2開地取得

31基本設計・実施設計

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 H27 I I H28 I目標 l

完了 l達成

二二主主二工二二二コ I:::::::::::::::::::::::L豊一
完了

完了

r100.0% I良い
基本設計

完了

100.0% 

決算額(円)

34，500，000 

12，161，081 

46，661，081 

臨時

目的の妥当性 妥当である|地震から児童生徒等の生命を守り、安全な学習環境を整備するものであり、妥当である。
妥ト…・山H・M・..........・M・M・.....・...寸 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の施設の建替え等であり、妥当である。

性ト…-………………↓…… l 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 達成している|用地取得、基本設計は完了しており、達成している。

iHi---FE:::::::::[::汚ヨ乞 :二二:::: 
上位施策への貢献度|貢献している|学校の校舎を耐震化するものであり、貢献している。

実施主体の適正化 適正である|市の施設を整備するものであり、適正である。

1 1場券併設r..民主..伝説253;:2115H手正当者?51:;き53主;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::

課題

今の後方

向性ー

特記
事項

コスト効率 適正である|競争入札等を経て発注しており、適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室町所(係)I 教育総務課 施設係 匹O[J

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり
中項目f施策)
防災体制の充実

ー，地震発1:時に小・中事面の屋内運扇扉尋の吊り天井幸
喜|が落下して、死傷者を出し、又は避難所として使用できな
概iくなる事態を防ぐため、吊り天井等の非構造部材を耐震
要|化する。

歳ぜ出 予算現額(円) 決算額(円)

監理委託料 ( 20，589，680 8，607，600 

支 工事請負費 129，229，320 125，051，040 
出
内
訳

i% ヨ 計 149;819，000 133，658，640 

L 

非構造部材耐震化事業

天井が一定の高主又は面積以上ある屋内運動場、武道場等

手段|非構造部材の撤去・落下防止対策

災害時の児童生徒・教職員、避難住民の安全確保

歳入 一予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 113 51，785，000 46，409，000 

源財 割
県支出金 i

内合
地方債 75~も 97，800，000 87，200，000 

訳 その他

一般財調 234，000 49，640 

合 計 149，819，000 133，658，640 

人件費概算 !人工数句i人115Li|習いl邑当 一般 臨時

間
÷
槻

活動指標または成菓子雇覆 H27 

12棟

!

}

 

一
ケ
イ
パ
一
川
一
棟
一
江
一
川

…b
元
一
町
一
③
…
宇
古
N
U

山

山

町

羽

一

山

川

一
了
一

D
一

一

一

一
完
一
∞
一
一
一

1 I実施設計書

21耐震対策工事

3 

目的の妥当性 妥当である|安全に学校生活や避難生活を送ることができるようにする必要があり、妥当である。
妥 t..・M・-・…・・……………寸 f 

F当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の施設の耐震化であり、妥当である。
性 1……一一H・H・-…………J ↓ 
対象(受益者)の妥当性l妥当である|文部科学省等が定めた基準に基づいて対象を選定しており、妥当である。

目標達成度 |達成している|実施設計、改修工事は完了しており、達成している。
有 ト・.......・・……・…………・↓………...............1..……

効一陣似事業の存在 |存在しない

世エ雨量二伝言語|首長目白 r~説-長雨量ji子ZLZモぷ長示じそ;:五;
.，実施主体の適正化 適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。

i l希子相手話T...百五.}禅寺511;:E112H第五湯浅1352ぢ;:二二:
コスト効率 適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

.レ
r課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

呈j



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 教育総務課 施設係 回三口

埴生幼稚園片持ち梁耐震補強

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 2，215，480 752，760 国庫支出金
.支 財 県支出金
出

内
源割
地方債

内会
訳… 訳 その他 地域公益事業 2，215，480 752，760 

〆， 一般財源

合笥計 2，215，480 752，760 .g. ヨ 計 2;215，480 752，760 

l人工数(人役)1人件費(円〉 II交付税 1_1 Iι-=.，L:ufitlll I Ad::....6... (.1， ~I\ I 
人件費概算 I 0叫 866'，i48 I I 算入 | 無 I I計十種別|特会(小型)I 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H26 1'， H27 1 r--~ 1目標 i

I I 1棟 I I I達成
1 1実施設計 [………………T……%'7……1 I…........................1 度

100.0% 

21補強工事

3 

目的の妥当性 妥当である|安心して幼稚園生活を送ることができるようにする必要があり、妥当である。
妥 t........;.;…・・・・・・・・・..........…叶….....・H・................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の施設の耐震化であり、妥当である。
性~....…“H・H・-………………|……………….....1
I対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

目標達成度 |達成している|補強工事は完了しており、達成している。
有}………-…….............・M ・...1....・.....・H ・-…H ・H ・...1

効 |類似事業の存在 1存在しない

Ep~副長二ぷ言語|品目;ヨ|説必雨量JJ示日以福山三
実施主体の適正化 |適正である|学校施設の整備は市が行っており、適正である。

効ト…………………1.............................1
率 |受益者負担の適正化| 適正である|教育基本法により仇、市が全額を負担するA必必Zる、要があり札、適正である。
性 }トト"山….. 川山.バ4

| Iドコス卜効率 | 適正である|複数の業者から見積りを徴し、比較検討して発注しており札、適正であるo

課題

今の後方

向性

特記
事項

事業の終了

.レ

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宣・所(係)I 建築住宅課 建築係 匹E日
天事百I政葉7

41市民が安心して暮らせる環境づくり
中項目(施策)

防災体制の充実

~I住宅;雇築物の地震に対する安全性の向上を函りJ函雇
芸|に強い、まちづくりを推進する。昭和5伴 5月日以前に
町|着工された木造住宅、多数利用建築物の耐震診断及び

遣|木造住宅の耐震改修を実施する者に対して補助金を交
I付する事業。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

耐震診断員派遣業務委託料 620，000 620，000 

支 耐震診断・改修事業補助金 600，000 600，000 
出

内
訳

dロL 言十 1，220，000 1，220，000 

住宅・建築物耐震化促進事業

耐震診断及び耐震改修について補助金を交付

民間建築物の耐震性の確保

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 50% 610，000 610，000 

財 県支出金 25% 305，000 305，000 源割
地方債

内合
訳 その他

l一般財源 305，000 305，000 

ぷE』ヨ 言十 1，220，000 1，220，000 

人件費概算 |入瑚告|人ti241す|無 I[亘副一般 臨時

0.00% 

τ÷ー i舌覇指標または成果指標
1 1木造住宅耐震診断件数

H26 1 H27 

7件 I 10件
7件 1 5件
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21木造住宅耐震改修件数
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0.00% 0.00弛

目的の妥当性 妥当である|地震に5齢、まちづくりを推進するため妥当である。
|妥卜o...・M ・-……..…・….........…"1… i 
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|耐震化を促進し安全性の向上を図り地震に強いまちづくりを目的としているため妥当である。
性 }ト一ト一………正一…..………..…..…..………..…..…..………..…..山.，山…….“….目….日……….日….日一.目……….目…..….日……….目一.目…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..………..…..…..……….“…..….“斗.

i対象象C受益者)の妥当位| 妥当である |而而耐t震f性生の確!保呆に伴い安全性、住環境の向上を目的としているため妥当である。

目標達成度 概ね達成している
有 r…......・H・H・H・......................・T・....

'効 |類似事業の存在 |存在しない

性判長員二両証言|福山.~.~~..1謀長;;五五5;
|実施主体の適正化 i適正である|住環境の向上のため適正である。

1 効 トトト"……………...………..……..…..…..

巳率 I受益者負担の適正イ化乙|適正である|民間住宅補助のため適正である。
宇

性 >fト………-一………..….日…..，……..…..…...………..…..…...………..…..山...……..山..山...……..一.叫山....……..…..::"，.1.............................1

IJ : I=スト効率 | 適正である

.レ
課題

今の後
方 計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室E所得)I 

大項目(政策)

市民が安心して暮らせる環境づくり

総務課 危機管理室

国民保護対策事業

INol 32 1 

事|市国民保護計画に基づき、武力攻撃等から市民を保護
業|するための組織体制整備や計画内容の市民への周知を
概|図るJ也方自治法第2条及び自衛隊法第97条により、第11手段|市国民保護計画に基づき、武力攻撃等から市民を保護する。
要l号法定受託事務として自衛官募集事務の一部を行う。

意図|関係機関との連携を図り、武力攻撃等から市民を守る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委員報酬 20，000 4，000 

支
出
内

訳

dロ~ 言十 20，000 4，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 20，000 4，000 

dロb‘ 計 20，000 4，000 

人工数(瓦役:H瓦存葺(再7] r:蚕而税i----=，r瓦示一孟1
人件費概算 1 0.31 1 ， 73仰~ I算入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成宰

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標 l

1設定しない|設定しない II設定しない|達成
1 I国民保護協議会の開催件数 「……H ・M ・..……r……・....・..……1 r……[苗..........1 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|武力攻撃等から市民を守るためであり、妥当である。
l 妥 t....・M ・...........・・・・…........…・・叶 1 

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|市は、武力攻撃等から市民を守る責務があり、妥当である。
性ムトH ・M ・................・H ・.....・……|…… | 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民は、生命、財産を武力攻撃から守られるべきものであり、妥当である。

目標達成度

il持者守主主:::::::I::子:~~~~:~:]::::
土佐施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|武力攻撃等から市民を守るのは、市の責務であり、適正である。
効ト内…………………1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|武力攻撃等から市民を守るのは、市の責務であり、市民への負担は求めない。
性 I…H・M ・-……………..1.............................1
コスト効率 適正である|武力攻撃等から市民を守るのは、市の責務であり、適正である。

課題

f 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.レ

配一



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 農林水産課 耕地係 匹I1 I 
大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

県営海岸保全施設整備事業(松屋埴生)

_.堤防は天端高が不十分であり、陸聞や水門・樋門等の施
主|設の老朽化が進んでいる。そのため、高潮が発生した場

概|合等にその機能が十分に果たせない恐れがあり、早急な|手段|県営事業による護岸整備工事における負担金を支出する。
|改修が必要。事業実施期間は平成18---31年度、総延長
1 2，503~~.>"O ~ 7'J"';""""'''''L!:I/YJ，.....J10.. I '''.，，-..1'''''''' ......... I I~... IITI.I~"'-'="""""I 意図|市民の生命・財産(特に農地、農作物)の保全を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) }轟 入 予葺~頚(円)

県事業負担金 5，000，000 5，000，000 国庫支出金

支出

1 内

財 県支出金

源内 割合 地方債 90 4，500，000 

訳 訳 その他

一般財源 10 500，000 

AEbZ ‘ 計 5，000，000 5，000，000 4E』2 計 5，000，000 

人件費概算 |λ工数(慌|入件記号~ I 宝~I 有~ I会計種別| 一般
活動指標または成果指標

1 I整備延長(m) 80 87 

100% I 100% 
70% I 74% 

21進捗率(延長ベース) 70% 74% 

100.00% 1 100.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。

i 日房長持待券:r::~~:~:~引所主主務所55351:;21255;:二二
"対象(受益者)の妥当性|妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。

.目標達成度 達成している IH28年度整備延長は目標どおり達成している。

~t副長長記長証 r"';言語工房;;・
、性 ~.....;;.:.....;.......'......;........;......I

上位施策への貢献度|貢献している

苅 |雪黙警号サ1*0)明空主黙:.~....:..I...~空鰐主三烹~~....l 雪幣翌主許慢liUJ r::l
率 I受益者負担の適正化|適正である
性， 1.…-……….......…"・H・H・...1
コスト効率 適正である ... 
共同漁業権区域に面した工事であり、漁期による工事実施期間の制約がある。
また、旧堤防を取り壊すため、台風襲来時の被害が発生しないよう一度に広い範囲の工事ができない。

課題

今の方後

向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)

4，500，000 

500，000 

5，000，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 農林水産課

中項目(施策)

市域保全の充実

耕地係 回二百

県営海岸保全施設整備事業(黒崎開作)

事|堤防は天嬬高語界二千五であり、陸聞や水門・樋門等の施
::1設の老朽化が進んでいる。そのため、高潮が発生した場
議|合等にその機能が十分に果たせない恐れがあり、早急な|手段|県営事業による護岸整備工事における負担金を支出する。
|改修が必要。事業実施期間は平成17~33年度、総延長
1 2.35Ó~:. .，::oo..， o 7'"/l.....，..， .....H~'Y...I.....I"'" I ， ... ./">l..... ........ I ，--""-" IPU'~""""I 意図|市民の生命・財産(特に農地、農作物)の保全を図るo

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

県事業負担金 4，903，000 4，903，000 

支
出
内
訳

dEbヨh 言十 4，903，000 4，903;000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
j原割
地方債 90 4，400，000 4，400，000 

内合
訳 その他

一般財j原 10 503，000 503，000 

dE』Z 計 4，903，000 4，903，000 

|人工数(人役nよ{晴雨円 |交付税 I*" I 長一一一1
人件費概算 I 0叫 肌 7叫 | 算入 |有 II会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 |目標 l
1 60 1 37 1 I 97 1達成

1 1整備延長(m) I 60 I 37 I I 97 I 度

21進捗率(延長ベース) 50.70% 52.30% 

1
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100.00% I 100.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。
妥 t.......，..・H・-…..................，....，.....…… 1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。
性 r.............…………………..1……“|
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。

目標達成度 達成している
。有 t.........................，......，...........，
効 |類似事業の存在 |存在υ旨い
性~，....................;........................I

土位施策への貢献度|貢献している

効}き竺サ竺空f.:.~.....J 再三空~....I.子主円.ffFf!?.??12r空翌三号????百三望主芳三o
2率 l受益賓負担の適正化|適正である
性 L…………………H・H ・.1

且コスト効率 適正である

関係漁協の海苔養殖に配慮した期間に工事を行うため、事業工期が長くなる。
また、旧堤防を取り壊すため、台風襲来時の被害が発生しなし、ょう一度に広い範囲の工事ができない。

¥課題

| 今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改持善期

向性

.レ

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

匹Eヨ平成28年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 土木課 管理

海岸防災事業負担金

i|山口尉2定めた「山口一一一
き、高潮、波浪及び津波による被害から海岸背後の地域
住民の生命や財産を防護するため、護岸、岸壁、排水機
場などの県が管理する港湾施設を順次改修し、事業負担
金を支出する。本港地区、大浜地区

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

県事業負担金 10，609，920 10，609，9201 

支
出

内
訳

d回』 計 10;609，920 10，609，920 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債 90目 9，549，000 9，549，000 

内合
訳 その他

一般財源 10% 1，060，920 1，060，920 

dEbZ • 計 10，609，920 10，609，920 

I入工数(人役)1刈骨南汀 |交付税 1_1 長三一一1
人件費概算 1 0.11 577，叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I . H28 |目標 i

1 6，444 1 6，444 1 I 6，444 1達成
1 I本港、大浜地区護岸整備事業の進捗率(m) I 4，513 I 4，567 I I 4，614 I 度

70.0% I 70.8% 

2 

3 

I .m .1目的の妥当性 | 妥当である|海岸法に基づき山口県が策定した「山口南沿岸海岸保全基本計画Jに基づいて行われる事業である。
妥 トM・M・-…・…・・……・・……1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり、妥当である。

| 性 |対象(受言語)の妥当性|妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担金を支払うことは、妥当である。

目標達成度 |概ね達成している

類似事業の存在 |存在しない
有
効

位|エii福二五言語|説日;:L
実施主体の適正化 |適正である|山口県が管理する施設であり、県が事業主体なのは適正である。

効 }H・H・..一一…………..1.............................1
| 率 l受益者負担の適正化|適正である|負担割合は県下統ーであり適正である。
性 ~;.，・…………………・・・…..1.............................1

コスト効率 適正である|県が競争入札により請負者を決定しており、適正である。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.レ

記
項
特
事



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室町所(係)I 土木課

中項目(施策)

市域保全の充実

管理係

自然災害防止事業負担金(海岸)

事業
国交省河川局所管海岸のうちH11年にccz事業で整備し 対象 海岸施設
た焼野海岸は今後も利用者が安全・快適に利用できるよ

手段 県が行う改修事業費の一部を負担する
概
うヘドロ除去や施設更新を行う必要がある。また郡・津布

要
回海岸は度重なる波浪により河川の河口が閉塞状態に
なっているため流下断面を確保する対策が必要がある。 意図 未整備地区の自然災害防止事業の促進

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

県事業負担金 1，610，000 1，608，984 国庫支出金

支 員オ 県支出金
出
内

源内 割合 地方債 93% 1，500，000 

訳 訳 その他

一般財瀬 7% 110，000 

dE』2 計 1，610，000 1，608，984 dロ』 計 1，610，000 

人件費概算 |入工数Iで|人件担~ I想見|無|恒到 一般

活動指標または説果指標

1 Iきららピーチ事故件数(件)

2 

3 

H27 

0 
r.............o..・H ・.......r...........(}.....

100.0% I 100.0% 

匹仁己

決算額(円)

1，500，000 

108，984 

1，608，984 

臨時

目的の妥当性 妥当である |海岸法に基づき山口県が策定した「山口南沿岸海岸保全基本計画Jに基づいて行われる事業である。
妥 t...........・H ・...…………..，....・H ・H ・..................，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設は自治体で整備すべきであり、妥当である。
性ト……・…-……....・M ・......1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担金を支払うことは、妥当である。

目標達成度 達成している
有 't.，......................，....................J
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f............，............:...............，...1
上位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 |適正である|山口県が管理する施設であり、県が事業主体なのは適正である。
効}….............………H ・H ・-・...1.............................1
! 率 |受益者負担の適正化|適正である|負担割合は県下統ーであり適正である。
性 l…・・…・・……・・……・・….1.............................1

一~

， ‘ 

v課題

今の向後方性'

特記
事項

コスト効率 適正である|県が競争入札により請負者を決定しており、適正である。

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局・室・所(係)I 農林水産課 農林係

士 a台風等の集中豪雨による民有林地の崩壊地の復旧事

芸|業。県補助事業o
~I事業費負担割合:通常は県50%、市30%、受益者20%
童| 保安林は県75%、市15%、受益者1
10% 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 3，500，000 3，029，400 

支 消耗品費 50，000 49，485 
出

内
訳

dE』2 計 3，550，000 3，078，885 

小規模治山事業

民有林地の崩壊地の復旧作業

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金 2，625，000 
源割
地方債

内合
訳 その他 分担金 350，000 

一般財;頂 575，000 

dEL 2 計 3，550，000 

人件費概算 !入工数明人常2J| 宝~I 京 l l::空| 一般

活動指標または成果拒襟

1 I事業件数

2 

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 1 百27一寸 I H28 l目標

…し……・…….1 l.……!仕・……・1達成
1件|度

良い

目的の妥当性 妥当である|民有林の崩壊地の復旧作業であり、妥当である。
妥 t..・M・......................・H・..……1.............................1
、当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|民有林の崩壊地の復旧作業であり、妥当である。
性ト………………………….1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である.1対象受益者が2戸以上の採択要件があり、妥当である。

旧標達成度 |達成している

ih|者弁明石::::::::[:::百~......I所持房長時!?子55長汚;::二..........
|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効 I:..........L..;;....，.......;.，::.........;;I
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 1.，.......，:.....;............o..............1

課題 F

今の向後方性

特記
事項

コスト効率 適正である

...... 

事業の終了
改善
時期

回三日

決算額(円)

2，272，000 

302，960 

503，925 

3;078，885 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室圃所得)1・ 土木課 管理係

中項目(施策)

市域保全の充実

匹I3 I 
大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

急傾斜地崩壊防止施設緊急改築事業(県事業負担金)

国の補助を受けて施工した既設の急傾斜地崩壊防止施 対象 国の補助を受けて施工した既設の急傾斜地崩壊防止施設
事 設について、緊急改築を行うことで既存の施設を有効活

手段業 用することにより、地域における安全の向上を図ることを目 県が行う急傾斜地崩壊防止施設緊急改築事業費の一部を負担する。
概 的に、山口県が社会資本整備総合交付金(防災・安全交
要 付金)を活用し事業を行う。市は、事業費の10%を負担金 意図 緊急改築を行うことで既存の施設を有効活用することにより地域における安全の向上を図る
とじて負担する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

県事業負担金 4，168，800 4，168，800 

支
出

内
訳

.g. 計 4，168，800 4;168;800 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
源割
地方債 89% 3，700，000 3，700，000 

内合
訳 その他

一般財調 11 % 468，800 468，800 

ぷロ』 言十 4，168，800 4，168，800 

人件費概算 岡町ft 人件担~直見|無|出回一般 臨時

活動指標または成果指標

緊急に改築が必要な急傾斜地崩壊防止施設の
数(箇所)

•• •• •• •• •• •• •• •• •• 
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目的の妥当性 妥当である l緊急改築を行うことで既存の施設を有効活用することにより地域における安全の向上を図ることを目的としている
妥 P ・M・....・H・............…・・……l………H・H・..............，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である l山口県が施工した既設の急傾斜地崩壊防止施設の改築である
性~....………・…………1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|現地調査結果、緊急に改築する必要があると認めた箇所について事業を実施

|目標達成度 |概ね達成している
有~;，.;..… l

効， I類似事業の存在 |存在しない
性~....・"“・，..ó............. ，;...，......;..， .1

上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|県が国の補助金を受けて設置した施設の改築を行う。
効ト……………….....・H ・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|事業には国庫補助金、県補助金が充てられておりその残り、を負担するもので適正である。
性 l…………………..1.............................1
.コスト効率 適正である|県が競争入札で行うため適正である。

課題

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.. 

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局直圃所得)I 土木課 道路整備係

がけ崩れ災害緊急対策事業

il地域防災計画に…険一雨等の自然災害に
よって崩壊した際に緊急的に法面保護等の対策工事を
首実施する。(要件:がけ高5m以上、住宅2戸以上)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

測量調査委託料 2，070，360 578，000 

支 設計委託料 3，029，640 822，0001 
出
工事請負費 17，500，000 

内
訳

合 言十 22，600;000 1，400，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100% 22，600，000 

dE』Z 計 22，600，000 

人件費概算 |江教マ~人f112;411 宝~I 有|同問| 一般

1百甑指1藁まだ~或某一指標

1 1対策工事(箇所)

2 

3 

H26 H27 

目的の妥当性 妥当である|人命に危険を及ぼす急傾斜地の対策事業

il説明言明:22262:151151祥三時長555#::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性1.-妥当である|地域防災計画に定められた急傾斜危険区域マあり妥当

目標達成度 一 I I平成29年度に繰り越した事業。前払金のみ支出。

iR房需拡:::::::I::子:~~~~:~:::J今日空手51:::::::::
上位施策への貢献度|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|市が事業主体
効 f.:・H・H・...………............…..1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|法律、条例に基づき受益者負担金を徴収する
性~...・H・-………"………...;1.............................1

コスト効率 適正である|事業については、入札を実施するため適正

...... 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 | 
|平成29年度繰越額 20，296，000円

事項 | 

改善
時期

匹I29 I 

決算額(円)

1，400，000 

1，400，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課局室・所得)I 農林水産課 水産係 匹I3 I 

雨水排水ポンプ場維持管理事業

西の浜排水機場、木戸ゲート、その他の樋門

手段 l維持管理委託

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

光熱水費 1，362，941 1，362，941 

支 管理委託料 1，200，000 1，200，000 
出
設備保守委託料 773，000 764，8021 

内
訳 漁港設備管理委託料 710，000 520，6601 

その他 1，616，059 1，450，86り
合u 計 5，662，000 5，299，2{i4 

轟 入 予事事萄〈円) 決算額(円)

国庫支出金

目オ 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 3，709，000 3，727，810 

一般財調 1，953，000 1，571，454 

dEE2 恥 計 5，662，000 5，299，264 

:1人工菰瓦役)r瓦再費情7] I交付税 1.-I じ=一一I ~Tù I 
| 0叫 m叫 | 算入 | 無 I I会計種目l 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I . H26 I . H27 I I . H28 |目標
6 1 6 1 I 6 1達成

1 1点検回数 1 6 .1 6 1 I 6 .....1 度

100% 1 100% 

21安全司l練
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|目的の妥当性 | 妥当である l地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。
妥 F;・M・-……H・M・....・M・-…........1....…|
当 |自治{体本関与の妥当性| 妥当である|市の施設であり札、市で維持管理することが妥当である。

性 }トト"…….. …. 
対象(受議者Jの妥当性l妥当でで、ある|地域住民の安全確保と施設の延命化を図るものでで、あり、妥当でで、ある。

目標達成度 概ね達成している|浸水被害も無く、概ね達成している。

1i  l持併さ........."1'...号:~:~~~:~:~::I::
上位施策への貢献度|貢献している

I I実施主体の適正化 |適正である|市の施設であり、市で実施すべきであり、適正である。
効 ~..・H・…・・....・H・…・…山・・…….1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|維持管理は市の負担で行うものであり、適正である。
性 l………………H・H・-…・……...1.............................1
コスト効率 概ね適正である|日常管理は漁協及び個人に委託しており、概ね適正である。

.レ
施設の老朽化により、排水機能に支障が考えられる。このことから、今後の施設整備について長寿命計画を策定する予定で

課題

ある。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



「

様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 農林水産課 水産係

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

雨水排水ポンプ場維持管理事業

事|西の浜排水機場は完成後25年以上経過しているため、
業|老朽化が著しい。不良部品の交換・修繕を行うことにより、
概|設備の延命化を図る。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 1，300，000 1，274，400 

支
出

内
訳

dE』Z 計 1，300，000 1，274，400 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

自オ 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 1，300，000 

dEbヨ陶 計 1，300，000 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I_ I 1..o. .. .L"''''，，''' I 
| o叫 m叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般

活動指標または成菓商議

施設設備修繕箇所数
(100万円を超えるもの)

H26 
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H27 1 I H28 1目標 l

達成
度ヨ

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。
妥 t.....・M・..~..・・・…...・M・........・H・....，....・.....・H・...............，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の施設であり、市で維持管理することが妥当である。
性し……一二..;......................1.....・H ・....................1..

対象(受益者)の妥当性|妥当である|地域住民の安全確保と施設の延命化を図るものであり、妥当である。

匹亡己

決算額(円)

1，274，400 

1，274，400 

臨時

目標達成度 ヘ I I防災事業等、市民生活の安全確保のための事業であるため、有効である。
有'}......……………...........1.......・H・...…….....1・……・
効 |類似事業の存在 |存在しない
性
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 I適正である|市の施設であり、市で実施すべきであり、適正である。

il許税制r主主~~:::V~全日汚担当is:ω:;:子ヨH;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 .概ね適i主であるl早期の修繕によって既存設備を延命化し、新設に係る費用を抑えることができるため適正である。.. 
，施設の老朽化により、排水機能に支障が考えられる。このことから、今後の施設整備について長寿命計画を策定する予定で

課題

今の後方

向性

特記
事項

ある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 農林水産課 耕地係 匹I5 I 
大項目(政策) 中項目(施策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり 市域保全の充実

高速道路を跨ぐ橋梁点検事業

手段INは CO西日本に点検・診断業務を委託する。
意図|橋梁の点検及び補修等により、車両等の安全を確保する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

調査委託料 1，468，169 1，468，169 国庫支出金

支 Rオ 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 44%基金 。

一般財頒 56~も 1，468，169 

4ロ』 言十 1，468，169 1，468，169 合 計 1，468，169 

人件費概算 i人工数{淵人件15;611想見1;Jl:竺d一般
活動指標ま元は成果指標 H26 H27 

1 1点検回数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|道路法施行規則等に基づき行う事業であり、妥当である。
妥 t..・M・.......……・・…・“H・H・...，..，…・・・・ 1 

当 |旧自j治台f休本関与の妥当性| 妥当である|市が維持管理すベき橋梁でで、あり弘、妥当であるo
性 }トトト"………….“…….“…………..……..…….“….“.“………….“…….“….日...…………..……..…....…………..……..…....………….“………….“…….“……..…...…………..……..……..山....……..…叶.一そ
対象(受益者)の妥当性l妥当である|市が維持管理すべき橋梁であり、妥当である。

決算額(円)

650，000 

818，169 

1，468，169 

臨時

目標達成度 |達成している|道路法施行規則等に基づき行う事業であり、早急な対応を行うべきである。
有}……………………卜………H・H・......1
効 i類似事業の存在 |存在しない
性 l............;......;....:...................1
上位施策予の貢献産|貢献している

.実施主体の適正化 |適正である|市が維持管理すべき橋梁であり、適正である。
効ト…J………………........卜…………|
~率 I受益者負担の適正化|適正である|市が維持管理すべき橋梁であり、適正である。
、性 f....…H・...…"…H ・M・...……|……|
コスト効率 |概ね適正である|市が維持管理すべき橋梁であり、適正である。

.レ
課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当

特定財源として、 INEXCO関係会社高速道路防災対策等に関する支援基金」がある。

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シートi課・局・室・所(係)I 土木課 河川港湾係

大項目(政策)

41 市民が安心して暮らせる環境づくり

雨水排水機場維持管理事業

事|山陽小野田市は、干拓地や埋立地などの低平地などが
業|多いため過去に幾度も浸水被害を受けたため、その対策
概|として雨水排水機場を整備してきた。その排水機場の適
要|切な維持管理を行うことで、浸水被害を最小限に抑える。

歳 出 予算現額〔円) 決算額(円)

光熱水費等 7，534，000 6，556，944 

支 通信運搬費 552，000 355，704 
出
維持点検委託料等 12，499，000 12，481，615 

内
訳

dE』ヨ 計 20，585，000 19，394，263 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財調 100目

合計

人件費概算 入計|人件1221|管見|無|匝副
活覇指標まTこl孟成果指標

1 1市域全体の床上・床下浸水戸数(戸)

2 

3 

H26 

0 

H27 

0 ----Eu--….....r............o.............. 

100.0% 1 100.0% 

目的の妥当性 l妥当である l市民の生命や財産を守る義務があり、妥当である。
妥 f..・H・...........山….............…卜…・ l

予算現額(円)

20，585，000 

20;585，000 

一般

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設の維持管理は市で負担すべきであり、妥当である
性 f，.....・H・.......・H・-…………1.............................1
対象(受義者)の妥当性|妥当である i低地の浸水被害を軽減するための防災施設で、あり、妥当である。

目標達成度 達成している
有 t...・H・..…・….....，..................1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性f，......;;...........，.......................1
|上位施策への貢献度|貢献している

回二日

決算額(円)

19，394，263 

19，394，263 

経常

|実施主休の適正化 | 適正である|市の施設、または県から管理委託を受けてしい、泊る施設の管理であり弘、適正であるo
効 }トト"…………..……..………..….一…L一...…….一一て一..…………..…….刊山…..…..…………..……..……..…..……….刊山…..……..山..一..
率 J:受受益者負担の適正化|適正である|県施設の管理委託料について、人件費や物価上昇分のコスト増を求めていく。
性 L……・………………...1.............................1

コスト効率 適正である|人件費や建設資材の物価が高騰している中、管理委託料の見直し(値上げ)検討が必要である。

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

[]雪



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 土木課 河川港湾係

河川波機事業

......，市が管理する準用河JTU正び普通河川の中には:長い年
主|月により土砂が堆積しており河積阻害率(河道障害)が高
=1まっているo近年はゲリラ豪雨が頻繁しており、流下能力
芸|の低下による河川|の氾濫が危倶されるため、堆積土を計
l画的に波様する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円〉

工事請負費 4，724，000 4，723，920 

支
出

内
訳

dEL ヨ 計 4，724，000 4，723，920 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100% 4，724，000 

A開. 乱扇1 4，724，000 

人件費概算 |人四人?;|人間~ ~-記見|右 I I会計種別| 一般
活動指標または成果指標

1 I河川法機工事(箇所)

l f百互ナ一寸 I H28 l目標

:j 
2 

3 

目的の妥当性 妥当である|住民のニーズが高い事業で、ある
妥 t...・M・-……・・…......一…・…...1......・H・...・H・......・H・..t

……・4 かなり
良い

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|準用河川|及び普通河川の維持管理は市のため妥当、河川法
性 L……………………...1...・H・......................1...
対象(受益者)の妥当性|妥当である|河川|は市の維持管理であり妥当

目標達成度 達成している

i慢性労務....:.....1"..京35JJ:::::::::::: 
よ位施策への貢献度|貢献している

効果男主体の適空化そ|空史ある|準町川空び普翌河川の維門理は市のため適正

、率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求めることが適当でない事業
1性一 iトト"…….. 一山………….. ……… .. ……… .. …… .. …....…………… .. 一…….. …… .. …....…………… .. ……… .. …… .. …...“………… .. …… .. …....…………… .. ……… .. ……一.. … .. 
'ココス卜効率率 1適正である|設計積算は、その基準により実施する

課題

今の向性後方

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹亡ヨ

決算額(円)

4，723，920 

4，723，920 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)， 土木課 河川港湾係

東下津内水対策検討事業

~I東下津地区福遍孟に狭間川の氾濫による擾示被害を受
主|けてきた。山口県が平成7年に東下津排水機場を設置し
ま|たが、近年の豪雨により平成21年平成22年に連続して
芸|浸水被害が発生している。このため、浸水被害を軽減す
lる喫緊の対策を検討し実施する。

歳出 予算現額(円) 決算観(円)

調査設計委託料(繰越) 13，932，000 13，932，000 

支 調査設計委託料(現年) 16，740，000 16，740，000 
出
内
訳

dE当Z時 計 30，672，000 30，672，000 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

員オ 県支出金
j原割
地方債 99% 30，600，000 

内合
訳 その他

一般財源 1% 72，000 

dE』ヨ 計 30，672，000 

l人工数(人役)1人件費(円)， I交付税， ~ ， r=~~~g"" ， ， r̂u -， 
人件費概算川 I 0.41 仰

※上段:目目;襟襟中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 ，. H26 ， H27 '1 H28 1目標 i
1 計画策定 |土木詳細設計I I電気等詳細設計達成

1 I東下津排水機場ポンプ増設 r...事面策定…1王末詳緬訣-許， r逼長吾詳組長訓 度

2 

3 

l妥 l目的明子性 |妥史子る|目的の~PX;;Ò主総合j十空の施策l!?\ 住民とご三が高い事業

、当 l自治体関与の妥当性|妥当である|河川法
性 ト……............…....・M・-…・|…・・・ | 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|準用河川|狭間川は、市管理であり妥当

目標達成度 達成している

ii持者?予定:::::::::[:チヨlj::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |適正である|準用河川の管理は市において実施するため適正
効 }トトトH一……...…..円.
霊{受益者負担の適正化|適正である|受益者負担を求めることが適当でない事業
コスト効率 適正である|設計積算については、その基準において実施する... 

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当

特記 l ~ I繰越明許予算13，932， 000円
事項 | 

改善
時期

匹I6 I 

決算額(円)

30，600，000 

72，000 

30，672，000 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局宮刊(係)I 土木課 河川港湾係

大項目L政策)
41市民が安心して暮らせる環境づくり

北竜王遊水池環境整備事業

北竜王遊水池は、排水機場の調整池で、あるが、長年の流 対象 北竜王遊水池
事、入土砂の堆積が調整池としての能力を低下させるととも

手段 遊水池内の草刈業に、ガマなどの雑草が育成して周辺の住環境にも悪影響
概を及ぼしている。このため、毎年、遊水池内の草刈を実施
要する。なお、将来的には、遊水池の波諜を行い調整池の
能力を確保する必要がある。

意図 遊水池の調整能力確保及び周辺環境の維持

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

工事請負費 1，819，000 1，762，560 国庫支出金

支 財 県支出金
出

内
j原書IJ
地方債

内合
|訳 訳 その他

一般財源 100% 1，819，000 

dEL Z 計 1，819，000 1，762，560 d回』 計 1，819，000 

人件費概算 i人工数(人間人?1241|官|点|同問| 一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標

1 1草刈工事(回/年)

H26. . 1 市互~ I H28 |目標 1

1 1 1 1 I 1 1達成
1 ----- T 1 ---------1 r 1 ------1、度
100.0% 1 100.0% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|目的の達成が総合計画の施策に沿う事業
妥 t..・H・....・H・H・...…・・…・…・・…..，.............................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|遊水池の管理は市で、行っているため妥当
トー性ト….......……...・M・.1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|遊水池の管理は市で行っているため妥当

i目標達成度 |達成している
有 f.....;..;..~...................... ............1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 ~............;............;..................I

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|遊水池の管理は市で、行っているため適正
効『什"……….“山…….. 山.. … .. ……… .. … .. 町.. 叩….. 叩.. 山.. 山…….. … .. 山.. “.円

:.1空努4秀警雪号更門?空幣空!空u翌F子三2ぞ~....I空空雪?空空幣fさ烹号三竺::_è: il~空円?三ざ?1ど:雪烹雪

課題

今の方後 F

向性

特記
事項

コスト効率 |適正である|設計積算については、その基準において実施する.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹仁ヨ

決算額(円)

1，762，560 

1，762;560 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課局室・所得)I 匹I2 I 下水道課 維持係

中事百羽ー東)

市域保全の充実

下水道管渠維持管理事業(雨水)

事|雨水渠のスクリーンは排水能力を維持するため定期的な

業|巡回に加え、降雨初期の巡回が必要で、状況に応じて清
概|掃(ゴミ等の除去)を行う。また、スクリーンに破損等があれ

要|ば、修繕・取替えを行う。 施設の維持管理による浸水対策

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

管渠維持管理委託料 650，000 561，600 

支出

内
訳

dE』Z 計 650，000 561占600

歳入 予算現額(円) 決算額(円7
国庫支出金

源財 割
県支出金

内合 地方債

訳 その他

一般財頑 繰入金 650，000 561，600 

合計 650，000 561，600 

l人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 1_1
人件費概算 I 0叫 866，1岨II 算入 I ~ I 

※上段:目標

活動指標または成果指標 1. H26 ..1 H27 
1 (随時) 1 (随時)

出動回数 1 6回 1 6回

21浸水被害
.ro 

回
一
回
一
的

n
u
n
n
u
n
n
U
 

-

噌

Eム

l
i
E
T
E
B
I
T
E
-

一
O

回
…
回
…
的

n
u

…nu
…nu 
M

噌

E
ム

経常

3 

!目的の妥当性 |妥当である|スクリーンは雨水渠の付属施設であり、妥当である。
子妥 }…….....................・....・M・-・1・.1.............................1
当 l自治体関与の妥当性| 妥当である|下水道法に「下水道施設の維持管理は、市町村が行うものとする。Jとの規定があり、妥当である。
性 J トー……………......・M・.."1.............................1
対象t受益者〕の妥当性| 妥当である 17-スクリ一ンが設置された雨水渠付近の冠7水k防止であり仇、妥当である。

宥 i侵??空符空幣 |空空.存任吹.どピどピピ己三三土1t叶1t
効 !類{似以事業の存在ι | 存在しない
性}…H・H・............… ..1
i上位施策への貢献度 1~貢献している

|実施主体の適正化 1適正である|雨水施設の維持管理は市が主体で実施すべきであり、適正である。
' 効 }………….........・P・...…"ー…・・… .， | 
率いi受益者負担の適正化|適正である|施設の維持管理は市の負担で行うものであり、適正であるo
v 性 :，1トいh十十?γ.. …一.. 山.. 
2γ<1:iJス卜効率 | 適正である 17活舌動頻度が少なく仁、コストも低く、適正である。.. 
!課題

' 向今の性夜方 、 改善
計画どおり事業を進めることが適当

時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室個所得)I 下水道課 |山陽水処理センター| 匹1 3 1 

大項目(政策)

市民が安心して暮らせる環境づくり
由時計画n

雨水排水対策事業 雨水排水ポンプ場維持管理事業

手段|直営により修繕・監理監督・民間委託により運転・保守を行う。

歳出
処理場・ポンプ場等維持管理醤託料

支出 燃料費

内
光熱水費

訳 通信運搬費

dEbヨh 言十

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

2，675，296 2，675，296 

355，620 355，620 

551，198 551，198 

30，172 30，172 

3，612，286 3，612;286 

|人工数{人役)1人件費(円)1 
|0.11  577，4321 

活動指標または成果指標

1 1雨水ポンプ不備による浸水被害件数

21年間運転日数

3 

ポンプ場機能を保全し、都市水害を防止する。

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 繰入金 3，612，286 

AE邑2ド 計 3，612，286 

l目的の妥当性 l妥当である!目的は低地の保全を図ることであり、妥当である。
妥トH ・I・-…......………...・M ・-…1.............................1

決算額(円)

3，612，286 

3，612，286 

経常

h 当 l自j治台体関与の妥当性| 妥当である |下水道法に「下水道施設の維持管理は、市町村が行うものとする。」止との規定があり、妥当である。
、性 }トト“………..…..………..…..….“……….日…..…..………..…..山"山……..…..…..………..…..….“山…….“….“…..………..…..…..………..…..…..….

|十_，勺1伊I伊|伊討象(畏益者)の妥当性| 妥当である|対象は、閉的を達成するためのポンプ場施設であり、妥当である。
|目標達成度 |達成している|適切な維持管理により低地の保全がされており、目標は達成されている。
有 ~，;:.... … .......… … ・… … … |卜トト"…………..…………..……..……..…...…………..……..……..…………..……..……..…………..……..……..…………..……..……..…………..……..……..…………..……..……..…...1
効 i類似事業の存在、 i存在しない

円jエ雨量二記長雨|福山ミ|
121雪???翌日|空間|開:rr???引で:照子
， I受益者負担の適正化|適正である l維持管理は市で行うものであり、適正である。

民 性 |トド"………..…..………..…..…....山……..…'"……..…..…...………..…..…...………..…..…..………"………..…..山……..山..山..山……..山..山..山……..山..山..山……..山..山..十"…….. 十

lコスト効率 I適正である 1維持管理業者と複数年契約することでコスト縮械を図る。

ゐ課題

向性

特記
事項

.レ
-一部の設備に塩害、経年劣化、耐周年数超過による機能低下が見られており設備の更新が必要となっている。

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課圃局圃室・所得)1 下水道課 |山陽水処理センター| 匹I4 I 

雨水排水ポンプ場整備事業

事|若沖雨水排水ホ.ンプ場は供用開始後23年が経過し、経
業11:i三劣化による機能低下が顕著になっている。これらの機
概|能を回復させるため施設の長寿命化・改築・更新を実施
要|するとともに未整備施設の整備を行う。

手段|事業計画に基づき施設の長寿命化・改築・更新及び未整備施設の整備を行う。

歳一出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 57，024，000 57，024，000 

支
出

内
訳

ぷE』ヨ 計 57，024;000 57，024，000 

歳入 予算現額C円) 決算額(円)

国庫支出金 社禽質本彊圃抱合里付金 28，512，000 28，512，000 

財 県支出金
源割
地方債 25，600，000 25，600，000 

内合
訳 その他

一般財源 繰入金 2，912，000 2，912，000 

AE』ヨ 計 57，024，000 57，024，000 

人件費概算 |人瑚人?;|人件関hil甘い 1I会計種7.lIJI特…)I 臨時

100.00% 

活動指標または成果指標 H26 

1 1長寿命化・改築・更新及び整備工事

詳細設計

21若沖雨水ポンプ場長寿命化計画 T
1
4
 

"
w百

…了…∞
…完…∞

3 

l目的の妥当性 l妥当である|対象施設の機能回復、整備が目的であり、妥当であるロ
妥トM・M・..…........……...........1 ・l
当、|自治体関与の妥当性| 妥当である|下水道法に「下水道施設の設置、改築は、市町村が行うものとする。」との規定があり、妥当である。
性ト……….....・H ・-…H ・H・-…1..............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|整備事業の対象そのものであり、妥当である。

目標達成度 • I達成している
有:l......;，，;....;;.............................1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性}日 l
上位施策への貢献度|貢献している

ー実施主体の適正化 |適正である|公共施設整備は、市が主体で実施すべきであり、適正である。
|効~;;...;....:;......:.."..;片 I....;~~.::;:~....I
ム率 |受益者負担の適正化|適正である|施設整備は、市の負担で行うものであり、適正である。
性 h'・H・-…一……H ・H ・-“一…1.............................1
|コスト効率一 |適正である|長寿命化計画策定時に、ライフサイクルコスト縮減を検討している。.. 

{ 

課題

今の向性後方
改善

計画どおり事業を進めることが適当
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

匹I5 I 

昔 l高千~}L地区の内水は、潮位により自然排水が不可能な時
=1は横土手と下木屋のポンプ場で排水しているが能力的に
議|は限界がある。近年農地の都市化が進み、保水能力が低|手段|浸水対策の立案とそれに基づき事業化を進める。
要|下し、豪雨時の浸水被害が懸念される。そこで有効な浸・
171<対策を立案し、それを事業化ずる。

下水道課 計画係

高千帆地区浸水対策事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

調査設計委託料 。 。
支

〉出内

訳

-Eaヨ.. 計 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

。国庫支出金 祉企翼*盛恒暗合史付金 。 。
財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財;胃 繰入金 。 。
4E』コ 計 0 ・ 。

人件費概算 |人工数減l人件費(円II叡見|有 II会計制|特会付水)I 臨時
活動指標または成果指標 H26 1 H27 

基礎調査 |事業計画変更業務

完了 | 完了

100% I 100% 

1 1浸水対策基礎調査・事業計画変更

21浸水対策基本設計・詳細設計

31浸水対策工事

妥|目的竺男 |妥当で空る|雨空警設li市が観オベ~-e<b1J、妥当である。

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|雨水施設は市が建設すべきであり、妥当である。
性ト…・...・H ・...・H ・......・M ・.....…………..…………..……..…….“….“..十.
対象(受益者)の妥当性l妥当である |沖中川流域の浸水防止を目的とする業務でで、あり札、妥当でで、ある弘

-目標達成度 検討が必要
有 t............，........，.......................，
効|類似事業の存在 |存在しない
性 1，....;"...，.....;.....:.，..，;.;....，........1
}上位施策への貢献度|検討が必要

ー実施主体の適正化 |適正である|雨水施設は市が建設すべきであり、妥当である。
効日…MUu---hu---J…-ーイ……山1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|沖中川|流域の浸水防止を目的とする業務であり、妥当である。
性ト……………-…;;..，.....+............................1
コスト効率 | 適正である|浸水シミュレーションにより、効率的な整備手法を検討し、コスト縮減を図っている。

詳細設計については、平成28年度に実施する計画で、あったが社会資本総合交付金の査定率が60%となり予算が確保でき
，なかったため、実施時期の見直しを行い平成29年度に繰り下げた。

課題

' 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

... 

釦一



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 下水道課 維持係

天項目(政策) 中項目(施策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり 市域保全の充実

調整池(叶松ため池)維持管理事業

事|地元の古開作水利組合にため池の管理業務を委託す
業|る。水利組合は水位の管理を行うとともに、堤体・斜樋・土
概|砂吐・余水吐・水路スクリーンなどの草刈り、清掃を実施
要|する。なお、ため池は雨水調整池の役割を持つ。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

樋門管理委託料 521，000 520，400 

支
出
内
訳

4E』コ 言十 521;000 520，400 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

訳肉合
その他

一般財源 繰入金 521，000 

dロ!>.. 計 521，000 

匹仁己

決算額(円)

520，400 

520，400 

| l人工数(人役)1人件費(円UI交付税 I4m: I I A=..L;;;fiI;:l，1 I 
| 0叫 ;Ba'，7i61 I 算入 | 無 II 計種別|特会刊| 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I .'. H26 I H27. I I . H28 1目標 l

I (随時) I (随時) I I (随時) I達成
1 1出動回数 I 6回 I 6回 I I 6回 | 度

浸水防止率=(出動回数一浸水回数)/出動回21札
数 XI00

3 

100% 1 100% 

100% 1 100% 

100% 1 100% 

100% 

100% 
{かなり

100% |良い

'目的の妥当性 妥当である lため池は雨水の調整、池の役割があり、妥当である。
妥ぃ.....

当 自治体関与の妥当性| 妥当である|下水道法に「下水道施設の維持管理は、市町村が行うものとする。」との規定があり、妥当である。
性
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|ため池下流域の浸水防止を目的とする調整池であり、妥当である。

有 }目??空幣空守空烹 | 子!px:L.-c三士Jどp三訓~.J惇.空望空±竺空
効 |類似事業の存在 | 存在する
性 }卜ト"一….山山..….
f|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 I適正である|雨水施設の維持管理は市が主体で実施すベきであり弘、適正である。
効 lトト"山…….. ….叫…….. 山.. 一.叫山…….. 山.. … .. ……… .. 一.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. ……… .. ….叫山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. … .. 一…….. 山.. 山..山…….. … .. 山.. 山…….. … .. ….“山…….“….. 山.. 斗.
率 l受益者負担の適正化|適正である|施設の維持管理は市の負担で行うものであり、適正であるo
r性}…………………;.1.............................1
.1コスト効率 |適正である|活動頻度が少なく、コストも低く、適正である。

課題

今の向後方性

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局呈・所(係)I 下水道課 |山陽水処理センター| 匹Eヨ

事|若沖遊水池の樋門スクリーンにゴミや草が流れ着き、排水
業|の妨げとなっているため、これらのゴミ揚げ・搬出を行う。
概|また、そのことによりポンプへ損傷を与える異物等の流入
要|を防ぐ。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円J

支

出内

訳

idE民2 計 。 、O

若沖遊水池維持管理事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円7
国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

合'計 。
I入工数(人役)I人件費(円)I I交付税 I_ I 1..o.=.I."'$tlll I Jkt.L>.. (--.::-_l，¥ I 

人件費概算 I 0叫 2紙叫 | 算入 | 無 II~計種別|特会(下水) I 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1. H26 I H27 I r H28 1目標
発生量全て|発生量全て II発生量全て|達成

1 Iゴミ類搬出量 I 910kg I I 950kg 1 度

2 

3 

妥
当
性

目的の妥当性 妥当である|雨水を速やかに若沖雨水ポンプ場まで、流下させる必要があり、妥当である。

自治体関与の妥当性| 妥当である|下水道法に「下水道施設の維持管理は、市町村が行うものとする。Jとの規定があり、妥当である。

!対象(受益者)の妥当性I:妥当である|若沖雨水排水ポンプ場の機能を保全するためのものであり、妥当である。
E目標達成度 I達成している'
il持言明..........r..宗主;:::::::::::::::::
上位施策伐の貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|民間委託しており、適正である。
ー! 効 ド・・…………………・…1..................……・1……

率 |受益者負担の適正化|適正である|維持管理は市で行うものであり、適正である。
性 L……………………...1....・-…H ・H ・.....・H ・....1……・
コスト効率 適正である|維持管理業者と複数年契約することでコスト縮減を図る。

.い
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

歳出については小野田水処理センター維持管理事業で一括計上

。



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課 防犯交通係

.交通安全思想の普及徹底を図るため、各季の交通安全運動を
事|はじめ、啓発活動、交通安全教育を推進するとともに、交通事故
業|の未然防止を図るため、交通安全対策協議会を中心に警察署
概|及び交通安全協会等関係機関と緊密に連携し、交通事故防止
要|活動を推進する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

交対協補助金 1，800，000 1，800，000 

支 J 交安協補助金 1，796，000 1，796，000 
出
報償金 1，050，000 848，750 

内
訳 消耗品費 50，000 53，244 

その他 139，000 115，125 

合}計 4，835，000 4，613，119 

交通安全事務

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他 雑入 177，000 

一般財源 4，658，000 

dEbヨ. 計 4，835，000 

人件費概算
は工融:(Å~)l:瓦件費伺)1 I交付税| 伍 I I :e:Hsi 'i!1I I 
| 0叫 的 08，1叶 |算入|川、 II会計種別| 一般

若覇福寝言正直扇葉商覆

1 1交通安全教室開催数

21交通安全指導員数

31各種運動・行事開催数

H26 

125.56% I 132.2% 

32人 25人

9回 9回

目的の妥当性 1妥当である|交通安全教育・啓発活動について、妥当である。

9回

INol 1 I 

決算額(円)

180，110 

4，433，0091 

4，613，1191 

経常

妥 |……… ・・ … I....;，.:~~.=::.:::..~.I 宍・逼安・杢苅策・基・末荏・守義務'H'i・7ち抗・定巴・おで初;市高あ宝荷等答守続的地芳
当 |自治体関与の妥当性|妥当である I~l 、 I 3'=1 ~ ()I.rr:V I自治体の責務であり、妥当である。
性}……………………1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民を対象

目標達成度 概ね達成している|交通安全活動実施計画
有 t.. ，'...".，...........，........................1 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性五掃員二-ぷ言語-房長示-Cモ-i;計五五両院;j、扇面通量語通
実施主体の適正化 |概ね適正である|市民の生命等を守るという地方自治体の責務であり、適正である。

効}…………………….1.............................1
率 |受益者負担の適正化 l適正である|受益者負担には、なじまない事業である。
性 l…....………"λ………..1.............................1

課題

、今の向性後方、

特記
事項

コスト効率 適正である|幅広く各種団体・関係機関等に交通安全教育・啓発活動を行うため適当である。.. 
高齢者の運転免許人口の増加に伴い、角齢者が関与する事故やドフイパ の不注意が原因の事故が多発している。これ
らは、高齢化の進展や交通環境、交通マナーの欠如が原因と考えられる。また、子ども、特に小・中学生の通学時の自転車
乗車マナーについて苦情が多くある。そのため、山陽小野田警察署、山陽小野田交通安全協会等との連携を図りながら、交
通安全教室の推進、交通安全意識の高揚・啓発活動の強化等に取り組み、交通ルーノレやマナーの徹底を図り、高齢者の交
通事故防止、交通マナーアップを推進していく必要がある。
交通安全教育の開催希望は多く、年間145回開催している。この様な機会を通じて交通安全教育・啓発活動に勤め、交通
事故の防止を呼びかけていく必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀帰属室園所(係)I 土木課 道路整備係 匹じ己
天事百m政策7 中項目(施策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり 交通安全と治安の確保

交通安全施設整備事業

歳 出 予算現額(円〕 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 83，000 73，440 国産支出金

支 修繕料 618，000 596，160 
出
工事請負費 8，299，000 8，298，720 

内

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100目 9，000，000 8，968，320 

~ ヨ 言十 9，000，000 8，968，320 dEb2 • 計 9，000，000 8，968，320 

人件費概算 |人工数(告|人T5221|叡且|無|匝到 一般 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

J吉覇指標または蔵菓子言語 H26 I 官「寸 1. H28 !目標 l
1 1 I 1達成

1 1事業費(工事費) 9，736千円 T9，797千円 1 r 8，968千円| 度

2 

3 

目的の妥当性 妥当である l道路法に、市道の管理は市が行う、と明記されており、市道を安全・安心に利用できるよう施設を整備することは妥当
妥 r…………..….......……寸 r

s 当 i自治体関与の妥当性|妥当である l道路法に、市道の管理は市が行う、と明記されており妥当
性ト….......…ム・……………・.+............................1.
対象(受益者)の妥当性i妥当である l道路利用者の多くは市民であり、妥当である。

目標達成度
有 l ム :.......................1
υ 効 |類似事業の存在 1存在しない
(性ト | 
f 1上位;施策への貢献度|貢献している

十 .. ..1実施主体の適正化 |適正である|施工金額を指名競争入札で決定しており、適正である
効 ~，....:..・H・H・..…ー.......…・・・….1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|市道は市が整備すべきであり、適正である。
性い………...・H ・..……;;1.............................1
コスト効率 適正である|施工金額を指名競争入札で決定しており、適正である。

課題

i今の向方後性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)I 土木課 管理係 INol 9 I 

街路灯整備促進事業(連続照明)

|事
市街地の安全や防犯対策として、スポンサー付街路灯 対象 歩行者、自転車

(連続照明)を整備しているが、施設は老朽化しており、ま

、概要業
た、スポンサーが撤退するなど、街路灯管理団体による維
持管理の運営が困難となっている。そのため、駅前広場

手段 歩道の明るさを確保する

や、市役所関連施設の周辺の街路灯は、市がスポンサー
となり管理団体による維持管理を支援する。 意図 夜間における歩行者の安全かっ円滑な移動を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

管理委託料 1，110，000 1，110，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 100% 1，110，000 

合ー計 1，110，000 1，110，000 dロ』 計 1，110，000 

人件費概算 l人工数明人fZ1221|鷲見|無|巴画一般
活動指標または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I 古「寸 1. H28 l目標 1
22 1 22 1 I 22 1達成

1 1市がスポンサーの街灯数(灯) 22 1 22 1 I 22 1度

21パークアベニューの街灯数(灯) 56 I 56 56 

100.0% I 100.0% 100.0% 

3 

目的の妥当性 妥当である|道路照明施設は交通安全に必要なものであり妥当である。
妥 t…・…・……“H・H・...............寸 1

当 |自治体関与の妥当性j妥当である|道路照明灯であり市が関与することは妥当である。
性ト…………………….1.............................1
対象C受益者)の妥当性|妥当である|道路利用者の多くは市民であり妥当である。

l目標達成度 1達成している
有 I ム 1.............................1
、効 l類似事業の存在 I存在しない.
性~.・M・-…"、 l
I ....1上位施策への貢献度|貢献している

良い

|実施主体の適正化 |適正である|市内幹線道路の照明灯の維持管理のためであり、適正である。

効ト…"………“一………|… | 
、率 |受益者負担の適正化|適正である|基本的にスポンサーによる運営であり適正であるo
性1…...........・....…・…..…-…..1.............................1
iコスト効率 ...1 適正である|基本的にスポンサーによる運営であり適正である。

課題

今の向後方性

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円)1 

1，110，000 

1，110，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|謀・局・室・所(係)I . 土木課 道路整備係 匝仁E
大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

通学路安全対策事業、

路があるため、道路管理者と学校・保護者・警察等が連携
自転車、歩行者(児童・生徒);目正搭|lE広通鮮制学糊路…糧釦由が樽多一置匙酌一さ品町吋…れ杭m…て刀吋し内な

して安全対策を行う。
歩道の設置されていない市道の危険箇所について、路側
帯を整備し通学路の安全向上を図る。

路側帯の整備(路肩の拡幅、カラー舗装化、側溝の蓋かけ)

通学路の安全環境向上

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

工事請負費(繰越) 12，996，960 12，996，960 
|支
工事請負費(現年) 8，800，414 1，800，000 

国庫支出金 54% 11，771，000 

財 県支出金
出

内
源割
地方債 39% 8，501，000 

肉合
訳 訳 その他

一般財源 7% 1，525，374 

dEh:3 h 計 21，797，374 14，796，960 dロ』 言十 21;797，374 

人件費概算 「円割人 I宝:!I有 I~会開IJI 一般
活動指標または成菓子言語 H26 H27 

1 I 通学路整備延長(m) 261 230 

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|路側帯の整備は通学路の安全向上につながるものであり、妥当である。
妥~....，..………………イ l
炉当凡|自治f体本関与の妥当性| 妥当である|市道は市が整備すベきであり、妥当である。
性 |ト卜ト..…..ん..

対象(受益者)の妥当性l妥当である|道路利用者の多くは市民であり弘、妥当である。

決算額(円)

7，964，000 

5，800，000 

1，032，960 

14，796，960 

臨時

目標達成度 .r I市民生活(特に生徒・学生)の安全確保のための事業で、速やかに実施しなければ市民生活の安全が図れない事業
有今ト・川…………......….....・I・.....・H・....・H・...・H・....1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性|副長二記長説|説CEi;五|通言語ぷ万三三五五長伝説
|実施主体の適正化 |適正である l市道は市が整備すべきであり、適正である。
効トH・H・..…H・H・...…………1.............................1ト
率 I受益者負担の適正化|適正である|市道の整備は市の負担で行なうものであり、適正である。
性 l…-ー...・H・-……………|↓
コスト効率 |適正である I施工金額を指名競争入札で決定しており、適正である。

.レ
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

繰越明許予算12，996， 960円、平成29年度繰越額7，000，414円



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課"局圃室圃所(係)I 学校教育課 学務係 匹I9 I 

通学路安全対策推進事業

平成24年度に全国で登・下校中の児童生徒が死傷する 対象 児童生徒
事故が相次いだことから、同年に関係機関と連携して通

事学路の緊急合同会議・点検を実施し、必要、なt対~.;策をs講じ
業ている。平成26年度中には通学路安全推進耳議を設置 手段 通学路交通安全プログラムに基づき、関係機関に働きかける

概し、「通学路交通安全プログラム」を策定し、関係機関と連
要携を図りながら、通学路の安全確保に努めている。

意図 児童生徒が安全に通学できるようにする

歳出r 予算現額C円) 決算額(円LI 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 4，000 2，000 国庫支出金

支
出

訳内

財源割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源 4，000 2，000 
合、計 4，000 2，000 合 計 4，000 2，000 

ドプ人件費概算 ---l疋官設) ，官|無， r会計種別| 一般 '--Hl 
活動指標、または成果指標 H26 . I H27 

1 I合同点検を実施した箇所数 36箇所

2 

3 

課題

、今の後方

向性

園

目的の妥当性 妥当である|児童生徒が安全に通学できるように通学路の安全確保を図るものであり、妥当である。

自治体関与の妥当性|妥当である|公立小中学校に通う児童生徒の安全確保を図るためであり、妥当である。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|小中学校に通う児童生徒であり、妥当である。

4 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...................................................................................................................................................................................................

存在しない

上位施策への貢献度|貢献している|教育環境の向上に関する事業であり、貢献している。

|国交省国道事務所、県・市土木課、山陽小野田警察
適正である l

|正である旦

受益者負担の適正化|適正である|小中学校に通う児童生徒を対象としており、適正である。

二ぷ=:両詰半 .... .......... ~I偏福玩記A逼通通.五長
l l適正であるロ .レ

国・県の対応が遅い場合があるが、改善を働きかけていく。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課白局室幽所(係)I 生活安全課 防犯交通係 匹[}コ
中項目〔施策)

交通安全と治安の確保

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

地域防犯対策推進事業

事|防扇面言語を地域から展開す右主b二蘭謀議関・団体が結
業l集する防犯対策協議会の運営費の助成等を行う。

概
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

防対協補助金 1，862，000 1，862，000 

支 県暴追協負担金 39，000 38，800 
出
普通旅費 6，000 5，200 

i 訳内 通行料 7，000 。

，4E2Z h 言十 1，914，000 1，906，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財漏 1，914，000 1，906，000 

dロL 計 1，914，000 1，906，000 

f 人件費概算 |入手数(守~人常国 |鷲見|無 I~亘| 一般 経常

100.00% I 100.0% 

7舌覇干言語または成果指標
• • • • • • • • 

-

U
一
回
一
回

出一

2
一
2
:
 
:
 
:
 

お
一
回
…
回

H
一
2
…2
• • • • • 

1 I各種大会等への参加

21刑法犯認知件数
同・・・・・・・五.3.Zf平.....r.......380存…・

3 

目的の妥当性 |妥当である|犯罪や事故の発生の防止のためであり、妥当である。
妥 ~.;・M・-………………・・・|…… | 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地域社会の犯罪防止であり、妥当である。
性}……..........………・……十一 ................1 
i対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民を対象

有 l.~.~，望号.F |明日1三'..l.~.~.~.~.:守TTFZ???!!?.???空~~竺!;:~土土日T竺ピプ:
効 |類似事業の存在 1存在しない
性 l...:，;......................................1
上位施策への貢献度|貢献している|山口県犯罪のない安全で安心なまちづくり実行計画

一
'
効
率
性

実施主体の適正化 適正である|犯罪防止という地方自治体の責務であり、適正である。

受益者負担の適正化'1適正である|受益者負担には、なじまない事業である。

コスト効率 一 |適正である|地域社会の犯罪防止のために必要最低限の経費で、あり、適正である。.ト
地域の犯罪抑止力を向上させるには、住民による自主的な防犯活動が有効であり、これを継続して支援するための運営補|
助金の適正な交付が必要である。
補助金が有効に使われるよう適性な交付に努める。

:課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局町室・所得)I 生活安全課 防犯交通係 匹LIJ
太項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

事|防犯外灯の新設経費及び修理経費の一部を補扇子るこ
業|とで自治会の防犯活動を支援し、地域の安全の確保を園
町|る。また、自治会等の負担軽減、電力消費が抑えられ地
主|球温暖化対策にも貢献できるため、防犯外灯のLED化を
l平成25年度から10年聞を目途に促進する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

防犯外灯設置補助金 8，315，000 8，309，000 

防犯外灯助成事業

歳 入 予算事額(円) 決算額(円)

国庫支出金
|支 消耗品費 48，000 47，451 財 県支出金
出
内
訳

ft ヨ 計 8，363，000 

人件費概算

若動指標または成呆指標

1 1防犯外灯助成新設・修理灯数

21防犯外灯助成修理灯数(促進分)

3 ILED化率

源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

8，356，451 dE』ヨ

H26 

......・H・s"iiui........l・… 633泊...・H・-

“ …・・五?前:…・・""1"........380好.....

20% 30% 

24% 35% 

120.00% 116.67% 

計

地世づ〈り推進事業

40% 

45% 

112.50% 

2，000，000 2，000，000 

6，363，000 6，356，451 

8，363，000 。8，356，451

一般 |経常臨時|

|目的の妥当性 l 妥当である|自治会等の負担を軽減することにより、防犯環境の整備を促進するものであり、妥当である。
!日妥ト -… =.~':';:'~"I""~':'I~.=~..:....t 
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|地域の安全確保のための自治会等への補助であり、妥当である。
¥性 f………山……….......…，.............................，
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民を対象

目標達成度 |達成している|平成25年度から10年間でLED化率100%を目指す目標を達成している。
有トH・M・……....・H・.....・H・...........，…………....・M・...1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性|副長二伝言語長|説山花|通量副長議長ぷ;:zi
|実施主体の適正化 |適正である|自治会等への補助であり、適正である。
効ト-……"……u………….，.............................，
| 率 |受益者負担の適正化|適正である|自治会の防犯外灯設置、修理等の一部を助成する定額補助であり、適正である。
性 l.......;;....;...o..........................I.............................1

，一

課題

' 今の後方

向性

特記
事項

コスト効率 適正である|見積書、設置現場確認等を行い、必要箇所にのみ許可し、補助金を交付しており、適正である。

.レ
防犯外灯のLED化は、自治会等の電気料金の負担軽減、また、電力消費が抑えられることから地球温暖化対策にも貢献
できるため、蛍光灯からLED灯に取り替える自治会が増えており、 LED灯の早期設置を希望する自治会が多い。平成25年
度から10年間でLED化率100%を目指しており、計画目標より少し早く促進化が行われている。

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課 防犯交通係

天事:EH政葉7 中項百1施葉〕
41市民が安心して暮らせる環境づくり 交通安全と治安の確保

空き家適正管理推進事業

士『管理不全な空家等について、当該所肴著尋に対する行
芸|政指導を粘り強く継続し、周辺の生活環境に与える危険
概|や不安の解消を図る。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 53，000 52，129 

支
出
内
訳

dE』Z 計 53，000 52，129 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財源 53，000 

aE』ヨ E十 53，000 

回二口

決算額(円)

52，129 

52，129 

|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 I-f=;- I IA弘吾 II ~~'" I 
人件費概算 1-.--...-i叫 仇肌叫 | 算入 |有 11会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H26 I H27 I I H28 1目標 l

100九 I 100% 1 I 100% 1達成
1 1連絡のあった物件に対する対応率 1 100%.. T 100% 1 r 100% 1 度

21空家等が適正な管理に至った割合

3 

l00.00% I 100.0% 
100% I 100% 
61% 44.00% 

61.00% 1 44.40% 

目的の妥当性 妥当である|管理不全な状態にある空家等の是正を推進するもので、妥当である。
妥 r…................………......1.............................1
当 |自治体関与の妥当性 l妥当である|山陽小野田市空き家適正管理に関する条例、空家等対策の推進に関する特別措置法

|性|対象(受益者)の妥当性|妥拘る|示民を対象

有 i己門暫空烹子烹 |快jftt;l.幣士竺空門門門任吹土と三三ごご士ご力.~どだオ1引T叶叶ヤ:プオ司常Tオ1常I.!.空烹雪空3õ!l!?F竺明門I;:i.b{i今努幣空今?空空烹竺警竺聖明主史空努幣存翌:Jtii労子
効 !類似事業の存在 |存在しない

性;出元副長伝説~'~'~~'l説副長記長選正面子両i語言語
実施主体の適正化 |適正である|空家等対策の推進に関する特別措置法に規定されている。

効ト......・4…...・H・...…………1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|受益者負担には、なじまない事業である。
性 ι……………........…....・.....1...…….................1
コスト効率 適正である|必要最低限の経費であり、適正である。

.レ
適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしており、地域住
民の生命・身体・財産の保護、生活環境の保全、空家等の活用のため対応が必要である。その対応として、空家等対策の推
進に関する特別措置法に基づき、空家等の実態調査、指導、勧告等を行い、空家等の増加抑制策、利活用施策、除却等に

課題 対する支援施策等を実施していくことになる。そのためには、法の基本指針に即した空家対策協議会を設置し、空家等対策
計画を策定しなければならないロ
また、特措法に定めのない管理不適切空家等について'情報提供や指導等の措置を行うために、山陽小野岡市空家等対
，策の推進に関する条例の制定を行う必要がある。

事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度中に改善に着手

向性
時期

L21 



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室'所(係)I 匹I6 I 
天事百I政葉)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

生活安全課

中項目(施策7
消費者の保護と意識啓発

消費生活センター|

Jh項百11基本事粟〕
消費者教育・情報提供の推進

消費者保護事業

事|高齢者を中心に消費者被害が後を絶た示三言た、表示辱の偽
|装問題等も発生している。これに対応するため、悪質商法による
業|高齢者被害の防止に努める。また、不正表示への監視指導体制
概|の強化や消費生活サポーターとして消費者団体の育成に取り組
要|む。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 200，000 199，803 

支 負担金、補助金及び交付金 48，000 48，000 
出
旅費 38，000 18，800 

内
訳

dE』Z 言十 286，000 266，603 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 286，000 266，603 

4回』 計 286，000 266，603 

人件費概算 |人工数(人間人魚弘I1 宝~I 有|同判 一般 経常

活動指事ま正I孟成果霜覆 H27 

300人

1 1消費生活関連事業・研修への参加促進(市民)

S
一人

g
E
n
U
 

H
一叩

524人 532人

問
一
舗
一
舗

れ
一
庖
…
庖

!
 

叩
一
舗
…
舗

九
一
拍
…
泊21商晶表示の立入調査/!苫舗

附
一
は
一
人

弘
一

I
…開

!
 

川
一
以
…
以

n
u
-
n
L
司

n
U

F
E
L
-
-ム
閣

1
ム31消費者団体の会員数/人
91.00% 80.00% 

目的の妥当性

79.00% 

妥当である l地方自治法、消費者安全法、消費者基本法、消費者教育の推進に関する法律に規定されている自治事務である
妥 t..........・H・.............…….......，.............................，
| 当 l自治体関与の妥当性| 妥当である|地方自治法、消費者安全法、消費者教育の推進に関する法律等に規定されている業務目的である
性 l…..........・H・-….............・H・..1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民を対象

目標達成度 概ね達成している|研修等の参加、商品表示の立入唐舗数が目標を超えており、概ね達成している。

i l持者労:::::::::[子在任..T.......
実施主体の適正化

上位施策への貢献度|貢献している|消費者基本計画、山口県食の安心・安全推進基本計画

適正である |地方自治法、消費者安全法、消費者基本法、消費者教育の推進に関する法律に規定されている自治事務である

ilH十千円前r"長~~:]~~:~言明145;定説E555125二:::::
コスト効率 概ね適正である|概ね適正ではあるが、消費者団体の補助金が少ないため、消費者団体の育成に抑制がかかっている

.レ
消費者トフブ、ノレを未然防止するためには能動的に活動する必要があるo消費者団体の年齢構成が向齢化しているため、若
年層の消費者サポーターを育成し、見守りの担い手を増加することが必要となる。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

消費生活センター 匹仁ヨ平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 生活安全課

交付税| 士 | 
算入 | 判 | 

※上段:目標

H26 I H27 
2回/人 I 2回/人
2回/人 I2.5回/人
l00.00% I 125.0% 

1回 I 1回
l回 I 1回
100.00% I 100.00% 

.消費者安全法に規定されている業務として、国民生活センター
事|主催の研修会へ参加、法律専門家に法律助言業務委託するこ
業|とより消費生活センターの機能強化及び相談員等の資質向上を
概|目指す。また高齢者等の消費者被害を防止するために民生児
要|童委員等見守りを実施する団体との連携を強化する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

給料 1，688，000 1，705，200 

支出
職員手当等 884，000 902，888 

共済費 741，000 576，411 
訳内
相談業務委託料 390，000 390，000 

旅費他 440，000 407，660 

合・計 4，143，000 3，982，159 

人件費概算
|人工数{人役)I .人件費(円)I 

4，650，335 

活動指標または成果指標

1 I相談員等の研修参加

21市民向けセミナーの開催

地方消費者行政活性化事業

手段|専門事例研修に参加及び悌専門家に助言を委託することで相談体制の強化

市民の安心で安全な消費生活の確保

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 1/2 2，020，000 3，944，977 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 1/2 2，123，000 37，182 

dEL 2 計 4，143，000 3，982，159 

臨時

31相談件数 1::::::::: i.?Ef:::::r:::::::?!~在二 I r.....34話予........

I \Vlll:~+"_'"2 I凶前講座等アンゲ-トで高夏な如識の披露を求められている。
目的の妥当性 i妥当である|I 3'=1 '-O'./，o.) Iなジャンルの消費トラブノレの助言・斡旋を求められている

.I....;，.~.=;...~....r地芳首千百?芸第;.2.楽.第百事t前宗T~..消.費著墓.末港第五菜.~..r背.費.者1安査法鷲宮茶第玄項目・
自治体関与の妥当性|妥当である|I :t>(;====! \，.()t.，)'~ I各号規定による自治事務、消費者教育の推進に関する法律

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民を対象

効
率
性 .. 
消費者を取り巻く契約、ンスァム等の複雑化・角度化が進む中、両齢者からの相談件数が増加している。相談内容も複雑多様

唱、

化しているため、今以上の相談員等の資質向上が急務である。(法律の改正やだましの手口の多様・複雑化、システムの多
様・複雑化)

課題

今の両方性後 d 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成28年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)| 生活安全課 消費生活センター| 回二日

..，.".，市内において60歳以上の契約者からの相談が急増して
主|いる。また、振り込め詐欺や悪質商法の被害も急増してる
まlことから、国のモデ、ノレ事業によって効果が実証された「普
霊|告メッセージ付通話録音装置」の普及促進を図るため、
l県の推奨する事業として実施する。 I意図|悪質事業者の手口及び情報の収集並ひやに被害の未然防止を図る

支
出

内
訳

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

印刷製本費 152，000 151，200 国庫支出金

財 県支出金 10/10 152，000 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

dEL ヨ E十 152，QOO 151;200 dロ!>. 計 152，000 

人件費概算 !人工数Ti人件12JJ|想見|無|国到 一般

活動指標または成果藷覆 H26 H27 

10 

決算額(円)I 

151，200 

臨時

1 I通話録音装置の設置件数 8 

2 

3 

課題

今の方後

向性

特記
事項

80.0弛

対象(受益者〕の妥当性|概ね妥当である|市民を対象

'検討が必要|通話録音装置の設置件数が伸びず、検討が必要。

適正である|必要最低限の経費であり、適正である。... 
各種団体への会合に参加し、通話録音装置の普及促進を努めることができた。しかし、通話録音装置のレンタノレ事業につい
ては、個人情報の取り扱いについて、市民の理解を得る事が難しく、また貸与であることで設置数が伸び悩んだ。

事業の進め方等に改善が必要 改時善期 29年度中に改善に着手
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